
■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

 

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

1 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 生涯学習部 生涯学習課 新花巻図書館の整備計画に
ついて

　新花巻図書館の建設時期や建設場所など現時点における計画
の内容について伺いたい。

　新花巻図書館は、現在の図書館が老朽化のため移転整備することで
市民説明会なども実施し平成29年度に「新花巻図書館基本構想」を策
定したところ。これに基づき平成30年度は、「新花巻図書館整備基本計
画」の策定を進めている。この計画の中で具体的な場所や規模、事業
費等を決めていきたいと考えている。その後、基本設計、実施設計が平
成31年から33年度頃までに入っていく予定のため実際の建設工事は平
成35年度以降となる見込み。よって、現時点で具体的にいつ頃開館とな
るのかは申し上げられない状況。
　今年度は、具体的な設備についても示していきたい。また、場所は、ま
なび学園周辺か花巻駅に近い方が利便性が良いという意見もあり、こ
れらも踏まえながら検討していきたい。

　新花巻図書館は、国の支援も得る必要があり、基本設計ができた後
で、国との話し合いを進めなければならない。国との協議後、実施設計
に入り、建設はその後となる。なるべく早く造りたいが、国との話し合い
や建設にどれほど時間がかかるのかで違ってくる。現時点で後数年で
出来るとは言えない状況。

　新花巻図書館は、立地適正化計画における都市機能誘導区域内に
建設をすることとしており、新しい図書館が中央図書館としての機能も
求められていることから、旧三町地域から交通アクセスがしやすく、市民
に分かりやすく利用しやすい場所で、高校生や子ども達の学習の場とし
て活用しやすい場所への建設が必要であることから、花巻駅東側周辺
への建設を検討している。
　また、現在、新花巻図書館整備基本計画の策定を進めており、その計
画策定の中で施設の規模、建設場所、実施時期等について具体的に
検討してくこととしている。
　基本計画策定後は、基本設計、実施設計と進めていくこととなるが、
完成時期については明確にお示しできない状況である。

2 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 生涯学習部 生涯学習課 他市と比較した図書館の利
用数について

　図書館は市民が利用しやすい施設にする必要があると思うが、
今の花巻図書館は、北上市や他の自治体と比べて利用者は多い
のか、少ないのか。また、花巻市は宮沢賢治のふるさとでもあるこ
とからも賢治に関することも考慮して検討いただくようお願いした
い。

　平成27年度の資料によると、花巻図書館は施設の老朽化のため利用
率が落ちていることもあり、市内全体の図書館の平均利用数は年間4冊
程。他市の例では一関市が街中に新しい図書館を造ったが平均利用数
は6冊以上利用されている。しかしながら、各市によって事情は異なるた
め一概には言えないが花巻市でも同程度の利用数を目指していきた
い。やはり新花巻図書館は街中の活性化も意識していることから市民
が利用しやすい施設にしたいと考えている。
　また、当市は宮沢賢治をはじめ市に関わりのある先人が多いことから
も、これらに関連する資料は重点的に収めていきたいと考えている。

　平成27年度の資料によると、花巻図書館は施設の老朽化のため利用
率が落ちていることもあり、市内全体の図書館の平均利用数は年間4冊
程。他市の例では一関市が街中に新しい図書館を造ったが平均利用数
は6冊以上利用されている。しかしながら、各市によって事情は異なるた
め一概には言えないが花巻市でも同程度の利用数を目指していきた
い。やはり新花巻図書館は街中の活性化も意識していることから市民
が利用しやすい施設にしたいと考えている。
　また、当市は宮沢賢治をはじめ市に関わりのある先人が多いことから
も、これらに関連する資料は重点的に収めていきたいと考えている。

3 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 建設部 建築住宅課 災害公営住宅の進捗状況と
今後の予定について

災害公営住宅は、東日本大震災で被災し内陸部に避難した方々の
住まいの安定が図られるとともに当地区の活性化にもつながるとて
も意義のある事業だと思っている。そこで災害公営住宅の進捗状
況と今後の予定について伺いたい。

　災害公営住宅は東日本大震災により被災された方のうち内陸のみな
し仮設住宅に住んでいらっしゃる方などに対し、できるだけ便利な場所
の提供とまちなか活性化のため、花巻市が事業主体となり、上町及び
仲町地域に整備することとした。土地所有者や近隣の関係者にご協力
をいただき.、土地の取得及び建物解体について3月中に完了。工事は、
上町及び仲町と2地区に分け、それぞれ建築、電気設備及び機械設備
工事の契約を締結しており、４月には本格着手し、現在、土壌改良を終
了し基礎工事に入っている。
　4月6日には、工事受注者の主催により、安全祈願祭を開催した。整備
内容は、上町側は鉄筋コンクリート造4階建て、1階は店舗、2～4階まで
を住戸として9戸整備する。上町棟の北側には集会所を整備することと
しており、災害公営住宅入居者が優先となるが、地域の方々にも利用し
ていただきたいと考えている。仲町側は、鉄筋コンクリート造3階建て、
住戸を21戸整備する。入居予定者に対して、現在、市職員と社会福祉
協議会の生活支援相談員が訪問し、不安な点や要望などについてお話
を伺っている。また、集会所の利用方法については、6月中にも、地域の
代表者等（上町・仲町）と協議したいと考えている。
　また、仲町側に子育て世帯向け地域優良賃貸住宅の整備について
は、民間による整備を募集することとして準備しており、約10戸程度を想
定し来年3月までの完成を目指している。

　災害公営住宅は東日本大震災により被災された方のうち内陸のみな
し仮設住宅に住んでいらっしゃる方などに対し、できるだけ便利な場所
の提供とまちなか活性化のため、花巻市が事業主体となり、上町及び
仲町地域に整備し、平成31年3月に完成し、4月1日から入居を開始す
る。
　整備内容は、上町側は鉄筋コンクリート造4階建て、1階は店舗、2～4
階までを住戸として9戸整備。上町棟の北側には集会所を整備。災害公
営住宅入居者が優先となるが、地域の方々にも利用していただきたいと
考えている。仲町側は、鉄筋コンクリート造3階建て、住戸を21戸整備。
また、仲町側に子育て世帯向け地域優良賃貸住宅を、民間による整備
を行い、10戸整備していただいたところである。
　この住宅も4月1日から入居開始することとしている。

4 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 建設部 建築住宅課 子育て向け地域優良賃貸住
宅の整備について

子育て向け地域優良賃貸住宅を約10戸を市ではなく、民間で整備
するとのことだが、どこも手をあげないことも考えられるがいかがな
ものか。

　地域優良賃貸住宅は、事業主体を市が行う場合と民間が行う場合の2
つある。市が整備するとなると数億円の予算が必要となるため財政負
担がとても大きくなるため、今回は民間が整備し国と市が補助する形で
進めたいと考えている。しかしながら、事業者が誰も手をあげない可能
性もあり、我々も心配しているが、担当部署で建設業者と情報交換し、
事業者が名乗り出やすい要領の作成をしているところ。だが募集して
も、誰も手をあげない場合、そのまま塩漬けとなる可能性もあるが、現
時点で、担当部署の報告によると前向きに検討していただいている事
業者がと伺っている。今後、プロポーザルをなるべく多く参加してもらい
その中で一番良い案を採用したいと思っている。

　地域優良賃貸住宅は、民間が整備し国と市が補助することで進めて
おり、4月1日から入居を開始すると伺っている。
1戸当たり月額4万円を国1/2、市1/2の負担で行うこととし、10年間継続
することとしている。
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参加者発言趣旨
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5 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 建設部 公園緑地課 エセナ跡地の広場整備につ
いて

エセナ跡地の広場整備の具体的な内容について伺いたい。 　エセナ跡地については、街中での賑わい、寛ぎと交流の場、遊びや健
康づくり、イベントなどその他にも多様な活動の創出拠点として広場を整
備するもの。現在予定している広場のスペースは芝生エリア、広場エリ
ア、植栽エリアで構成。主に敷地の北側を芝生エリアとし、それと一体と
なったスロープ状のすべり台(スライダー)や上町通りを眺めることのでき
る階段状のベンチを設ける予定。スロープ状のすべり台は、幼児から大
人まで一緒に楽しめる施設で、階段状のベンチは、花巻まつりのパレー
ドや上町でのイベントを眺めることができる。敷地南側は、広場エリアと
して舗装整備し、芝生エリアと併せて、花巻まつりの際は屋台村として利
用できる等、様々なイベント等に活用できる空間とし、そのエリアから敷
地内を周遊できる通路も整備する。敷地東側は、県道の歩道と接してお
り、更に歩道空間を広く確保することとし、出入口は段差のないオープン
スペースとする。広場外周は植栽エリアとし、周辺の建物がなるべく視
界に入らないよう樹木や植込み（生垣）等を配置するとともに、春夏秋と
それぞれ花をつける樹木を配置し、四季を感じることのできる空間として
整備する。
　今後のスケジュールは、国庫補助金の交付決定が5月末頃の予定の
ため交付決定後速やかに発注し、花巻まつりの期間中は広場を一時的
に利用できるよう配慮するとともに、年度内の完成を予定している。主な
施設は、先程お話ししたすべり台(スライダー)や階段状のベンチの他、
水飲み・手洗い場1箇所、外灯5基、フットライト4基、防犯カメラ2基を整
備する予定。完成後は、普段からも日常の休憩場所、憩いの場所として
積極的に利用いただきたいと考えている。

　エセナ跡地については、街中での賑わい、寛ぎと交流の場、遊びや健
康づくり、イベントなどその他にも多様な活動の創出拠点として広場を
整備するもの。現在予定している広場のスペースは芝生エリア、広場エ
リア、植栽エリアで構成。主に敷地の北側を芝生エリアとし、それと一体
となったスロープ状のすべり台(スライダー)や上町通りを眺めることので
きる階段状のベンチを設ける予定。スロープ状のすべり台は、幼児から
大人まで一緒に楽しめる施設で、階段状のベンチは、花巻まつりのパ
レードや上町でのイベントを眺めることができる。敷地南側は、広場エリ
アとして舗装整備し、芝生エリアと併せて、花巻まつりの際は屋台村とし
て利用できる等、様々なイベント等に活用できる空間とし、そのエリアか
ら敷地内を周遊できる通路も整備する。敷地東側は、県道の歩道と接し
ており、更に歩道空間を広く確保することとし、出入口は段差のない
オープンスペースとする。広場外周は植栽エリアとし、周辺の建物がな
るべく視界に入らないよう樹木や植込み（生垣）等を配置するとともに、
春夏秋とそれぞれ花をつける樹木を配置し、四季を感じることのできる
空間として整備する。
　今後のスケジュールについては、広場の整備工事については、広場
本体の工事を平成30年7月から、11月からは擁壁補修工事を並行して
実施し、3月に工事が完了。平成31年4月1日から「花巻中央広場」となる
が、芝生の養生のため、4月は部分的な開放となる。養生が完了する7
月には全面開放する予定としており、主な施設としてすべり台(スライ
ダー)や階段状のベンチ、ロングベンチの他、水飲み・手洗い場1箇所、
電源設備5基、外灯5基、フットライト4基、防犯カメラ2基を整備。開放後
は、日常の休憩場所、憩いの場所、まちなかの賑わいづくりや活性化の
ためのイベントの場所等、積極的に利用いただきたいと考えている。

6 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 財務部 契約管財課 まん福の今後の活用予定に
ついて

エセナ跡地の整備に関連して広場整備にあたり、まん福の活用は
考えられるのか伺いたい。

専門家に調査していただいたが、集会所として活用するには約2億円が
必要とのこと。文化財としてそれほど価値のない建物を多額のお金をか
けて整備することは全く考えてない。仮に使うとすれば、建物を壊して広
場の延長線上に使える可能性があるかどうか。慎重に検討する必要が
あるだろうが現時点で将来的に活用するかどうかは申し上げることはで
きない。

　旧まん福について、民間事業者から問い合わせがあったが、その後
進展がない。現時点で、市として何も決まっていない。

7 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 商工観光部
建設部

観光課
公園緑地課

エセナ跡地への屋形山車の
移転について

エセナ跡地の整備にあたり過去に、城内にある屋形山車の移設の
話もあったと聞いているが、現在市としては、そのような考えはない
のか伺いたい。

今の計画では、広場全体をイベント等でも利用することとしており、屋形
山車を移設する考えはない。

市民がいつも見られる場所にという趣旨で、お金をかけて移設すること
が市民の理解を得られるのであれば将来的にエセナ跡地ではなく違う
場所に移設することは考えられるかもしれない。屋形山車はすばらしい
と思うが、仮に観光客が来てもお金を落とすことはないため地域経済の
活性化にはつながらないだろう。よって、お金をかけて観光目的で移設
することは考えていない。

　市民がいつも見られる場所にという趣旨で、お金をかけて移設するこ
とが市民の理解を得られるのであれば、将来的にエセナ跡地ではなく
違う場所に移設することは考えられるかもしれないが、観光目的のため
に移設する考えはない。観光目的で移設してもわざわざ見に来る観光
客はほとんどいない。屋形山車はすばらしいと思うが、仮に観光客が来
てもお金を落とすことはないため地域経済の活性化にはつながらない
だろう。よって、お金をかけて観光目的で移設することは考えていない。

8 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 建設部 都市政策課 市営駅前駐車場の今後の見
通しについて

市営駅前駐車場は、イベントやその他多くの際にたくさんの方々に
使われておりとても利用価値の高い駐車場だと思っている。市営駅
前駐車場のスペースを減らしてまで新花巻図書館を駅近くに移す
ことはいかがなものかという声も地域ではあるが、市営駅前駐車場
の利用状況及び今後の見通しについて伺いたい。

　花巻駅南駐車場は、第1第2の2ヵ所合計で181台駐車可能で、花巻駅
利用者やなはんプラザなど周辺施設の利用者に利用いただいている。
利用状況は、平成28年度実績で年間14万台を超える利用があり、なは
んプラザでの催し開催時や週末を中心に満車になることもある。
　仮に新図書館を花巻駅周辺に建設することになった場合は、これまで
の利用と合わせて図書館利用に応じた駐車スペースの確保も必要とな
ることから、さらなる駐車場整備の必要性については今後の検討課題と
考えている。

　花巻駅南駐車場は、第1第2の2ヵ所合計で181台駐車可能で、花巻駅
利用者やなはんプラザなど周辺施設の利用者に利用いただいている。
利用状況は、平成28年度実績で年間14万台を超える利用があり、なは
んプラザでの催し開催時や週末を中心に満車になることもある。
　新図書館を花巻駅周辺に建設することになった場合は、これまでの利
用と合わせて図書館利用に応じた駐車スペースの確保も必要となるこ
とから、さらなる駐車場整備の必要性については今後の検討課題と考
えている。
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9 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 建設部
生涯学習部

都市政策課
生涯学習課

新花巻図書館の花巻駅前へ
の移転と市営駅前駐車場ス
ペースの確保について

　花巻駅前の駐車場はとても便利であり、できればこのまま維持し
てほしいが新花巻図書館を整備する際には、学生のための学習ス
ペース及び閲覧スペースを確保してほしい。また、駐車場もなるべ
く広く確保するよう検討してほしい。

　新花巻図書館を花巻駅前に造ることは決定したわけではない。あくま
で候補の一つ。駅前に近いほうが便利ではないかという意見もあるが、
一方で市営駅前駐車場をこのまま維持してほしいとの意見もあるとこ
ろ。
　現在の花巻図書館の閲覧スペースは狭いことからも、新図書館は十
分な閲覧スペースを確保したいと考えている。また、なはんプラザ2階に
設置した学習室も多くの学生に利用されている。学生は駅に近い場所
にあった方が便利だと思う。これらも踏まえながら建設場所など検討し
ていきたい。

　花巻駅前駐車場の必要性については、市でも十分に認識している。仮
に新花巻図書館を花巻駅近くに造ったとしても、花巻駅前駐車場の駐車
台数を減らすことは考えていない。必要な場合には立体駐車場を整備
することも考えられる。駅前駐車場の必要性は大きな検討ポイントであ
ると考えている。
　新花巻図書館の建設場所の候補を花巻駅近くとしているのは、まず、
学生にとって駅に近い方が学習もでき便利ということ。また、新花巻図書
館は中央図書館としての位置付けとなるため石鳥谷や他の地域から電
車やバスを使ってくる方にとっても駅に近い方が良いと考えている。ま
た、URにお願いし図書館の中に民間企業による事業等を併設すること
も検討しているが、旧花巻市の人口規模だと採算が取れないため民間
企業に事業を行ってもらうことはなかなか難しいようだ。それでも、図書
館の中に併設の施設を造ることで、花巻駅前の活性化にもつながる。
総合花巻病院跡地となると民間企業に併設の施設を造ってもらうことは
かなり難しくなる。これらも踏まえながら前提として花巻駅前駐車場のス
ペースは確保しつつ建設場所について選定していきたい。

【建設部】
　花巻駅南駐車場は、第1第2の2ヵ所合計で181台駐車可能で、花巻駅
利用者やなはんプラザなど周辺施設の利用者に利用いただいている。
利用状況は、平成28年度実績で年間14万台を超える利用があり、なは
んプラザでの催し開催時や週末を中心に満車になることもある。
　新図書館を花巻駅周辺に建設することになった場合は、これまでの利
用と合わせて図書館利用に応じた駐車スペースの確保も必要となるこ
とから、さらなる駐車場整備の必要性については今後の検討課題と考
えている。

【生涯学習部】
　新花巻図書館整備にかかる学習スペース及び閲覧スペースの確保
については、平成29年8月に策定をした新花巻図書館整備基本構想に
おいて、新花巻図書館の整備方針として「くつろいで読書や資料調査が
できるよう十分なスペースを確保する」「学習ができるスペースや図書
企画を展示できるコーナーなどゆとりのあるスペースを設ける」と掲げ
ている。
　現在、新花巻図書館整備基本計画の策定を進めているところである
が、その中で十分な閲覧スペース・学習スペースの確保について具体
的に検討をしていきたいと考えている。

10 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 財務部 契約管財課 まん福の現状の対策及び活
用について

まん福の敷地とエセナ跡地の境付近に草が繁茂しないように植栽
シートをかけているが、景観上良くないと感じる。まん福の敷地と併
せて一体的に活用することも検討の余地があるのではないかと思
うが。

まん福に関しては先ほどお話ししたとおりだが、奥山時計店の横を通っ
ている道路を利用する可能性はあると思う。しかしながら、擁壁を壊し新
たに整備するとなると数億円のお金がかかると思われる。、市単独で数
億円の負担は財政的に大変難しい。現実的には、現状の防草シートで
の対応となるだろう。

　旧まん福について、民間事業者から問い合わせがあったが、その後
進展がない。現時点で、市として何も決まっていない。

11 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 建設部
生涯学習部

都市政策課
道路課
生涯学習課

新花巻図書館整備にかかる
駅の橋上化及び万代橋東側
の道路整備事業との一体的
な整備について

現在、花巻駅の橋上化と新花巻図書館移転の話が出ているが、仮
に橋上化が決まったとしても新花巻図書館の建設時期とはずれて
くると思われるが景観やモチーフ等は一体的に考えていくべきだと
思う。また、できれば万代橋の整備事業においても、街中の整備と
してこれらの事業との兼ね合いも考慮しながら一体的に検討してい
ただきたい。

新花巻図書館を花巻駅近くに造ることとなった場合、当然、駅周辺との
景観も考慮して検討しなければならないと思っている。だが、万代橋東
側の道路整備事業とも一体的にとなると花巻市にそこまでの財政力が
ないため難しいだろう。万代橋東側の道路整備事業は国からの補助金
がないと整備することは難しいがまだ予備調査の段階であり、国も予算
が厳しいため現時点で確実に出るとはいえない状況。その上で更に駅
周辺と一体的な整備となると難しいのが実情。

【生涯学習部】
　新花巻図書館については、立地適正化計画における都市機能誘導区
域内に建設をすることとしており、新しい図書館が中央図書館としての
機能も求められていることから、旧三町地域から交通アクセスがしやす
く、市民に分かりやすく利用しやすい場所で、高校生や子ども達の学習
の場として活用しやすい場所への建設が必要であることから、花巻駅東
側周辺への建設を検討している。
　また、現在、新花巻図書館整備基本計画の策定を進めており、その計
画策定の中で施設の規模、建設場所、実施時期等について具体的に
検討してくこととしている。
　基本計画策定後は、基本設計、実施設計と進めていくこととなるが、
完成時期については明確にお示しできない状況である。

　【建設部】
　万代橋東側の市道城内大通り一丁目線道路整備事業は道路設計等
事業を進めている。引き続き整備を進めていく。
　花巻駅の橋上化（自由通路整備）については、概算事業費の縮減や
国の支援等による市の負担額など検証しており、事業化の可否も含め
て検討を行っている。

12 H30.5.24 市政懇談会 花巻中央 建設部 道路課 市道城内大通り1丁目線の整
備について

総合花巻病院前からセブンイレブンまでの道路は、幅員が狭いが、
拡幅工事をするよりは、現状のままでスピード制限をかけることで
一定の安全は確保しつつ環境も守られると思うがいかがなものか。

幸橋から、花巻合同庁舎までの区間は、道路も狭く危険なため出来れ
ば整備した方がよいと思っている。総合花巻病院からセブンイレブンま
での区間については土地の問題などもあるため車道を拡幅するのは難
しい状況。一部区間の歩道整備については再度計画を検討していると
ころである。

　幸橋西側交差点から県道山の神西宮野目線（旧国道4号線）との交差
点までの市道城内大通り一丁目線の道路整備を進めている。平成30年
度は、道路設計、用地測量、一部歩道整備工事を実施しており、引き続
き整備を進めていく。

3/70



■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

13 H30.6.12 市政懇談会 好地 総合政策部 防災危機管理課 防災対策について
（水害時の安全な避難）

　ハザードマップが新たに配布されたが、好地地区の多くは浸水域
にあり特に石鳥谷1～6区と17区の避難経路の確保は現状に即し
て考える必要がある。水害時の安全な避難のために市が取り組ん
でいることを伺いたい。

　水害時の安全な避難について、１点目は台風等の接近に伴い、北上
川の氾濫等の被害が予想される場合、北上川の水位を確認しながら、
避難出来る時間を確保出来るよう、出来るだけ早く「避難準備・高齢者
等避難開始」の情報を発令するということ、２点目に今年３月に北上川・
猿ケ石川の浸水想定区域を見直したことに伴い５月１日に更新版のハ
ザードマップを配布したが、その裏面には水害時に得られる情報と受
信・取得方法、非常持ち出し品や心得など普段から知っておいていただ
きたい大切な情報を掲載していること。なお、これらを踏まえ、東北本線
を挟んでの東側から西側への安全な経路が限られる当地区では、ハ
ザードマップを活用し、日頃から家庭や地域で避難経路の検討をお願
いする。

　ハザードマップは、堤防が壊れた場合の被害を想定したものであり、
大雨で必ず堤防が決壊するものではないので、必要以上に心配し過ぎ
る必要は無い。ただ、天災は予測不可能なので、空振りも覚悟し情報を
発令しているので、早めの避難行動をお願いする。

　台風又は低気圧の接近に伴い、北上川の氾濫等被害が予想される場
合には、北上川の水位を監視することにより、避難に要する時間を確保
できるようできるだけ早い時間に避難準備・高齢者等避難開始情報を
発令できる体制を整えている。

　避難に関する情報については、自主防災組織への電話連絡、エリア
メール（緊急速報メール）、えふえむ花巻（自動起動）、広報車、ホーム
ページ等複数の手段により伝達する体制を整備している。
　

14 H30.6.12 市政懇談会 好地 総合政策部 防災危機管理課 防災対策について
（防災行政無線の設置）

　河川氾濫情報を近隣住民に一斉に伝達するため、好地振興セン
ターに行政無線（拡声器）を設置できるか伺いたい。

　大迫地域には防災無線、東和地域には有線放送があるが、仮に石鳥
谷地域に防災行政無線を整備するとなると、花巻地域も同じ環境であり
整備に膨大な経費が見込まれるため、設置する事は出来ないと考えて
いる。なお、住民の皆さんに避難に関する情報を伝えする手段として
は、緊急速報メール・エリアメール・防災ラジオ・広報車・NHKのデータ放
送の他にも、市のホームページ・フェイスブック・ツイッターがあり、また、
総合支所の担当職員から自主防災組織への電話連絡も行い、複数の
手段でお伝えすることとしている。

　花巻と石鳥谷への防災行政無線の整備には10億円程度が見込まれ、
費用が掛かり過ぎるほか降雨時には聞こえにくいとの声もある。防災ラ
ジオは1億3千万円位なので、採用した。土砂災害の危険がある地域に
は無償貸与しているほか、5千円で販売しているので、利用していただき
たい。

　好地振興センターに行政無線（拡声器）を設置することは、多額の費
用がかかることからできない。

15 H30.6.12 市政懇談会 好地 建設部 建築住宅課 居住誘導区域と空き家対策
について

　好地地区の現在の空き家戸数（H29市政懇談会では39戸）と空き
家管理のためにどのような対策を行ったか、そして今後の取り組み
について伺いたい。

　平成29年度末の好地地区の空き家は56件。花巻市における空き家対
策は、平成28年7月に策定した「花巻市空家等対策計画」に沿った対策
を行っている。空家のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危
険となる恐れのある状態や、著しく衛生上有害となる恐れのある状態、
著しく景観を損なっている状態、その周辺の生活環境の保全を図るため
に放置することが不適切な状態である場合は、「特定空家等」に指定
し、所有者等に対し、改善について助言・指導を行い、是正されない場
合は勧告し、固定資産税の住宅用地特例を除外するなどの措置を行っ
ていくことになる。それでも改善されない場合は、行政代執行を行う可能
性もあるので、できれば所有者に適切に管理をしていただきたい。
　空家等は、個人財産であり所有者自ら管理するのが原則なので、固
定資産税納税通知書に所有者の責務に関するチラシを同封しているほ
か、近隣住民等から苦情があった場合は所有者や相続関係人に連絡を
取り適正な管理を促している。
　さらに、今年度は、5月21日に岩手県司法書士会・一般社団法人岩手
県宅地建物取引業協会・岩手県土地家屋調査士会・一般社団法人岩
手県建築士会花巻支部と空家問題の相談に応じるための連携協定を
締結したほか、所有者等自ら適正な管理をしていただくよう老朽危険空
家の除却費の一部を補助する制度を設けた。これは、構造の腐朽や破
損等により、倒壊や建築部材の飛散の恐れのある著しく危険と認められ
る住宅で、一定の要件を満たした対象者について、除却費の一部
（1/2、上限50万円）を補助するものである。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

16 H30.6.12 市政懇談会 好地 建設部
石鳥谷総合支所

都市政策課
石鳥谷総合支所
地域振興課

居住誘導区域と空き家対策
について

　石鳥谷２区を含む地域に居住誘導区域が設定されたことで、空き
家対策に効果があるのか伺いたい。また、併せて居住誘導区域に
ついても説明いただきたい。

　居住誘導区域は、鉄道駅周辺や商業・医療施設などの都市機能施
設、住居が集積している中心拠点で、公共交通が容易に利用出来る、
将来に亘り人口集積が見込まれる区域を設定している。石鳥谷地域に
おいては、盛岡まで電車で30分と近い距離であり、盛岡南地域の開発
や矢巾町の岩手医大の移転などが進む中、盛岡市のベッドタウンが南
下している情勢を踏まえ、道路などの基盤施設が整備された石鳥谷駅
から1㎞以内の区域を居住誘導区域としたところである。

　居住誘導区域への国の支援は無いが、子育て世帯の住宅取得費に
対し30万円を助成する制度を今年度創設している。
　また、石鳥谷駅前の宅地分譲は、当初難しかったが売れ始めており、
住宅地としての魅力があると再認識できた。民間の分譲地の隣接に市
有地が約１万㎡あるので、土壌をきれいにすることで民間の宅地開発・
分譲の可能性を検討している。さらに、石鳥谷駅から歩いて行ける範囲
にまだ空き地があれば、その利用について民間事業者に橋渡しする事
が出来ないか考えるよう建設部と石鳥谷総合支所に指示している。石
鳥谷駅周辺を住宅地としてもう一度見直して、人口維持を図りたいの
で、地域からも意見や提案を頂きたい。

【建設部】
　石鳥谷地域の居住誘導区域の設定については、左記回答のとおり
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17 H30.6.12 市政懇談会 好地 教育部 学校教育課 石鳥谷小学校学童への不審
者対策について

　近頃、学童が被害にあう事件が多く報道されているが、石鳥谷小
学校での不審者対策はどのような取り組みをしているか伺いたい。

　ここ3年間の市内の不審者通報件数は34件で、そのほとんどが下校時
であり、警察の話では14～16時の時間帯が最も多く、明らかに子供達
の下校の場面を狙っていると思われる。
　不審者が出没し通報があれば教育委員会から町内の学校・保育園等
の施設・防犯協会・スクールガードの方々に緊急連絡を配信するほか、
スクールガードリーダーに直ぐ現場に急行してもらうシステムになってい
る。学校では下校指導や出没した場所のチェックをしている。その他に、
保護者に一斉メール配信で周知を図っている。市でも、発生事案があれ
ば直ぐホームページに掲載する事にしている。
　石鳥谷小学校では、安全指導の計画があり、毎年6月に警察を招き、
不審者対応の事故防止、遭遇した場合どうするか、どこに不審者が出た
のかを、子供達と一緒に全校で集中的に勉強する機会を設けている。
子供達は、保育園の時から標語の『いかのおすし』（行かない・乗らな
い・大きな声を出す・直ぐに逃げる・直ぐ知らせる）を繰り返し学習してお
り、感覚的に身についている。また、子供達には防犯ブザーを持たせ、
不審者に遭遇した際には、ブザーを鳴らす・「こども110番」など近くのお
家に駆け込み、直ぐに通報をと指導している。

　今年度4～3月15日までに学校から寄せられた不審者情報は35件であ
り、うち石鳥谷小学校からの情報は5件となっている。
　学校に通報があれば、速やかに警察、教育委員会及び近隣の保育施
設等へ連絡する手順となっており、教育委員会では近隣の学校・学童ク
ラブやスクールガードリーダーに情報提供して、注意喚起を行っている。
　今後も地域の安全ボランティアと連携して登下校時の見守りを続ける
とともに、子ども達が自身で身を守るための安全指導を継続して実施し
ていく。

18 H30.6.12 市政懇談会 好地 地域振興部 地域づくり課 地域づくりの取り組みについ
て

　平成28年度から実施しているコミュニティ会議を対象としたワーク
ショップについて、取り組んだ結果を市としてはどの様なかたちで
活かしていくのか伺いたい。

　コミュニティ会議の活動が10年経過し更に推進して頂く為に、地域の多くの方が自
由に想いを述べる場を設けようという事で、28年度からワークショップを開催してき
た。28年度は当好地地区をはじめ市内4地区、29年度は市内3地区で開催した。
　ワークショップでは、今後ありたい姿とその為にはどのような事をすれば良いかを話
し合って頂き、当好地地区では「好地を変える30の知恵」という事で、身近な地域で
出来る事、コミュニティ会議で取り組める事、そして行政や民間の力が必要な事、こ
の3つに振り分けした。身近な地域で取り組める事については、少子高齢化の中、行
事の重ね合わせなどの必要性に気付かれ、行政や民間に必要なものとして、空き店
舗活用や若い世代のNPO育成への行政による支援が必要であることや役員の成り
手不足等が挙げられていた。
　ワークショップに市職員も同席して、まちづくりを担っている役員方の負担が増して
いる事、役員のなり手がない事、コミュニティ会議の活動を地域の皆さんにもっと知っ
てもらいたい事、若い世代や女性の参画がもっと欲しい事など、皆さんの想いを再認
識した。
　市では、地域の人材育成、特に若い世代や女性の参画を促すこと、そして地域課
題を解決するノウハウの取得機会の提供が必要と考え、中間支援組織（NPO）と連
携しコミュニティ会議のサポートを行う事としている。30年度は８地区を対象とし、その
結果をコミュニティ会議の会長さん達と市との協議の場で情報提供して頂く予定。
　ワークショップは、結論を出すことが目的ではなくて、世代や性別を超えて色々な意
見を聞き、自らの気付きをするという、とても有効な手段である。ワークショップを行い
たい時には、総合支所地域支援室や地域づくり課に相談を頂きたい。地域づくりは、
勿論地域の皆さんが主役だが、専門性をもった方を巻き込む事も大切な事だと思う。
市もワークショップで出された様々な知恵やアイデアの実現に、情報提供や専門家
の紹介など必要とする支援を継続し、一緒に地域課題の解決や地域づくりを行いた
い。

 ワークショップについては、地域づくりは年齢の高い男性が多く若者の参画が少ない
との意見で盛り上がるが、その後若者の参画が増えたかといえば、狙ったようには行
かないのが実情である。一度きりのワークショップではなく、どうしたら若者に参画して
もらえるのかをもう一度考えていただきたい。

　コミュニティ会議の活動が10年経過し更に推進して頂く為に、地域の
多くの方が自由に想いを述べる場を設けようという事で、28年度から
ワークショップを開催してきた。28年度は当好地地区をはじめ市内4地
区、29年度は市内3地区で開催した。
　ワークショップでは、今後ありたい姿とその為にはどのような事をすれ
ば良いかを話し合って頂き、当好地地区では「好地を変える30の知恵」
という事で、身近な地域で出来る事、コミュニティ会議で取り組める事、
そして行政や民間の力が必要な事、この3つに振り分けした。身近な地
域で取り組める事については、少子高齢化の中、行事の重ね合わせな
どの必要性に気付かれ、行政や民間に必要なものとして、空き店舗活
用や若い世代のNPO育成への行政による支援が必要であることや役
員の成り手不足等が挙げられていた。
　ワークショップに市職員も同席して、まちづくりを担っている役員方の
負担が増している事、役員のなり手がない事、コミュニティ会議の活動
を地域の皆さんにもっと知ってもらいたい事、若い世代や女性の参画が
もっと欲しい事など、皆さんの想いを再認識した。
　市では、地域の人材育成、特に若い世代や女性の参画を促すこと、そ
して地域課題を解決するノウハウの取得機会の提供が必要と考え、30
年度は８地区を対象とし、中間支援組織（NPO）と連携しコミュニティ会
議のサポートを行った。31年度もコミュニティ会議のご意見をお聞きしな
がら、地域づくりサポート事業を実施していく。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

19 H30.6.12 市政懇談会 好地 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
地域振興課

地域づくりの取り組みについ
て

　「南部杜氏の里まつり」のチラシが石鳥谷地区各家庭に配布され
たが、大迫の「日本ワインフェスティバル」はＰＲポスター等でも宣
伝している。「南部杜氏の里まつり」の取り組み状況について伺い
たい。

　「南部杜氏の里まつり」の広告宣伝は、チラシ配布と市ホームページへの掲載をし
ている。チラシは、6,000枚作成し、約4,500枚を石鳥谷地域全世帯に配布、残りを各
総合支所や石鳥谷地域の振興センター、観光協会、商工会議所の各支所でのチラ
シ掲示と窓口配布とし、新聞・雑誌・テレビ等のメディアを活用としたＰＲは現在実施し
ていない。本イベントは、今年で38回を数えることからリピーターが多く、現在の会場
であるビバハウスの規模（300人程度）に見合うチケット販売が見込めるという状況。
今後も「南部杜氏の里」を強く印象付けるイベントを継続したいが、あまり経費を掛け
ずとも効果的なＰＲ方法を工夫しながら、新規のファン、特に若い世代や女性を増や
していきたいと考えている。

　大迫との対比でなぜそうなるかと言えば、正直に言えばイベントの性格が違うこと。
　大迫の場合、産業として１番有力なのが葡萄の生産、ワインである。今、しっかりと
守らなければ大迫のまちが駄目になる状況だと思う。農家の高齢化とそれによる葡
萄の生産減を解消するため、若い人が新たに葡萄づくりを始められる施策を行って
いる。さらに、大迫のまちが元気がないということで、まちを活性化するために、大迫
がワインの産地として全国に発信出来る街中でのイベントを考えた。山梨など全国の
ワイナリーが集まって、一緒に交流することにより、すごいねという印象を持ち帰り、そ
の口コミが増えて来ることを期待している。地域づくりに物凄く大きなイベントだという
事で、その為には沢山人が来てもらわないといけないが、5,000人以上も来場し、それ
を願って行ったものである。
　もう一方で、石鳥谷の「南部杜氏の里まつり」は、会場が商店街ではなく、商店街の
活性化とは直接関係がない。石鳥谷の場合には、大変残念な事だが蔵元が減って
いるが、このイベントにより、蔵元が活性化する事は考え難い。ではなぜ開催するかと
いう事だが、南部杜氏の方々が全国に行き、非常に良いお酒を造っている、これを地
元の人達も飲みたい、或いは自分達の造った美味しいお酒を地元の人達に飲んで
欲しい、これが大きな柱だと思う。対外的に物凄く宣伝をして石鳥谷の経済を潤すと
いうイベントではないという意味で宣伝の仕方も大迫と違うと考える。ちなみに、台湾
や中国など海外の旅行客が増えているが日本の美味しいお酒は大好きで、喜んで
飲んで行く。今後の話として、例えば、観光客をもっともっと花巻に呼ぶためにこの様
なイベントを用意する可能性はあるが、このイベント自体はそもそも目的が違うもので
はないかと考えている,。南部杜氏の里として石鳥谷を発信する事については、道の
駅「石鳥谷」の『南部杜氏伝承館』の内装を替え試飲を出来るようにすること。海外の
人には非常に人気があり、検討している状況だ。

　会場変更を予定していないため、ＰＲ方法も従来通りと考えている。

20 H30.6.12 市政懇談会 好地 健康福祉部 長寿福祉課 独居家庭の見守り対策につ
いて

　独居家庭（一人暮らし）の孤独死は、石鳥谷２区では近所等の見
守りなどにより現在は発生していないが、今後、独居家庭増加と高
齢化により発生の恐れがある。電子機器等での見守り、連絡、感
知等をシステム化し、各家庭に導入するような仕組みづくりに市の
バックアップが必要だと思うが、独居家庭対策を伺いたい。

　一人暮らし世帯等の見守り体制については、地域における身近な相
談相手として民生児童委員が、また市の委託で社会福祉協議会が地域
福祉訪問相談員として様々な訪問活動をしながら、社会福祉協議会や
地域包括支援センターの関係機関が連携した見守り活動に加え、22年
から実施している宅配等民間事業者が業務を通じて見守りをして頂く高
齢者の見守り支援ネットワーク事業も実施しており、重層的な体制で
行っている。
　一方では、ご家庭への貸与品として、緊急通報装置や見守り機能付き
服薬支援装置の貸与を行っているほか、地域の皆さんの自主的な見守
り活動としては、介護予防事業として行っている「通いの場」やサロン活
動もある。今後も様々な活動を通して見守り体制の充実に努めて参りた
い。

　一人暮らし世帯等の見守り体制については、地域における身近な相
談相手である民生児童委員を始め、市の委託を受け社会福祉協議会
が配置する地域福祉訪問相談員、地域包括支援センターなどの関係機
関の連携による見守り活動に加え、平成22年から宅配等民間事業者が
業務を通じて見守りをして頂く高齢者の見守り支援ネットワーク事業も
実施している。
　一方では、ご家庭への貸与品として、緊急通報装置や見守り機能付き
服薬支援装置の貸与を行っているほか、地域の皆さんの自主的な見守
り活動としては、介護予防事業として行っている「通いの場」やサロン活
動もある。今後も様々な活動を通して見守り体制の充実に努めて参りた
い。

21 H30.6.12 市政懇談会 好地 地域振興部 地域づくり課 既存団体の活動見直し等に
ついて

　地域内にはそれぞれ目的をもって活動する多くの既存の団体が
あるが、住民が減少傾向の中で存続が難しく、役員の長期化が避
けられない。既存団体の活動見直しと統廃合が必要ではないかと
思うが、市の考えを伺いたい。

　地域には皆様方がそれぞれ目的を持って組織した団体が沢山ある
が、少子高齢化と人口減少の中で、以前と同様に団体を維持していく事
の大変さや難しさ、さらに役員の担い手がなかなか無いという状況につ
いては、他地区の市政懇談会や各団体との話の中で耳にする機会が
多くなっている。市ではこれらの状況下で、地域自治の課題や将来に向
けどうあれば良いのか、花巻の地域自治の仕組みはどうあればよいか
を考えなくてはならないと捉えている。
　本年度、有識者も含め市民の方々、各種団体や福祉の関係者等との
懇談の機会を設け、どのような課題があるのかをお聞きしたいと考えて
いる。併せて、市役所内でワーキンググループを設置し、市から地域に
多々お願いしている役員や団体の活動の課題整理や地域との連携の
図り方を検討していく事が必要だと考えている。そこで出された考え方を
コミュニティ会議と市との間で情報共有しながら、現在の仕組みと課題を
地域の皆さんと共に整理し、その解決の為に団体の活動・あり方・役員
のお願いなど、今後どの様にあれば良いのか検討する事を始めていき
たいと考えている。

　地域にはさまざまな団体・組織があり、それぞれ重要な役割を担って
頂いているが、人口減少・高齢化が進む現在、担い手不足、地域活動
への参加者の固定化により、一部の方への負担が増加していることは
認識している。そこで市において今年度は、地域で公民館活動、子育て
支援、ＮＰＯまた有識者の方々で構成する「地域自治に関する懇談
会」、庁内各部横断的に市職員で構成する「地域づくりの仕組みの見直
し庁内ワーキンググループ」を開催し、地域の現状・課題の把握をする
とともに、今後の地域づくりにおける方向性について検討を行った。地
域に関係した団体・組織を見直すことは時間を要することではあるが、
今後においては、コミュニティ会議とも情報共有を図りながら、地域に関
わる各種団体の負担軽減のため、地域の方々から更に意見を聴き、庁
内においても横断的な連携をとり地域の負担軽減に向け引き続き検討
していく。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

22 H30.6.12 市政懇談会 好地 建設部 建築住宅課 空き家対策について 　窓が破れていたり、障子戸が無くなっていたり、家が傾いていたり
と大分崩れて見栄えが良くない空き家が見受けられる。通りにそれ
ら家屋があると景観が悪く、観光客にも目立つので、通りに面した
所だけでも良いので、市役所で対応してもらえないか。

　空き家は市内で1,000戸位ある。特定空き家等になるとか、非常に危
険を与えるとか、これ以上放っておくと問題だとなれば、市が代わって壊
す事は出来るが、費用が200万円、300万円と掛る。その費用は所有者
等に請求してもほぼ返って来ない皆さんから頂いている貴重な税金をそ
のようなことに使えるのかという話になる。また、特定空き家だからと
言って個人財産を勝手に壊す訳にはいかない。
　空き家バンクを通じて県外から来る子育て世代とか農業をする場合に
ついて、空き家の利用や取得を支援する施策をやっている。また、シル
バー人材センターと所有者との直接契約になるが、草刈りや木の枝打
ち、簡単な修繕をしてもらうことを昨年4月から始め、100件位の利用が
ある。
　観光だからと言って人の建物をむやみに壊せないし、それに市民のお
金を使う訳にもいかない。花巻市だけでなく全国的な課題である。出来
る事はやっているという状況である。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

23 H30.6.12 市政懇談会 好地 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
地域振興課

石鳥谷駅前のロータリーにつ
いて

石鳥谷駅前のロータリーは、いつまであの状況か伺いたい。 　市では昨年度、駅前南側に有料駐車場を整備したが、駅前のロータ
リーは県が管理しているもの。従来駐車スペースであったロータリー中
央部分は、現在、閉鎖した状態となっている。ロータリー外周部に送迎
等の車が駐車する状態になっているが、県は使用状況について様子見
しているところで、変更する必要があれば考えるとのこと。

　県では、今のところ現在の状況から変更する予定は無いとのこと。

24 H30.6.20 市政懇談会 湯口 健康福祉部 健康づくり課
国保医療課

子育て支援について(母子保
健、医療費助成)

　人口減少が進む中で子育てに関する支援は、今後、ますます重
要になってくるものであると考えている。子育てがしやすい花巻市
にしていくために、保健、医療の面から市独自の支援を行っている
と思うが、その内容について伺いたい。
　また、それらの施策は、近隣市町村と比べてどのような状況なの
か、併せて伺いたい。

市では母子保健については、妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない
支援を行っている。主な取り組みは、妊娠前相談、パパママ教室。また、産
後うつは大きな問題であることから、産後健診や産後ケア事業、妊婦・乳幼
児の健診、生後4か月までの乳児家庭全戸訪問、離乳食教室、1歳を迎え
る時期の育児学級など子供の成長にあわせた子育て支援を行っている。
また、小学生までの子どもを対象に「こどものインフルエンザ」の予防接種
費用の助成や今年度から新たに新生児聴覚検査にかかる費用の助成を
実施している。

医療費助成については、県単独医療費助成の対象者及び助成内容を上
乗せして、乳幼児医療費助成や妊産婦、ひとり親家庭、小学生、心身障が
い児の医療費助成を実施している。平成27年8月診療分からは、乳幼児は
実質無料化を行っている。平成29年1月診療分からは、中軽度の障害のあ
る18歳までの児童を対象に心身障がい児医療費助成を実施している。ま
た、今年の10月診療分からは、これまでの小学生に加えて中・高校生を対
象に医療費助成制度を開始する。

近隣自治体と比較した取り組みとしては、花巻市では、県内先駆けて平
成29年度から産前産後ケアを市内のNPO法人に委託し産前産後のうつに
対応するため実施している。これは日帰りで受けられるディサービスとして
市内助産所に委託しての実施しているもので県内では当市のみ。他の自
治体では主に訪問型を実施している。また、医療費助成では概ね町村が手
厚い傾向。現行の乳幼児の無料化は今年度4月1日現在当市を含め5市8
町4村、中部管内では西和賀町と当市のみ。高校生の医療費助成は、県内
の市では、一関市、北上市に続いて当市が3番目に実施となり、市では先
行している。今後も母子保健、医療費等様々に面でのサービスの充実を
図ってまいりたい。

子どもの医療費助成については、一関市は、宮城県境の市町村との交流
が盛んなこともあってかそちらの水準に合わせているようだ。最近は、詳細
な要件に多少の差はあるものの近隣自治体も拡充をしてきているが、当市
は他の自治体と比べても決して遅れていない。

市では母子保健については、妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支援を
行っている。主な取り組みは、妊娠前相談、パパママ教室。また、産後うつは大きな
問題であることから、産後健診や産後ケア事業、妊婦・乳幼児の健診、生後4か月ま
での乳児家庭全戸訪問、離乳食教室、1歳を迎える時期の育児学級など子供の成
長にあわせた子育て支援を行っている。また、小学生までの子どもを対象に「こども
のインフルエンザ」の予防接種費用の助成や今年度から新たに新生児聴覚検査に
かかる費用の助成を実施している。

近隣自治体と比較した取り組みとしては、花巻市では、県内先駆けて平成29年度
から産後ケア、産前産後サポート事業を市内のNPO法人に委託し妊娠・出産に関す
る相談支援や産後の心身のケアに対応するため実施している。県内では当市のみ
であったが、平成30年度から奥州市で医療機関委託し、宿泊型とデイサービス型を
開始している。他の自治体では主に訪問型を実施している。

医療費助成については、県単独医療費助成の対象者及び助成内容を上乗せし
て、乳幼児医療費助成や妊産婦、ひとり親家庭、小学生、心身障がい児の医療費
助成を実施している。平成27年8月診療分からは、乳幼児は実質無料化を行ってい
る。平成29年1月診療分からは、中軽度の障害のある18歳までの児童を対象に心身
障がい児医療費助成を実施している。また、平成30年10月診療分からは、これまで
の小学生に加えて中・高校生を対象に医療費助成制度を開始した。

また、医療費助成は概ね町村が手厚い傾向。現行の乳幼児の無料化は、３月末
現在当市を含め5市9町4村、中部管内では西和賀町と当市のみ。高校生の医療費
助成は、県内の市では、一関市、北上市に続いて当市が3番目に実施となり、市で
は先行している。今後も母子保健、医療費等様々に面でのサービスの充実を図って
まいりたい。

子どもの医療費助成については、一関市は、宮城県境の市町村との交流が盛ん
なこともあってかそちらの水準に合わせているようだ。最近は、詳細な要件に多少の
差はあるものの近隣自治体も拡充をしてきているが、当市は他の自治体と比べても
決して遅れていない。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

25 H30.6.20 市政懇談会 湯口 教育部 こども課 子育て支援策について(教育
費関連にかかる主に未就学
児への支援)

　人口減少が進む中で子育てに関する支援は、今後、ますます重
要になってくるものであると考えている。子育てがしやすい花巻市
にしていくために、教育の面(未就学児)から市独自の支援を行って
いると思うが、その内容について伺いたい。

市では子ども・子育て支援事業計画に基づき平成27年度より子どもの成
長の各段階において、107の子育て支援事業を行っており、国、県の制度
による各種支援のほか花巻市独自の支援を行っている。まず、就学前の
取り組みとして保育園の保育料については、一定の所得のある世帯にお
いても、小学生以下の長子から数えて3番目以降の園児の保育料を一律
1/2補助しており、昨年度は277人に3,600万円程市で負担している。なお、
今年度からは小学生以下としていた第1子の要件を18歳以下に拡充してい
る。

それから全国的に課題となっているのは待機児童の問題。新しい制度で
は要件が緩和されため当市でも、入所希望者が大幅に増え想定外の待機
児童が発生した。そのため市では、まず今年度の4月と5月に公立と法人立
の小規模保育園を開園したところ。それでもまだ、6月時点で44名の待機児
童が発生している状況があり、今年度、市内5つの法人立保育園と公立保
育園の改修を予定しており、これにより、合計198人分の定員が新たに確
保される見込みである。

また、市では昭和58年度より発達に遅れがある未就学児を対象とした早
期療育事業を、こども発達相談センターでの相談や、保育園への巡回訪問
指導などを実施し支援を行っていたが、施設の老朽化が進んでいたため、
今年の4月新たに建物を開設した。これにより、これまでよりも更に迅速に
対応できる体制を整えていきたい。また、昨年7月からは、総合花巻病院近
くの寮を借りて病後児保育の運営を始めたところである。国でも来年から幼
児教育の無償化等様々な動きが出ており、様々なニーズを踏まえながら改
善していきたい。

保育園の待機児童だが、来年度3歳から5歳児の保育料の無償化が始ま
る。そうなると今、家で見ている方も保育園に預けたいという声が出てくるこ
とが予想され数字上は、今年度に市内の公立、法人立保育園の施設改修
をすることで待機児童は解消されるが来年度どうなるのか、現時点での見
通しは不透明な状況。

市では子ども・子育て支援事業計画に基づき平成27年度より子ども
の成長の各段階において、107の子育て支援事業を行っており、国、県
の制度による各種支援のほか花巻市独自の支援を行っている。まず、
就学前の取り組みとして保育園の保育料については、一定の所得のあ
る世帯においても、小学生以下の長子から数えて3番目以降の園児の
保育料を一律1/2補助しており、昨年度は277人に3,600万円程市で負
担している。なお、今年度からは小学生以下としていた第1子の要件を
18歳以下に拡充している。

それから全国的に課題となっているのは待機児童の問題。新しい制
度では要件が緩和されたため当市でも、入所希望者が大幅に増え想定
外の待機児童が発生した。そのため市では、まず今年度の4月と5月に
公立と法人立の小規模保育園を開園したところ。それでもまだ、6月時
点で44名の待機児童が発生している状況があり、今年度、市内5つの
法人立保育園と公立保育園の改修を予定しており、これにより、合計
183人分の定員が新たに確保される見込みである。

また、市では昭和58年度より発達に遅れがある未就学児を対象とした
早期療育事業を、こども発達相談センターでの相談や、保育園への巡
回訪問指導などを実施し支援を行っていたが、施設の老朽化が進んで
いたため、今年の4月新たに建物を開設した。これにより、これまでより
も更に迅速に対応できる体制を整えていきたい。また、昨年7月からは、
総合花巻病院近くの寮を借りて病後児保育の運営を始めたところであ
る。国でも来年から幼児教育の無償化等様々な動きが出ており、様々
なニーズを踏まえながら改善していきたい。

保育園の待機児童だが、来年度3歳から5歳児の保育料の無償化が
始まる。そうなると今、家で見ている方も保育園に預けたいという声が
出てくることが予想され数字上は、今年度に市内の公立、法人立保育
園の施設改修をすることで待機児童は解消されるが来年度どうなるの
か、現時点での見通しは不透明な状況。

26 H30.6.20 市政懇談会 湯口 教育部 学務管理課 子育て支援策について(教育
費関連にかかる主に小学生
から大学生等への支援)

　人口減少が進む中で子育てに関する支援は、今後、ますます重
要になってくるものであると考えている。子育てがしやすい花巻市
にしていくために、教育の面(小学校から大学等)から市独自の支援
を行っていると思うが、その内容について伺いたい。

小学校及び中学校の取り組みとしては、経済的にあまりゆとりがない
場合にケースに応じて保護者に対し、就学援助費として修学旅行費や
学用品等を支給する制度を創設している。この制度は、生活保護世帯
への「要保護児童生徒就学援助制度」、要保護家庭に準ずる低い所得
の世帯への「準要保護児童生徒就学援助」、障がいのある児童生徒が
特別支援学校や特別支援学級等で学ぶ際に家庭の経済状況等に応じ
て補助をする「特別支援教育就学奨励制度」、東日本大震災により被災
し、経済的理由により就学が困難な児童生徒に対して、学用品費を支
給する「被災児童生徒就学援助制度」がある。

高校、専門学校、大学への進学希望者に対しては、市の奨学金より学
費の貸与を無利子で行う制度と返還を補助する制度を設けている。貸
与の奨学金については成績要件等の基準を緩和したところ。昨年度よ
り、「はなまき夢応援奨学金制度」を実施している。また返還補助制度と
して「ふるさと保育士確保事業補助金」「ふるさと奨学生定着事業補助
金」があり、どちらも市奨学金の返還者を対象とし、返還月額の半額を
補助するもので、「ふるさと保育士確保事業補助金」は、市内の認可保
育園（公立以外）に勤務している方、「ふるさと奨学生定着事業補助金」
は市内の大学を卒業し市内に居住している方を対象としている。

今後も様々な動きを見据えながら改善いかなければならないと思って
いるのでよろしくお願いしたい。

　小学校及び中学校の取り組みとしては、経済的にあまりゆとりがない
場合にケースに応じて保護者に対し、就学援助費として修学旅行費や
学用品等を支給する制度を創設している。この制度は、生活保護世帯
への「要保護児童生徒就学援助制度」、要保護家庭に準ずる低い所得
の世帯への「準要保護児童生徒就学援助」、障がいのある児童生徒が
特別支援学校や特別支援学級等で学ぶ際に家庭の経済状況等に応じ
て補助をする「特別支援教育就学奨励制度」、東日本大震災により被災
し、経済的理由により就学が困難な児童生徒に対して、学用品費を支
給する「被災児童生徒就学援助制度」により支援している。
　高校、専門学校、大学への進学希望者に対しては、市の奨学金より
学費の貸与を無利子で行う制度と返還を補助する制度を設けている。
貸与の奨学金については成績要件等の基準を緩和したところ。昨年度
より、「はなまき夢応援奨学金制度」を実施している。また返還補助制度
として「ふるさと保育士確保事業補助金」「ふるさと奨学生定着事業補助
金」があり、どちらも市奨学金の返還者を対象とし、返還月額の半額を
補助するもので、「ふるさと保育士確保事業補助金」は、市内の認可保
育園（公立以外）に勤務している方、「ふるさと奨学生定着事業補助金」
は市内の大学を卒業し市内に居住している方を対象とし支援を行って
いる。

27 H30.6.20 市政懇談会 湯口 地域振興部 定住推進課 市の婚活支援の取り組みに
ついて

　子育てについては、とても充実した施策を実施しているようだが、
その前の段階である婚活についても市で支援する必要があると思
う。JAでも婚活相談員を配置して支援しているようだが、JAともタイ
アップする等市でも婚活について支援する必要があると思うがいか
がなものか。

婚活については、JAやNPO、花巻商工会議所青年部とも協力しなが
ら、婚活パーティ等の支援をしている。また、結婚適齢期の方々の出会
い場においてのサポートを担っていただくための婚シェルジュを平成27
年度から始めたが登録は3組にとどまっており伸び悩んでいる状況。岩
手県ではIサポという機関を立ち上げ事務所は盛岡と奥州市に設置。こ
れは独身の男女が登録し条件でマッチングを行うもので花巻市の市民
も多く登録していると伺っており、実際のところ地元ではなく、他で登録し
て婚活してる人も多いようだ。市では今年度市内の関係機関と話し合い
ながら今後の対応について検討しているところである。

市でも色々試しているが、なかなか上手くいっていない。結婚はあくま
で本人の意思でするものであり、昔と今とでは結婚に対する意識も変
わってきている。市でもこれといった決めてとなる対策がなかなかない
のが実情。逆に何か良い案があるのであればぜひ教えていただきた
い。

JAやNPO、花巻商工会議所青年部と次年度に向け、協議を行い、それ
ぞれが連携してイベント等を開催し、相乗効果が生まれるような取り組
みを平成３１年度は実施していくこととして検討しているところである。ま
た岩手県で設置しているIサポ岩手について、各地域に出向きイベント
等を実施しているとのことから、平成３０年度の総会において、同団体
が主催するイベント等を花巻市で開催していただけるよう働きかけを行
い、開催に向け調整を行っている。

28 H30.6.20 市政懇談会 湯口 地域振興部 定住推進課 お見合い番組の誘致につい
て

　以前にテレビで大人数が参加してお見合いする内容の番組を見
たことがあるが、これを花巻市でも誘致してみてはいかがか。

一度やったとしても、なかなか続かないと思われあまり効果はないの
ではないか。また、余程の覚悟がないと出演する人はあまりいないと思
う。

市内の婚活支援の活動状況から、導入の予定はない。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

29 H30.6.20 市政懇談会 湯口 健康福祉部 国保医療課 医療費助成にかかる所得制
限の条件について

　今年の10月以降、高校生までの医療費を助成するとのことで、と
ても良いと思う。他の自治体では所得制限を撤廃し、実質無償化し
ている自治体もあるようだが、花巻市の所得制限の条件はどうなっ
ていのか。

現在、小学生の医療費助成については、一医療機関当たり入院が
月2,500円、通院で月750円負担いただいている。所得制限についは、
扶養人数等の条件で違いはあるが、例えば扶養者が2人いる場合、課
税標準額で約350万円以下が対象となる。中・高校生の医療費助成に
ついても、小学生と同じ条件で実施する予定。ちなみに県内で高校生ま
で実質無償化しているのは1市(一関市)、7町、4村となっている。今後の
医療費助成の在り方については、財政状況等も考慮しながら検討して
いきたい。

本当はもっと拡充したいが、国からの支援がない施策を市独自で行う
となると市税で賄うしかない。花巻市の一般会計予算は約500億円だ
が、市税は111億円程。この限られた財源をどれだけ使えるかというこ
と。本当は一気に無償化したいところだが、実際のところ少しずつ拡充し
ているところである。

　　現在、小学生の医療費助成については、一医療機関当たり入院が
月2,500円、通院で月750円負担いただいている。所得制限についは、
扶養人数等の条件で違いはあるが、例えば扶養者が2人いる場合、課
税標準額で約350万円以下が対象となる。中・高校生の医療費助成に
ついても、小学生と同じ条件で実施している。ちなみに県内で高校生ま
で実質無償化しているのは1市(一関市)、8町、4村となっている。今後の
医療費助成の在り方については、財政状況等も考慮しながら検討して
いきたい。

　本当はもっと拡充したいが、国からの支援がない施策を市独自で行う
となると市税で賄うしかない。花巻市の一般会計予算は約500億円だ
が、市税は111億円程。この限られた財源をどれだけ使えるかというこ
と。本当は一気に無償化したいところだが、実際のところ少しずつ拡充し
ているところである。

30 H30.6.20 市政懇談会 湯口 地域振興部 定住推進課 空き家の活用策について 　空き家については、湯口地区においても増加している状況であ
る。市の空き家にかかる活用策の内容について伺いたい。

市では空き家の有効活用をめざし、平成27年8月より「空き家バンク」
に取り組んでおり、平成30年6月20日現在で空き家登録件数が165件、
空き家バンクを利用するための利用登録が217人となっている。そのう
ち、売買や賃貸の契約まで進んだ成約件数は57件と登録物件の35％が
実際に活用されている。なお、湯口地域における空き家の登録件数は
10件、成約件数は3件であり、そのうち、平成30年度に新たに登録した
物件は2件となっている。空き家利用を申し込みしている方の登録は多
い状況であり、登録物件については全市で掘り起しを進めてまいりたい
と思うので、地域の利用可能な空き家につきましても情報提供をお願い
したい。

　花巻市空き家バンクにより、所有者が登録を希望する空き家について
は、専用のポータルサイトを活用し、移住希望者や就農希望者等に空
き家の情報を発信している。また、４月には建築住宅課と連携し、固定
資産納税通知書に空き家バンクと市の空き家対策について周知し、空
き家バンクの利用を促している。
その他、県外からの移住者や新規就農希望者が、空き家を購入または
賃借した場合に、リフォーム経費等を対象として、対象経費の1/2、上限
220万円の補助制度と子育て世帯が親と同じコミュニティ内に近居や市
の指定する生活サービス拠点に空き家を含む住宅を購入した場合に３
０万円の奨励金を交付するなど空き家を活用した場合の支援策を充実
させているが、基礎となるのは空き家バンクへの登録物件数の確保が
重要である。そこで、各地域における空き家や空き家になりそうな物件
についての情報共有を連携させていただきたい。

31 H30.6.20 市政懇談会 湯口 建設部 建築住宅課 空き家の適切な管理対策に
ついて

　空き家については、湯口地区においても増加している状況であ
る。市では、空き家にかかる適切な管理の面について対策を講じ
ていると思うが、その取組内容について伺いたい。

湯口地区における空き家件数は平成30年度末時点で87件となっている。空家対策
は、市では、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、平成28年7月に
「花巻市空家等対策計画」を策定し、その計画に沿った対策を行っている。空家のう
ち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態や、著しく衛
生上有害となる恐れのある状態等の場合、「空家等対策の推進に関する特別措置
法」に基づく特定空家等に指定することとしている。

この特定空家等について市では、平成29年度に花巻地域において1件指定したと
ころ。この特定空家等に指定した場合は、所有者等に対し、改善について助言・指導
を行い、是正されない場合は勧告し、固定資産税の住宅用地特例を除外するなどの
措置を行っていくこととなる。それでも改善されない場合は、行政代執行を行う可能
性もあるが、できれば所有者に適切に管理をしていただきたい。

このような「特定空家等」の指定については、今後も継続して進めてまいりたい。空
家等は、基本的には所有者等の個人財産であり、その管理は自ら行うことが原則で
あり、所有者の責務に関しては、今年の固定資産税通知書の中にチラシを同封し、
周知している。しかしながら、市で把握している空家等や、新たな空家で所有者や近
隣住民等から、苦情があった場合は現地を確認するとともに、管理が不十分と見受
けられた場合は、その所有者等に対して「適正な管理のお願い」の文書を送付し、空
家バンクや空家等の草刈りなどの管理業務を行っている花巻市シルバー人材セン
ターのチラシを同封してＰＲするとともに所有者等や相続関係人に直接、連絡を取る
など、空家等の適正な管理を促している。

空家対策に関する新たな取り組みとして、専門家団体による空家の相談窓口を設
けることとした。平成30年5月21日に、岩手県司法書士会、一般社団法人岩手県宅
地建物取引業協会等の関係機関と空家問題の相談に応じるための連携協定を締
結したところ。空家所有者等にはこうした相談窓口についてＰＲし、空家等の適正な
管理の推進に努めてまいりたい。さらに、所有者等自ら適正な管理をしていただける
よう新たな支援策として、平成30年度から、国の補助制度を活用し、老朽危険空家
の除却費の一部を補助する制度を設けた。内容は、特定空家等に認定された建物
又は、特定空家等に認定されていなくても、構造の腐朽や破損等により、倒壊や建
築部材の飛散の恐れのある著しく危険と認められる住宅で、一定の要件を満たした
対象者について、除却費の一部( 対象経費の8/10または、50万円のいずれか低い
額以内）を補助するものである。これらの制度を活用しながら適正な空き家の管理を
進めていきたい。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

32 H30.6.20 市政懇談会 湯口 市民生活部 生活環境課 空き地対策について 　空き地に草が繁茂して萱状態になっている場所もある。市でも指
導や対策をするべきではないか。

近隣に悪影響を与えるような状況であれば、市に連絡いただければ
市から所有者に対して適切に管理するように指導したい。

近隣に悪影響を与えている所有者不明の空き地に係る相談があった場
合、強制力はないが所有者に対し適切な管理を依頼する文書を送付し
ている。

33 H30.6.20 市政懇談会 湯口 農林部 農村林務課 木材処分の際のバイオマス
買い取り価格の助成につい
て

　空き家が倒壊の恐れがある場合には、助成金がでるとのことだ
が、当地区は風が強いためえぐねを持っている家が多くある。最
近、キツツキ被害により枯れたえぐねが多くなってきているのが問
題となっている。森林組合では、バイオマス発電で買い取ってくれ
るという話もあったが、実際のところ物によっては、買い取り不可
だったり、買い取っても単価が安いため工賃・運賃等の経費でトン
トンのようだ。せっかく花巻市にはバイオマス発電があるのだから、
少し単価を高く買い取ってもらえるように市から助成があれば良い
と思ったがいかがなものか。

バイオマス発電のため木材の運搬にかかる経費については一部補助
している。また、現地まで行かなくてもステーションに持ち込んでもらえ
れば買い取りもしており他市に比べれば恵まれているのは間違いない。
助成金となると、先ほどもお話ししたが、限られた財源をどれだけ使える
のかということ。仮に助成金を出すとなると市独自の施策となるため市
税の税率を上げるなどして財源を確保しなければならない。よってこの
ような助成金は難しいと思う。

　バイオマス発電のため木材の運搬にかかる経費への一部補助は継
続予定。助成金については財源確保の観点から難しいと思われるが、
今後は市内のステーション設置箇所等についてなど、利便性を検討し
ながら、木材搬入促進を図りたい。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。
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（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

34 H30.6.20 市政懇談会 湯口 建設部 都市政策課 花巻駅前ロータリーの駐車ス
ペースについて①

　現在、花巻駅前のターミナルには、自家用車を短時間駐車するた
めのスペースが4台ほどしかなく不便である。上手くスペースを活
用すればもう少し使い勝手がよくなると思うがいかがなものか。

以前は、もっと駐車スペースがあったが、7～8年くらい前に相当の予
算をかけて花巻駅前のターミナル内を改修した。この整備が良かったの
か疑問に感じる部分もあるが、これを元に戻すとなるとまた、多くの予算
が必要となるが国からのお金もこないために簡単にできるものではな
い。

現在市では、花巻駅の橋上化の検討をしており、JRとも協議を進めて
おり秋頃にJRから案が出てくる予定。これを基に市でもどうするのか考
え、必要に応じて市民に対しても意見を募りたいと考えている。橋上化
が実現すれば西口も今より使い勝手がかなり良くなると思う。

　現時点では駐車スペースを設ける予定はない。

35 H30.6.20 市政懇談会 湯口 建設部 都市政策課 花巻駅前ロータリーの駐車ス
ペースについて②

　やむを得ない事情で自家用車を花巻駅前に停めなければならな
い場合もあると思う。例えばタクシーを止めるスペースを少し減らす
等して自家用車を止めるスペースをもう少し確保できないものか。

特に最近は海外からの観光客はレンタカーを利用する人が多いことか
らも少し理解できる部分もあるが、仮にそうした場合に、今度はタクシー
を利用する人が困ると思われる。市営駐車場がすぐそばにあることから
も、そちらに誘導するためのわかりやすい表示看板を設置することは考
えられると思う。

　現時点では駐車スペースを設ける予定はない。

36 H30.6.20 市政懇談会 湯口 教育部 学校教育課 通学路のブロック塀の点検に
ついて

　先日、関西地方で大きな地震があり、ブロック塀が崩れて児童が
犠牲となる事件があったところだが、当市でも通学路にある危険な
ブロック塀の点検は実施したのか。

　花巻市内すべて点検を実施したところ校地内に危険なブロック塀はな
かったと報告を受けており、ブロック塀のほかにフェンスについても、現
在点検をしているところ。また、通学路については、各校ごとに現在調査
を行っている。毎年地域に対して通学路の安全対策について照会し情
報を集めている。登下校の際にはスクールガードの方々に面倒みてい
ただいており、警察等の関係機関ともすぐに連携するように努めてい
る。

　7月に学校周辺の主要通学路の危険なブロック塀について調査を実
施し、学校から報告のあった箇所を教育委員会と建設部関係課の合同
で点検した結果、16箇所の危険なブロック塀があることを確認し、個人
の所有の場合は点検のチェックポイントをまとめた文書を所有者に配布
し、ブロック塀の適切な維持管理を依頼した。
　また、8月にスクールゾーンを基本とした通常の通学路に調査範囲を
広げて二次調査を行い、新たに報告のあった12箇所についても9月中
旬に現地で安全点検を行った。さらに、スクールゾーン内のすべてのブ
ロック塀の設置状況について調査を行ったところ、887箇所のうち、高さ
2.2メートル超やヒビや傾きがある危険なブロック塀が257箇所確認され
た。所有者には注意喚起のチラシを配布し、危険なブロック塀の位置を
各小・中学校長へマップで送付した。併せて、学校には児童生徒への安
全指導を依頼することともに、スクールガードリーダーにも危険なブロッ
ク塀の位置を情報提供した。

37 H30.6.20 市政懇談会 湯口 農林部 農政課 市の米価対策について 　今年から米の戸別所得補償がなくなったが、これに対して市では
どのような対策を行っているのか。

これまでは、戸別所得補償のための財源として約750億円あったが、
国では今年度から代わりに所得保険や圃場整備等に予算計上されて
いる。市では米価を下げないように米の生産調整をしっかり管理してい
きたい。

　国における米政策の見直しの一環として、平成30年以降、主食用米
の生産数量目標の配分廃止が決定したことを受けて、各県の農業再生
協議会は、国から提供される主食用米の需給見通し等の情報を参考に
需要に応じた主食用米の生産に取り組むこととなったところであり、岩
手県農業再生協議会では、これまでの生産数量目標に替わる県と市町
村別の生産目安を設定することとしたところである。平成30年12月13日
に開催された水田農業の推進に関する会議において、岩手県農業再生
協議会から本市に対し、平成30年産主食用米の生産目安（数量：
39,505,000kg、面積換算：7,208ha）が示され、花巻市農業推進協議会で
は、2月上旬に認定方針作成者へ生産目安を提示し、認定方針作成者
から参画農家へ生産目安を提示しながら米の生産調整を行っている。

38 H30.6.20 市政懇談会 湯口 建設部 道路課 市道堰田橋・鍛名線の補修
について

　自宅から西側にある市道だが舗装されておらず、砂利道のため
凸凹となっている。舗装は無理でも、砕石を敷いて転圧までしてい
ただければありがたい。

　後で担当が現地確認に行くので場所を教えてほしい。

→敷砂利(穴埋め)は完了。また、当市道の舗装は道路要件により舗装
できない旨も本人へ電話で説明済(6/27)。

　敷砂利(穴埋め)は完了。また、当市道の舗装は道路要件により舗装で
きない旨も本人へ電話で説明済(6/27)。

39 H30.6.20 市政懇談会 湯口 建設部 建築住宅課 市の空き家対策について 　西晴山地区には、近い将来、空き家になることが想定される家が
現在3件あるが、市の空き家対策のビジョンについてお聞きした
い。

今後、空き家は更に増えていくのは間違いない。そのような状況下
で、市で考えているのは、なるべく空き家を活用するため空き家バンク
を始めたところで当市は県内で一番成功している。また、先ほども説明
したが、危険な空き家は所有者に是正するよう指導したり、改善されな
い場合には、特定空き家に指定する等対策をしている。しかしながら、
空き家を無くすことは不可能。なるべく地域の住民に被害がないように
対策を講じていくことだと思う。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

40 H30.6.20 市政懇談会 湯口 教育部 学務管理課 市内小・中学校の情報発信
について

　花巻市内の小・中学校は地域への情報発信力が低いと思う。学
校だよりは、児童のいる家庭にしか配布されないためそれ以外の
世帯では見ることができない。各学校の市HPはほとんど更新され
ていない状態であることからも改善してほしい。

学校毎に発信力に差があるのはご指摘のとおりで、担当から各学校
に指示していたところである。なお今年度、学校のネットワークを全面的
に見直しを行い新システムを導入する準備を進めている。意見いただい
たことは、各学校長に対して指示ししっかり情報発信するように改善した
い。

　行政区回覧やＨＰ等、実情に合わせてあらゆる機会通じ、地域の方々
に学校の様子を情報発信できるよう、各学校へ促し、また、ＨＰの更新
についても、改善するよう各学校に指導した。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

41 H30.6.20 市政懇談会 湯口 建設部 道路課 新渕橋の補修について 　子どもが清風支援学校に自転車で通学する際に新渕橋を通って
いる。先日、帰宅する際に夕方で薄暗くなっていたこともあるが、橋
の真ん中あたりのセメントがえぐれて自転車で転びそうになったと
帰ってきてから言われた。昨年、橋に看板が設置され入口部分は
一部補修されたようだが、中央付近の路面は修理されないまま看
板を外されて工事は終わってしまったようだったがどうなっているの
か。

　現地確認し、後で連絡する。

→道路課から本人へ連絡済(℡6/21)
限りある予算で補修する必要があり、平成29年度は特に路面が痛んで
いた湯口方面の補修を行った。今年度も引き続き補修する旨連絡し、本
人了。

　新渕橋の補修については、平成30年11月9日に完了済。

42 H30.6.20 市政懇談会 湯口 市民生活部 生活環境課 粗大ゴミの引き取りについて 　3年くらい前に終活のためタンス類を処分したいと思い北上の中
部センターに持ち込んだところ、こちらでは引き取りできないといわ
れた。業者に処分を頼めばそれなりにお金もかかる。ゴミを引き取
る際の基準はどうなっているのか。

　担当課に確認し後で連絡する。

→生活環境課確認。岩手中部クリーンセンターが稼働を始めた当初
は、委託業者の間でも取り扱いに相違があったが、現在は概ね是正さ
れてきている。粗大ごみの引き取り時に一部(例:取っ手部分程度)金具
（金具については、取り外しができるものは取り外しをお願いしており、
取り外しが困難なものはそのまま受け入れを行っている。）があるもの
は引き取っているとのこと。この旨担当課から本人へ連絡し了(6/27)。

　岩手中部クリーンセンターへの粗大ごみ搬入にあたり、金具の取り外
しが可能なものは極力取り外しをお願いしているが、取り外しが困難な
小さい金具については、付いたままでの受け入れを行っている。

43 H30.6.25 市政懇談会 外川目 農林部 農村林務課 有害鳥獣対策について① 　有害鳥獣対策について、どのような取り組みを行い、どのような
成果をあげているのか。駆除策も伺いたい。

　市では、鳥獣被害防止計画に基づいて市内に実施隊を組織し、被害
発生や目撃情報が寄せられた際には、追い払いあるいは捕獲活動を実
施している。人身被害の恐れがあるツキノワグマについては、関係機関
と連携しパトロールや広報活動、ホームページも活用し、広く情報をお知
らせしながら被害防止に努めているところである。
　また、ツキノワグマやニホンジカによる農作物被害を防止するため、電
気柵の設置に対する助成も行っている。個人に対しては、購入費の2分
の1の補助率で上限7万円、団体では、4分の3の補助率で上限30万円と
なっており、6月20日現在の実績で、市内では、個人の方が19件、団体
が6件の計25件の申請があった。そのうち、大迫は22件であり、さらに外
川目では、14件の申請があったものである。
　最近では、イノシシの目撃情報があることから捕獲罠を3基購入し、さ
らには、ハクビシンなどの小動物を捕獲する罠の貸し出しも行っている。
　なお、平成29年度の捕獲実績は、ニホンジカ 731頭、　ツキノワグマ
19頭、イノシシについては捕獲実績はない。
　

　市では、鳥獣被害防止計画に基づいて市内に実施隊を組織し、被害
発生や目撃情報が寄せられた際には、追い払いあるいは捕獲活動を
実施している。人身被害の恐れがあるツキノワグマについては、関係機
関と連携しパトロールや広報活動、ホームページも活用し、広く情報を
お知らせしながら被害防止に努めているところである。
　また、ツキノワグマやニホンジカによる農作物被害を防止するため、
電気柵の設置に対する助成も行っている。個人に対しては、購入費の2
分の1の補助率で上限7万円、団体では、4分の3の補助率で上限30万
円となっており、3月末現在の実績では、市内では、個人の方が41件、
団体が6件の計47件の申請があった。そのうち、大迫は36件であり、さら
に外川目では、17件の申請があったものである。
　最近では、イノシシの目撃情報があることから捕獲罠を3基購入し、さ
らには、ハクビシンなどの小動物を捕獲する罠の貸し出しも行っている。
　なお、平成29年度の捕獲実績は、ニホンジカ 731頭、　ツキノワグマ
19頭、イノシシについては捕獲実績はない。
　

44 H30.6.25 市政懇談会 外川目 農林部 農村林務課 有害鳥獣対策について② 　振興センターの西側に、3年ほど前から30ａほどブドウの栽培を始
めたが、シカが多く、かなり食害にあっている。市では電気柵の補
助を行っているが、1年中設置しておくのは厳しいので、金属性の
フェンスを半分ほど巡らせた。電気柵だと、根本的にはシカは減ら
ないと思うが、根本的に減らすような手立てはあるのか。下中居地
区には、罠を仕掛ける資格を持っている人もいない。

　柵について言えば、電気柵も鉄製の柵も、防ぐということであり、減ら
すということになると、やはり「捕獲」ということになる。いわゆる実施隊と
いう狩猟免許を持っている方々が、現在、花巻市には110名いるが、高
齢化しているため、若い人にも免許を取っていただくよう、いろいろな機
会を通じてお話をしている。
　また、実際に中山間の地域での取り組みとして、地域で免許を取得
し、さらには地域で捕獲というような取り組みをしている組織もあり、そう
いう事例等についても、いろいろな場面を通じてお知らせしている。
　現在、大迫の実施隊は15名しかいないので、地域の中でも罠免許の
取得であるとか、有害鳥獣を減らすという部分に、お力をいただきたいと
思う。

　柵について言えば、電気柵も鉄製の柵も、防ぐということであり、減ら
すということになると、やはり「捕獲」ということになる。いわゆる実施隊と
いう狩猟免許を持っている方々が、現在、花巻市には110名いるが、高
齢化しているため、若い人にも免許を取っていただくよう、いろいろな機
会を通じてお話をしている。
　また、実際に中山間の地域での取り組みとして、地域で免許を取得
し、さらには地域で捕獲というような取り組みをしている組織もあり、そう
いう事例等についても、いろいろな場面を通じてお知らせしている。
　現在、大迫の実施隊は15名しかいないので、地域の中でも罠免許の
取得であるとか、有害鳥獣を減らすという部分に、お力をいただきたい
と思う。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

45 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 都市政策課 公共交通の今後の予定につ
いて

　公共交通について、今後のスケジュール、日程等を教えて欲し
い。
また、登録方法などはまだ説明されていないので、併せて利用方
法なども説明して欲しい。

　外川目地区、内川目地区を運行している岩手県交通の5つのバス路線が、本年12
月末をもって廃止されることから、先行して10月から予約乗合バスを導入することとし
ている。予約乗合バスの運行内容は、平日の週3日の月曜日、水曜日、金曜日とし
ており、運行時間は、午前8時から午後5時までとなっている。利用方法については、
事前に利用者の登録をしていただき、実際に予約乗合バスを利用する際に、電話で
予約をしていただく。バスは、予約した時間にご自宅付近の公道まで迎えに来る。他
に、同じバスに乗車する人がいる場合、乗合により目的地まで送り届ける。利用料金
は、乗車距離に関係なく一律400円となっており、予約については、１週間前から当
日の１時間前まで受け付ける。ただし、朝８時台の利用に限り、前日17時までの予約
をお願いする。
　導入に向けたスケジュールについては、7月から8月半ばにかけて、行政区等の細
かい単位で地域説明会を開催し、詳細な利用方法を説明するとともに、その場で利
用者の登録申請も受け付けることとしている。
　また、利用方法の説明と登録申請書が一緒になったチラシの全戸配布も予定して
おり、登録申請の受付開始時期については、説明会開催に合わせて開始したいと考
えている。受付開始後は、支所等でも随時申請受付を行っていく。
　大迫花巻線の上限運賃の導入についてであるが、現在岩手県交通がこの路線を
運行しているが、運行経費の赤字分は全額花巻市が負担し、大迫バスターミナルか
ら花巻駅を経由して県立中部病院まで乗り換え無しでいくことができる路線バスと
なっている。しかし、片道が35kmもあるため、大迫バスターミナルから中部病院までの
運賃が1,100円となり、運賃が高すぎるという声が出ていた。JR石鳥谷駅やJR土沢駅
から中部病院まで電車とバスを乗り継いでいくと、どちらも680円で行くことができるた
め、それとの兼ね合いから700円という設定で上限料金を設定し６月から導入してい
る。以前の運賃と比べると、花巻駅までで170円、中部病院までで400円の値下げと
なるので、是非利用していただきたい。
　併せて、大迫石鳥谷線の企画バスの運行についてお知らせする。この路線は岩手
県交通の自社路線で、平日は９往復、土日祝日は４往復、大迫バスターミナルとJR
石鳥谷駅間を運行している。この大迫石鳥谷線の利用促進活動として、石鳥谷夢ま
つりと大迫あんどんまつりにそれぞれ行く際に、大迫石鳥谷線を利用した方に対し、
夜の帰りの無料バスを運行するものである。この企画は、路線の周知及び実際に路
線を利用していただくことで利用機会の提供を図ろうとするものである。この企画バス
については、座席数の関係もあり、事前の申し込みをしていただく必要がある。申し
込み方法につきましては、広報やホームページ、チラシの配布等によりお知らせする
ので、是非利用していただきたい。

　大迫予約乗合バス等の説明会を7/6から8/5まで実施し周知を図っ
た。　（17か所　227人参加）
　当初の予定どおり、昨年10月から大迫地域予約乗合バスの運行を開
始している。昨年12月末に、外川目地区、内川目地区を運行している岩
手県交通の5つのバス路線が廃止され、本年１月からはスクールバスへ
の一般混乗制度も実施している。
　大迫地域予約乗合バスの利用状況は、開始から徐々に増加してお
り、3月の１日あたりの利用者数は、約28人となっており、登録者数は3
月末現在で1391人である。スクールバスの一般混乗制度については、
対象路線の利用者数は１便あたり登校便0.18人、下校便0.07人と利用
は多くないが、予約乗合バスが運行しない曜日や早朝と夕方の移動手
段として活用されている。
　大迫花巻線は、昨年6月から上限料金700円を開始して利用負担の軽
減を図った。利用者数は前年度と比較し、同程度の実績となっており、
直近数年の減少傾向に歯止めをかけた結果となっている。
　大迫石鳥谷線の企画バスの運行については、石鳥谷夢まつりの際に
13人、大迫あんどんまつりの際に13人の利用があった。高校生の利用
や盛岡からの利用者もあり、今後の利用拡大へ期待できるため、継続
して実施していきたいと考えている。

46 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 道路課 バス路線廃止後の除雪対象
路線について

　バス路線が廃止になった後、その路線における除雪については、
例年同様に除雪が行われるのかお聞きしたい。

　バス路線廃止後も、主要な通勤・通学路線となっていることから、今後
も除雪対象となる。

　バス路線廃止後も、主要な通勤・通学路線となっていることから、今後
も除雪対象となる。

47 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 都市政策課 予約乗合バスのキャンセル
について

　予約受付時間は分かったが、もし当日キャンセルしたいという時
は、何時までにキャンセルすればいいのか。

　キャンセルが分かった時点で、出来るだけ早めに連絡をお願いする。 　キャンセルは逐次対応をしており、キャンセルをしても乗車しない場合
は、利用料金は発生しないので、分かった時点での連絡をお願いして
いる。

48 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 都市政策課 予約乗合バスの運行時間に
ついて

　運行時間は、午前8時から午後5時までとのことであるが、この午
後5時は、個人宅前の公道に到着の時間か。それとも、運行の終了
時刻であるのか。

  運行業者の稼働時間が、午前8時から午後5時までとなっている。皆さ
んを送り届けたあと、大迫の中心部に午後5時に戻ってくるようになって
いるので、ご理解をいただきたい。

　運行事業者が活動できる時間が、午前8時から午後5時までであり、そ
の旨で説明を行っている。

49 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 都市政策課 　予約乗合バスの利用対象
者について

　バスの利用対象者は、あくまでも花巻市民や大迫の住民になる
のか。外川目地区に一人暮らし老人を抱えているお子さんなどは、
このバスを利用できるのか。

　ご実家が外川目にある方は、利用することができる。地区内に住居又
はご住所がある方は利用できることとなっている。結婚等により、大迫を
離れた方、帰る家がある方については、その家を登録していただけるこ
とになっているので、帰省時にご利用いただける。いろいろなパターンが
あるので、ご相談いただきたい。

　利用登録できる方を、住所又は住居を有する方としており、実家が大
迫地域内になる方、別荘などをお持ちの方は登録できることとしてい
る。

50 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 都市政策課 スクールバスへの混乗につ
いて①

　スクールバスは今までどおり運行され、一般の方も乗れると聞い
たが、その場合は予約が必要なのか。また、料金は同じ400円なの
か。

　スクールバスに一般の方が乗っていただく場合には、予約は不要であ
る。料金については、無料となる。

　スクールバスへの一般混乗制度は、事前の利用者登録が必要である
が、予約は不要で無料で利用できる。

51 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 都市政策課 スクールバスへの混乗につ
いて②

　スクールバスに乗る生徒がいない途中のバス停から、利用するこ
とはできるのか。

　スクールバスは、路線を決めて運行することになっている。スクールバ
スを利用する生徒がいなくても、その路線上であればバスが走るので、
乗ることができると理解していただきたい。

　一般混乗ができるスクールバス路線上にあるバス停であれば、その
バス停を利用する児童生徒の有無に関わらず乗車することができる。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

52 H30.6.25 市政懇談会 外川目 総合政策部 防災危機管理課 指定緊急避難場所について 　先般、下中居公民館の耐震工事が終了したことにより、改めて外
川目地区の指定緊急避難場所についてのお知らせが各戸配布さ
れたところであるが、そのことも踏まえ、もう一度避難場所について
説明をいただきたい。

　指定緊急避難場所である外川目振興センターの施設の下から上って
くる道路やそこに沿った渓流は、土砂災害の土石流の警戒区域となって
いるため、指定になった平成27年7月からは、土砂災害時の避難場所
を、下中居公民館へ変更した。昨年は、下中居公民館についての耐震
補強工事を行ったため、指定緊急避難場所を大迫体育館へ移していた
が、工事の終了に伴い、本年度からは土砂災害時の指定緊急避難場
所は下中居公民館であることを、外川目全世帯にチラシとしてお配りし
たところである。
　これから梅雨の大雨、あるいは台風の季節となってくるが、市から避
難の準備情報や高齢者等避難開始、避難勧告といった情報を発令する
際には、できるだけ早い時間にお伝えするようにする。その際には、避
難先もあわせてお知らせするので、この時には市から出る情報に注意し
ていただいて、安全な避難行動をとっていただくようお願いする。
　避難の情報については、エリアメールのほか、FMはなまき、防災行政
無線、インターネット、広報車等にて、土砂災害の時は「下中居公民館」
が指定緊急避難場所であることを併せて、お知らせしていく。

　土砂災害時の避難所は、外川目振興センターではなく、下中居公民
館である。
ホームページ、防災行政無線、広報車などにより避難を呼びかける際
は、避難場所も合わせて周知を行う。

53 H30.6.25 市政懇談会 外川目 大迫総合支所
建設部

大迫総合支所地
域振興課
道路課

災害対策について 　昨年秋の大雨や今年春3月の大雨の際には、雪解け水も含まれ
被害が拡大したが、災害に含まれないとの説明があった。降水量
の基準だけで災害の認定にならないと聞いたが、雪解け水も加味
した基準の見直しや対応策について伺いたい。

　外川目地区では、急傾斜地の法面保護3箇所、砂防ダム3箇所について、花巻土木
センター経由で県へ要望している。岩脇地区の法面保護は、県全体の要対策箇所の
緊急性や土地利用状況を考慮しながら整備時期等を検討していくとのだが、高洞、栃
沢地区については、県により事業を行う場合の採択要件が、保全家屋が５戸以上に
なっていることから事業化は難しい状況との回答であった。
　また、砂防ダムの要望は、下中居上沢は、平成30年度に砂防堰堤の整備を目的とし
た現地調査や地形、地質等の調査、施設配置計画等の予備設計を実施する予定とし
ており今後とも引き続き事業化に向け取り組んでいくとお聞きしている。ハダ沢（下中居
地区）、朴の木沢（下中居地区）については、県全体の要対策箇所の緊急性や土地利
用状況を考慮しながら整備時期等を検討していくとのことであるが、ハダ沢(下中居地
区）、朴の木沢(下中居地区）のほか、寺地地区、落合地区については、治山事業の治
山ダムのほうでの整備も県へ要望してるが、まだ、着手される見込みがないので引き
続き要望していく。

　災害復旧事業の適用については、「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」に
採択される範囲について示されており、採択要件の基本として次の3条件が必要とされ
ている。①異常な天然現象により生じた災害であること。②負担法上の公共土木施設
で現に維持管理されていること。③地方公共団体又はその機関が施行するもの。この
内、異常な天然現象による災害の採択範囲として、降雨については、最大24時間での
雨量が80mm以上、時間雨量等が特に大である場合として時間雨量20mm程度以上。
　また、融雪に関しては、融雪量を雨量換算し降雨量と合算した値が、日雨量80mm以
上(最大24時間雨量を指すものではない)が、災害の対象となっている。ただし、これら
の採択基準に該当する場合でも、適応除外事項が定められており、1箇所の工事の費
用が、60万円に満たないもの。維持工事とみるべきもの。例えば「路面のみ」の被害や
「側溝のみ」の被害などの維持的工事ですむような被害などについては、災害復旧事
業の適用にはならないものとされている。
　今回の、3月8日から9日にかけて大迫町大迫地区の降雨を見ると最大24時間での雨
量は69mm、時間雨量は20mm　融雪量を雨量換算し降雨量と合算した場合では、3月8
日の雨量31.5mmに融雪80mmに密度0.5をかけ雨量換算した40mmを加算して
71.5mm。3月9日は雨量37.5mmに融雪80mmに密度0.5をかけ雨量換算した40mmを加
算して77.5mmとなり、時間雨量が災害の採択基準には達しているが、今回の復旧工事
では、1工事が60万円に満ないものや、「路面のみ」などの維持工事となるため、県にも
確認したが、災害の適用にならないものであった。したがって、3月の降雨により被災し
た市道の路面流出や路肩、法面崩れなどについては、災害復旧工事が適用できない
ことから、生活道路維持事業として、今後、早期に復旧していきたいと考えている。

　外川目地区では、急傾斜地の法面保護3箇所、砂防ダム3箇所について、花巻土木
センター経由で県へ要望している。岩脇地区の法面保護は、県全体の要対策箇所の
緊急性や土地利用状況を考慮しながら整備時期等を検討していくとのだが、高洞、栃
沢地区については、県により事業を行う場合の採択要件が、保全家屋が５戸以上に
なっていることから事業化は難しい状況との回答であった。
　また、砂防ダムの要望は、下中居上沢は、平成30年度に砂防堰堤の整備を目的とし
た現地調査や地形、地質等の調査、施設配置計画等の予備設計を実施する予定とし
ており今後とも引き続き事業化に向け取り組んでいくとお聞きしている。ハダ沢（下中
居地区）、朴の木沢（下中居地区）については、県全体の要対策箇所の緊急性や土地
利用状況を考慮しながら整備時期等を検討していくとのことであるが、ハダ沢(下中居
地区）、朴の木沢(下中居地区）のほか、寺地地区、落合地区については、治山事業の
治山ダムのほうでの整備も県へ要望してるが、まだ、着手される見込みがないので引
き続き要望していく。

　災害復旧事業の適用については、「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」に
採択される範囲について示されており、採択要件の基本として次の3条件が必要とされ
ている。①異常な天然現象により生じた災害であること。②負担法上の公共土木施設
で現に維持管理されていること。③地方公共団体又はその機関が施行するもの。この
内、異常な天然現象による災害の採択範囲として、降雨については、最大24時間での
雨量が80mm以上、時間雨量等が特に大である場合として時間雨量20mm程度以上。
　また、融雪に関しては、融雪量を雨量換算し降雨量と合算した値が、日雨量80mm以
上(最大24時間雨量を指すものではない)が、災害の対象となっている。ただし、これら
の採択基準に該当する場合でも、適応除外事項が定められており、1箇所の工事の費
用が、60万円に満たないもの。維持工事とみるべきもの。例えば「路面のみ」の被害や
「側溝のみ」の被害などの維持的工事ですむような被害などについては、災害復旧事
業の適用にはならないものとされている。
　今回の、3月8日から9日にかけて大迫町大迫地区の降雨を見ると最大24時間での雨
量は69mm、時間雨量は20mm　融雪量を雨量換算し降雨量と合算した場合では、3月8
日の雨量31.5mmに融雪80mmに密度0.5をかけ雨量換算した40mmを加算して
71.5mm。3月9日は雨量37.5mmに融雪80mmに密度0.5をかけ雨量換算した40mmを加
算して77.5mmとなり、時間雨量が災害の採択基準には達しているが、今回の復旧工
事では、1工事が60万円に満ないものや、「路面のみ」などの維持工事となるため、県
にも確認したが、災害の適用にならないものであった。したがって、3月の降雨により被
災した市道の路面流出や路肩、法面崩れなどについては、災害復旧工事が適用でき
ないことから、生活道路維持事業として、今後、早期に復旧していきたいと考えている。

54 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 道路課 雨量の観測数値について 　降雨の基準となる雨量は、どこで観測した数値なのか。大迫地区
も広い。最近の災害は、本当に局地的な災害である。

　気象庁の観測地点の雨量を採用している。観測場所は、大迫町大迫
地区である。地域の局地的な数値は把握出来ない。。

　気象庁では、現在５㎞メッシュでだいたいの雨量を把握できているの
で、数値は押さえていると思う。ただ、今お話ししたのは、国交省の基準
であり、国交省は制度的に、５㎞メッシュで計算していない。避難勧告の
基準など、生命・人体を守ることについては進歩していると思うが、国交
省ではまだそれを採択していない。

大迫管内の雨量観測所は大迫、早池峰(早池峰ダム)、岳となる。

55 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 道路課 災害復旧について① 　大迫地区は、今回災害復旧の対象地域ではないと市の職員から
お聞きしたところだが、私の家の前を通っている一級河川八木巻川
では、県のほうで災害復旧事業と思われる事業が２か所あり、県で
測量査定を行ったようだ。なぜ、花巻地区が災害復旧の対象外な
のか疑問に感じる。

　先ほどの説明にあったとおり、20㎜の基準に合致していれば災害には
なる。だけども、花巻市がやるべき工事については、１工事が60万円に
満たなかったとか、路面のみの維持工事であるから、これについては国
の災害復旧費は出ないということである。県で行っている工事は、金額
がたくさんかかる案件なので、災害復旧費が出る工事である。花巻市の
場合は、国の災害復旧費が出ないので、市単独で行うという説明であ
る。

　国からの補助を受けられるものではないので、市で補修する。

　降雨による災害基準は、時間当たりの雨量が20㎜以上または、24時
間当たりの雨量が80mm以上の場合となるが、１箇所の工事費が60万
円に満たない場合や、路面補修のような維持的工事等は、災害の適用
除外となることから、国の災害復旧費ではなく、市の事業で補修してま
いりたい。
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56 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 道路課 災害復旧について② 　市の方では災害対象にならないと言われたのでの小さな案件は
出さなかったが、これから申請しても対応できるのか。分かりやすく
言えば、赤線、青線で、市道にもなっていると思う。

　赤線、青線は市道ではない。市道認定されている箇所であれば、先ほ
どもお話ししたが、市で必要な場所は補修するが、それが農地であれ
ば、金額等も全く違ってくる。ただし、先ほど言ったように、雨量の基準に
達していなければ、それは難しくなる。農政の方では中山間の交付金と
いうものがあるが、基準に合致するかどうかと、金額がどの程度なの
か、その内容にもよる。
　赤線、青線は市の管理用地ではあるが、もしも農耕用に使用していれ
ば、農地の方で災害として扱える可能性はある。内容を確認し、個別に
相談願いたい。

　平成30年4月4日に要望者が大迫総合支所を来訪し、4月5日に法定外
水路（青線）に洗掘箇所があることを確認しているが、農地へ影響せ
ず、緊急性が低いことから経過観察としており、今後農地へ影響する恐
れがあるときは、市管理の法定外水路（青線）の部分を補修する。
（大迫支所より）

57 H30.6.25 市政懇談会 外川目 建設部 道路課 災害復旧について③ 　土石流の関係もあるが、当地区のコミュニティ会議の狄川地区
で、送電線の工事等で作業道を開設したわけだが、そこのヒューム
管が詰まり、道路が流され、山へは行けず、沢には土砂が埋まって
いる。送電線の途中の下のところからの土石流と思われる。一部ひ
どいところは、電力で直してくれるとのことであったが、そこの木に
引っかかっている土砂がある。木が2mくらい埋まっているので、一
度現地を確認していただきたい。

　大迫町内、外川目にも、東北電力が高圧電線の鉄塔を作る際に工事
した道路がそのまま残されている。そこは市道認定されておらず、林道
でもないと記憶している。その荒れたところに、市として工事を行うのは
難しいと考える。地域の方々がそこで堰上げ、あるいは簡単な道路の土
砂や土を上げることをしていただきたい。市道認定されているところや林
道であれば、市で現場を確認に行きたいと思う。

　平成30年9月13日、要望者の案内で現地を確認。現地は、市道及び
林道ではなく、東北電力の高圧電線の鉄塔工事のために開設された作
業道で市管理ではないが、近接している市管理の法定外水路の横断管
が詰まっているため、横断管の土砂撤去を行う。
（大迫支所より）

58 H30.6.25 市政懇談会 外川目 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

公共施設の地域への譲渡に
ついて

　市の建物を自治公民館として使用している件についてだが、以前
に市の建物を地域で維持管理する話があったと記憶している。そ
の後、しばらく立ち消えになっているが、現在どのような考えなの
か。基幹集落センターは大規模な施設なので、地域で修理や維持
管理するのは大変である。

　今、公共施設のマネジメント計画により、現在の施設状況や再建築の
場合の費用等の調査を支所でも行っており、作業を進めているところで
ある。今後、具体的に施設の一つ一つについて、地域の方々に相談す
る場面が出てくると思うが、今のところは地域に積極的にお話しはして
いない。

　市としては、地域の施設を市で維持管理していくのは大変難しいの
で、受け入れ希望の地域があれば維持管理を移したいと考えており、全
体的に施設を減らしていかなければならないということは計画には入っ
ている。ただし、地域の方々がそれを出来るかがむしろ大きな問題なの
で、地域の実情に応じて、じっくり考えていく必要がある。それについて
この１年間で、施設の統合や廃止という計画は作っていない。

　現在のところ、市の公共施設を地元に維持管理してもらうことについて
の具体計画は作っていない。

59 H30.6.25 市政懇談会 外川目 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

ぶどうつくり隊への協力要請
について

　自分もブドウを栽培している。ぶどうつくり隊のボランティアがある
と聞いているが、自分のところは山間地なので、近くにトイレなども
なく、ぶどうつくり隊に依頼するのを躊躇している。

　決して環境が良いところのみで活動している訳ではないので、まずは
ぶどうつくり隊の担当者へご相談いただきたい。

　ぶどうつくり隊の担当者とよく相談していただき、受入れ農家として登
録していただいた。

60 H30.6.25 市政懇談会 外川目 財務部 契約管財課 市のバスの利用について 　先日、外川目・内川目地内を市のバスで移動したが、その際に乗
車していたマイクロバスが、今後スクールバスとして使用されること
から、地域の行事などに利用できなくなると聞いた。マイクロバスよ
り大きいバスでの移動となると、例えば、黒森地区から宇瀬水に移
動するなど、今までのように狭い道路を走ることが出来なくなり、行
事の計画が難しくなる。

　市長より、マイクロバスの今後の利用方法について確認するよう指示
あり。

→当マイクロバスは、来年度からスクールバスとして利用することで調
整中である旨契約管財課に確認済。なお、当該移動研修事業は、市関
連事業であることから、今後も当該事業の要望があれば、事業に支障
がないよう市公用バス等の対応を検討する。

　事業に支障がないよう市公用バス等の対応する。

14/70



■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

61 H30.6.27 市政懇談会 八重畑 地域振興部
石鳥谷総合支所

地域づくり課
地域振興課

行政区の再編・統合について 　八重畑地区では高齢化に伴う人口減少で４０戸を下回る行政区
があり、集落の小規模化が深刻である。中でも開拓地区（八重畑
第12区）は8戸であり、集落としての機能維持が困難と思える状況
である。ついては以下について市の考え等を伺いたい。
①市内行政区の１行政区当たり平均世帯数
②市が考えている適正な規模（世帯数）
③事務の効率化などのため、今後、行政区の再編や統合を行う可
能性はあるか
④小規模な行政区において、草刈りや道路清掃（公共的環境の美
化）などの地域活動が困難な場合、支援策としての取り組みは何
かあるか

①市内行政区の１行政区当たりの平均世帯数については、５月末現在、花巻市
全体で37,259世帯・223行政区あるので、市全体平均では167世帯/行政区となって
いる。地域別では、石鳥谷地域111世帯・花巻地域209世帯・大迫地域86世帯・東
和地域122世帯となっており、さらに石鳥谷地域内の地区別では、当八重畑地区
が54世帯・好地地区193世帯・大瀬川地区69世帯・八日市地区81世帯・八幡地
区142世帯・新堀地区93世帯となっており、石鳥谷地域の中では八重畑地区が１
番少なく好地地区の３割程度の状況となっている。
②各行政区の適正な規模については、市として特に定めていない。人口減少や高
齢化が進む中で、地域から行政区の統合等についてのご意見がある場合は、地
域と共に検討して参りたいと考えている。
③全体的な行政区の再編や統合については現在考えていない。ただし、各行政区
において各種団体運営や地域づくり活動の他、生活する上で不便等があり、行政
区の再編や統合等で解消・改善が図られる場合には、地域とともに検討して参り
たい。参考までに、旧石鳥谷町における行政区及びその区域の変更は、統合１
回、分割２回である。統合は昭和４４年で、葛丸ダムの開発に伴いそこにあった畑
集落が実質的になくなったために石鳥谷７区と畑集落を統合したもの。分割は昭
和５８年に人口及び世帯数の増加に伴い、石鳥谷２区の一部と石鳥谷１６区の一
部を分割し、現在の石鳥谷１８区とし石鳥谷の駅西や旧雇用促進住宅があった
周辺に設置したもの。さらに、平成４年に石鳥谷１６区の一部を分割し、新たに石
鳥谷１９区を設置したもの。石鳥谷地域では、人口減少による集落維持の困難を
理由とした行政区の再編や統合の例は無い。
④人口減少や高齢化が進む中、草刈りや一斉清掃・資源ごみの回収等、様々な
地域活動を担う人材の不足については、これからの地域づくりを考えていく上で、
非常に大きな課題として捉えている。今後、持続可能な地域自治を支えるための
仕組みを考えて参りたい。

　市全体の行政区再編についての計画は無い。例えば、行政区で名前と場所が
一致していないため変えようとしたが、隣接区から反対され上手くいかなかった例も
あり、市が一方的に進められるものでもない。八重畑１２区については、コミュニティ
で話し合いの場が必要と思う。市も地元頼りにせず、一緒に話し合う必要を感じ
る。

【地域振興部】
①H31.2末現在の花巻市全体における1行政区の平均は167世帯、花巻
地域は209世帯、大迫地域は85世帯、石鳥谷地域は111世帯、東和地
域は121世帯。
②各行政区の適正な規模については市として特に定めていない。人口
減少や高齢化が進む中で、地域から行政区の統合等についてのご意
見がある場合は、地域とともに検討していく。
③全体的な行政区の再編や統合については現在考えていない。ただ
し、各行政区において各種団体運営や地域づくり活動のほか、生活す
るうえで不便等があり、行政区の再編や統合等で解消・改善が図られる
場合は、地域とともに検討していく。
④人口減少や高齢化が進む中、草刈りや一斉清掃、資源ごみの回収な
ど、様々な地域づくり活動を担う人材の不足については、これからの地
域づくりを考えていくうえでの課題として捉えいる。今後、持続可能な地
域自治を支えるための仕組みを検討していく。

【石鳥谷総合支所】
　市全体の行政区再編の計画はない。ただし、各行政区において各種
団体運営や地域づくり活動の他、生活する上で不便等があり、行政区
の再編や統合等で解消・改善が図られる場合には、地域での話し合い
や取り組みについてコミュニティ会議等と情報共有を図りながら必要な
支援を行い、地域とともに検討してまいりたい。

62 H30.6.27 市政懇談会 八重畑 地域振興部 地域づくり課 区長が選任すべき役職数を
減らすことについて

　地域の課題解決や市と住民を結ぶ役割を果たす役職（例えば民
生委員・児童委員、保健推進委員、地域スポーツ普及員）につい
て、区長が選任する場合、世帯数が少ないと一部の住民が複数の
役を掛け持ちしなければならず大きな負担となっている。
　人口比率に応じて、区長が選任すべき役職数を減らすことはでき
ないか市の考えを伺いたい。

　人口減少や高齢化が進む中、一部の方に負担が掛かり人選に苦慮し
ているという話は、この会場だけではなく、他地区の市政懇談会などで
も出されている課題である。さらに、行政区長自体を出すことが大変だと
いう事例もある。以前は民生委員の推薦が大変だという話が多かった
が、今は行政区長やコミュニティ会議の役員も大変だという話を４月以
降伺っている。
　いくつか確認したところ、保健推進員については、アンケート結果に基
づき今年度から全体で３８４名から３６１名へ２３名減らしたとの事だが、
各行政区への負担はさほど変わらない状況。スポーツ普及委員につい
ては、花巻地域では行政区から２名、大迫・石鳥谷・東和地域では行政
区から１名以上を出して頂いている。民生・児童委員に関しては、民生
委員法に基づき人口比率や地形を考慮しながら選出しているという実
状である。いずれにしても、人口減少もあって以前とは違う課題が出て
来ている。
　本年度、市民と懇談会形式で今の花巻市の地域自治の課題について
ざっくばらんに話し合える場を設ける事と、市役所内部でその課題をどう
受け止められるか考え、２７コミュニティ会議との協議の場においてその
課題をお諮りしようと考えている。先程出された、世帯数が極端に少な
い行政区については、当地区のコミュニティ会議の中で是非話題にして
頂き、課題提起して頂きたい。

　区長・班長業務で大変なのが回覧板を回す事だが、これについても考
えなくてはいけない。インターネットで完結する人達には回覧を無くし、
配布部数を減らし負担軽減することを考えなくてはいけない。将来的に
は、市広報の発行回数を減らしたり、郵送に替える事なども方法のひと
つとして有り得る。

　民生委員・児童委員や保健推進委員、地域スポーツ普及員などの推
薦を各行政区にお願いしているが、人口減少や高齢化が進む中、一部
の方に負担がかかるなど、人選に苦慮していると伺っている。併せて、
地域役員などの地域を担う人材の不足も懸念されており、これからの地
域づくりを考えていくうえでの課題として捉えている。
　保健推進委員については、平成28・29年度に実施したアンケートを踏
まえ、平成30年度から委員数を23名減らしたところだが、法令により配
置基準が定められているものなど、早急に委員数を減らすことが難しい
ものもある。今後も、必要に応じて、地域の状況を踏まえた検討を行っ
ていく。
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63 H30.6.27 市政懇談会 八重畑 総合政策部 秘書政策課 光ブロードバンドサービス未
普及地域への補助について

　モバイルＷｉ-Ｆiルーターの導入費用に対する補助制度が4月1日
から始まったが、この補助制度が創設された経緯を改めて伺いた
い。
　また、光ブロードバンドサービスの機能を考えると、光エリア拡大
を諦められない。今後、エリア拡大の可能性はあるのか伺いたい。

　光ブロードバンドサービスについては、市内で96.4％の世帯が利用できる
環境となっており、未普及地域の方々は不便を感じていることと思う。市で
は、光ブロードバンドサービスの未普及地域の解消を図るため、これまでも
民間事業者に対し光エリアの拡大を要望してきており、当八重畑地区につ
いても平成25年に光ブロードバンドサービスの提供が開始されたが、その
中で、一部の地域が未整備になってしまった状況である。事業者からは、
収容局の設備改修費用が多額であることや一定の加入条件が満たされな
い場合は、通信事業者自ら提供エリアの拡大は行わないとの方針が示さ
れている。一定の加入条件についても、実際の利用者数が多く見込めない
ため、以前よりもハードルが高くなっている。
　去年、他地域でインターネットに関するアンケートをした際、約30％の方
が光回線を希望、同様に約30％位の方がWi-Fiを利用したいという回答
だった。幾らかでも早くという事で、光回線が来るのを待つのではなく、１つ
の方法として携帯電話の通信回線を使用するこの制度を導入した。
　未普及地域には２種類あり、一つは、そもそも収容局がブロードバンド対
応施設ではない場合で、田瀬・外川目・内川目が該当し、ＮＴＴ自らは対応
施設を作らないと言っており、市が費用を負担して整備する場合７億円掛
ると言われたが、現在は利用者の数が十分いない場所については、市が
費用を負担しても整備できないとの方針となった。もう一つは、光ケーブル
を配線すれば利用できる地域だが、相当程度の人の加入が確実でないと
難しいのが現状である。
　事前調査でブロードバンドの希望者が50-60％位居ても、実際に加入す
るのが20％位だったりすることが多く、全国的にもそういう状況だったため、
ＮＴＴでは去年か一昨年に方針を変え、余程確実な所以外は線を引かない
方針に変わった。山屋地区については、収容局の問題は無いが、相当程
度の加入の面で難しくなっている。
　それを受け花巻市では、他の方法としてWi-Fiについて助成する方針に転
換した。将来的には、光回線とスピードが余り変わらない５Ｇに移行するの
で、その基地局を作る際に市が負担できる範囲でこのような地域を先行さ
せることも検討して行きたいと考えている。

　通信事業者による光エリアの拡大は、3月現在においても困難な状況
にあるが、引き続き通信事業者の動向、国・県の施策等を注視してい
く。
また、2020年度に首都圏を中心にサービスの開始が見込まれる5Ｇ関
連については、本市へのサービス提供ができるだけ早期に開始される
よう、通信事業者に対する市の財政支援を視野に入れながら検討を進
める。

64 H30.6.27 市政懇談会 八重畑 建設部
石鳥谷総合支所

道路課
地域振興課

北上川左岸の築堤について 　以前にも何度かお願いした経緯があるが、新堀から八重畑３区ま
での北上川左岸に堤防が必要だ。私が岩手河川国道事務所の工
務第１課長さんに３年位前にお願いした経緯があるが、それから時
間が経ったので、市にお願いするほか、地元から国交省に直接お
願いする事も大事だと思うので、ご協力をお願いする。

　来週（7/3）、盛岡の岩手河川国道事務所と仙台の東北地方整備局へ
行くほか、東京の本省にも７月中旬に要望活動で行く予定である。八重
畑と新堀の住民の方々から直接要望に行きたいという話を頂いており、
現在、盛岡の岩手河川事務所へ要望に行って頂くための調整を行って
いる。調整後、その際は宜しくお願いしたい。　【7/3住民要望実施】

　市では、北上川流域市町で構成している「北上川上流改修期成同盟
会」で毎年、国への要望活動を行っているほか、本年7月には新たに花
巻市単独での要望活動を実施し、早期整備に向けて国に対し強く要望
しております。
　また、平成30年7月3日、八重畑3区と新堀1区と2区及び6区の各行政
区長が地元代表者として国土交通省東北地方整備局岩手河川国道事
務所を訪問し、八重畑地区と新堀地区を対象とした北上川築堤整備事
業の早期着手についての要望書をそれぞれ手渡すと共に、各地区の堤
防整備に対する地元からのお願いを聞いていただいた。

65 H30.6.27 市政懇談会 八重畑 総合政策部
建設部

人事課
道路課

市の道路整備及び土木技術
職の増員について

　懇談会の前に土木施設の要望について説明を受けたが、市では
厳しい財政のため、なかなか要望に沿えないという話を伺った。農
地水という事業があり、道路を農林部に移管することで農水省の予
算が使える。道路改良の事業ではないが簡易舗装する事が出来
る。農道でなければならない制約があるので、建設部の所管なの
で対応出来ないと言わず、農林サイドの所管にしてはどうか。
　他に、市職員に土木専門職が非常に少ない様に感じる。毎年の
様に災害が起きるが、農業施設の復旧工事を設計も何もなくて見
積もりだけで施工してしまうような噂を聞いたことがある。補助申請
すれば災害復旧事業になるものを安易に市の予算でやっているの
ではないかと感じる。なるべく頑張って、土木専門職を増やして頂き
たい。

　農地水ではなく、多面的機能維持型の事業のことだが、道路舗装整備
に予算を付ける事は無い。本当に農道で農地の保全の為に必要だとい
う事であれば別だが。
　市道を廃止して農道にすれば良いという事だが、市道はあくまでも市
道なので出来な無い。
　花巻市の市道は3,400キロもあるので、対応がなかなか追い付かな
い。東和と大迫の市道整備については過疎債という有利な借入が使え
るが、石鳥谷と花巻ではその様なものがないため、なるべく市単での整
備を避け国交省の交付金を使って道路を造ることになるが、予算付け
が限定され採択基準が厳しくなっている。その中で花巻は基準に合う形
で要望し、平均すると80％位は予算が付いている。
　土木専門職の採用は、増やしている。去年も３人、新しく採用した。技
術職は増やしているが、無尽蔵に増やす訳にもいかない。土木職が大
変忙しいのは感じており、残業も多く大変申し訳ないと思いながら、我慢
してやってもらっているのが実態。
　市のお金は使いたくないので国の予算が付く災害復旧は全てやって
いる。ただし、補助の対象となる基準が色々とある中、一番それを気に
しながら一生懸命やってもらっており、技術職を増やすことと国の予算を
使う話は別のことである。

【総合政策部】
　土木技術職の採用については、退職者や事業計画などを勘案しなが
ら計画的に行っていく。

【建設部】
　道路整備要望は、各コミュニティや区長会等から、毎年３００件程提出
されている。道路整備が必要な新規事業採択については、各地区から
要望のあった箇所を新規採択基準の要件をもとに緊急度・必要性等を
考慮し、市内全体を見据え、また継続工事箇所の進捗状況を勘案して
実施箇所を選定している。道路整備要望は地区にて取りまとめし、支所
の地域振興課へ提出をお願いしている。利用されている市道を廃止し
て農道にすることはできない。また、農道舗装は多面的機能支払交付
金の対象事業になっていない。
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66 H30.7.6 市政懇談会 土沢 教育部 こども課
博物館

遊休公共施設について 　土沢第５行政区内にある遊休公共施設のとうわ子ども未来館と
ふるさと歴史資料館と同館に収蔵されていた資料の今後の活用や
方向性について伺いたい。これらの施設については、地元住民が
普段の生活の中で日々目に触れる施設でもあり、現状は休館して
いるが、今の建物や収蔵資料等が今後どういう形で利用されるの
か気になっている方も多い。法令上の制約等があるのは承知して
いるが使わないより使ったほう良い。様々縛りがあるということで活
用について諦めないでほしいとの趣旨で伺う。

　こども未来館は、児童福祉施設として国、県の補助金を活用し平成14
年に整備され、翌年の平成15年4月から主に土沢小学校児童に利用さ
れてきた。その後、平成23年に東和町内の小学校統合に伴い、東和小
学校と付随して東和学童クラブが設置されたことから閉館となり、平成23
年4月からは子育て関係事業の支援拠点施設として活用されてきたが、
平成26年にその事業を土沢保育園に移したことから、平成27年度以降
は児童福祉施設として利用されていないという状況である。
　これまでも非公式に地域内の事業所、企業等から施設の借用につい
て問合せがあったが、国、県の補助金を活用して整備した関係上、児童
福祉施設での用途以外の申し込みについてはお断りしてきた経緯があ
る。
　現在は、国、県補助金の返還を伴うが財産処分等の手続きを行うこと
により、当初の目的外での施設使用が出来る可能性があるので、関係
機関からの情報収集を行い対応を検討している。
　ふるさと歴史資料館は、昭和44年建築（コンクリートブロック造）の東和
病院を改装し平成9年に開館しているが、建物の法定耐用年数は41年
で今年築49年を迎え法定耐用年数を相当超過している。昭和56年に改
正された建築基準法の耐震基準も満たしていない。更に平成27年に消
防法に基づく消防用設備の不備を指摘されるなど、入館者の安全や資
料の保管環境を確保できないことや施設改修に多額の費用が見込まれ
ることから休館としたもの。現在、市ではこうした市全体の老朽施設の取
り扱いについて、公共施設等総合管理計画を策定し検討している。しか
し、せっかくの展示資料を見学できないとの御意見に対応するため、今
新しく建設される東和コミュニティセンター内に一部を展示していく方向
で、東和の歴史と文化を学ぶ会の皆さんからも御意見をいただいて、展
示案を検討している。

　こども未来館は、児童福祉施設として国、県の補助金を活用し平成14
年に整備され、翌年の平成15年4月から主に土沢小学校児童に利用さ
れてきた。その後、平成23年に東和町内の小学校統合に伴い、東和小
学校と付随して東和学童クラブが設置されたことから閉館となり、平成
23年4月からは子育て関係事業の支援拠点施設として活用されてきた
が、平成26年にその事業を土沢保育園に移したことから、平成27年度
以降は児童福祉施設として利用されていないという状況である。
　これまでも非公式に地域内の事業所、企業等から施設の借用につい
て問合せがあったが、国、県の補助金を活用して整備した関係上、児童
福祉施設での用途以外の申し込みについてはお断りしてきた経緯があ
る。
　現在は、国、県補助金の返還を伴うが財産処分等の手続きを行うこと
により、当初の目的外での施設使用が出来る可能性があるので、関係
機関からの情報収集を行い対応を検討している。

【県経由で国に対し補助金返還の有無についての照会に対する回答】
9月18日　補助金返還が発生するかどうかは、現時点では判断できな
い。基本的には転用が確定し、承認申請を受理した段階で国庫納付に
関する条件の判断が行われることから、財産処分を行うのであれば改
めて資料をそろえて申請してほしい。
　
ふるさと歴史資料館は、休館中である。
新東和コミュニティーセンター内への展示については、ご意見を伺って、
展示案を検討中である。

67 H30.7.6 市政懇談会 土沢 総合政策部 秘書政策課 はなまきナビについて 　市のホームページは行政情報のほか市民生活に係るさまざまな
情報を提供していただいており私たちの生活に大いに役立ってい
ると認識している。施設予約が可能なはなまきナビについて、各振
興センターや社会体育館を予約する際に活用されているか伺う。ま
た、施設情報が古いうえ予約が確実に行われているか不安なとこ
ろもある。施設仮予約についてはリアルタイムに更新が望ましいと
考えるのが、内容の点検や更新事務がどのようになされているか
伺いたい。

　花巻ナビは市の公共施設66施設について空き状況の確認、仮予約が
可能である。また、インターネット環境がない方でも平等に施設予約が
できるよう従来からの予約方法であった施設窓口、電話予約でも受付を
している。
　花巻ナビの活用状況（H29年1月～12月）は、施設利用の仮予約件数
が市全体で301件、うち東和地域の施設は2件であった。これに各施設
管理者が窓口で受付けた件数を合わせると市全体で5万2877件、うち東
和地域の施設は、1460件である。花巻ナビによる施設利用の仮予約
は、東和地域では市全体の割合よりも少ないが、市全体ではある程度
は活用されている。花巻ナビの運用を開始して以後、施設登録の状況
など確認を行っていなかったことから、今月中に確認し、情報を更新す
る。今後は、年度の当初又は年度末に施設担当課等に照会し更新手続
を行うこととした。施設窓口での受付と予約システムでの時間差により
予約が重なってしまった場合には、施設管理者から速やかに予約をされ
た方に連絡するなど、実際に利用される前に予約状況を明確にするよう
な対応を行っており安心して花巻ナビを活用していただきたい。

情報が古いということについては大変御迷惑をおかけした。早急に情報
を更新する。一方では、様々な分野の行政課題に対応しなければなら
ない状況の中で市の職員数にも限りがあることから、議事録などある程
度機械でできることはAIを活用して省力化を図ることとしている。

　7月に登録施設の情報照会を行い、貸出用部屋情報や使用目的等に
ついてシステム登録情報の修正を行うとともに、未登録であった5施設
について新たにシステム登録を行った（9/3）。

　今後は同様の照会を定期的に行い、情報の更新を最適化する。

68 H30.7.6 市政懇談会 土沢 東和総合支所 地域振興課 平日、日中の火災発生時の
支援対応について

　自分の住んでいる地域（消防団18-5）は、平日日中の火災に活
動できる消防団員（機能別団員含む）が2人しかいない状況であ
る。過去には、役場職員の消防隊や農協職員が活躍していたこと
もあったが、団員が少ない状況での消火活動について検討をお願
いしたい。

　平日日中の消防団員不足については、市全域の課題と認識してい
る。現在、消防団では、アンケート調査を行ったうえでどのように部を編
成したら良いか話し合いが進められている。また、団員数が減少する中
で、大きく防災力を低下させないことを考慮しながら部の再編について
検討が進められると認識している。市としては消防団員とその家族にも
特典がある消防団応援の店の取組み等も行い団員確保を進めている
状況である。

　平成31年2月26日、第１４回花巻市消防団組織見直し委員会が開催さ
れ、花巻市消防団組織等再編計画（案）がまとまった。今後、この計画
案をもとに地域説明会を開催し、消防団組織の再編を進めていく予定
であり、その中で、平日日中の災害対応への体制についても検討を進
める。
　また、引き続き新規団員の募集を行い、団員の確保に努める。

69 H30.7.6 市政懇談会 土沢 財務部 資産税課 共有林の固定資産税通知に
ついて

　毎年４月に通知される固定資産税のお知らせは、組合で所有して
いる共有林についても代表者にだけ通知されていると思う。平成18
年頃は共有者全員へ通知がきていたと記憶しているが、その後は
きていないので共有者全員へのお知らせを再度お願いしたい。

【市側当日発言】
担当課にこの旨伝える。

→7月11日資産税課から本人へ回答し了。
 　毎年4月に送付している納税通知書のほか、共有代表者以外の方に
は共有者が死亡・不明な場合を除き、連帯納税通知書を送付している。
共有者が死亡している場合でも、相続登記がなされた場合は、翌年度
から連帯納税通知書を送付している。納税通知書及び連帯納税通知書
には所有者の一覧は同封していないが、希望があれば登記簿と同じ内
容の「共有者内訳書」を有償で交付している。

→7月11日資産税課から本人へ回答し了。
 　毎年4月に送付している納税通知書のほか、共有代表者以外の方に
は共有者が死亡・不明な場合を除き、連帯納税通知書を送付している。
共有者が死亡している場合でも、相続登記がなされた場合は、翌年度
から連帯納税通知書を送付している。納税通知書及び連帯納税通知書
には所有者の一覧は同封していないが、希望があれば登記簿と同じ内
容の「共有者内訳書」を有償で交付している。
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70 H30.7.6 市政懇談会 土沢 東和総合支所 地域振興課 遊休農地の活用について 　遊休農地活用についての提案であるが、日本で使われている漆
は97％が輸入品であり日本で生産されているのはわずか3％でそ
の3％のうちの8割は岩手県浄法寺町産である。日本産の漆につい
ては文化財の補修などで国内での需要が相当あるようだ。成木に
なるには10～15年の期間を要するが、使われてない農地の活用の
一つとして漆の木の栽培を検討してはどうか。

　国内産の漆の不足により国宝級の建物もなかなか補修ができないと
いう状況が過日全国放送されていた。国内では漆の大切さが見直され
ている。松くい虫の被害等で伐採されている山林もあるので、そういう所
での栽培が考えられる。

　国内産の漆の不足により国宝級の建物もなかなか補修ができないと
いう状況が過日全国放送されていた。国内では漆の大切さが見直され
ている。松くい虫の被害等で伐採されている山林もあるので、そういう所
での栽培が考えられる。

71 H30.7.10 市政懇談会 大瀬川 健康福祉部 長寿福祉課 ひとり暮らしの高齢世帯が安
心して暮らせる取り組みにつ
いて

　ひとり暮らしの老人が多くなってきているが、当地区（大瀬川地区
189世帯の10％がひとり暮らしの高齢世帯）では、ひとり暮らしの高
齢者が病気など緊急時に、身内にすぐ連絡がとれるようにするとか
普段から異常がないかを見守りするというような仕組みが無い。
　高齢者本人や地域の方の中には、病気など緊急時の対応に不
安を感じている方がいるので、ひとり暮らしの高齢者の安心な暮ら
しのために、市や他の地域で取り組んでいる内容について伺いた
い。

　年々高齢化率は上がっており、市全体では昨年10月32.9％、3月末
33％程であり、さらに高齢者のひとり暮らし世帯或いは高齢者のみの世
帯が、平成27年度国勢調査で37％程になっている状況。
　市における取組は、地域における身近な相談相手として民生児童委
員の活動、社会福祉協議会の地域福祉訪問相談員による高齢世帯の
訪問など、社会福祉協議会・地域包括支援センター等関係機関が連携
して取り組みを行っている。また、宅配事業者が業務の中での見守り活
動や地域の様々な活動の中でも見守りを頂き、重層的な見守りを行っ
ているところ。
　個々の世帯を対象とした見守りとしては、緊急通報装置や見守り機能
付服薬支援装置の貸出による様々な機器等を活用しての見守りを行っ
ている。また、地域においては、市民の自主的な介護予防活動としての
「通いの場」やサロン活動によって見守りをしており今後も活動を支援し
て参りたい。
　地域での自主的な取り組み例としては、谷内第1行政区での自治会に
おける地域サロン活動のほか福祉コミュニティ事業として、ひとり暮らし
世帯・高齢世帯の日常的な安否確認や緊急時等の支援活動をしてお
り、主に支援ボランティアという名称で取り組みをしている。また、高松
第3行政区では、行政区自体で福祉と農業が連携した地域づくり事業を
展開し、地域の農園で栽培した野菜を使って期間限定の配食サービス
を行いながら、見守り活動サービスを行っていると聞いている。

　当市の高齢化率は昨年9月末現在で33.4％であり、高齢者のひとり暮
らし世帯或いは高齢者のみの世帯が、平成27年度国勢調査で37％程
になっている状況。
　市における取組は、地域における身近な相談相手として民生児童委
員の活動、社会福祉協議会の地域福祉訪問相談員による高齢世帯の
訪問など、社会福祉協議会・地域包括支援センター等関係機関が連携
して取り組みを行っている。また、宅配事業者が業務の中での見守り活
動や地域の様々な活動の中でも見守りを頂き、重層的な見守りを行っ
ている。
　個々の世帯を対象とした見守りとしては、緊急通報装置や見守り機能
付服薬支援装置の貸出による様々な機器等を活用しての見守りを行っ
ている。また、地域においては、市民の自主的な介護予防活動としての
「通いの場」やサロン活動によって見守りをしており今後も活動を支援し
て参りたい。
　地域の自主的な取り組み例としては、谷内第1行政区での自治会にお
ける地域サロン活動のほか福祉コミュニティ事業として、ひとり暮らし世
帯・高齢世帯の日常的な安否確認や緊急時等の支援活動をしており、
主に支援ボランティアという名称で取り組みをしている。また、高松地区
では、行政区自体で福祉と農業が連携した地域づくり事業を展開し、地
域の農園で栽培した野菜を使って期間限定の配食サービスを行いなが
ら、見守り活動サービスを行っていると聞いている。

72 H30.7.10 市政懇談会 大瀬川 健康福祉部
建設部

長寿福祉課
都市政策課

タクシー券配布の要件緩和と
予約乗合バスの便数確保に
ついて

　高齢者世帯・ひとり暮らし世帯が増えている中で、一番の問題は
やはり移動手段だと思う。免許証を返納した場合に何枚かのタク
シー券が配布されるほか、80歳以上を対象としたタクシー券の配布
も行われている。80歳未満でも歩くのが大変な方もいるので、要件
の緩和をお願いしたい。また、予約乗合バスを運行して頂いている
が、冬季や雨の日等出掛けるのが大変な場合もあるので、便数の
確保（増便）をお願いしたい。

　タクシー券は、以前は500円券にしていたが、現在は予約乗合バスに
も利用出来る100円券に改めた。要件の緩和は、年齢も含め現時点で
は考えていないが、介護予防・日常生活支援総合事業の中で地域での
買い物支援等の制度を作ったので、支援を行う組織を作って頂きながら
制度の利用をお願いしたい。

　予約乗合バスについては、現在週3日、当日予約も可能で、8時から17
時までの間でタクシー会社に委託して運行をしている。大迫では路線バ
スが廃止になるので、今年10月から石鳥谷・東和と同様に予約乗合バ
スを始めることにしている。大迫以外もバスの廃止が危ぶまれる地域が
あり、全地域で同じ形で利用出来る様にしなくてはならない。対象とする
地域が増えエリアを拡大せざるを得ない状況のため、便数をすぐ増や
すことは出来ない。北上の口内では住民の皆さんでバス運行をやって
いる例もある。

【建設部】
　予約乗合バスについては、現在週3日、当日予約も可能で、8時から17
時までの間でタクシー会社に委託して運行をしている。大迫では路線バ
スが廃止になるので、今年10月から石鳥谷・東和と同様に予約乗合バ
スを始めることにしている。大迫以外もバスの廃止が危ぶまれる地域が
あり、全地域で同じ形で利用出来る様にしなくてはならない。対象とする
地域が増えエリアを拡大せざるを得ない状況のため、便数をすぐ増や
すことは出来ない。北上の口内では住民の皆さんでバス運行をやって
いる例もある。

【健康福祉部】
　タクシー券について、以前の500円券から、現在は予約乗合バスにも
利用出来る100円券に改めることで、利便性の向上を図った。
　また、介護予防・日常生活支援総合事業の中で、住民ボランティア団
体等による買い物や通院付添等の支援制度を構築したので、現在実施
していない地域にも取り組んで頂きたく、地域に出向いて様々な説明や
支援を行っていく。

18/70



■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

73 H30.7.10 市政懇談会 大瀬川 健康福祉部 長寿福祉課 介護予防・日常生活支援総
合事業の取り組み状況につ
いて

　平成２９年からスタートした花巻市介護予防・日常生活支援総合
事業について、石鳥谷地域での取り組み状況を伺いたい。また、参
考として市内の取り組み状況も伺いたい。

　平成29年4月に開始した「介護予防・日常生活支援総合事業」、いわゆる「総合事業」は、地域
の支え合いによって「生活支援」と「介護予防」を目指すもの。
　先ず「生活支援」については、要支援の方が既存の訪問事業者や通所事業所をそのまま利用
頂けるほか、一部ゴミ出しやお掃除等、ヘルパーに頼らずに地域の住民ボランティアがサービス
を提供出来る仕組みである。平成28年度に希望する地域を中心にモデル事業を実施し、平成29
年度から本格実施している。　石鳥谷地域では、八幡地区と八日市地区の２地区でボランティア
の支援組織を立ち上げているほか、市全体では、宮野目・笹間・亀ケ森・太田・高松第３行政区
の計７地区で取り組んで頂いている。始まったばかりでもあり、今年3月末の地域ボランティア組
織のサービスを利用している方は、石鳥谷地域全体では5名、残念ながら八日市地区ではまだ
利用者が居ないが、八幡では2名の方が利用している。ほかにボランティア団体もサービス提供
出来る仕組みとなっており、１団体組織化し５名の利用者がある。事業所では、シルバー人材セ
ンターも同様に取り組んでおり、東和地域を中心に１１名の利用がある。市では、ボランティア団
体によるサービス提供を今後も進めて行きたいと考えている。大きな理由として、介護保険料の
給付サービスが年々増えており、3月末策定の第7期介護保険計画では8％程の延びを示してお
り、当然それに伴い介護保険料も上昇することから、軽易なものについて民間事業所よりも低い
単価（1時間当たり1,200円、個人負担は120円程）で、ボランティアによるサービス提供により介
護保険料の上昇を緩やかにしたいと考え実施しているものである。今後は、現在実施していない
地域にも取り組んで頂きたく、様々な説明や支援を行っていきたい。なお、現在、ボランティア組
織でサービスを提供し、ボランティアとして登録している人数は市全域で235名、石鳥谷地域では
15名となっている。ボランティア団体によるサービスへの給付は、団体の活動経費に対する支援
とし運営費への助成の体系となってる。それについて具体的に聞きたい場合やパンフレットを読
んだだけでは分からない場合は、ご要望があれば地域にお邪魔し説明させて頂く。
　２点目の「一般介護予防事業」は、65歳以上の全てを対象として、市では身近な場所で住民が
主体的に介護予防に取り組んで頂く「通いの場」の立上げ支援を行っている。石鳥谷地域全体で
は12団体が「通いの場」に登録しており、大瀬川地区も3団体が登録し活動をしている。今後も
「通いの場」の拡大に支援して行きたいと考えている。「通いの場」の活動状況は、市内全域では
概ね100団体、2,000名程がそれぞれ活動しているという状況である。

高齢化の問題もありサービスを受ける人が増えるがサービスを提供する側のヘルパーは増えな
い状況の中でどうするか。そこで、今までのサービスだけではなくて、対象者の体に触れない範
囲で出来る、例えば、洗濯物を干したり、話し相手になることを地域の方々のご協力を頂きなが
らやっていくという事である。簡単に言うとヘルパーを頼むと１時間2,700円訪問型サービスＢとい
うＮＰＯ法人が対応する場合だと１時間2,000円、更にご近所の人達のお手伝いを頂きながら対
応する場合では１時間1,200円。今年の4月からは、先程の交通手段の話になるが、地域の人の
力を借りながら、活動費という形になるがこのようなメニューも出来た。少し聞いただけでは分か
りにくい制度だと思うので、是非希望があれば地域の高齢化対策をどうするのかという事を一緒
に話し合う機会を頂きたい

　平成29年4月に開始した「介護予防・日常生活支援総合事業」は、地
域の支え合いにより生活支援と介護予防を目指すもので、　「介護予
防・生活支援サービス（以下、「生活支援」）と「一般介護予防事業」の2
つからなっている。「生活支援」は、要支援1，2や生活機能が低下した方
に対し、地域の住民ボランティアがゴミ出しやお掃除等の生活支援を提
供出来るもので、現在、市内７地区でボランティア組織が立ち上がって
いるほか、1つのボランティア団体が組織化しており、石鳥谷地域の利
用者は平成31年2月末現在で2名となっている。事業所としては、シル
バー人材センターが同様に取り組んでおり、東和地域を中心に11名の
利用がある。今年度より、「除雪」や「自動車による買い物、病院等への
付き添い」等のサービスを新たに加え、その運営費に対し、市が補助を
行う制度を創設し、地域ぐるみでの更なる取り組みが期待できることか
ら、住み慣れた地域で暮らし続けるためのご近所同士の支えあいの仕
組みとして、今後も普及拡大に努めていく。
　2点目の「一般介護予防事業」は、65歳以上の全てを対象として、身近
な場所で住民が主体的に介護予防に取り組む「通いの場」の立上げ支
援を行っている。石鳥谷地域全体では12団体が「通いの場」に登録して
おり、大瀬川地区も3団体が登録し活動をしている。今後も「通いの場」
の拡大に支援して行きたいと考えている。「通いの場」の活動状況は、
市内全域では概ね100団体、2,000名程がそれぞれ活動しているという
状況である。

74 H30.7.10 市政懇談会 大瀬川 健康福祉部 長寿福祉課 地域住民による送迎と白タク
行為の関係について

　先程、介護予防・日常生活支援総合事業の説明において、車を
運転して買い物等の支援する例があったが、地域の人が無償であ
れば問題はないだろうが、幾らかでもお金を頂くと白タク行為になる
のではないか。
　足（交通手段）が無いから、80歳・90歳になってもいつまでも運転
をする羽目になるのではないかと心配。若い人ではなくリタイアした
人が、日常、送迎出来る制度を考えていく必要があるのではない
か。

　訪問型サービスＢの買い物支援・病院等への付き添い支援は、単純
にその場所に送る事ではなく、家から病院やスーパーに一緒に付き添う
事で制度上白タク行為にはならないことを、国土交通省や厚生労働省と
協議している。実際、サービスをする場合は、その辺のところも含めやり
方の説明をし、事業を開始して頂く事になる。

　訪問型サービスＢの買い物支援・病院等への付き添い支援は、単な
る送迎ではなく、家から病院やスーパーに一緒に付き添う事で制度上
白タク行為にはならないことを、国土交通省や厚生労働省と協議してい
る。実際、サービスをする場合は、その辺のところも含めやり方の説明
をし、事業を開始して頂くことになる。

75 H30.7.10 市政懇談会 大瀬川 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
地域振興課

大瀬川地区における防災訓
練について

　自主防災組織が１０月に総合的な訓練を実施すると聞いたが、対
象は大瀬川地区だけか、それとも旧町や全市なのか。
　また、広島や岡山みたいな大雨が降ることもあるだろうし、地区に
よって災害の状況も違うと思う。出来れば広域的に災害が発生した
場合、自主防災組織が困っているので自助・共助・公助の応援もし
ないといけないので、もう少し範囲を広げたものもやって頂きたいと
考えるが市の考えを伺いたい。

　この度の西日本での大雨の様に想定外の大きな災害が頻繁に発生し
ているが、市では毎年度防災訓練を行っている。石鳥谷地域では、３年
前に好地・八幡地区を対象に実施、その次の年は新堀地区、昨年度は
八重畑地区を対象として実施してきた。今年度はまだ実施していない大
瀬川地区を対象とし10月28日に実施する。現在、自主防災組織と様々
協議しながら進めているが、大瀬川地区の想定としては土砂災害を中
心に考えた訓練を実施する。内容は、第１部では災害が発生してからの
情報伝達、安否確認、一時避難所への移動の訓練を自主防災組織に
実践して頂く事を考えているほか、第２部では炊き出し、応急救護、消火
訓練など様々な災害に備えた訓練のほか、当大瀬川地区にはケアハウ
ス千鳥苑もあるので、施設とも連携を取りながら一緒に訓練をする予
定。訓練を通じて自主防災組織が中心となった動き方等の確認をし災
害に備えて頂きたいと考えている。
　確かに災害は広域的に起こるが、今回は最初の段階として、自主防
災組織の動き方（情報伝達や安否確認）を確認する意味合いで実施す
るもの。広域的な訓練や対応については、今後考えていかなければな
らない。

　自主防災組織における情報伝達、安否確認や避難方法の訓練を目
的とした防災訓練をコミュニティ地区単位で順に開催しているが、平成
30年度は大瀬川地区を対象としており、10月28日の訓練実施に向け、
地区内の自主防災会及び老人ホーム「千鳥苑」における情報伝達や安
否確認の方法等を9月19日の打合せ会において確認したほか、10月1
日の区長配布で訓練実施のお知らせチラシを回覧し、地域へ周知を
図った。
　石鳥谷地域の全地区において一通り実施した後は、自主防災会の習
熟度等を勘案しながら、広域的な対応の訓練についても検討してまいり
たい。

平成30年10月28日（日）実施
大瀬川地区自主防災組織126名、千鳥苑39名が参加
（市・消防等関係者78名　合計243名）

平成31年度は八日市地区を対象として実施する。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

76 H30.7.10 市政懇談会 大瀬川 地域振興部 地域づくり課 市内各コミュニティの活動紹
介と交付金の配分について

　以前、市内の27コミュニティの活動をパネルで紹介した経緯があ
るが、最近の内容が分からないので各コミュニティの事例紹介とし
て同様の取り組みをしてはいかがか。他の事例を見ると刺激にな
り、参考にもなる。ひとつのコミュニティの中で閉鎖的にならず、横
のつながりがあった方が良いと考える。
　また、コミュニティに交付されているお金は人口比率や面積比率
での割当となっており、当コミュニティは人口比で少なく交付されて
いる。花巻地域の中心部では、コミュニティの自主的事業ではなく、
各団体への交付で交付金を消化しているという話を聞くが、当地区
では殆どがコミュニティの自主事業である。本来の趣旨は頭割りす
るのではなく、地域の活動を支援する事から始まっているので、地
域の人が携わるような事業を重点的に考えた交付の仕方が良い
のではないか、見直しが必要ではないかと考えるがいかがか。

　現在はパネルでの公表はしていないが、ホームページで各コミュニ
ティの紹介やコミュニティだよりも閲覧できるのでそちらをご覧頂きたい。
ホームページを見られない方は、コミュニティ会議事務局や支所に来て
頂ければ対応する。
　交付金については、様々な考えがあり見直しをしながら今の形になっ
ている。市から一方的にではなく各コミュニティからご意見を伺いなが
ら、毎年開催しているコミュニティ会議との懇談会等の中で、見直しの必
要性や内容について協議を進めて参りたい。
　なお、各地域で役員のなり手が居ないというような問題も出て来てい
るので、地域づくりの仕組みについても、職員ワーキングチームの検討
や有識者と市民による懇談会も開催し、その中で出て来た意見をコミュ
ニティ会議と懇談することを考えているので、交付金についても色々協
議して参りたい。

　交付金については、金額的には大瀬川地区は１番少なく、田瀬が２番
目に少ない。地域づくりについて、コミュニティへの交付金２億円を減ら
す考えは無い。大瀬川に足せばどこかが減る事もあり、難しい問題をは
らんでいる。様々な活動の中で、地域によっては上手に国の支援を受
けているところもあるので、この様な事をしたいという話があれば、是非
市に寄せて頂き一緒に考えたい。

　現在はパネルでの公表はしていないが、ホームページで各コミュニ
ティの紹介やコミュニティだよりも閲覧できるのでそちらをご覧頂きたい。
ホームページを見られない方は、コミュニティ会議事務局や支所に来て
頂ければ対応する。

　交付金については、金額的には大瀬川地区は１番少なく、田瀬が２番
目に少ない。地域づくりについて、コミュニティへの交付金２億円を減ら
す考えは無い。大瀬川に足せばどこかが減る事もあり、難しい問題をは
らんでいる。様々な活動の中で、地域によっては上手に国の支援を受
けているところもあるので、この様な事をしたいという話があれば、是非
市に寄せて頂き一緒に考えたい。

77 H30.7.10 市政懇談会 大瀬川 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
市民サービス課

通学路への街灯（防犯灯）の
設置について

　去年、市のワークショップと3月の花巻農業高校生のワークショッ
プに参加し、その途中で大瀬川のワークショップもあった。
　子供達から街灯が無い、非常に不安だという意見があった。花農
の生徒からも石鳥谷の街が暗いとの意見。青雲高校の入口から大
瀬川方面に向かって防犯灯が無い。予算的には結構掛るし、コミュ
ニティでも限界かなとも思う。何もなければ良いが、何かあってから
騒いでもどうしようもないので、何とか子供達の為に街灯を設置し
ていただきたい。

　昨年度、花北青雲高校と花巻農業高校の生徒達と、コミュニティからも
参加頂き、ワークショップを開催したが、その際に色々な意見を頂いた。
１番多かったのは、どちらの高校でも街灯が少ない、暗いという話。好地
地区まちづくり委員会では、その意見を受けて街灯を１箇所設置した。
各地区のコミュニティで、地域の事を考えて頂きながら取り組んで頂い
ていて大変ありがたいと思っている。市で街灯の設置は、現在行ってい
ないので、地域で検討して頂きながら、取り組んで頂くのが１番良いの
ではないかと考えている。

　好地地区まちづくり委員会により花北青雲高等学校南側に防犯灯１
基を設置済。【平成30年3月実施済】

　1/9開催の「市長との対話」において同様の発言があり、設置個所・必
要数・必要経費等について検討を進めていたところ、大瀬川活性化会
議から協議要請があった。その結果、大瀬川活性化会議の事業として、
平成31・32年度の複数年度で計3基程度設置する方向としたいとの意向
が示された。（「市長との対話」における発言者へは、大瀬川活性化会
議より説明し理解を得たとのこと。）

　→平成31年度の大瀬川活性化会議通常総会において、街路灯3基の
新設工事を行うことが承認された。【平成31年４月18日】

78 H30.7.23 市政懇談会 小山田 財務部 財政課 花巻市の財政状況について 市の財政状況に関連して３点伺う。一つ目は市の事業を行うため
の財源として、市債があると思うが特に多いのはどれか。２つ目は
近隣市と比較し一人当たりの市債額はどのくらいか。３つ目は市債
の金利の状況について伺う。

　平成28年度末の市債残高は547億9,192万5千円となっており、このう
ち特に多いものは、臨時時財政対策債 186億5,146万円、合併特例債
138億7,115万5千円、過疎対策事業債36億769万2千円などである。これ
ら３つの市債は後々市が元利償還金を支払っていく際に国からの地方
交付税により財政措置される有利な起債である。
　近隣市(北上・奥州)の住民一人当たりの市債額はについては、以下の
とおりである。
　　　　　　　　　花巻市　　 　 北上市　　　 奥州市
　　平成26年度　　537,000円　　423,000円　　662,000円
　　平成27年度　　550,000円　　400,000円　　659,000円
　　平成28年度　　563,000円　　382,000円　　652,000円
　市債残高のうち国の地方交付税等で措置される分を除いた実質的な
一人当たり市債額は、平成26年度160,000円、平成27年度163,000円、
平成28年度159,000円である。
　市債の金利については、過去（昭和60年代～平成初期）においては高
金利のときもあったが、現在は低金利となっている。平成29年度の市債
発行では償還期間の長さによって利率は異なるが、政府系資金は15年
物の0.1％から25年物の0.5％、銀行系資金においては15年物の0.37％
から25年物の1.37％の借入利率となっている。
　市債の利率別現在高については以下のとおりである。
　平成28年度末の市債残高547億9,192万5千円のうち
　・1.0％以下　385億8,716万2千円（割合：70.4％）
　・2.0％以下　151億6,357万8千円（割合：27.7％）
　・3.0％以下　　2億5,633万6千円（割合： 0.5％）
　・4.0％以下　　5億4,537万7千円（割合： 1.0％）
　・5.0％以下　　2億3,265万1千円（割合： 0.4％）
　・5.0％超　　　 　　682万1千円（割合： 0.0％）

　平成28年度末の市債残高は547億9,192万5千円となっており、このう
ち特に多いものは、臨時財政対策債 186億5,146万円、合併特例債138
億7,115万5千円、過疎対策事業債36億769万2千円などである。これら３
つの市債は後々市が元利償還金を支払っていく際に国からの地方交付
税により財政措置される有利な起債である。
　近隣市(北上・奥州)の住民一人当たりの市債額については、以下のと
おりである。
　　　　　　　　　花巻市　　 　 北上市　　　 奥州市
　　平成26年度　　537,000円　　423,000円　　662,000円
　　平成27年度　　550,000円　　400,000円　　659,000円
　　平成28年度　　563,000円　　382,000円　　652,000円
　市債残高のうち国の地方交付税等で措置される分を除いた実質的な
一人当たり市債額は、平成26年度160,000円、平成27年度163,000円、
平成28年度159,000円である。
　市債の金利については、過去（昭和60年代～平成初期）においては
高金利のときもあったが、現在は低金利となっている。平成29年度の市
債発行では償還期間の長さによって利率は異なるが、政府系資金は15
年物の0.1％から25年物の0.5％、銀行系資金においては15年物の
0.37％から25年物の1.37％の借入利率となっている。
　市債の利率別現在高については以下のとおりである。
　平成28年度末の市債残高547億9,192万5千円のうち
　・1.0％以下　385億8,716万2千円（割合：70.4％）
　・2.0％以下　151億6,357万8千円（割合：27.7％）
　・3.0％以下　　2億5,633万6千円（割合： 0.5％）
　・4.0％以下　　5億4,537万7千円（割合： 1.0％）
　・5.0％以下　　2億3,265万1千円（割合： 0.4％）
　・5.0％超　　　 　　682万1千円（割合： 0.0％）
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

79 H30.7.23 市政懇談会 小山田 生涯学習部 生涯学習課 図書館建設について 市では図書館を建設する構想があると聞いているがその概要を伺
う。

花巻図書館の移転新築計画については、現在の花巻図書館は昭和48
年7月開館(築45年)で老朽化が著しく、また、閲覧室が２階にあるがエレ
ベーターもなく高齢者や障がい者にとって使いづらい状況にあることか
ら移転新築を計画している。
　平成29年8月に、新しい図書館の機能やサービスの基本となる方針を
示した「新花巻図書館整備基本構想」を策定し、今年度は「新花巻図書
館整備基本計画」の策定を進めているところである。この計画の中で施
設の規模、建設時期等についてお示ししたいと考えている。また、建設
場所については立地適正化計画とも関係してくるが旧３町からも使いや
すい場所ということで花巻駅に近い場所等を検討している。
　新図書館の蔵書数についても基本計画で具体的に定めていくが、現
花巻図書館の蔵書数は18万冊であること、また、中央図書館となること
から現状以上の蔵書数となると想定している。

花巻図書館の移転新築計画については、現在の花巻図書館は昭和48
年7月開館(築45年)で老朽化が著しく、また、閲覧室が２階にあるがエレ
ベーターもなく高齢者や障がい者にとって使いづらい状況にあることか
ら移転新築を計画している。
　平成29年8月に、新しい図書館の機能やサービスの基本となる方針を
示した「新花巻図書館整備基本構想」を策定し、現在「新花巻図書館整
備基本計画」の策定を進めているところである。この計画の中で施設の
規模、建設時期等についてお示ししたいと考えている。また、建設場所
については立地適正化計画とも関係してくるが旧３町からも使いやすい
場所ということで花巻駅東側周辺を検討している。
　新図書館の蔵書数についても基本計画で具体的に定めていくが、現
花巻図書館の蔵書数は18万冊であること、また、中央図書館となること
から現状以上の蔵書数となると想定している。

80 H30.7.23 市政懇談会 小山田 健康福祉部 地域福祉課 児童虐待について   各地で児童虐待による痛ましい事件が発生しているが、市では児
童虐待についてどのような対策を講じているのか伺う。 また、児童
虐待の情報を得た際の対応について伺う。

　市では地域福祉課児童家庭係に「家庭児童相談室」を設置し、3名の家
庭相談員が児童虐待など児童の養護に関する相談のほか児童の福祉に
関する相談について助言指導や支援を行っている。また、医療、警察、教
育、児童福祉等の関係機関による「要保護児童対策地域協議会」を組織し
ており、その中に実務者会議を設置し、要保護児童等の状況等について定
期的な確認及び対応方針の見直しや虐待対応ケースの進捗管理を行って
いる。また、急を要するケースの場合は随時、必要メンバーを招集し個別の
ケース検討会議を開催しその処遇や対応方針について協議決定してい
る。
　児童虐待と思われる情報を受けた際の市の対応については、基本的に
は国の指針に基づき48時間以内に子供の安全確認を行うとともに、虐待
内容などの必要な情報を把握し、直ちに緊急受理会議を開催し、初期調査
方針、子供の安全確認方針を組織として決定する。この段階で緊急性、専
門性が高いと判断した場合は児童相談所へ連絡し、事案内容によっては
並行して警察にも通報することとなる。
　市民の皆さまが、児童虐待と思われる情報を得た際や児童虐待かもしれ
ないと感じた場合は、児童虐待の早期発見のため、、県児童相談所（岩手
県保健福祉総合相談センター）や市の相談窓口（地域福祉課児童家庭係）
にお知らせいただきたい。
　　国では児童相談所全国共通ダイヤル『189』を設置しており、市内からダ
イヤルすると県児童相談所につながる。
　市内の児童虐待の相談件数は平成26年度211件をピークに一旦減少し
たが、また増加傾向に転じており、児童虐待件数はほぼ横ばいだが、今年
度は第一四半期だけで前年を上回る異常ペースである。
　市内には児童虐待対応時の一時保護を行う清光学園がある。今年度新
築移転に対し3,500万円の補助金を計上し支援している。
　また、母子保健では産後の心身や育児などの悩みを抱えてるお母さん方
を支援するため市では昨年度から県内に先駆けて産後健診の費用助成を
実施している。
健診結果によっては、家庭訪問や産後ケア事業、各相談機関を紹介する
などお母さん方の支援も始めている。

　市では地域福祉課児童家庭係に「家庭児童相談室」を設置し、3名の家
庭相談員が児童虐待など児童の養護に関する相談のほか児童の福祉に
関する相談について助言指導や支援を行っている。また、医療、警察、教
育、児童福祉等の関係機関による「要保護児童対策地域協議会」を組織し
ており、その中に実務者会議を設置し、要保護児童等の状況等について
定期的な確認及び対応方針の見直しや虐待対応ケースの進捗管理を行っ
ている。また、急を要するケースの場合は随時、必要メンバーを招集し個別
のケース検討会議を開催しその処遇や対応方針について協議決定してい
る。
　児童虐待と思われる情報を受けた際の市の対応については、基本的に
は国の指針に基づき48時間以内に子供の安全確認を行うとともに、虐待
内容などの必要な情報を把握し、直ちに緊急受理会議を開催し、初期調査
方針、子供の安全確認方針を組織として決定する。この段階で緊急性、専
門性が高いと判断した場合は児童相談所へ連絡し、事案内容によっては
並行して警察にも通報することとなる。
　市民の皆さまが、児童虐待と思われる情報を得た際や児童虐待かもしれ
ないと感じた場合は、児童虐待の早期発見のため、、県児童相談所（岩手
県保健福祉総合相談センター）や市の相談窓口（地域福祉課児童家庭係）
にお知らせいただきたい。
　　国では児童相談所全国共通ダイヤル『189』を設置しており、市内から
ダイヤルすると県児童相談所につながる。
　市内の家庭や児童の相談件数は、平成28年度184件（うち虐待相談は29
件）、平成30年度においては267件（うち虐待相談は81件）と増加傾向に
なっている。
　市内には児童虐待対応時の一時保護を行う清光学園がある。今年度新
築移転に対し3,500万円の補助金交付により、支援を行った。
　また、母子保健では産後の心身や育児などの悩みを抱えてるお母さん方
を支援するため市では昨年度から県内に先駆けて産後健診の費用助成を
実施している。健診結果によっては、家庭訪問や産後ケア事業、各相談機
関を紹介するなどお母さん方の支援も行っている。

81 H30.7.23 市政懇談会 小山田 地域振興部
農林部

定住推進課
農政課

若年層定住のための施策に
ついて

市の若年層、農業後継者の定住のための具体的な施策について
伺う。

子育て世代の方に対する制度として、例えば小山田地域にご両親がい
る方が、小山田地域に住宅を購入する場合、３０万円の交付金を支給
する制度がある。この制度は、一つのコミュニティの範囲の中で親世代
と同居または近居するために住宅を取得する子育て世代の方に30万円
を支給しようとするものである。また、市の立地適正化計画で居住誘導
区域に指定されている場所で住宅を購入する場合は50万円まで、ある
いは、大迫、土沢の指定区域に住んでいただく場合には、30万円の交
付金を支給する制度がある。
新規就農者に対しては、市外から移住してきた方を対象に農地の賃借
料助成賃借料10ａ当たり1万円で最大50ａまでで最大5年間支給、初期
費用最大80万円補助する制度がある。
また、家賃補助については、家賃の２分の１以内月額２万円を上限に補
助する制度、住宅取得する場合の経費の2分の1で最大200万円までの
補助や新規就農者について研修を受けさせる農家には最長2年間で研
修費用を支給する制度などもある。
今の農業は産業として取り組まなければ経営が難しい状況である。米
については北上盆地では機械化を進めて集約化するという施策を行っ
ている。今後、中山間地の米作りについても農地の集約をしていかない
と厳しい状況である。国では農地中間管理機構を使った場合に事業者
の負担ゼロで集約化できる制度を作った。市でも機械化についての支
援制度を用意している。他市で取り組んでいることで花巻市が取り組ん
でいないことがあれば情報提供をお願いしたい。市の財政の限度もある
が大事なことには取り組んでいく。

【地域振興部】
子育て世帯が親と同じコミュニティ内に近居や市の指定する生活サービ
ス拠点に空き家を含む住宅を購入した場合に３０万円の奨励金を交付
するなど空き家を活用した場合の支援策を充実させている。
また、住宅金融支援機構と協定を締結し、市内で住宅を購入等した方
が、同機構が提供する住宅ローン「フラット３５」において、優遇金利を受
けることができる制度利用を開始した。

【農林部】
新規就農者に対しては、市外から移住してきた方を対象に農地の賃借
料助成賃借料10ａ当たり1万円で最大50ａまでで最大5年間支給、初期
費用最大80万円補助する制度がある。
また、家賃補助については、家賃の2分の１以内月額2万円を上限に補
助する制度、住宅取得する場合の経費の2分の1で最大200万円までの
補助や新規就農者について研修を受けさせる農家には最長2年間で研
修費用を支給する制度などもある。
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82 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 商工観光部
生涯学習部

観光課
国際交流室
スポーツ振興課

花巻空港を活用しての国際
交流について

　県内唯一の空港が当地区に開港され半世紀以上経過している
が、今では台湾からの定期国際便が就航する空港にまで発展して
おり地元では、もっとを活用してほしいという思いがある。
　世界への目を開くという観点から、この台湾との定期便を足がか
りに台湾に限らず、東南アジアとの交流、あるいはビジネス的な面
での広域も含めて、いろいろな方策が考えられると思う。この取り
組みについて、台湾に限らずアジア全体も含めて市の考えを伺い
たい。

　花巻空港は、県内唯一の空港であり観光面が1番大きいと捉えている。様々な施
策を展開しているが花巻市の観光客は、近年210万人台と横ばい。
このような中外国人の観光客は、平成28年の2万3千人が、平成29年は4万6千人と
倍に増えており、台湾からのチャーター便が大きな要因と捉えている。これについて
は岩手県知事初め市長や関係自治体が一体となり、台湾へのミッションや旅行会社
を積極的に訪問している成果と考えている。また、昨年は台湾だけではなく、香港、
中国、タイ等も訪問してのＰＲや、現地の旅行会社やマスコミ関係者に花巻を見てい
ただき、現地で放送してもらうなどの取り組みも積極的に展開している。
　今年度の上半期6月末現在で8割が台湾からの観光客となっているが今後は台湾
だけではなく香港、中国、シンガポール、タイ等にも県や観光協会と連携して積極的
にＰＲしていきたいと考えている。

　国際交流においては、花巻市では友好都市がアメリカに3つとオーストリアに1つあ
り毎年中学生を24名派遣している。これは、国際交流協会が主催し市が補助してい
るもので台湾ではないが、県内では最大規模で引き続き行っていきたいと考えてい
る。
　また、花巻で毎年4月に全国から約3千人の参加者があるハーフマラソン大会を開
催しているが、その中で上位の成績の方を12月に開催される台湾の台北マラソンに
派遣する交流事業を行っている。また、近年は花巻ハーフマラソンに台湾からも選手
が参加しておりこのような交流を足がかりに更なる交流に繋がっていけば良いと思っ
ている。

　羽田や成田空港は離発着枠が厳しい状況になっていることから、当市では、例え
ば、新千歳、福岡空港などにまず海外から入ってもらい花巻空港に繋いでもらう国内
線の増便など、花巻空港の利用者拡大のため様々な場で要望している。8月1日から
は台湾のＬＣＣが定期就航となる予定だが、この会社は台湾から東南アジアに多く
ネットワークを持っている。したがって、1回台湾に飛んでもらい、更に東南アジアの各
国に安い価格のＬＣＣで移動することも可能。台湾から花巻に来るインバウンドは伸
びているが、逆のアウトバウンドが弱い部分があることから、ぜひ、市民も台湾便を積
極的に利用してもらう等、さまざまな形で交流することで更なる波及効果が期待され
ると思っている。

【スポーツ振興課】
今年も、イーハトーブ花巻ハーフマラソン大会の上位者と抽選者の4名を12
月に台湾に派遣した。
来年度以降も派遣予定。

【国際交流室】
国際交流においては、花巻市では友好都市がアメリカに3つとオーストリア
に1つあり毎年中学生を24名派遣している。これは、国際交流協会が主催
し市が補助しているもので台湾ではないが、県内では最大規模であり、引
き続き行っていきたいと考えている。

【観光課】
　花巻市の観光客は近年210万人台と横ばいとなっている中、外国人観光
客は増加しており、これをさらに増加させるための取り組みが重要と考えて
いる。これまで、岩手県をはじめ関係団体が一体となり、台湾へのミッショ
ンとして旅行会社等を積極的に訪問してきたほか、花巻観光協会や市内
観光事業者は、国内外で開催される旅行商談会や旅行博覧会に参加して
誘致活動を行っており、今後は台湾だけではなく香港、中国、シンガポー
ル、タイ等にも県や観光協会と連携して積極的にＰＲしていきたいと考えて
いる。
　花巻空港の利用拡大のために、例えば、新千歳、福岡空港などにまず海
外から入ってもらい、国内線を乗り継いで花巻空港に来てもらえるよう国内
線の増便などを様々な場で要望している。また、昨年8月に就航した台湾と
の定期便に加え、今年1月には中国有数の大都市である上海との定期便
が就航しているが、これらの航空会社は台湾、上海それぞれから東南アジ
アに多くのネットワークを持っていることから、台湾や上海に飛んでもらい、
更に東南アジアの各国に安い価格のＬＣＣ等で移動することも可能となっ
ている。花巻に来るインバウンドは伸びているが、逆のアウトバウンドが弱
いことから、ぜひ、市民も花巻空港からの国際定期便を積極的に利用して
もらう等、さまざまな形で交流することで更なる波及効果が期待されると
思っている。

83 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 農林部 農政課 農作物の輸出入の状況につ
いて

　当市は農業においても先駆的であり、農業における技術者の人
材も豊富だと思うが、例えば市内で作っている農産物の輸出入の
面についての取り組み状況はどうなっているのか。

　農産物の輸出の関係では、過去には主食用米の一部を宮野目地区
で生産をしたものを全農を通じて輸出したという経緯はあるが今年度は
市内からの主食用米の輸出はない。
　現在、花巻農協管内で生産される主食用米は国内での需要が多いた
め輸出まで回っていないのが現状。市内全体で見ると、豚肉や牛肉の
関係では海外へ輸出している事例はあるが、まだ輸出量は少ない。
　国内の需要も減ってきている中で、市内でも様々な農産物を作ってお
り今後は更に海外への輸出を増やしていかなければならない状況であ
る。農協とも協力しながら検討していきたい。

　本市においては全農や岩手畜産流通センターを通じて、少量だが米
や牛肉、豚肉の輸出を行ってきた。
　現時点においては、販売価格面において輸出より国内のほうが高く、
花巻市の農畜産物が国内市場で販売できているという状況であり、直
ちに輸出をしなければ花巻市の農畜産物の販売に支障が出るという状
況ではない。しかし国内の市場が少子高齢化により縮小する中で、花
巻市の農畜産物の輸出を今後どの程度やっていくかということについて
は考える必要があると考えている。
　その中で全農などの大組織を通して輸出するのがいいのか、ほかの
ルートを開拓するのがいいか、生産者が独自の考え方で輸出について
検討したいという機運が出てきた場合には、市として支援を検討してい
きたいと考えている。

84 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 建設部 道路課 花巻農業学校近くの直角T字
路について

　当地区の道路網だが、現状の連携が上手くいかない箇所が見受
けられる。例えば今の空港北側へ行くと、花巻農業高等学校で直
角T字路になっている箇所がある。県の担当かもしれないが、もう
少し通り易くなるように改良していただきたい。

　道路関係は大事な部分と認識している。市としても県道の整備につい
ては具体的な要望を伺うなかでしっかり要望していきたいと思っている。

県道に対する具体的な整備要望があった場合は、引き続き市からも県
に対し要望していく。

85 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 商工観光部 観光課 市のインバウンド対策につい
て

　外国の方々が多く観光で来ているとのことだが、北上のさくらまつ
りでは多くの外国人の方々が来ていると伺っているが花巻では、ど
のようなところを観光しているのか。また、外国人観光客が来ること
に対して市ではどのような対策を考えているのか。

　市内だと宮沢賢治記念館や周辺の施設には多くの外国人観光客が訪
れているようだが、花巻の特徴は花巻温泉や花巻南温泉峡などの温泉
施設がたくさんあることである。やはり宿泊してもらうことが重要で台湾
からは多くの観光客に宿泊していただいている。また、当市では平泉や
遠野とも連携して海外に売り込みに行っているが、平泉や遠野は宿泊
施設が少ないため花巻に宿泊してお金を落としていただいているのが
実態。以前は、日本人も外国人も団体でバスに乗っての旅行が主流
だったが、最近では特に外国人は、個人や家族でスマートフォンを使い
自分たちで電車などの公共交通を使って旅行を楽しんでいるようだ。
　今は外国人が着物の着付けをするなど体験型観光の人気がでている
ことから、そういったものの設備を整えたり利用する方には補助金を出
すようなことにも力を入れ、宿泊と体験型の観光を推進していきたい。

　当市の特徴は温泉施設が多くあることであり、多くの外国人観光客に
宿泊していただいている。また、平泉町や遠野市と連携しそれぞれの利
点を活かした広域的な誘客活動に取り組んでおり、平成31年度には、
新たに奥州市を加え3市1町で国の交付金を活用した誘客事業を予定し
ているほか、体験型観光にも力を入れており、滞在時間を延長させるこ
とにより更なる宿泊や飲食、買い物などの需要喚起につなげたいと考
えている。
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86 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 農林部
健康福祉部

農村林務課
地域福祉課

公的団体からの募金等の要
請への対応について

　年度始めにあたり行政区長に対して、「緑の募金」「日本赤十字
社活動資金」「社会福祉協議会年会費」の各世帯からの集金につ
いて要請があった。「緑の募金」と「日本赤十字社活動資金」につい
ては、強制ではないというものの現実的には全世帯から集金してい
る状況である。また、「社会福祉協議会年会費」については、所得
を問わず、独居の年金生活者などからも、一律の会費を集金して
いる状況である。相互扶助の観点から疑問に感じているが、市の
見解を伺いたい。

　緑の募金については、森林整備等の推進に関する法律に基づき、募金をお願い
している。岩手県は緑化推進会議という組織があり、花巻市もその委員会に加入
をしており、花巻市分という形で募金をお願いしている。
　緑化推進会議の事務局を市農林部で担っており、市の緑の募金は、4月から5月
に行政区長へお願いして、各家庭の緑の募金の周知と、募金の取りまとめをお願
いしている。市では、あくまでも任意の募金ということで、目安として、1世帯当たり100
円の募金をお願いしている。その他、9月から10月頃には、企業募金という形で、各
企業にも、御協力をお願いしている。
　また、他に街頭募金や学校等での募金の取り組みなども行っている。この緑の募
金は、森林の持つ多面的機能ということで国土や自然環境の保全というような部
分に使われるための基金としてお願いをしているもので御理解御協力をお願いして
いる。市では29年度の募金額は全体で300万程で内約8割は家庭募金となってい
る。あくまでも、法律の趣旨に基づきながらお願いをしているという状況。

　日本赤十字社は、人道博愛という精神の理念に御賛同する方からの赤十字社
の活動にかかる会費ということで賄っている。平成29年度の実績は区長の皆さまの
御協力のもと市全体としては1260万円ほどを一般家庭世帯からいただいた。主な
事業費は、奉仕団が様々な活動や、災害救助の炊き出しの備品、毛布タオルなど
を被災者の方へ支給することに使われている。
　このような赤十字の趣旨を御理解いただき可能な範囲で会費の納入をお願いを
しており、引き続き御協力をお願いしたい。
　また、社協については花巻市は900円。他市では北上市700円、奥州市900円、一
関市1,000円と社協の事業により、御協力いただく会費は各社協独自の設定となっ
ている。なお、平成29年度実績は2400万程。その内半分は、各支部の事業に充当
され、残りの半分については本部の地域福祉の事業に充当されている。社協全体
としては、会費収入は全体の約10％で残りは、市からの補助や介護事業等で賄わ
れている。いずれ社協も地域福祉の推進のために市と一緒に様々な事業を展開し
ており、そうした事業に御協力をいただくという趣旨で、今後とも会費については、あ
くまでも趣旨に御賛同いただける方にお願いしたいと社協からも伺っている。

　緑の募金については、森林整備等の推進に関する法律に基づき、募金をお願い
している。岩手県は緑化推進会議という組織があり、花巻市もその委員会に加入
をしており、花巻市分という形で募金をお願いしている。
　緑化推進会議の事務局を市農林部で担っており、市の緑の募金は、4月から5
月に行政区長へお願いして、各家庭の緑の募金の周知と、募金の取りまとめをお
願いしている。市では、あくまでも任意の募金ということで、目安として、1世帯当たり
100円の募金をお願いしている。その他、9月から10月頃には、企業募金という形
で、各企業にも、御協力をお願いしている。
　また、他に街頭募金や学校等での募金の取り組みなども行っている。この緑の募
金は、森林の持つ多面的機能ということで国土や自然環境の保全というような部
分に使われるための基金としてお願いをしているもので御理解御協力をお願いして
いる。市では29年度の募金額は全体で300万程で内約8割は家庭募金となってい
る。あくまでも、法律の趣旨に基づきながらお願いをしているという状況。
　日本赤十字社は、人道博愛という精神の理念に御賛同する方からの赤十字社
の活動にかかる会費ということで賄っている。平成29年度の実績は区長の皆さまの
御協力のもと市全体としては1260万円ほどを一般家庭世帯からいただいた。主な
事業費は、奉仕団が様々な活動や、災害救助の炊き出しの備品、毛布タオルなど
を被災者の方へ支給することに使われている。
　このような赤十字の趣旨を御理解いただき可能な範囲で会費の納入をお願いを
しており、引き続き御協力をお願いしたい。
　また、社協については花巻市は900円。他市では北上市700円、奥州市900円、
一関市1,000円と社協の事業により、御協力いただく会費は各社協独自の設定と
なっている。なお、平成29年度実績は2400万程。その内半分は、各支部の事業に
充当され、残りの半分については本部の地域福祉の事業に充当されている。社協
全体としては、会費収入は全体の約10％で残りは、市からの補助や介護事業等で
賄われている。いずれ社協も地域福祉の推進のために市と一緒に様々な事業を
展開しており、そうした事業に御協力をいただくという趣旨で、今後とも会費につい
ては、あくまでも趣旨に御賛同いただける方にお願いしたいと社協からも伺ってい
る。

87 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 農林部
健康福祉部

農村林務課
地域福祉課

公共団体の募金等の納付状
況について

　私の行政区は109世帯あり、全世帯から納付いただいたが、市内
全体としては地域的に差があるのか。ほかの地域の状況等わかる
範囲で教えていただきたい。

　日赤の会費については、100％ではないが全世帯に近い形で納付い
ただいていると認識している。

　緑の募金は地域でバラつきはあるが平均で概ね80から90％となって
いる。宮野目地区の中でも、100％超えた地区もあったところだが、あく
までも、それぞれの地区で取りまとめをしていただいている。

　日赤の会費については、100％ではないが全世帯に近い形で納付い
ただいていると認識している。
　緑の募金は地域でバラつきはあるが平均で概ね80から90％となって
いる。宮野目地区の中でも、100％超えた地区もあったところだが、あく
までも、それぞれの地区で取りまとめをしていただいている。

88 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 地域振興部 地域づくり課 低所得者からの公共団体の
募金等の集金について

　後期高齢化社会が進行している中で、年間50万円程度の年金収
入のみで生活しているような方々からは集めにくいというのが実
情。このような方々からどのようにお声をかけて集めたらいいのか
非常に困っている。実際のところ自分の住んでいる地区では、様々
な団体への会費が年間で約4千円と負担は大きく介護保険料など
も年々高くなっており、低年金のみで生活している高齢者は自分の
生活で精一杯の状況だと思う。このような方々に対して何か方策が
あればご教示いただけないものか。

　御意見いただいたとおり経済的に苦しいひとり暮らしの方が非常に多
くなっており、心情的にこのような方から集めるのは難しいのが本音だと
思う。
　ほかの行政区長からも話をお伺いしているが、諸々会費や自治会費
を含めると年間で2万円近い負担となるが、集める手間も大変とのこと。
自治会費からゴミの集積所の維持管理費も捻出している地域もあるよう
だ。それでも地域を維持していくために、必要なお金だと思う。やはり地
域で集まった際にこのような一人暮らしの高齢者の方々についてどのよ
うな対応とするのか地域で話し合いをすることが大事ではないかと思
う。

　各地区では、ゴミの集積所の維持管理費など、地域を維持していくた
めに必要なお金を様々な団体の会費として集金している例があると
伺っている。一人暮らしの高齢者の方々にとって負担が重い場合に地
域でどう対応するかについては、各団体の意向を踏まえながら地域で
話し合いをすることが必要。

89 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 建設部 道路課 市道の境界杭について 　農業をしており、毎朝草刈りをするが、市道の境界の四角いコン
クリート製の根柱が出ているため草刈りに支障が出て困っている。
県はプラスチック製に変わり埋め込まれているため問題ないが市
は中途半端な高さとなっており何とかならないものか。

　お気持ちはよく分かるがすべて変えていくとなると大変な本数となるた
め、この場でどうするとは言いかねる。御意見いただいたことは担当課
へ伝えることとしたい。

　境界杭は、民有地と道路との境を示すものであり、設置した境界杭の
修正は行っていないことからも、御理解をお願いしたい。また、今後、新
設する境界杭に関しては、沿線の地権者に、高さの確認を行いながら、
設置してまいりたい。

90 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 農林部 農政課 農地取得の際の要件につい
て

　農地を購入する際、以前は50a以上が要件だったが、国で10aに
要件を引き下げた。しかしながら、花巻市で農地を購入するには、
いまだ50a以上と農業委員会の担当者から説明を受けた。花巻市
では国にならい要件を引き下げることは考えていないのか。

　今は、花巻市も新規就農者は10aから農地取得が可能となった。以前
は50a以上を要件としていたが、新規就農者の方等、就農しやすくする
ため農業委員会でも検討し現在は10a以上から取得が可能となってい
る。

　本市では、平成29年9月1日から農地取得要件を50aから10aに要件緩
和している。

91 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 生涯学習部
教育部

賢治まちづくり課
学校教育課

イギリス海岸付近の水遊びに
かかる事故対策について

　イギリス海岸の瀬川と北上川の合流点で子どもが水遊びをしてい
るのを見かけるが、もし瀬川から流されてしまったらどのようにして
助けたらよいものかと心配に思っている。以前に木造船が転覆した
際に、救助したこともある。例えば、川の近くに竹竿のような物を置
いておくことで事故が起きた際には対応できるのではと思うが。

　学校では川で遊ばないように指導はしてると思う。イギリス海岸に限ら
ず川は危険だが、現実的に全部監視することは難しい。やはり、学校を
通じて川で遊ばないように注意を促すとか、現地に看板を立てるとか、
何か対策はしていく必要があると思う。御提案いただいたことは、各学
校や担当部署にも相談して検討したい。

【生涯学習部】
　イギリス海岸に限らず川は危険だが、現実的に全部監視することは難
しい。学校では川で遊ばないように注意を促している。御提案いただい
たことは、教育委員会や担当部署にも連絡した。

【教育部】
　川での水遊びについて、小学校では「子どもだけで川に入って遊ばな
い」、中学校では「川での遊泳禁止。増水時は川に近づかない」などの
ルールを決めて指導している。今後も夏季には重点的に指導を行って
いく。

92 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 建設部 道路課 下似内の市道の路面補修に
ついて

　下似内のセントラルというお店から南へ150～200mの間の市道の
路面が凸凹のためとても振動する箇所がある。以前に行政区長に
もお話ししたことがあるが、特にゴミ集積車や大型バスが通った際
は特に振動が大きくなることから対策をお願いしたい。

　担当課で現地確認の上対応したい。
→道路課にて現地確認し、8/2に施工済。この旨本人へ電話し了。

　現地確認し、8/2に施工済。この旨本人へ電話し了。
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93 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 市民生活部
教育部

市民生活総合相
談センター
学校教育課

地域での見守りのための情
報発信について

　今年から子供の見守り隊に委嘱され、小学校からのメールを登録
して初めて気がついたが、不審者情報や熊の出没等は登録してる
人にしか入ってこない。地域全体にエリアメールのような形で入る
ようにすれば、不審者等の抑制にもつながると思う。ＰＴＡ関係や民
生委員、区長のみではなく広く情報発信することはできないもの
か。

　現在は、登録した方のみ情報が入るようになっていると思うが、いずれ
多くの方が情報を共有できるようにする必要があることはそのとおりと思
う。持ち帰って検討したい。

　エリアメールで配信できる情報は、避難に関する情報（訓練含む）など
に限定されている。

　不審者情報については岩手県警（花巻警察署）からの要請に基づき、
市ＨＰ、FMはなまき、有線放送により広報活動を行っているとともに、花
巻市防犯協会からは登録者へのメール配信を行っている。メール配信
の登録については、市ＨＰ、FMはなまきでお知らせしている。
　また、平成30年8月27日から岩手県警も不審者情報を配信する「ぴか
ぽメール」の運用を開始した。

94 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 市民生活部 市民生活総合相
談センター

少年補導員の地域住民から
の任用について

　先日、市広報に花巻市の少年補導員の任命式が行われたとの記
事が載っていた。たしか宮野目地区は学校の先生が任命されてい
たと思うが、先生は人事異動で変わってしまう。青少年の健全育成
にはある程度時間を要することからもすぐ異動となる先生ではな
く、長く地域で見守りをできる方にお願いした方がよいと思う。

　担当部署へこの旨伝え検討することとしたい。 　少年補導委員は2年ごとに学校、地域、関係団体からの推薦を受けて
委嘱しており、現在の委員の任期は平成30年4月1日から平成32年3月
31日までとなっている。
　少年補導委員は、問題少年を早期に発見するため、風俗営業の営業
所、遊技場、盛場、駅、公園その他少年の非行が行われやすい場所で
補導活動を行うものであり、活動エリアは花巻地域、大迫地域、石鳥谷
地域、東和地域という大きなくくりはあるものの市内全域に及ぶもので
特定の地域に限られるものではないが、次期任期の少年補導委員の選
任に当たっては、地域バランスに配慮した選任がなされるよう関係団体
との連絡調整を図る。

95 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 教育部 文化財課 花輪堤ハナショウブ群落の環
境整備について

　当地区のハナショウブ群落は国の天然記念物に指定され花巻で
も誇れる観光スポットだと思うが数年前から非常に荒れ花の数が
少なくなり周りは雑草が生えている状態。
　教育委員会でも昨年度からハナショウブ群落保存管理検討委員
会を作り、自分も地域代表として委員となり様々意見をしているが
この委員会も（現在の任期は）今年度末いっぱいの予定。この委員
会で今後の方針を決めるようだが、とても時間がかかる問題だと思
う。市の予算がないのか事情は分からないが、まずは草刈りをする
等市でも対策を考えていただきたい。

　ハナショウブの状況については、認識している。このことは、教育委員
会の担当部署に伝える。

　花輪堤ハナショウブ群落の調査事業の一環として、草刈り等によるノ
ハナショウブや他の植物への影響を把握するとともに、天然記念物指
定地の景観保全を目的に、指定地の外周部に繁茂するササ等の草刈
り及びマツ等の樹木の伐採と草類の処理の作業を地元宮野目地区の
住民や団体のご協力をいただきながら、11月上旬に実施した。来年度も
同様の作業を行うほか、指定地内部の草刈りの妥当性を検討するため
の調査を実施する予定である。

96 H30.7.27 市政懇談会 宮野目 健康福祉部 地域医療対策室 総合花巻病院への産婦人科
の設置について

　総合花巻病院の工事が進んでいるが、産婦人科がないという話
を聞いたが、ぜひ子育てのためにも産婦人科を検討いただきた
い。

　総合花巻病院は来年の秋の完成を目指して工事が進んでいる状況。
現在、市内に産婦人科は工藤医院と久保クリニックの2軒。工藤医院は
先生が2名、久保クリニックは先生が1人となっている。
　総合花巻病院にも産婦人科をというお話だが、正直なところかなり難し
い。理由は、今の産婦人科の先生は半分が女性であり、ご自身も出産
し子育てとなると夜勤もなかなか難しい。
今の産婦人科の方針としては、例えば帝王切開が必要な方は5,6人の
先生が常勤している大きい病院で対応し、通常分娩の方は近くの産婦
人科で対応している状況。
　総合花巻病院の構想では、産婦人科を作るのではなく、助産師による
外来を目指すということになっている。今の産婦人科全体の医師の状況
を見ると新たに産婦人科を作るというのはなかなか厳しいのが実情であ
る。

　総合花巻病院は平成31年10月の完成を目指して工事が進んでおり、
平成32年３月１日の開院を見込んでいる。
　現在、市内の産婦人科は工藤医院と久保クリニックがあり、工藤医院
の産科医師は2名、久保クリニックの産科医師は1名である。
　平成30年3月に岩手県が策定した岩手県保健医療計画2018-2023で
は帝王切開にも対応する周産期医療施設を1つ又は複数の二次保健
医療圏に1か所以上設けることとされ、5、6人の産科医師が常勤してい
る大きな病院で対応することとしており、岩手中部医療圏では県立中部
病院や北上済生会病院が周産期医療センターとして対応している。通
常分娩は、近くの産婦人科が対応している状況。

市は、産科医師も含めた医学生への奨学金貸付制度として岩手県国民
健康保険団体連合会が実施する市町村医師養成事業に参画して養成
医師の配置要望も行っているが、「医師の不足」や「医師の偏在」によ
り、当面は医師の確保が難しい状況。

　市が病院移転整備を支援している移転整総合花巻病院では、将来的
に産科医師の確保など体制が出来た後に通常分娩に限った出産の受
け入れを検討するとして当面は新病院開設に合わせて助産師外来を開
設して出産前後の妊婦指導などを行うとしているが、助産師外来を行う
ためには、産科医師及び小児科医師の緊急時を含めた対応や実践能
力を保持する助産師の確保が必要であり助産師外来の開設は困難な
状況であると伺っている。
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97 H30.7.30 市政懇談会 谷内 市民生活部 市民生活総合相
談センター

交通事故防止対策について 　花巻警察署管内でも交通事故は多発しており、交通事故防止は
市民すべての願いであり大きな課題でもある。交通事故を未然防
止するためには、市民一人一人が交通ルールを守ることが基本で
あるが、市の交通安全の普及、啓発等の取り組みについて伺う。

　市の交通安全対策については、花巻市交通安全対策協議会（構成
員：市、交通安全協会、交通安全母の会、区長会、老人クラブ連合会
等）が中心となって行っている。
　市の事業としては、交通安全対策協議会への負担金支出、高齢者運
転免許証自主返納促進事業（平成２９年９月事業開始　平成２９年度１７
６件交付、平成３０年７月１３日現在１０７件交付）、交通安全関係団体へ
補助金交付、交通指導員による街頭活動や交通安全教室開催、広報
はなまきやFMはなまき等を活用した啓発活動（季節ごとの交通安全運
動、死亡事故発生による注意喚起）がある。
　交通安全対策協議会の主な取り組みとしては、交通安全コンクール
「チャレンジ１００」の実施（参加人数　平成２９年度２，６１６名、平成３０
年度２，７１２名）、季節ごとの交通安全運動の際の街頭活動、交通安全
モデル地区等の指定　（平成３０年度の指定の状況交通安全推進モデ
ル地区、ライトの早め点灯パトロール隊・団体、全座席シートベルト着
用・早め点灯モデル事業所、チャイルドシート着用モデル園）がある。
　また、地域の危険個所等を明示し、交通安全対策に役立てるためヒヤ
リマップの作成を各コミュニティ会議の協力を得ながら実施している。

　市の交通安全対策については、花巻市交通安全対策協議会（構成
員：市、交通安全協会、交通安全母の会、区長会、老人クラブ連合会
等）が中心となって行っている。
　市の事業としては、交通安全対策協議会への負担金支出、高齢者運
転免許証自主返納促進事業、交通安全関係団体へ補助金交付、交通
指導員による街頭活動や交通安全教室開催、広報はなまきやFMはな
まき等を活用した啓発活動（季節ごとの交通安全運動、死亡事故発生
による注意喚起）がある。
　交通安全対策協議会の主な取り組みとしては、交通安全コンクール
「チャレンジ100」の実施、季節ごとの交通安全運動の際の街頭活動、交
通安全モデル地区等の指定　（交通安全推進モデル地区、ライトの早め
点灯パトロール隊・団体、全座席シートベルト着用・早め点灯モデル事
業所、チャイルドシート着用モデル園）がある。
　また、地域の危険個所等を明示し、交通安全対策に役立てるためヒヤ
リマップの作成を各コミュニティ会議の協力を得ながら毎年１地区実施
している。

98 H30.7.30 市政懇談会 谷内 市民生活部 市民生活総合相
談センター

交通安全協会に対する支援
について

　市交通安全対策協議会の構成員で一つである交通安全協会は、
春の入園、入学時の黄色い帽子配布や季節ごとの交通安全活動、
さらには高齢者をはじめとする各種交通安全講習会の開催など多
くの活動しているが、交通安全協会は、運転免許証更新の時に加
入していただいた方の協力会費を主な財源として運営している。花
巻市の運転免許保有者数6万5982名に対して、交通安全協会加入
者1万1708名で加入率17.7％の状況であり、年々加入者が減少し
事業推進に支障をきたしかねない状況にある。厳しい状況でも市
民の生命を守る、交通安全の活動を絶やすことはできない。市も交
通安全協会の必要性を理解し補助金を交付されているが、市職員
をはじめ公共団体職員が率先し交通安全協会に加入するとともに
市民に波及するようにできないものか。また、市からも交通安全協
会の役員となり、交通事故防止に積極的に取り組むべきではない
か伺う。

　交通安全協会については、市交通安全対策協議会の中でも非常に重
要な役割を果たしていただいており、毎年市から補助金を支出し運営を
支援しているほか、市交通安全対策協議会事業のうち、高齢者交通安
全教室の開催を交通安全協会に委託している。交通安全協会への加
入については、任意の加入となっており強制できないが、今後も市とし
て可能な範囲で協力していく。

　交通安全協会については、市交通安全対策協議会の中でも非常に重
要な役割を果たしていただいており、毎年市から補助金を支出し運営を
支援しているほか、市交通安全対策協議会事業のうち、高齢者交通安
全教室の開催を交通安全協会に委託している。
　交通安全協会への加入については、任意の加入となっており強制で
きないが、今後も市として可能な範囲で協力していく。

99 H30.7.30 市政懇談会 谷内 東和総合支所
建設部

東和総合支所地
域振興課
道路課

市道法面の刈り払いについ
て

　市道法面の草刈りについては、自治会への委託により実施して
いるが、今回、草刈りに支障になっている木の伐採を行っていただ
き感謝している。今後も支障木の伐採についてお願いしたい。

　今後も皆様方のご協力をいただきながら市道の適正な維持管理、安
全確保に努めてまいる。

　今後も皆様方のご協力をいただきながら市道の適正な維持管理、安
全確保に努めてまいりたい。

100 H30.7.30 市政懇談会 谷内 東和総合支所
消防本部

東和総合支所地
域振興課
消防本部総務課

火災予防活動への協力につ
いて

当地域では、ここ数年原因不明の火災、不審火が発生している。そ
うした事案に対して、警察、消防署の方々にも協力をいただきなが
ら地域としても防犯活動、火災予防運動を行っている。今後も地域
として不審火が無くなるよう活動していくので協力をお願いしたい。

　当地域の不審火対策については、地域をあげて防犯活動、火災予防
活動を行っていただき感謝申し上げる。今後も市としても積極的に協力
していく。

　消防署東和分署、消防団第１９分団で消防車両による火災予防広報
活動を継続し協力を行っている。

101 H30.7.30 市政懇談会 谷内 財務部 契約管財課 市公用バスのシートベルトに
ついて

　市のバスを利用した際、出発前シートベルトを着用しましょうとい
うアナウンスがあり、シートベルトを着用しようとしたが、シートベル
トが無かった。市のバスなので、シートベルトが壊れて無いというよ
うなことがないようにしてほしい。

【市側当日発言】
担当課にこの旨伝える。

8月1日契約管財課から回答
　意見を出された方と一緒に同乗していた振興センター職員に確認した
ところ、シートベルトの無かった座席は、バスの非常口付近の座席で
あった。シートベルト（座席ベルト）の設置は「道路運送車両の保安基
準」（「道路運送車両法 第3章」の規定に基づく）第22条の3により規定さ
れ、バスの非常口付近の座席、補助席については設置義務が除外され
ている。また、シートベルトの装着については、道路交通法第71条の3に
よりシートベルト（座席ベルト）を備えなければならないものに限るとあ
り、装着についても除外されている。
　今回、意見のあった公用バスの非常口付近の座席には設置されてい
なかったもの。なお、全公用バス４台のシートベルトを点検したが、壊れ
ていて無い、装着に問題があるなどの不良箇所は無かった。
　今後は安全確保の点から、定員に余裕がある場合は、シートベルトの
設置のある座席を使用する乗車配置とし、既にバス予約があるもので、
シートベルトの設置のある座席定員を超えている場合は、もう一台を配
車や定員数の多いバスに変更するなど対応する。ただし、追加の配車
等が困難な場合は注意喚起するとともに、より一層の安全運行に努め
る。

　平成30年11月、シートベルトのない座席に、新たにシートベルトを設
置した。

102 H30.7.30 市政懇談会 谷内 農林部 農村林務課 鹿の捕獲について 今年の春先に自宅のすぐそばに10頭ほどの鹿の群れが来た。他
の方の話では１５頭の群れを見たという話もある。ここ数年で確実
に鹿の頭数は増えており、新聞記事では遠野市が去年１年間で
2,900頭、大船渡市では2,400頭の捕獲があったとのこと。以前お話
を伺った際には、花巻市では銃で捕獲しているとのことであった。
数多く捕獲するには罠での捕獲も考えてはどうか。

鹿の捕獲については猟友会に依頼しており、その費用は、国・県からの
補助金と市単独の予算で対応している。当市でも今年は、猟友会の協
力により過去最高の捕獲数となっている。これ以上の捕獲数の増加に
ついては、現在の猟友会の人数では物理的に難しいと思っている。市
内の他の地域では罠の狩猟免許を取得し取り組んでいただいている例
もあるので、そういうことで対応いただければ大変ありがたい。

　鹿の捕獲については猟友会に依頼しており、その費用は、国・県から
の補助金と市単独の予算で対応している。当市でも今年は、猟友会の
協力により過去最高の捕獲数となっている。これ以上の捕獲数の増加
については、現在の猟友会の人数では物理的に難しいと思っている。
市内の他の地域では罠の狩猟免許を取得し取り組んでいただいている
例もあるので、そういうことで対応いただければ大変ありがたい。
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103 H30.7.30 市政懇談会 谷内 東和総合支所 東和総合支所地
域振興課

コミュニティ会議の区域を中
心とした各種団体の区域の
見直しについて

　当地域のコミュニティ会議は、五つの行政区で構成されており、こ
れまで一体感の醸成に力を入れ取り組んできた。将来的にも現在
のコミュニティ会議が続くという前提での話であるが、市の関係する
団体等でコミュニティ会議と区域が違う団体があるので同一の区域
となるように配慮していただきたい。

本年度、職員チームを組織し地域づくりの仕組みついての見直しをはじ
めている。今後、市民の皆様やコミュニティ会議代表者との意見交換を
行いながら今の地域やまちづくりについての課題を洗い出し整理してい
きたい。その課題の中には、行政区や団体の区域についての見直しも
出てくるものと想定しており、市としても皆さんと同様に問題意識を持っ
ている。すぐには答えを出せないと思うが継続して考えていくことが必要
である。

　本年度組織された職員チームによる地域づくりの仕組みの見直し作
業の状況について、機会を捉えて情報収集を行い、検討していく。

104 H30.7.30 市政懇談会 谷内 東和総合支所 東和総合支所地
域振興課

東和地域の行政区の名称に
ついて

　東和地域の現在の行政区の名称は、地区名と第１、第２というよ
うな名称としている。自分自身は不便を感じないが、他の地域から
来た方にとっては字名を基本とした名称の方がわかりやすのでは
ないかと感じている。

　現在の行政区の区域や名称に至る前は、集落や町内会等の区域をも
とに、字名を名称に使用した41の行政区となっていた。これを生活圏の
拡大を踏まえながら共通の行政課題に対応できるように再編するため
行政区審議会を設け審議し、その答申案をもとに町議会で議決し決定さ
れた経緯がある。

（参考）
　※行政区の名称変更については、H29年11月開催の東和地域区長会
議において、以下の事項を満たせば変更の事務手続きを進めることが
可能と説明している。
　①地域の課題として各種懇談会やコミュニティ会議等で取り上げられ
たもの。
　②かつ、自治会の総会等で名称変更を決定するなどして住民の総意
に基づいていること（要望書等の提出等により）
⇒これらの判断材料により、市として合理的な理由が認められる場合に
は対応するものであること。なお、新設や分割については市の予算にも
関係するので、別途検討する。この結果、現時点で名称変更の申し出を
行った行政区はないこと。

　平成29年11月開催の東和地域区長会議において、以下のとおり「地
域の課題として各種懇談会やコミュニティ会議等で取り上げられたも
の、自治会の総会等で名称変更を決定するなどして住民の総意に基づ
いていることなど、市として合理的な理由が認められる場合には対応す
るものであり、変更の事務手続きを進めることが可能である。」旨説明し
ている。説明後、名称変更の申し出を行った行政区がないことから、名
称変更については必要がないものと考えている。
　ただし、将来的に上記のような合理的な理由により要望書等が行政区
より提出された際には検討する必要がある。

105 H30.7.30 市政懇談会 谷内 東和総合支所 東和総合支所地
域振興課

行政区内の班の数について 　私の地域は行政区長が自治会長を兼ねている関係上、自治会の
組織を使いながら市役所各課、社会福祉協議会、防犯協会等様々
な団体から依頼される事項に対応している。当然、これに付随する
会議も相当な回数行っており、役員（班長）にも相当な負担をかけ
ていることから、負担軽減のため自治会の組織見直しに取り組ん
でいる。その中で地域内の班の数をどのようにするか考えている。
班の数は自治会で決定してよいものか。

　班の数は自治会で決めていただいて良いものである。東和地域につ
いては、ほぼ行政区長が自治会長を兼ねているので、自治会の組織で
一緒にできるという点では他の地区に比べ利点がある。行政区長の負
担軽減については市としても取り組まなければならない課題と認識して
いる。今後とも引き続きご協力をお願いしたい。

　班の数は自治会で決めていただいて良いものである。東和地域につ
いては、ほぼ行政区長が自治会長を兼ねているので、自治会の組織で
一緒にできるという点では他の地区に比べ利点がある。行政区長の負
担軽減については市としても取り組まなければならない課題と認識して
いる。今後とも引き続きご協力をお願いしたい。

106 H30.7.30 市政懇談会 谷内 東和総合支所 東和総合支所地
域振興課

豪雨災害時の田瀬ダム放流
について

　西日本豪雨の際の愛媛県でのダム放流について新聞記事を読
んだ。当地域にも浸水想定区域が存在するが、想定以上の大雨が
降った場合に田瀬ダムが放流を行った場合について、市ではどの
ような状況を想定しているのか。

田瀬ダムについては、貯水量に相当余裕があることから、西日本豪雨
のような30分、1時間後に下流が危険になるようなダム操作は基本的に
はないと認識している。また、ダム上流の降雨の状況についても盛岡地
方気象台やダム管理事務所と防災危機管理課が連絡をとりあい常時把
握しており、時間に余裕をもって避難情報を提供できる体制をとってい
る。

　田瀬ダムについては、貯水量に相当余裕があることから、西日本豪雨
のような30分、1時間後に下流が危険になるようなダム操作は基本的に
はないと認識している。
　また、ダム上流の降雨の状況についても盛岡地方気象台やダム管理
事務所と防災危機管理課が連絡をとりあい常時把握しており、時間に
余裕をもって避難情報を提供できる体制をとっている。

107 H30.8.3 市政懇談会 浮田 総合政策部 秘書政策課 テレビ共同受信施設組合の
設備への支援について ①

設備等が老朽化し、ケーブルの張替更新など大きな費用負担が伴
う改修が迫っている。一方、高齢化や組合員の減少により、組合の
解散が話題となっている。解散にも多大な費用負担が生じることか
らこれらの設備改修あるいは撤去にかかる支援について市の考え
を伺いたい。

　現時点においてテレビ共同受信施設の老朽化対策や施設撤去に特
化した財政支援制度は、国・当市のいずれにあっても設けていない。県
では地域の自立を促進するため、市町村が行政課題の解決のため行う
事業を財政面から支援する「地域経営推進費」を創設しており、３年間
の限度ではあるがテレビ共同受信施設の老朽化対策も対象としてい
る。本市では、過去においてテレビ難視聴の解消を図るため、施設整備
に係る補助制度を創設していたが、改修にあっては、各組合において
改修費用の積み立てを実施することとしていたため、補助制度を設けて
いない。また、県内14市のうち、組合員数の減少に伴い改修費用の捻
出が困難となった組合からの要望などをきっかけとして、５市（宮古市、
大船渡市、一関市、陸前高田市、八幡平市）が、県の地域経営推進費
や過疎債などの財源を活用し改修に対する支援を行っている。他の自
治体においても同様の課題を抱えていることから、岩手県市長会が本
年６月５日付けで国に対し補助金制度の支援制度創設について要望し
ているところである。市としては、現在、国等の動向を注視しながら、支
援制度の創設の必要性について検討している。

　引き続き、国・県に対して支援制度の創設の要望を行うとともに、他市
町村の状況を参考にしながら、テレビ共同受信施設組合が抱える課題
の解消に向けた支援策の検討を進める。

108 H30.8.3 市政懇談会 浮田 総合政策部 秘書政策課 テレビ共同受信施設組合の
設備への支援について ②

テレビ共同受信施設組合への支援措置というのは、継続していくた
めの支援と共同受信をやめてしまう時の撤去費用への支援もある
と思う。聞くところによると撤去についても指定業者でないと作業す
ることができない制度になっているようだ。このような制約から撤去
費用も高額となっていることが考えられる。様々支援策を検討いた
だく際に、このような規制を改革していただくことにも取り組んでい
ただき幅広く検討をいただきたい。

　共同受信施設を廃止する場合には、継続してテレビ放送を受信できる
代替の方法を並行して考える必要がある。代替の方法も含め撤去の費
用についても検討したい。

　引き続き、国・県に対して支援制度の創設の要望を行うとともに、他市
町村の状況を参考にしながら、テレビ共同受信施設組合が抱える課題
の解消に向けた支援策の検討を進める。
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109 H30.8.3 市政懇談会 浮田 総合政策部 秘書政策課 テレビ共同受信施設組合の
設備への支援について ③

市内の共同受信組合の状況について市ではどの程度把握されて
いるのか。また、これから各組合等の現状を踏まえ支援制度等を
検討されると思うが、これまでも、色々な制度があったが先々の見
通しが不足し、片手落ちな制度がみられる。後々も組合員が困らな
いようにどのような検討をされるのか見通しをお聞きしたい。

　市内の共同受信施設組合は52団体（花巻10、大迫15、石鳥谷6、東和
21）で、2,700世帯が加入されており、施設やケーブルの更新について
は、概ね２０年経過で必要となってくる状況である。アナログ放送から地
上デジタル放送に移行する際は、国でも相当な経費を補助しながら地
デジ移行を推進した。当時暫定的にＢＳ放送で地デジを受信できる制度
も並行してあったが、現在は、電波が輻輳し受信障害がある地区への
支援制度しか残っていない。当時も施設更新が必要となってくることは、
当然想定されていたと思うがその部分についての十分な説明が不足し
ていたと考える。支援制度の検討に際しては、組合員の費用負担もある
ので、県内他市の方法等も調査し対応を検討する。

　引き続き、国・県に対して支援制度の創設の要望を行うとともに、他市
町村の状況を参考にしながら、テレビ共同受信施設組合が抱える課題
の解消に向けた支援策の検討を進める。

110 H30.8.3 市政懇談会 浮田 東和総合支所
建設部
健康福祉部

東和総合支所地
域振興課
道路課
長寿福祉課

地域で行う除雪活動への支
援について

　昨冬の除雪は、深夜から迅速に行われて助かったが、枝道除雪
がどうしても遅く、午後からになることもあるので、早い時間に行わ
れるよう検討いただけると助かる。地域には、枝道の除雪が多いの
で地域の自主的除雪活動へ助成する仕組みを考えてほしい。ま
た、良い事例等があったらご教示いただきたい。

市では、限られた予算、人員、除雪機械の中で、市民生活にできるだけ支
障がでないよう除雪を行っている。除雪作業の順番としては、①バス路線、
②主要な通勤・通学路線、③その他幹線道路、④生活道路としている。積
雪の量や雪が降り続くなど、除雪時の状況により作業時間がかかり、生活
道路の除雪開始が午後になる場合があることをご理解いただきたい。

　自主的除雪活動に対しての助成としては、平成１７年度から「地域除雪ボ
ランティア推進事業」として、冬期間における生活道路の通行の確保や、一
人暮らし・高齢者世帯等の除雪を支援するため、市が除雪機械を購入し行
政区等に無償貸出してきたが、平成２０年度にこの除雪機を行政区等に無
償譲渡し、浮田地区にも２台の除雪機械を無償譲渡している。他地区での
自主的除雪活動への助成の事例については、笹間・太田・湯口地区コミュ
ニティ会議においては、一人暮らしの高齢者等の、自力で除雪が困難な世
帯に対して、除雪の有償支援が行われている。例えば、太田地区では、区
長や民生児童委員を通じて、コミュニティ会議に登録した依頼者が、除雪を
お願いした場合、依頼者から除雪者へ除雪１時間以内１回500円支払い、
コミュニティ会議から除雪者に1回700円の助成を行っており、除雪者には1
回当たり1,200円の経費が支払われる。ただし、除雪する箇所は自宅から
生活道路までとしており、屋根の雪下ろしは作業時間目安としている１時間
では、除雪作業が終わらないため対象外となっている。

介護予防・日常生活支援総合事業では、要支援１・２認定者及び生活機能
の低下が認められる方に対し、地域の住民ボランティアが掃除やゴミ出し
などの簡易な支援を行う「生活支援」を実施している。平成30年度から、
「生活支援」に取り組む地域団体が、除雪などの自主事業に取り組む場
合、運営経費を助成できるよう制度を拡充している。また、花巻市社会福祉
協議会では、児童・障がい者・高齢者への除雪等の福祉サービス・支援活
動等に、「地域協働セーフティネット事業」として助成する制度がある。

【建設部、東和総合支所】
　市では、限られた予算、人員、除雪機械の中で、市民生活にできるだ
け支障がでないよう除雪を行っている。除雪作業の順番としては、①バ
ス路線、②主要な通勤・通学路線、③その他幹線道路、④生活道路とし
ている。積雪の量や雪が降り続くなど、除雪時の状況により作業時間が
かかり、生活道路の除雪開始が午後になる場合があることをご理解い
ただきたい。

【健康福祉部】
　地域の自主的除雪活動に対する助成について、介護予防・日常生活
支援総合事業では、要支援1・2認定者及び生活機能の低下が認められ
る方に対し、地域の住民ボランティアが掃除やゴミ出しなどの簡易な支
援を行う「生活支援」を実施している。平成30年度から、「生活支援」に
取り組む地域団体が、除雪などの自主事業に取り組む場合、運営経費
を助成できるよう制度を拡充している。また、花巻市社会福祉協議会で
は、児童・障がい者・高齢者への除雪等の福祉サービス・支援活動等
に、「地域協働セーフティネット事業」として助成する制度がある。

111 H30.8.3 市政懇談会 浮田 東和総合支所
建設部

東和総合支所地
域振興課
道路課

市道の除雪、凍結防止対策
について

　当地区の市道除雪で業者委託されている路線でのことであるが、
除雪車2台で作業が行われている。しかしながら、除雪経路の順番
が悪いためにT字路交差点に雪が残されていることがある。あまり
にひどい場合は、個人の機械で除去している。業者も限られた時
間で作業をしているのは理解するが、除雪経路の順番を見直すだ
けで対応できると思われるので検討してほしい。また、中山峠でス
リップ事故が多く発生している。凍結防止のためこまめな融雪剤の
散布をお願いしたい。

　除雪経路については、業者から状況確認し改善に向け協議する。中
山峠のスリップ事故の頻発については、支所でも状況を把握しているの
で凍結防止等の対策について引き続き対応していく。

【建設部】
　除雪経路については、業者から状況確認し改善に向け協議する。中
山峠のスリップ事故の頻発については、支所でも状況を把握しているの
で凍結防止等の対策について引き続き対応していく。

【東和総合支所】
　除雪経路について検討し、交差点内に雪が残らないよう対応する。
また、中山峠については道路パトロール等を行い道路状況によって融
雪剤を散布する。

112 H30.8.3 市政懇談会 浮田 建設部 道路課 市道路肩の施工方法につい
て

　最近、市内の道路を通行している際に、路肩保護に砕石を使って
いるところが見られた。市道路肩の除草を自治会に委託しているこ
とが多いと思うが、草刈機の刃が痛むのでこれまでのように土で施
工してもらいたい。

　路肩の施工は土砂で行うのが基本である。市道の草刈りについては、
自治会のご協力をいただいているところが大部分だ。市道整備にあたり
最近は、防草シートを路肩に施工するなど草刈り作業の軽減を考えな
がら行っている。

　路肩の施工は土砂で行うのが基本である。市道の草刈りについて
は、自治会のご協力をいただいているところが大部分だ。市道整備にあ
たり最近は、防草シートを路肩に施工するなど草刈り作業の軽減を考え
ながら行っている。

113 H30.8.3 市政懇談会 浮田 東和総合支所 東和総合支所地
域振興課

東和コミュニティセンターの駐
車場整備について

　東和コミュニティセンターの整備事業が進められているが、駐車
場についてしっかりと確保していただきたい。近くにある東和福祉セ
ンターは建物は立派だが駐車場が無く機能的でない。建物を建て
る場合には、建物の利用形態にあった駐車場面積の確保が必要
である。

　新しい東和コミュニティセンターは、現在のテニスコートの位置に建設
する予定であり、既存施設の部分は駐車場として整備することとしてお
り、十分に配慮していく。

　新しい東和コミュニティセンターは、現在使用していないテニスコートに
建設することとしており、既存の旧東和コミュニティセンターの解体後は
既存の駐車場とあわせて一体的に整備することとしている。

114 H30.8.3 市政懇談会 浮田 総合政策部 秘書政策課 東北インテリジェント通信の
光通信サービスについて

　先日、毒沢地内の電柱に東北インテリジェント通信の光ケーブル
の架線工事が行われていた。ＮＴＴ以外でも光サービスを行ってい
るということで、今後、こうした光サービスを利用できるか見通しを
伺う。

　東北インテリジェント通信の光サービスは、法人向けの事業で個人を
対象としたサービスは行っていない。今回毒沢地内に架線されたもの
は、法人用の専用線である。市でも、本庁と支所間の光専用回線として
利用している。

　東北インテリジェント通信の光サービスは、法人向けの事業で個人を
対象としたサービスは行っていない。今回毒沢地内に架線されたもの
は、法人用の専用線である。市でも、本庁と支所間の光専用回線として
利用している。
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115 H30.8.3 市政懇談会 浮田 総合政策部 秘書政策課 Wi-Fiルーター導入費用助成
制度について

　光回線が整備されないためWi-Fiルーターの補助制度を設けてい
ただいた。最終的にはこの方法しか無かったんだろうとも思ってい
るが、個人的な感想として、地域に光回線が整備されないことを解
消するための方策がもう少しなかったのかとも感じている。

　今年度からWi-Fiルーター導入費用助成制度を開始した。そのきっか
けは、光回線の整備については、事前の加入見込みを調査し進められ
てきたが、整備後の実加入者が大幅に少なかったことなどからNTTの方
針として今後の整備が見込めない現状となっている。現在、市内で約
1900世帯が光回線の環境にない状況があるため、現実的な対応とし
て、Ｗｉ－Ｆｉルーターを購入していただき通信環境を整えていただいた方
が早いという趣旨で制度を開始したものである。

　今年度からWi-Fiルーター導入費用助成制度を開始した。そのきっか
けは、光回線の整備については、事前の加入見込みを調査し進められ
てきたが、整備後の実加入者が大幅に少なかったことなどからNTTの方
針として今後の整備が見込めない現状となっている。現在、市内で約
1900世帯が光回線の環境にない状況があるため、現実的な対応とし
て、Ｗｉ－Ｆｉルーターを購入していただき通信環境を整えていただいた
方が早いという趣旨で制度を開始したものである。

116 H30.8.3 市政懇談会 浮田 建設部 道路課 市道整備について 　市道の整備については、地域で取りまとめて要望していると思う
が、整備計画に計上されて10年以上も経過している路線がある。
年数は経過してもいつかは整備していただけるのか。

　市道の整備については、各コミュニティ会議で緊急性、重要性、整備
効果等を考慮し優先順位をつけていただき、土木施設要望の際に提出
いただいている。現時点でも重要度が高いということであれば整備され
るものである。

　道路整備要望は、各コミュニティや区長会等から、毎年３００件程提出
されている。道路整備が必要な新規事業採択については、各地区から
要望のあった箇所を新規採択基準の要件をもとに緊急度・必要性等を
考慮し、市内全体を見据え、また継続工事箇所の進捗状況を勘案して
実施箇所を選定している。

117 H30.8.8 市政懇談会 八日市 建設部 都市政策課 予約乗合バスの運行日拡大
と利用体験会について

　予約乗合バスを利用できる曜日が限られていること、時間帯が早
い時間であること等により、なかなか利用者が増えていないと感じ
ているが、利用者が増えるよう曜日の拡大等について検討してほ
しい。
　また、地域で利用体験会を企画したいので、市職員に来てもらっ
て登録の流れや利用の仕方について具体的に手ほどきいただくな
どの支援をお願いしたいが対応できるか伺いたい。

　現在、予約乗合バスは午前８時から午後５時まで運行し、主に病院へ
の通院や買い物などの日常生活に必要な移動手段の確保を目的として
いる。運行時間の延長について、タクシー事業者の協力を得て運行して
いるため、タクシー営業との兼ね合いで事業者側の対応が難しいことか
ら、現状では運行時間の拡大等は出来ない。
　市内の路線バスの状況は、殆んど赤字路線であり、今後岩手県交通
の路線バスが維持出来なくなった地域については、石鳥谷地域同様に
予約乗合バスの導入を予定している。
　今年度、大迫地域内でバス路線5路線が廃止になる予定のため、大
迫地域にも導入する事としている。さらに、今後、路線バスの状況によっ
ては導入する地域が拡大していくと考えており、市全体に導入する場
合、公共交通に要する市の負担額は１億円を超えると試算している。
　運行日を週５日に増やすなどの拡大についても、さらに市の負担額が
増す事になるため難しいと考えている。
　予約乗合バスの利用体験会については、自治公民館単位での体験乗
車会を実施したいと考えている。予約乗合バスの利用登録申請の説明
や、実際に予約の電話を掛け乗車して頂くようなことを考えているが、具
体的には地域の方々と相談しながら決めたいと考えている。

　予約乗合バスは、今後、路線バスの状況によっては導入する地域が
拡大していくと考えており、市全体に導入する場合、公共交通に要する
市の負担額は１億円を超えると試算している。
　運行日の拡大については、さらに市の負担額が増す事になるため難
しいと考えている。運行時間の延長については、タクシー事業者の協力
を得て運行しているため、タクシー営業との兼ね合いで事業者側の対
応が難しいことから、現状では出来ない。
　予約乗合バスの利用体験会については、地域と相談し昨年10月末か
ら12月半ばにかけて、計6回実施し、利用方法の説明と実際に乗車して
の移動など利用方法の周知を行った。

118 H30.8.8 市政懇談会 八日市 建設部 都市政策課 予約乗合バスの利用者数と
運行時間延長の試行につい
て

　利用が一番多い時間帯や利用者数について伺いたい。
　また、運行時間を１８時まで伸ばすことでどれだけ利用者が増え
るのか試行的に１時間延長することは出来ないか。

　最も利用が多い時間帯は８時台で、その次はおそらく帰りの利用と思
われるが１１時台が多くなっている。３番目に多いのが９時・１０時台、さ
らにその次が１３時台となっており、夕方は少ない状況である。
　試行的に夕方１時間延長することについては、この予約乗合バス自体
がタクシー業者の協力で運行している都合上、タクシー業の存続のため
にも、タクシー営業の１番の稼ぎ時である夕方・夜・早朝は、棲み分けの
ため予約乗合バスの運行は難しい。その点についてはご理解を頂きた
い。

　予約乗合バスの運行時間を夕方１時間延長することについては、予
約乗合バス自体がタクシー業者の協力で運行しており、タクシー業の存
続のためにも、タクシー営業の１番の稼ぎ時である夕方・夜・早朝は、共
存のため時間延長は出来ない。

119 H30.8.8 市政懇談会 八日市 建設部 建築住宅課 空き家対策について 　高齢単独世帯主の死去等による空き家が増加傾向にある。市の
空き家対策の取り組みは広報などで承知しているが、空き家になら
ないように家族や近親者へ広報等による啓もう活動や相談の対応
なども対策のひとつになると思う。空き家になってからの対策も重
要だが、やはり空き家になる前になるべく空き家にしないための取
り組みについて、市の考えを伺いたい。
　また、農家住宅で使用されず朽ちていく建物が多くみられる。取り
壊しに多額の費用を要するため放置されている場合が多いので、
要する経費に対する市の補助制度は効果があると思うが、補助制
度の概要について伺いたい。

　市が取り組んでいる事としては、本日の配布の資料中「空き家等の所
有者に責任があります」というチラシを固定資産税納税通知書に同封
し、空き家の適切な管理と空き家バンク制度の周知に努めているほか、
住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が確認し、管理不十分と
見受けられる場合、所有者に対し「適切な管理のお願い」の文書に加え
てシルバー人材センターで行っている管理サービスのチラシや空き家バ
ンクの利用案内を一緒に送付し適正な管理をお願いしている。さらに所
有者や相続人が分かる場合には直接連絡を取り、適正な管理を促して
いる。
　相続関係の取り組みとしては、相続登記がなされず空き家の管理者・
所有者が不明になる事があることから生前の相続対策や相続登記の推
進が重要だと考え、その様な相談が出来る窓口体制を整えるために今
年５月に岩手県司法書士会・岩手県宅地建物取引業協会・岩手県土地
家屋調査士会・岩手県建築士会花巻支部と「空き家等対策に関する連
携協定」を締結した。その他にも、専門の人達の協力を頂きながら年１
回の空き家等無料相談会の開催を今後予定している。
　空き家の取り壊し経費への補助については、国の補助制度を活用し、
老朽空き家の除却費・解体費の一部を補助する制度を今年度設けた。
補助の対象は、家屋の倒壊や建築部材の飛散の恐れがある一定の要
件を満たした危険な建物であり、単純に空き家というだけでは対象とな
らない。補助金額は、対象経費の８割または５０万円のいずれか低い額
となっている。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨
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120 H30.8.8 市政懇談会 八日市 建設部 建築住宅課 空き家対策について 　現実として空き家が発生している場合だが、相続人が何もせず壊
れそうになっていて狸等が棲みつき周りが迷惑していても、具体的
な解決策が見えないと感じている。地域としては壊して更地にして
もらうのが一番良い訳だが、何とかならないものか。
　相続人も経費の問題があるだろうし、触れたくないというのもある
かもしれない。解体に掛かる経費が少し安くなるとか、何かしらの
手立てがないとずっとそのままになってしまう。

　現実問題としてはそのとおりだと思うが、市では平成29年度からシル
バー人材センターに空き家の周りの草刈・枝切りや建物の簡単な修繕
をしてもらう制度をつくり、草刈が110件、庭木・枝切り49件、建物の小修
繕8件、その他含め延べ248件も使って頂いた。空き地についても草刈
等で70件の実績があり多くの方に利用頂いている。これは基本的に個
人に費用負担して頂いているが料金も安く、シルバー人材センターのお
陰で随分良くなって来ている。
　非常に危険だとか衛生上問題がある空き家は、空き家対策法で「特定
空き家」の指定をすることが出来、最大50万円だが、除去費の一部を補
助する制度がある。
　ただし、特定空き家に指定されると、今まで住宅が建っていることで土
地の固定資産税が6分の1に軽減されていたものが、特定空き家に指定
されると軽減されないため、家を持っているがそんなにお金を払えない
という方に、強引に対処するのも疑問があるため簡単には指定出来な
い面もある。
　問題が解決しないという指摘はその通りだと思うが、特定空き家以外
の除去等も市が行うことは、市民の税金で負担することになり、理解を
得られるものではないことから、今後についても補助の検討をしてはい
ない。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

121 H30.8.8 市政懇談会 八日市 農林部 農村林務課
石鳥谷総合支所
地域振興課

松くい虫の被害木について 　松くい虫の被害木が道路や電線に倒れ損害を与えた場合はその
賠償をしなければならないと判っている人は少ないと思う。松くい虫
で枯れた木は１～２年で倒れてしまうはずであり、倒木による被害
を予防するために木の所有者へのチラシ等による啓発を空き家対
策のそれと同様に実施しては如何か。市で倒木被害の未然防止の
ためのパトロールや急な倒木への対処も限度があるだろうし、費用
も抑えられるのではないか。

　松くい虫の被害木については、基本的には個人の物なので所有者に
連絡し対処して貰うが、どうしても対処が出来ず危険性がある場合は、
松くい虫対策として農林担当が伐採しているほか、道路通行上支障が
ある場合は建設担当でも除去し対応している状況。
　所有者からすぐに対処出来ないという相談があり、早いうちに対処し
なければ電線切断などライフラインに影響を与える危険性が高いと考え
られる場合

　予防・啓発も結構難しいと思う。何点かあるが、松くい虫を残していると
損害賠償の対象になると市が言う場合にどのように捉えられるかという
こと、どこでチラシを発行するかということ、ホームページやチラシ回覧で
周知しても自分達では簡単にやれないから市で何とかしてくれという反
応になるのではないかということ。
　賠償責任など法律的な部分は別にしても、松くい虫の木が倒れて誰か
が怪我したり車に落ちたら大変だというのはチラシを出さずとも常識的
に判ると思うし、お金が掛るのが嫌で対処しない場合について、チラシ
を出す効果がどれだけあるのか分からない。
　市は危ない時しか伐採しないし、所有者に対応して頂くのが基本と考
えていることから、空き家対策における固定資産税の納付書の送付時
に同封しているチラシに、木が倒れたら損害賠償が発生すること、道路
に木が倒れると危険であることも併せて記載するのは良いかもしれな
い。それくらいは考えてみたい。

　松くい虫被害木については、基本的に私有地は所有者で処理いただ
き、道路に今にも倒れそうな場合など市民の生活に支障が出るような緊
急時には市で対応している。
　市では被害状況を把握するため、道路課と連携しパトロールを行って
おり、松くい虫被害対策の周知については、広報に加えホームページで
周知してまいたい。

122 H30.8.8 市政懇談会 八日市 建設部
石鳥谷総合支所

道路課
石鳥谷総合支所
地域振興課

除雪について 　去年の除雪についてだが、業者によっては除雪で往復した幅が１
車線半位しか出来ていない場所やデリネーターが押されて曲がっ
てしまっていた場所があった。今年の除雪の際はその辺りを気を付
けて欲しいお願いと、どの程度のタイミングで除雪が入るのかを教
えて欲しい。

　今冬は寒い日が続き雪がなかなか解けないうえ雪も多かったため、除
雪が遅れた対応になった事もあると思う。デリネーターが押された事に
関しては、道路施設には十分に気を付けるよう指導を行う。
　除雪のタイミングは、積雪・降雪10㎝になった場合となりそうな場合に
出動することにしている。出来るだけ午前中、さらに幹線道路は通勤時
間に間に合うように頑張っているが、奥の生活道路までとなると遅くなる
場合もある。
　出来るだけ頑張るが、去年の除雪経費は全体で６億４千万円掛かって
おり、交付税や臨時の財政措置もあったものの市の直接の負担は億単
位である。雪の降り方によっては、不便もあるが多少の協力を願う。

　八日市地区の除雪は、市直営の箇所もあるほか、他に５業者がそれ
ぞれ担当の路線を決めて作業している。業者では作業員の高齢化が進
んでいることやその確保が難しい現状もあり、昨年度は初めての方も
あったために若干不慣れな部分があったと聞いているが、基準に沿った
除雪をする事が基本なので、今シーズンは基準どおりの除雪が出来る
よう指導する。なお、また同様の事態があったら石鳥谷総合支所に連絡
頂きたい。確認し業者に指導するなど必要な対応をしたい。

　除雪に関する連絡を市役所に頂くのは構わないが、雪が降った時は
沢山苦情が来ており、なかなか直ぐに対応が出来ない事もある。「直ぐ
に除雪に来なかった、除雪の仕方が悪い、現場を見に来てほしい」と担
当課長補佐と長く１時間も電話で話したほかにその時間で現場に来られ
たはずだとまで言われた例があり、担当課長補佐は苦情への対応を部
下や業者に指示出来ず本当に困る。直ぐに対応出来ない事もあるが、
忘れないで作業しているのでご了承頂きたい。

【建設部】
　デリネーターが押された事に関しては、道路幅員を確保しようと、路肩
ぎりぎりまで、除雪したためと思われる。
　除雪業者には道路施設を破損しないよう指導を行っている。なお、除
雪によりデリネーター等の道路施設が破損した場合は、その除雪業者
が修理することになる。
　
　除雪出動のタイミングは
・降雪量が10㎝を超えた場合、または超えると予想される場合。
・風雪や吹き溜まりなどにより、交通に支障がある場合、または支障が
生じると予想される場合。
・道路パロール、積雪観測の結果、及び行政区長からの要請で必要と
認めた場合。
としている。

【石鳥谷総合支所】
　平成30年度の除雪業務契約時に八日市地区の除雪業者に対して、
道路脇の施設に注意しつつ道路幅を適切に確保するように作業するこ
と、除雪作業開始の判断を適切に行うことを指導した。

29/70



■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

123 H30.8.8 市政懇談会 八日市 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
地域振興課

石鳥谷地域の重点施策につ
いて

　今年度初めに、ある総会にて総合支所の方の挨拶で石鳥谷地域
の今年の大きな事業は、駅前の整備と道の駅の再編との話しがっ
たが、その計画や概要を分かる範囲でお知らせ頂きたい。

　道の駅「石鳥谷」は国道4号線にあり、岩手県で第１号と早くに登録指
定された事から、老朽化への対応や改善が必要となっており、その基本
構想・基本計画の策定を現在進めている。国道にある道の駅で国が駐
車場やトイレを整備をしていることから、施設の再編を国にどの程度考
えて頂けるかが非常に重要で、現在国とも協議を進めている段階であ
る。
　石鳥谷駅周辺は居住誘導区域に指定しているが、石鳥谷駅前につい
ては、現在、民間不動産会社が宅地分譲をしており、また、昨年１２月に
その隣接地の寄付があったことから、色々な基礎調査・土壌調査を進め
ながら活用方法を検討している状況である。

　道の駅については、今、日本みち研究所に具体的な検討を依頼して
いる。国次第の部分も大きく、市単独では大規模な事は出来ないため、
我々がやりたい事が実際出来るかはこれから。ただし、国の支援がなく
ても伝承館の展示は変えたいと考えている。今、台湾の定期便も運行さ
れインバウンドの観光客が増えており、そういう方に利用して頂ける新
コーナーを作りたいと考えている。
　駅前の住宅地については、民間で宅地分譲しており当初はなかなか
売れなかったが今は良くなっているようだ。市有地のほかにも駅前には
結構空き地があり、１～２年で直ぐ実現できるという話ではないが、住宅
地として何とか誘導出来ないかと考えている。石鳥谷の駅前は、電車の
便や高校の学区の面で住宅地として評価される場所であり、矢巾町や
紫波町の住宅地が売れている。その需要を石鳥谷に持って来るべきだ
と考えている。何もないところにニュータウンが出来ても面白くないし、石
鳥谷であれば駅前に店や元々の文化的な背景もあり、魅力になると考
えている。

　 道の駅「石鳥谷」の再編については、検討委員会による話し合いを経
てまとめた『道の駅「石鳥谷」施設再編基本構想・基本計画（案）』に対す
る市民からの意見聴取のため、3/26から4/24の期間でパブリックコメン
トを実施している。
施設の整備内容については、引き続き国との協議を行っているほか、
必要となる事業用地の一部を3月下旬に取得した。

　石鳥谷駅前の市有地については、将来の宅地化に向けて現地の土
壌調査等を実施しているが、今後の具体的な土地利用については検討
中であることから、当面は市有地の適切な管理に努めてまいりたい。
　駅周辺の土地利用状況や利用計画について、今後も調査検討を進め
るなど、市有地の宅地化など有効活用に向けて取り組んでまいりたい。

124 H30.8.8 市政懇談会 八日市 教育部 学務管理課 給食費を市が負担することに
ついて

　何年も前になるが孫たちが学校へ通っていた際に、給食費の未
納が多いと聞いたことがある。子供が減っているので、給食費を市
が負担するなどの施策をつくれば、転入者が増えるのではないか。

　未納者は居るが多くはない。例えば固定資産税を払っていない人より
は、はるかに少ない。学校が集金していたため、払わなくてはいけない
感じが強かったと思う。ただし、それだけ先生が苦労していたことであ
り、教員の多忙化解消が課題となっている。先生方に徴収してもらう訳
にはいかないため、市が徴収する事に変えようとしているところ。おそら
く、未納率は上がると思うが、変える方向で進めている。
　給食費の補助については、県内でも規模が小さい村などで実施してい
る所もある。もし花巻市が給食費を負担をするとなると、億単位という金
額となる。現行でさえ生活保護の家庭やそれに準ずる家庭からは給食
費は頂いていないが、全て市が補助するとなれば、いくつかの空き家を
除去する費用よりも桁違いに大きな負担になるため、出来ないのが実
態である。
　市の財政規模は５５０億円だが、税収は１１１億円。今、花巻市が取り
組んでいる子育て支援に医療費助成があるが、これをどんどん拡充す
ると他に使いたい所に予算が使えなくなる。給食費も同じで、小さい村
であれば何とか頑張れるが、花巻市の場合は無理だと考えている。

　市の学校給食運営は、学校給食法及び同法施行通知に基づき、人件
費や委託料、光熱水費、施設維持管理費などの経費は公費で負担して
おり、平成30年度当初予算は、約1億7,000万円を計上している。
　また、平成32年4月開始を予定している学校給食費の公会計化につい
ても、現在の私会計から公会計に移行するにあたり、給食費管理シス
テムに係る経費や現在保護者にご負担いただいている手数料を予算化
する必要があり、今後も学校給食運営費は増加する。
　一方、保護者にご負担いただいている給食費については、学校給食
法に基づき、主として食材料費のみと定められており、平成29年度にお
いては、3億9,000万円である。
　花巻市が給食費を負担（無償化）した場合、現在のところ国からの補
助金制度等がなく、自主財源にて年間約3億9，000万円の固定経費を
長期間にわたり負担することとなり、厳しい財政状況の中、継続的な財
源の確保や市民の理解等が大きな課題となる。
　このことから、学校給食費を無償化した場合、花巻市全体の財源を圧
迫する恐れがあること、また、その結果、給食の質の低下を招く恐れが
あることが考えられ、さらに、学校給食費の無償化により教育環境の充
実を図るための財源の確保が困難になることが想定され、設置者とし
て、学校給食費の無償化は優先させるべきものではないと判断する。

125 H30.8.8 市政懇談会 八日市 教育部 教育企画課 小学校の統合について 　先日、新聞記事で石鳥谷地域の小学校が１校になると見たが、
市の考えを伺いたい。

　小学校の統合については、１校にすると決めた訳ではなく、これから検
討する上での基本方針案ということ。
　学校統合についてはお金の問題も出て来ることから、市長も入る総合
教育会議で話合いをした。20年30年後の統合計画をつくるに際し、子ど
もの出生数や過去の推移によると、今後、児童数や学級数が減り、複
式学級になることも予測された。子供達の教育に良いのかと言えば、や
はり統合する方が良いのではないか、３～４年後とかではなく将来的な
方針として必要ではないかとの考えに至った。
決めたという事ではなく今後住民と話し合うためのたたき台であって、教
育委員会や市が勝手に決める事ではないと私は発言している。経験と
して、笹間小学校を統合しようとした際、教育委員会が決めて強い反発
があり上手く行かなかった。やはり住民の気持ちを無視して、市が勝手
に決めるのでは上手くいかないことから、今後の状況を丁寧に説明しな
がら、石鳥谷の方々がどのように思うか話合いを進めるための、今の中
間的な意見だという事。すでに決まった訳ではないので、ご安心頂きた
い。

　10月に各中学校学区単位での説明会を実施したほか、12月から1月
にかけて、保育園等の保護者会、小中学校ＰＴＡ，地域コミュニティにお
ける出前学習会を実施。
　その中で、学校の統廃合を行うことを決めたものではなく、これからの
教育環境を検討する上での基本的な考え方を案として示したものであ
ることを説明し、ご理解をいただいている。
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126 H30.8.17 市政懇談会 八幡 地域振興部 地域づくり課 地域内の各種組織のあり方
について①

　今、地域における活躍世代は、高齢者、特に後期高齢者が担っ
ている（その人口構成の形は、キノコ型とも言える）状況にあると思
われる。
　各種組織の役員（地区の組織の役員他、市や社協から依頼され
る役員を含む）の高齢化が著しく（６０代前半は、その多くは勤め人
である）、また、一つの役を担えば、あて職がついてくるため過大な
負担になっている。さらに、自己完結性を持たない沢山の組織があ
り、物事を完結させるために安易に委員などを委嘱し、地域組織に
過多の依存をしている。
　このような地域の実情について市とともに考えていきたいが、市
の考えを伺いたい。

　それぞれの地域には、地域の方々がそれぞれ目的を持って組織した
各種団体が沢山あるが、人口減少・高齢化による担い手不足、地域役
員等の選出が困難、また同じ方へ役職が集中し負担が増してきている
状況については認識しており、他地区の市政懇談会や各種団体との話
の中で耳にする機会が多くなっている。市ではこれらの状況を受けて、
地域自治の課題や将来に向け、どうあれば良いのか、花巻の地域自治
の仕組みはどうあればよいかを考えなくてはならないと捉えている。
　そこで、今年度は、地域自治のあり方について洗い出しをしようと考
え、各部署の職員で構成する「庁内ワーキングループ」を設置し、地域
自治の仕組みで何が課題かを話し合い、各種団体や役員が多すぎる、
スリム化が必要などの意見が出された。
　この内容については、石鳥谷・大迫・東和・花巻の４地域の「コミュニ
ティ会議と市との協議の場」においても情報提供をして意見を頂くほか、
併せて有識者と庁外の各種団体、福祉関係等からなる懇談会を開催
し、これら３つの機会を中心に課題の洗い出しを行っていく。

　地域にはさまざまな団体・組織があり、それぞれ重要な役割を担って
頂いているが、人口減少・高齢化が進む現在、担い手不足、地域活動
への参加者の固定化により、一部の方への負担が増加していることは
認識している。そこで市において今年度は、地域で公民館活動、子育て
支援、ＮＰＯまた有識者の方々で構成する「地域自治に関する懇談
会」、庁内各部横断的に市職員で構成する「地域づくりの仕組みの見直
し庁内ワーキンググループ」を開催し、地域の現状・課題の把握をする
とともに、今後の地域づくりにおける方向性について検討を行った。地
域に関係した団体・組織を見直すことは時間を要することではあるが、
今後においては、コミュニティ会議とも情報共有を図りながら、地域に関
わる各種団体の負担軽減のため、地域の方々から更に意見を聴き、庁
内においても横断的な連携をとり地域の負担軽減に向け引き続き検討
していく。

127 H30.8.17 市政懇談会 八幡 地域振興部 地域づくり課 地域内の各種組織のあり方
について②

　４地区での話合いに参加出来る対象者や参加範囲はどのような
団体を考えているか。出来るだけ１人1人の声が反映出来る形を
とって頂きたい。

　４地域（花巻・大迫・石鳥谷・東和）に分けての会議では、現時点ではコ
ミュニティ会議の代表者（石鳥谷地域については６名）とコミュニティ会議
の職員、その後、地域の各種団体の方々と課題を考える。この３者だけ
で進めるのか、出された課題を今後どうするのかという事も含めて地域
に返しながら皆さんと一緒に考えて参りたい。頂いた意見は、参考とさ
せて頂く。

　地域に関わる各種団体の負担軽減のため、行政区長またはコミュニ
ティ会議と地域内の各種団体との関わりについて状況の把握を行いな
がら、4地域や27コミュニティ地区それぞれの実情に応じた検討を地域
の方々と一緒に行っていきたい。

128 H30.8.17 市政懇談会 八幡 地域振興部 地域づくり課 地域内の各種組織のあり方
について③

　花巻市役所の職員は各地域から採用されている。八幡地区にお
いても市職員が何人かいる。自分の担当業務はよく理解していると
思うが、地元の事情はよく分かっていないのではないかと思う。そ
の会議に職員も是非参加させて、地域の現状を把握出来るように
したら良いと思う。

　大変貴重なご意見。 　市職員で構成する「地域づくりの仕組みの見直し庁内ワーキンググ
ループ」においても、職員と地域とのつながりについて課題として挙げら
れている。それぞれの地域または職員個々によって、地域との関わり方
には違いがあると思うが、まずは職員に地域に関心を持ってもらうよう
コミュニティ会議広報誌を容易に閲覧できるようにした。今後も職員と地
域とのつながりについて考えていきたい。

129 H30.8.17 市政懇談会 八幡 総合政策部 防災危機管理課 防災情報の提供と地域連携
について①

市では、地域毎にその地域の想定される災害の種類とそれに対す
る対策について過去のデータを調べたり、先進地研修などを行い、
研究し把握していると思われる。そこで、八幡地区内の地域毎にお
ける防災情報について伺いたい。また、その有事の場合の自主防
災組織と市との具体的連携の内容についても伺いたい。

　1点目、八幡地区内の地域ごとの防災情報については、行政区ごとに見れば、北上川沿いの八幡第1、
第2、第5、第6行政区では北上川や周辺の河川による浸水の被害が想定される。市では、平成27年度に
配布したハザードマップを更新し、今年の5月に全世帯に配布した。土砂災害の警戒区域に指定された箇
所を追加したほか、国土交通省のシミュレーションに基づき、花巻市で想定される最大の降雨（2日間で
264mm）と上流のダムや堤防といった洪水を防ぐ施設が機能しなくなった場合（概ね１０００年に一度の規
模の災害）に想定される北上川の氾濫による浸水のエリアや最大の浸水の深さを記載している。
　この最大の浸水の想定では八幡第1・第2行政区は北上川沿いで3～5ｍの浸水となり、下流となる八幡
第5と第6行政区では最大で5m～10ｍの浸水となる場所もあると見込まれている。
　実際、過去の大雨や台風による北上川の洪水として、平成14年7月の台風6号による洪水では、上流の
紫波橋で4.73ｍ、朝日橋で5.42mの水位を記録(現在の避難勧告発令の基準となる氾濫危険水位は紫波
橋4.5ｍ、朝日橋5.3ｍ)し、石鳥谷町では床上浸水7棟、床下浸水18棟の被害が出ている。
　また、平成１９年９月に秋雨前線と台風１１号から変わった温帯低気圧の影響で降った大雨による北上
川の氾濫により浸水被害を受けたのは、八幡第１３地割の丸大食品付近、第８地割の石鳥谷サニータウ
ン付近、第９地割内で田の冠水となっており、この時の河川の水位は紫波橋で5.37ｍ、朝日橋で5.79mを
記録し、花巻市全体の被害状況は住家の一部損壊1棟、床上浸水47棟、床下浸水は133棟となってい
る。
　そのほか、北上川の氾濫による直接の浸水が想定される区域から離れている場合でも、葛丸川では大
雨となった場合の葛丸ダムの放流と北上川の水位が上がった場合に北上川に排水されにくくなることか
ら、氾濫となるいわゆる内水氾濫も想定される。ハザードマップでは葛丸川のほか、耳取川や滝沢川周辺
などの過去に浸水した区域も掲載しているのでご覧いただきたい。
　洪水以外の災害については、地震や大規模な火災はいずれの地区でも想定される。なお、土砂災害に
ついては、八幡地区では警戒区域以上に該当する箇所は無い。
　2点目、有事の際の市と自主防災組織の連携については、震度５強以上の大地震発生時には、市は災
害対策本部を設置し、自主防災組織では連絡網等を用いて地区内の安否確認や被害状況の把握を行
うとともに、救助が必要な場合や大きな被害があった場合などはすぐに消防または市へ連絡して頂きた
い。
　さらに多数の住宅が損壊するような大規模な災害で長期間にわたる避難所設置を要する場合には、自
主防災組織を中心とする地域の皆さんによる運営への協力をお願いしたい。
　なお、台風などによる風水害が想定される場合には、地震発生と違い、被害発生までの時間的余裕が
あることから、早めの情報収集や避難行動を開始することができる。市では河川の水位監視、気象台や
各ダムの管理事務所、北上川を管理する岩手河川国道事務所などから早めの情報収集を行うほか、建
設担当職員などによるパトロールを実施して、避難が必要となる場合には避難準備・高齢者等避難開始
や避難勧告を自主防災組織に電話で連絡するので、地区内への呼びかけや安否確認、避難に支援を
要する方への支援等の対応をお願いする。
　そのほか、今年の４月に里川口で発生した複数の建物火災や避難情報が出されない場合であっても自
主防災組織により自治公民館等に避難場所を開設した場合には、地域の要請に応じて市から水や毛布
などの備蓄品の支援を行うという対応を行っている。

　八幡地区内の地域ごとの防災情報については、当日のコメントのとお
り変更等はない。
　また、有事の際の市と自主防災組織の連携についても同じく変更はな
い。
　市では、自主防災組織との連携を深めるための方策を継続して考え
ながら、自主防災組織が抱える様々な課題を解決するため、自主防災
アドバイザー制度を活用し、自主防災組織への支援を行っていく。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

130 H30.8.17 市政懇談会 八幡 総合政策部 防災危機管理課 防災情報の提供と地域連携
について②

　私達が知りたいのは、もし私の家が洪水になったらどうすればよ
いのか、どこへ行けばよいのかということ。また、避難場所へ行った
ら誰がどのような事をして、どのような物が揃っているのかが分か
らない状態で、不安ばかりで行かなくてはならない。
　市ではデータや行動のマニュアルがあるはずだが、それら具体的
な物を地区の組織に提供いただきたい。
　また、有事における双方向の連絡については、電話が集中する
など連絡が取れないことがあると思うが、どのようにすればよいの
か伺いたい。
　ハザードマップ、大きく見やすく分かり易いが、私の家は小さいの
でどこに貼れば良いか分からない。自分の地区はどのような災害
があるのか、その時に自治会はどのように動けば良いのかが欲し
い。市では専門的に取り組み、知識もデータもあるだろうから具体
的に教えて欲しい。

　八幡地区（八幡7区を除く）の洪水時における避難場所は八幡小学校
体育館であり、洪水以外の地震や大規模な火災などは八幡振興セン
ターになっている。振興センターでは毛布、水、アルファ米、発電機を準
備している。さらに、高齢者が起き上がったり寝たりするのが大変との声
もあるため、９月から段ボールベッドを花巻市内で約200個購入した。そ
れ以外では、災害の状況により必要に応じて仮設トイレの設置、電気が
全く使えない場合は協定締結の電気事業者に発電車を手配する。市で
備蓄する部分と協定を結び流通による部分など様々な備蓄を用意して
いる。
　有事の際の行動に関するマニュアルについては、市のホームページ
に避難の発令等のマニュアルを掲載している。具体的には、河川の水
位がどの時点でどの位になったらどの地域に避難準備情報を発令する
かをお知らせしている。
　この他、ハザードマップの裏面に避難の際に持っていくと良い物の一
覧や家族の連絡先の記入欄を掲載している。なお、いざという時の連絡
については、市役所の電話番号は災害時の回線という事でつながり易
くなっているが、不通の場合は消防や他の支所などへ掛けて頂きたい。

　2つ目の電話が混雑し連絡が取れない場合には、基本的には隣近所
に声掛けをして一緒に避難してもらうこと。市が出来る事として市役所や
消防団による広報は行うが、隣近所で声掛けして一緒に避難してもらう
ことが重要である。

　災害時に市が出来ることは限界があるため、隣近所の助け合い「共
助」もあるが、最終的には自分の命は自分で守るという意識を持っても
らうことが、何よりも安全につながるものと考えている。自主防災組織
は、花巻地域以外の旧３町全てと花巻地域内の10地区以外は結成され
ていることから、それぞれで具体的な避難訓練を行うなど支援が必要で
あれば防災危機管理課へご相談いただきたい。

　質問者である直町自主防災組織から防災危機管理課へ出前講座講
師依頼があった。平成30年10月27日に防災危機管理課職員が直町公
民館へ赴き、「防災と支援について」と題し、災害時における自主防災
組織の活動と避難行動要支援者への取り組みについて防災講話を
行った。これにより、質問者の理解を頂いた。

131 H30.8.17 市政懇談会 八幡 建設部
石鳥谷総合支所

道路課
石鳥谷総合支所
地域振興課

北上川の築堤について 　八幡地区は北上川沿いに１・２・５・６区があり、新堀と八重畑にも
そのような地区がある。花巻地域は堤防が無くても良い地区が多
いと思うが、石鳥谷地域は残念ながら北上川の東側に堤防がない
し、八幡地区の５・６区にも堤防がない。堤防の嵩上げや築堤の予
定を国から示されているのではないかと思うがどのようになってい
るか。
　以前、八重畑地区では平成２５年から着手、その後、新堀地区が
加わると聞いていたが、三陸津波があり中止になったのか。八幡
５・６区や新堀、八重畑の無堤防エリアについて、築堤の構想を国
から示されているのか、それとも要望活動等をされているのか状況
を伺いたい。
　要望も行っているだけではなく、どのようにアクションを起こしてい
るのか、感触や具体的なスケジュールなど教えて欲しい。

　石鳥谷地域は完成堤防ということにはなっていないため、毎年度の国
要望では築堤について重ねて要望しているが、国からは明確に何年度
に実施するとは示されない。現在、紫波の上流部からやっているとも聞く
が、国土交通省に対して石鳥谷地域の築堤がまだ完成していないため
水害も発生していることを伝え整備について毎年度要望している。

　石鳥谷地域に限って言えば、築堤の計画があるのは新堀地区と八重
畑地区で、新堀の三日堀から井戸向橋の少し北側までの部分、八重畑
は西八重畑の付近。八幡にも計画はあるとの事だが、国における整備
がなかなか進んでいないのが実態。以前、新堀・八重畑については平
成30年代に整備するという話もあったが、まだ具体的なスケジュールが
示されていない。早期に整備して頂くよう毎年の市の要望に加え、先月
も新堀と八重畑の方々が盛岡の岩手河川国道事務所へ要望に行った
が、具体的な話は頂いていない。

　一関遊水池等でまだまだお金が掛かる状況だと聞いているが、国に
花巻の堤防の重要性、石鳥谷地域の要望を伝えているし、先日も国土
交通省に対し市長が花巻市単独の要望を行っている。また、地域の
方々の力を借りて盛岡へも要望に行っている。今の段階で具体的な時
期は示されていないが、地域の皆さんの生の声も届け、１年でも早く出
来る様に頑張って参りたい。

　岩手河川国道事務所によると、頻発する激甚災害の影響等により河
川整備事業の進捗が思わしくない状況であり、現在、一関市遊水地建
設事業や紫波町などの築堤整備事業が進められているが、一関遊水
地建設事業については、平成30年代の完成を目指し事業を進めてい
る。紫波町などの築堤整備事業については、当初、平成30年度前半の
完成を目標にしていたところ、平成28年8月の台風第10号、平成29年7
月九州北部豪雨、平成30年7月西日本豪雨など、毎年各地で豪雨災害
が発生。その災害地域による整備が優先されることにより、国全体とし
ての河川整備予算が厳しい状況となっていることから、大幅に事業が遅
れることが見込まれており、石鳥谷地域については、その後の整備にな
るものと伺っている。
　また、平成31年2月に岩手河川国道事務所による新堀・八重畑地区を
対象とした地元説明会では、新堀・八重畑地区の事業着手は平成38年
以降を予定しており、第一段階として平成14、19年洪水での浸水家屋
箇所を最優先で整備するが、連続堤は事業費が大幅にかかり完成も遅
れることから、輪中堤または宅地嵩上げで検討しているとのこと。その
後、第二段階として堤防整備を行い、連続性が出るよう整備していきた
い。なお、当面の川の流れを良くするための対応として、河川内の樹木
伐採と体積土砂の撤去を実施すると伺っている。
　引き続き、早期に築堤整備されるよう、国に対し要望活動を行ってい
るところであり、今年度も北上川流域市町で構成している北上川上流改
修期成同盟会で要望を行ったほか、新たに花巻市単独でも要望活動を
実施している。
　今後も、さらに、地域の方々とも連携を取りながら、早期整備に向け
て、国に対し強く要望してまいりたい。

32/70



■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。
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参加者発言趣旨
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132 H30.8.17 市政懇談会 八幡 建設部 建築住宅課 空き家対策及び空き家を作ら
ない方策について(建築住宅
課分)

　空き家対策は重要だと思うが、空き家等を作らないための方策も
考えていかなければならないものと考える。市では、各地域の人口
推移も見据え、地域毎に政策を講じていくものと思っているが、地
域が市と連携して若しくは関連させて取り組める空き家等への対応
について教えて頂きたい。

　空き家等を作らないための空き家対策としては、所有者の責務について理解してい
ただくことが重要であることから、今年の全世帯向けの固定資産税通知書の中に、「空
き家等の所有者には管理責任があります」「適切に管理してください」という内容のチラ
シを同封し、周知しているところ。
　また、市で把握している空き家等や、新たな空き家で所有者や近隣住民等から苦情
があった場合は現地を確認するとともに、管理が不十分と見受けられた場合は、その
所有者等に対して「適正な管理のお願い」の文書を送付し、空家バンクや空家等の草
刈りなどの管理業務を行っている花巻市シルバー人材センターのチラシを同封してＰＲ
するとともに所有者等や相続関係人に直接、連絡を取るなど、空家等の適正な管理を
促している。
　相談対応については、住まいを引き継ぐという観点と相続登記がされず管理者や所
有者が不明確になることを防ぐという観点から、生前相続対策や相続登記の推進が重
要であると考え、そのような相談ができる窓口を拡充した。すでに広報やＨＰでお知ら
せをしているが、5月21日に岩手県司法書士会、岩手県宅地建物取引業協会、岩手県
土地家屋調査士会、岩手県建築士会花巻支部と空き家等対策に関する連携協定を締
結し窓口体制を確立し所有者等が抱える幅広い問題の解決に向けた相談対応を行っ
ている。
 また、このような各専門分野の知識を兼ね備えた方々の協力をいただきながら、年１
回、空き家等の無料相談会の開催も行う予定としており、空き家になりそうな住まいの
相続や解体のことなど事前に相談していただきたい。
 　空き家等は個人の財産であり、行政と地域とが連携して空き家等の管理を行うに
は、所有者の承諾が必要となる。空き家の発生原因は多様だが、家を継承していくこと
が困難になる相続の問題が大きな原因と考えており、今後は地域を単位としたきめ細
やかな対応も必要であることから、行政区等の主体的な取組を支援する事業を検討す
るとともに、コミュニティ地区や地域の各種組織・団体と連携し、地域を単位とした啓発
活動や勉強会等を実施するよう検討して参りたい。今年度から市民講座のメニューに
空き家対策についても取り入れたところであり、活用していただきたい。
　参考として、空き家の数は、A判定（適正な管理をしている空き家）が花巻市全体で
246件・八幡地区なし、B判定（程度がそんなに悪くはない空き家）が442件・八幡地区は
12件、C判定（管理が不適切で隣接地に影響なし）が173件・八幡地区は1件、D判定
（管理不適切で隣接地に影響あり）が104件・八幡地区はなし、合計では965件・八幡地
区では13件あった。
　先程配布した青いチラシは、協定を結んでいるシルバー人材センターと事業内容を紹
介し裏面には金額等も記載している。もう１枚のチラシは、空き家に関する連絡先等を
記載しており、この縮小版を固定資産税の通知書に同封している。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

133 H30.8.17 市政懇談会 八幡 地域振興部 定住推進課 空き家対策及び空き家を作ら
ない方策について(定住推進
課分)

　空き家対策は重要だと思うが、空き家等を作らないための方策も
考えていかなければならないものと考える。市では、各地域の人口
推移も見据え、地域毎に政策を講じていくものと思っているが、地
域が市と連携して若しくは関連させて取り組める空き家等への対応
について教えて頂きたい。
参考として、地域毎〈八幡地区〉の過去5年間の人口推移を教えて
頂きたい。

　空き家を作らない方策の１つとして、空き家バンクがある。空き家バン
クは市のホームページから登録する事が出来るが、登録されている物
件は168軒有り、うち石鳥谷地域は11軒で成約された物件もあり、八幡
地区の物件もある。空き家を活用する事が、空き家を減らす方策の１つ
だが、その他に県外から移住してきた方が空き家を購入或いは借りる場
合に、リフォーム経費等を対象として経費の1/2で上限220万円までの補
助を行っている。また、今年４月からは子育て世代が住宅を取得する場
合に奨励金を交付している。例えば、親御さんがいる地区内に空き家を
購入する（近居）、或いは好地地区では大正橋南側から県道沿いの総
合支所の手前のコンビニの前までの東北本線から東側と石鳥谷駅西の
ニュータウン（居住誘導区域）に空き家等含む住宅を購入する場合30万
円の奨励金を交付することとしている。４月からの制度なので、実績は
それほどではないが既に奨励金を取得された方もいるので、１つの方策
としてこの制度も活用していただきたい。

　過去５年間の八幡地区の人口推移（住民基本台帳）は、平成26年3月
31日2,973人、平成27年3月31日2,961人、平成28年3月31日2,893人、平
成29年3月31日2,885人、平成30年3月31日2,865人でこの４年間に108人
減少している。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市の専
用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用希望者と
マッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所有者に対して、
花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。3月25日現在で185件登
録。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場合に空
き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支援するため、
県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者に県の補助を含み
220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方に対して県の補助を含
み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、その経費の1/2を補助する
もの。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の花巻
市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区条例で定
める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生活サービス拠
点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定されている範囲及び大
迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居を取得した場合に奨励
金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を加算し、50万円を交付してい
る。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅金融
支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象にフラット
35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用することが可
能。
市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援については、岩手
県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っている。

134 H30.8.17 市政懇談会 八幡 健康福祉部 長寿福祉課 八幡地区で取り組む高齢化
対策について

　県内、市内はどこの地区でも課題となっていると思うが、当地区
においても高齢者世帯が増え、見守りやボランティア支援が必要と
なってきている。
　そこで、市の施策についてと八幡地区で取り組むことができる高
齢化対策を教えて頂きたい。

　当市の高齢者世帯数は年々増加し、平成30年3月末の高齢者世帯割
合は28.1％、約４軒に１軒は高齢者のみの世帯となっている。市では、
地域における身近な相談相手である民生委員児童委員や地域福祉訪
問相談員を中心に、花巻市社会福祉協議会、地域包括支援センターな
どの関係機関、民間の宅配事業者や地域住民が連携して、高齢者世帯
に対する重層的な見守り体制づくりに努めている。そのほか、地域での
高齢者等の交流促進を目的とする地域サロン活動や市民の自主的な
介護予防活動としての「通いの場」の普及拡大等を通じて、地域の支え
合いや見守りの体制づくりを支援している。
　昨年度、開始した住民ボランティアによる『生活支援』は、高齢者を支
える地域の仕組みであり、見守りとしての役割も大きく、現在、市内７つ
の地区において『生活支援』を提供する組織が出来取り組んでいただい
ている。
　八幡地区では、いち早く『生活支援』の体制を整えられ、現在、２名の
利用者に支援を提供していただいている。また、全ての行政区に「ふれ
あいサロン」が組織されていることに加え、「通いの場」が４箇所に設置
され、主体的な介護予防に積極的に取り組むなど、地域における見守り
や支えあいの体制づくりが進んでいると認識している。
　『生活支援』については、今年度から除雪や自動車による付き添い支
援等の自主事業を実施する場合にも運営費を補助することとしており、
地域ぐるみでの更なる取り組みを期待している。
　市では、このような取り組みの普及拡大等を通じて、お互いに見守り
助け合える地域づくりを推進している。

　市では、高齢者世帯等が増え続ける中、地域における身近な相談相
手である民生委員児童委員や地域福祉訪問相談員を中心に、花巻市
社会福祉協議会、地域包括支援センターなどの関係機関、民間の宅配
事業者や地域住民が連携して、高齢者世帯に対する重層的な見守り体
制づくりに努めている。加えて、高齢者等の交流促進を目的とする地域
サロン活動や市民の自主的な介護予防活動としての「通いの場」の普
及拡大等を通じて、地域の支え合いや見守りの体制づくりを支援してい
る。
　昨年度、開始した住民ボランティアによる『生活支援』は、高齢者を支
える地域の仕組みであり、見守りとしての役割も大きいもので、今年度
から除雪や自動車による付き添い支援等の自主事業を実施する場合
にも運営費を補助することとしており、地域ぐるみでの更なる取り組みを
期待している。
　今後も、このような取り組みの普及拡大等を通じて、お互いに見守り
助け合える地域づくりを推進していく。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

135 H30.8.17 市政懇談会 八幡 商工観光部 商工労政課 若者の定住対策について 　若者が地元に残れる環境としての働く場所がないとか仕事がな
いという事で、若い人は学校を卒業すると都会へ行ってしまう。学
校も東京や仙台でそのまま就職して戻って来ないというのが現状だ
と思う。若者の定住対策はどのようになっているか伺いたい。

　若い人が住んで、少しでも高齢化率が下がれば良いと思う。その一番
の課題が、雇用環境。働く場について全体的には、求人倍率が非常に
高くなっていて、人手不足という状態ではある。東芝メモリをはじめ、
様々な動きがあるので非常に人手不足感はあるが、理科系の大学を卒
業した人などが求める研究や開発系の職場は少ないため、これらの誘
致等が重要と考えており、更に力を入れて参りたい。

　若年者の市内への定住を通じ、高齢化率の減少につなげたいと考え
るが、求人倍率が高止まりであり、人手不足の解消が喫緊の課題であ
る。東芝メモリ㈱をはじめ、県南部を中心に大規模な設備投資やそれに
伴う雇用増を図る動きがあり、人手不足に拍車をかけている状況にあ
る。
今後、既に立地いただいている企業への雇用確保に向けた支援（市内
事業所見学会・説明会の開催、インターンシップ交通費助成、人材確保
に向けた支援メニューの創設など）のほか、引き続き理科系大学を卒業
した学生の就職口となり得る企業の誘致等に取り組んでまいりたい。

136 H30.8.17 市政懇談会 八幡 健康福祉部 長寿福祉課 高齢者（老人クラブ）のボラン
ティア活動について

　八幡地区の老人クラブ連合会の会長をしており、会員は400人弱
いる。ボケないで元気で長生きするのが１番との思いでグランドゴ
ルフに取り組んでいる。
　老人クラブの高齢化というのも変ではあるが、何か行事をやるに
も足腰が痛い動けないと準備も大変ではあるが、何かの力になれ
れば、社会に恩返しをする事も良いのではと思っている。私達も手
助けをさせて頂きたいので、何かの際は声を掛けて頂きたい。

　老人クラブの方々でボランティアに取組んでいくというご意見、有難
い。石鳥谷地域でも研修を行うので、是非参加して頂きたい。ご質問等
あれば随時出向くので、何かあれば声をかけて頂きたい。

　地域における生活支援の担い手である生活支援ボランティア研修を
平成28年度より実施しており、今年度は各地区毎に4回開催した。老人
クラブの方々へは連合会を通して研修への参加を促していくほか、ま
た、2月5日に開催された老人クラブ連合会リーダー研修会においてもボ
ランティア研修について周知を図った。

137 H30.8.17 市政懇談会 八幡 教育部 教育企画課 小学校の統合について 　８月７日の岩手日報に花巻市総合教育会議における大迫及び石
鳥谷地域の小学校をそれぞれ１校ずつにするという記事があった
が、読んでもよく分からないし、当地区の先生に聞いても分からな
いとのことであり、一方的に感じた。１校にするという結論なのか、
また、２年後に実施するという記事なのでタイムスケジュールなど
かなり具体的なものがあるのか等を教えて欲しい。
　八幡小学校は歴史ある学校であり、小学校を中心に何でも動い
て来た訳だが、それがなくなり石鳥谷に１校のみとなれば、地域の
組織形態など色々なものが変わる、変わらざるを得ないのではな
いかと思う。

　子どもたちがお互いに交わりながら、色々な事を学んでいく、そうした
時に望ましい姿とはどういうものなのかと、その様な視点で基本方針
(案)をつくったものである。おっしゃるとおり学校が無くなる事によりコミュ
ニティが崩壊するという危惧があるかと思うが、これは決定事項ではな
く、これから地域の皆さんと議論するための案である。東和町の例を言
えば、東和は６つの小学校を一度に１つに統合した。この時も色々と議
論があり、猿ケ石川で南北に分け河北小学校と河南小学校にした方が
良いのではという意見があったが、東和地域で産まれる子供の数が年
間60～70人では、２つの学校を維持していく事が難しいとなった。通学
に時間が掛からないようスクールバスやスクールタクシーを使い、早く通
学できる様な方法にしながら、学校を１つにした経緯がある。地域の皆
さんが通い子供達も通う学校なので愛着があるのは確かだが、東和で
は週2回の子供達の練習や郷土芸能発表会、野球大会やグランドゴル
フなどで、とにかく人を集めるようにして、空間や場所を忘れないように
一生懸命取り組んでいる。今は望ましい教育環境であるかどうかという
視点で、議論して頂いて解決方策を探って行ければと思う。

　10月に各中学校学区単位での説明会を実施したほか、12月から1月
にかけて、保育園等の保護者会、小中学校ＰＴＡ，地域コミュニティにお
ける出前学習会を実施している。
　その中で、学校の統廃合を行うことを決めたものではなく、これからの
教育環境を検討する上での基本的な考え方を案として示したものであ
ることを説明し、ご理解をいただいている。

138 H30.8.17 市政懇談会 八幡 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
地域振興課

道路（県道羽黒堂二枚橋線）
の草刈りについて

　花巻空港駅口交差点から東側の県道羽黒堂二枚橋線の南（空港
滑走路）側は草刈りをしているが、北（誘導灯）側については、岩手
国体の際は完全に草刈りしていたが、去年今年と草が伸びており
岩手の玄関口として変な感じがする。見栄えが悪いので、道路沿
いの崖の所の草刈りをした方が良いと思う。

　県道沿いの法面であり、県が管理している場所と思われるので県に伝
える。
　（→8/20県土木センターへ支所地域振興課から伝達済み）

　県土木センターから草刈を実施するとの回答があり、その後実施済で
あることを確認している。

139 H30.8.22 市政懇談会 成島 農林部 農村林務課 実効性のある鳥獣被害対策
について

年々クマやシカの出没が増えており、農作物の被害も広範なもの
になってきている。早急に実効性のある有害駆除等の対策が必要
と考えるが、以下のことについて伺いたい。
　①　近隣市町村での被害状況は。
　②　またその防止対策は。
　③　花巻市内における被害状況と対策は。
　④　駆除を行った者に対して報奨金を与えるなど、意欲付けを
図ってはどうか。

①花巻農林振興センター管内の北上市では果樹、豆類、飼料作物の被
害が多く被害額は約3,800千円、西和賀町では水稲、豆類、野菜の被害
が多く被害額は595千円とされている。(県の被害状況調査)
花巻市は、果樹、水稲、雑穀、飼料作物の被害が多く被害額は約86,000
千円となっている。（被害調査は農協や共済等からの聞き取り数値）
②被害防止計画を策定し、鳥獣被害対策実施隊による追い払いや銃や
罠による有害捕獲を行っている。
③花巻市では、花巻市有害鳥獣被害対策実施隊を設置し、国の交付金
を活用し、有害鳥獣の追い払いや有害捕獲を実施するとともに、交付金
が充分でないことから市独自に緊急捕獲としてニホンシカの捕獲に対し
1頭8,000円の補助を予算措置し、昨年度は150頭、1,200千円の実績で
あった。さらに農作物被害防止のため、農家等への電気柵設置に対す
る補助（費用の1/2補助の上限70千円、3名以上の団体3/4の補助　上
限300千円）を行っている。ハクビシンなど小動物の捕獲に有効な罠の
貸し出しも行っている。
④実施隊には、年間の活動に対し報酬を支払っている。また、追い払い
活動や有害捕獲に対し実績に応じて支払いしている。
（年間報酬：12,000円/1人　市単独　隊員数110名、追い払い活動：1,000
円/1hr　、シカ捕獲：8,000円/頭、カラス：200円/羽）

①花巻農林振興センター管内の北上市では果樹、豆類、飼料作物の被
害が多く被害額は約3,800千円、西和賀町では水稲、豆類、野菜の被害
が多く被害額は595千円とされている。(県の被害状況調査)
花巻市は、果樹、水稲、雑穀、飼料作物の被害が多く被害額は約
86,000千円となっている。（被害調査は農協や共済等からの聞き取り数
値）
②鳥獣被害防止計画に基づいて市内に実施隊を組織し、被害発生や
目撃情報が寄せられた際には、追い払いあるいは捕獲活動を実施して
いる。
③花巻市では、花巻市有害鳥獣被害対策実施隊を設置し、国の交付金
を活用し、有害鳥獣の追い払いや有害捕獲を実施するとともに、交付金
が充分でないことから市独自に緊急捕獲としてニホンジカの捕獲に対し
1頭8,000円の補助を予算措置し、昨年度は150頭、1,200千円の実績。
平成29年度の被害状況としては熊が6,802千円、鹿が29,225千円であ
り、今年度の2月末現在の捕獲状況は熊が14頭、鹿が424頭。
対策としましては、農作物被害防止のため、農家等への電気柵設置に
対する補助（費用の1/2補助の上限70千円、3名以上の団体3/4の補助
上限300千円）を行っている。ハクビシンなど小動物の捕獲に有効な罠
の貸し出しも行っている。
④実施隊には、年間の活動に対し報酬を支払っており、追い払い活動
や有害捕獲に対し実績に応じて支払っている。
（年間報酬：12,000円/1人　市単独　隊員数110名、追い払い活動：1,000
円/1hr　、シカ捕獲：8,000円/頭、カラス：200円/羽）

市では今後も実効性のある有害駆除対策に努めてまいりたい。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨
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140 H30.8.22 市政懇談会 成島 東和総合支所 東和総合支所地
域振興課

毘沙門天勝苑と南成島の田
園空間事業で行った場所の
整備と今後の維持保全につ
いて

毘沙門ヤナ付近の景観の維持保全については、これまでも市とコ
ミュニティ会議が連携、協力しながら実施してきたところであり、今
後もこのような形で進めていければ良いと考えている。ついては、
以下のことについて伺いたい。
①　毘沙門ヤナ付近の猿ヶ石川左岸（南成島側）の桜並木と合わ
せて田園空間事業で行った「水車小屋」や「東屋」の今後の維持保
全について。
②　毘沙門橋付近の南成島寄り市道の障害樹木の伐採について。
③　泣き相撲や観光で毘沙門付近を訪れる方々の目を楽しませる
ため、この区域の景観の維持保全について、これまでどおりコミュ
ニティ会議も整備を行っていくので引き続き市の支援をお願いした
い。

①猿ヶ石川右岸（北成島側）の桜並木の剪定作業は、平成27年度から
年間20本程度のペースで実施しており、平成31年度で終了する見込
み。平成32年度からは左岸（南成島側）に着手し、順次剪定作業を行う
予定としている。なお、病害虫防除のための薬剤散布は、両岸及び毘
沙門に隣接する桜植栽地の桜すべてを対象に、地元自治会に委託し毎
年実施している。水車小屋は川を基軸とした歴史や文化、自然などを生
かした交流拠点、都市農村交流などにも活用が期待される施設としてや
すらぎ空間整備事業で平成17年度に整備され、東屋は快適な田園環境
づくりと歴史と文化の継承や新たな観光スポット、ふれあいの場として田
園空間整備事業で平成15年度に整備された施設である。北成島、南成
島の両岸にある桜並木とこれら施設を含め、今後も当地域の景観が多
くの方に喜んでいただけるよう市としても考えていきたい。
②市道において、立木等が繁茂し見通しが悪くなっている場合、当該支
障木が道路敷地内であれば市で伐採するが、民有地であれば、その所
有者に対して伐採するようお願いしている。市道南成島線のご指摘の
箇所は、現地を確認したところ、特に山側の立木の枝が繁茂しているこ
とから、土地所有者に対して伐採をお願いすることとしている。
③ヤナ周辺は、東和地域の有力な観光資源であり、景観保全のため、
堤防除草や桜並木の管理を行うので、引き続き地域のご協力をお願い
したい。

①桜の病害虫防除の薬剤散布は今年度は7月に完了、剪定作業は今
年度は左岸（南成島側）の一部を平成31年3月に実施済み。
②土地所有者に伐採をお願いしていく。
③桜並木を良好な状態で保全していくため今後も継続して病害虫駆除
剤の散布や定期的な剪定作業を実施する。

141 H30.8.22 市政懇談会 成島 東和総合支所 東和総合支所地
域振興課

毘沙門天勝苑の桜の間伐に
ついて

毘沙門天勝苑の桜については、３０年程前に前に植栽され、かなり
大きくなっており、将来にわたって桜並木を維持するために、専門
家の意見を聞きながら間伐を行う必要があると考えているので市
の協力をお願いしたい。

天勝苑の桜並木の素晴らしさは存じ上げており、毎年、毘沙門を訪れる
方々の目を楽しませている。間伐の調査については、東和総合支所で
検討させていただく。

　天勝苑の桜は病害虫防除の薬剤散布や剪定作業を計画的に行って
おり、今年度も景観保全に努めている。また桜の木の間伐については、
今年度、剪定作業を委託している専門業者に調査を依頼し必要な個所
を把握したので、計画的に進める予定である。

142 H30.8.22 市政懇談会 成島 建設部
東和総合支所

道路課
東和総合支所地
域振興課

前郷橋の改修について 猿ヶ石川の中洲にある農地で農作業をしているが、前郷橋の幅員
が狭くて、最近の農業機械では橋を渡ることが難しい状況なので幅
員を広げるなどの改修ができないものか。

河川管理者との協議等も必要であり、現時点では難しいと考える。 河川管理者との協議等も必要であり、現時点では難しいと考える。

143 H30.8.22 市政懇談会 成島 建設部
東和総合支所

道路課
東和総合支所地
域振興課

小通川の管理等について 小通地区を流れる小通川の河道が葦で流れが悪くなっている。自
治会でも草刈り等を行っているが、十分に対応できていない状況で
ある。抜本的に除去してはどうか。

河川の草刈りは自治会にお願いしている部分もあるが、あまりに状況が
悪い場合には市に相談をお願いする。

河川の草刈りは自治会にお願いしている部分もあるが、あまりに状況
が悪い場合には市に相談をお願いする。

144 H30.8.22 市政懇談会 成島 建設部
東和総合支所

道路課
東和総合支所地
域振興課

小通川の管理等について 小通川の上流部が排水路整備でコンクリート側溝になった関係で、
下流部分である小通地区の水量が多くなっていること、また、葦や
堆積物で川の流れが良くないこともあり、水田に流入することが増
えてきた。これまで災害復旧等で数箇所を整備してもらったが、異
常気象等で大雨が増えていることから、下流部からの河川整備に
ついての要望書提出について支所の担当係と相談させていただ
く。

承知した。 土木施設要望書で提出済み

145 H30.8.22 市政懇談会 成島 地域振興部
東和総合支所

地域づくり課
東和総合支所地
域振興課

コミュニティ会議が主催する
生涯学習事業での謝礼につ
いて

コミュニティ会議が主催して行う生涯学習関係の事業で講演等を
行った際の謝礼金の支払い基準について伺う。

市では一定の基準があるが、これがコミュニティ会議主催の事業にあて
はまるかは不明である。迷うような事案がある場合は、地域支援室に相
談してほしい。

　市では、生涯学習関係事業を行った際の講師報償費支給基準を設
け、講師を依頼する際の目安としているが、講演内容等により、その基
準によりがたい場合はあると思う。その場合は、生涯学習課もしくは各
支所地域支援室へ相談いただきたい。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。
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参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

146 H30.9.18 市政懇談会 笹間 地域振興部
教育部

地域づくり課
教育企画課

花巻市まちづくり計画長期ビ
ジョンにおける笹間未来図に
ついて①

　「花巻市まちづくり総合計画長期ビジョン」　に「コミュニティ会議が
作成した地区の長期的な将来像である地区ビジョンを本計画に掲
げ、総合計画と一体で推進します。」とあります。
笹間地区の未来図では、西南中学校周辺に【統合小学校】【産直
青空市（道の駅）】【味噌加工施設】がある。
また小学校統合後、【高齢者対応施設、郷土芸能伝承施設】を掲
載している。
　このような構想をどうとらえているのか。

　花巻市まちづくり総合計画長期ビジョン」においては、それぞれのコミュニティ会議が
まちづくりを進めるにあたり地区ビジョンが資料として掲載されている。コミュニティ会議
が立ち上がり10年以上が経過したが、地域では、地区ビジョンを目標とし、地域課題を
一つひとつ解決に向けて取り組んでいただいている。笹間地区コミュニティ会議では、
「緑豊かな大地　人々を思いやる笹間　～創ろう、守ろう、育てよう～(以下省略)をス
ローガンに、地域の課題として(1)地域産業の振興(2)高齢者・障がい者の福祉、子育て
支援(3)教育振興、文化・スポーツ振興(4)環境保全整備、地域資源の活用を掲げ、地
区ビジョンとされていると認識している。これらの課題は、市としても課題としてとらえて
おり、花巻市まちづくり総合計画長期ビジョンにおいて、まちづくりの基本政策として、
それぞれ「しごと」分野、「暮らし」分野、「人づくり」分野及び「地域づくり」分野等におい
てプランを策定し、地域のビジョンとともに一体で推進している。また、笹間地区の未来
図として描いていただいた絵には、「産直青空市」、「味噌加工施設」、「高齢者対応施
設」などが表現されており、これらは地区の皆さんの思いとして描かれているものと認
識しているが、建物の建設が全てではなく、地区ビジョンの課題の解決によってこのよ
うな「まち」を作り上げていくという地域の皆さんの意思の表れと捉えている。

　少子化の進展は大きな課題となっている。結果、学校の小規模化や複式学級等の
様々な課題が出てきており、平成20年に花巻市立小中学校の学区再編にかかわる基
本方針を示し、当地区でもいろいろ御協議いただいたところ。その後10年を経過し、現
在に至っているが、子どもの数がこの30年間で約半分となり、現在は、7123人。合併後
でも市全体で約2割減少しており、西南地区は、これをやや上回る減少率となってい
る。
　このような状況下で新たな基本方針を、平成27年度から第2期教育振興計画の中で
着手しており、有識者による保育教育環境検討会議や保護者やPTAなどの関係者に
よるワークショップを重ね、いただいた意見も反映させてこの度、仮称花巻市立小中学
校における適正規模適正配置に関する基本方針の案をまとめた。この案では、20年後
の平成50年まで推計値を出しているが、市内の小中学校の児童、生徒数合わせて今
よりも更に1,650人減少する見込みとなっている。
　笹間地区は、現在、笹間第一小が131人だが107人、笹間第二小は18人から9人へ減
少、西南中学校は今142人6学級が85人の3学級程度になる見込み。そうなると、現在
の教育環境を保つのは非常に厳しくなってくると予想される。そこで、この基本方針は
あくまで案の段階だが、10月から中学校区単位で説明会を開催し参加者から意見をい
ただきその意見も踏まえながら時間をかけて検討していきたいと考えている。ぜひ多く
の方々に参加いただき、地区ビジョンとあわせて、西南地区を視野に入れた意見をい
ただきたいと思う。

　花巻市まちづくり総合計画長期ビジョン」においては、それぞれのコミュニティ会議が
まちづくりを進めるにあたり地区ビジョンが資料として掲載されている。コミュニティ会議
が立ち上がり10年以上が経過したが、地域では、地区ビジョンを目標とし、地域課題を
一つひとつ解決に向けて取り組んでいただいている。笹間地区コミュニティ会議では、
「緑豊かな大地　人々を思いやる笹間　～創ろう、守ろう、育てよう～(以下省略)をス
ローガンに、地域の課題として(1)地域産業の振興(2)高齢者・障がい者の福祉、子育て
支援(3)教育振興、文化・スポーツ振興(4)環境保全整備、地域資源の活用を掲げ、地
区ビジョンとされていると認識している。これらの課題は、市としても課題としてとらえて
おり、花巻市まちづくり総合計画長期ビジョンにおいて、まちづくりの基本政策として、
それぞれ「しごと」分野、「暮らし」分野、「人づくり」分野及び「地域づくり」分野等におい
てプランを策定し、地域のビジョンとともに一体で推進している。また、笹間地区の未来
図として描いていただいた絵には、「産直青空市」、「味噌加工施設」、「高齢者対応施
設」などが表現されており、これらは地区の皆さんの思いとして描かれているものと認
識しているが、建物の建設が全てではなく、地区ビジョンの課題の解決によってこのよ
うな「まち」を作り上げていくという地域の皆さんの意思の表れと捉えている。
　少子化の進展は大きな課題となっている。結果、学校の小規模化や複式学級等の
様々な課題が出てきており、平成20年に花巻市立小中学校の学区再編にかかわる基
本方針を示し、当地区でもいろいろ御協議いただいたところ。その後10年を経過し、現
在に至っているが、子どもの数がこの30年間で約半分となり、現在は、7123人。合併後
でも市全体で約2割減少しており、西南地区は、これをやや上回る減少率となってい
る。
　このような状況下で新たな基本方針を、平成27年度から第2期教育振興計画の中で
着手しており、有識者による保育教育環境検討会議や保護者やPTAなどの関係者に
よるワークショップを重ね、いただいた意見も反映させてこの度、仮称花巻市立小中学
校における適正規模適正配置に関する基本方針の案をまとめた。この案では、20年後
の平成50年まで推計値を出しているが、市内の小中学校の児童、生徒数合わせて今
よりも更に1,650人減少する見込みとなっている。
　笹間地区は、現在、笹間第一小が131人だが107人、笹間第二小は18人から9人へ減
少、西南中学校は今142人6学級が85人の3学級程度になる見込み。そうなると、現在
の教育環境を保つのは非常に厳しくなってくると予想される。そこで、この基本方針は
あくまで案の段階だが、10月から中学校区単位で説明会を開催。参加者から意見をい
ただきその意見も踏まえながら時間をかけて検討していきたいと考えている。

147 H30.9.18 市政懇談会 笹間 建設部 道路課 花巻市まちづくり計画長期ビ
ジョンにおける笹間未来図に
ついて②

　（仮称）道の駅西南の周辺環境について、平成28年度は540万
円、29年度は2,860万円で基本構想、基本設計に取り組んで頂い
た。
平成30年度は、当初予算は9,700万円、6月補正5,300万円。今年度
は、実施設計と用地買収などに充てられると聞いており、今年度の
予算も含めて約１億8千万円もの予算が投入される。
　道の駅開設予定地を含む西南中学校周辺は、国土交通省が提
唱する小さな拠点のような地域として整備していくことが望ましいと
考える。
また、人口減少と超高齢化社会でよく言われている、買い物弱者、
交通弱者など日常生活を営む上でも、行政サービスの観点からも
様々な機能が集約されていくことが望まれる。
　笹間未来図には、そういう考えを描いており、笹間駐在所、笹間
振興センターについても、ビジョンに沿って西南中学校周辺にと要
望しており、まちづくり総合計画長期ビジョンのとおり、地区ビジョン
が総合計画と一体的に推進されることを期待している。
　（仮称）道の駅西南についても、笹間地区ビジョン中の【産直青空
市】が具体化されたものと理解したいところであるが、改めて笹間
地区ビジョンが市において認知されているものか伺いたい。

　道の駅は、この施設を核とした地域の連携強化を図り、道路利用者に
安全で快適な交通環境を提供、また、公共交通不便地域による買い物
難民の増加や地域活力や生活サービスの質の低下などの多くの地域
課題を解決するため太田、笹間地区への道の駅の整備を進めている。
市では、道の駅の基本構想を平成28年度に策定し、平成29年度に基本
設計を進めてきた。今年度は、道の駅の実施設計を進めており用地取
得も、ほぼ地権者さんの同意は得られている。今後は用地の取得と一
部造成工事を予定している。
　道の駅の隣接地には、コンビニエンスストアの設置を予定しており、現
在プロポーザル方式によって公募を進めている。今数社から手が挙
がっており、今後、選考を行う予定としている。
　今後も、国及び県へ要望を行っていくが、県は10月に公共事業評価を
予定しており、決まれば来年度予算化へ向けて動くようだ。いずれ、実
施設計を進めてる中で、事業費等について精査し、地域の御支援もい
ただき進めていきたい。

　建設部は一生懸命動いていただいている。ぜひ、地域の方々にも意
思統一いただき団結して支援していただくようお願いしたい。何か要望
がある際は、建設部へ伝えていただくようお願いしたい。

　道の駅は、この施設を核とした地域の連携強化を図り、道路利用者に
安全で快適な交通環境を提供、また、公共交通不便地域による買い物
難民の増加や地域活力や生活サービスの質の低下などの多くの地域
課題を解決するため太田、笹間地区への道の駅の整備を進めている。
市では、道の駅の基本構想を平成28年度に策定し、平成29年度に基本
設計を進め、今年度は、道の駅の実施設計、用地取得を行い、一部造
成工事も進めている。
　道の駅の隣接地には、コンビニエンスストアの設置を予定しており、プ
ロポーザル方式によって公募を進め、予定事業者も決定し、現在予約
契約書の協議を行っている。
　県との設置協定を12月末に締結し、3月には基本協定を締結した。
　実施設計を行ったが、事業費等について精査し、地域の御支援もいた
だき進めていきたい。

148 H30.9.18 市政懇談会 笹間 消防本部 消防本部警防課 笹間地区の救急体制につい
て

　横志田及び尻平川地区は、救急車が到着するのに２０～３０分ほ
どかかる。これだけかかると助かる命も助からない事も起こり得る
が、この地域の救急救助体制について伺う。

　横志田、尻平川地区の平成25年から29年までの5年間における救急
搬送人員は合計53人で年平均10.6人と、当市消防本部全体の搬送割
合の0.24％。また、救急車が現場に到着するまでの消防本部における
平成29年の平均時間は8.5分に対し、当地区は、平成25年から29年まで
5年間の平均時間は17.21分。このため、当地区において救命に支障を
きたすのではという御指摘は理解している。
　現在、当地区への救急出動は、花巻中央消防署から出動し、さらに要
請があった場合は、花巻南温泉分遣所から出動する区分として対応し
ている。救命には心停止の予防に加え、心停止の早期認識と通報、そ
してその場に居合わせた人が行う心肺蘇生法とＡＥＤを活用した一次救
命処置により救急車が到着するまで行う救命処置が非常に大切なた
め、消防本部では、救命に必要な応急手当を広く一般市民へ普及する
ため、応急手当講習会を開催している。また、地理的要因などを含め救
急車の到着まで相当の時間を要すると予想される場合には、119番通
報を受付する通信指令員が、要請内容を聞き取りながら、適切な救命
処置法の説明指導を行っている。
　今後も、現状における理解と協力を得ながら、応急手当講習会を積極
的に受講していただき、救急車が到着するまでの「大切な命の救命リ
レー」を推進していきたい。

　横志田、尻平川地区の平成25年から29年までの5年間における救急
搬送人員は合計53人で年平均10.6人と、当市消防本部全体の搬送割
合の0.24％。また、救急車が現場に到着するまでの消防本部における
平成29年の平均時間は8.5分に対し、当地区は、平成25年から29年まで
5年間の平均時間は17.21分。このため、当地区において救命に支障を
きたすのではという御指摘は理解している。
　現在、当地区への救急出動は、花巻中央消防署から出動し、さらに要
請があった場合は、花巻南温泉分遣所から出動する区分として対応し
ている。救命には心停止の予防に加え、心停止の早期認識と通報、そ
してその場に居合わせた人が行う心肺蘇生法とＡＥＤを活用した一次救
命処置により救急車が到着するまで行う救命処置が非常に大切なた
め、消防本部では、救命に必要な応急手当を広く一般市民へ普及する
ため、応急手当講習会を開催している。また、地理的要因などを含め救
急車の到着まで相当の時間を要すると予想される場合には、119番通
報を受付する通信指令員が、要請内容を聞き取りながら、適切な救命
処置法の説明指導を行っている。
　今後も、現状における理解と協力を得ながら、応急手当講習会を積極
的に受講していただき、救急車が到着するまでの「大切な命の救命リ
レー」を推進していきたい。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

149 H30.9.18 市政懇談会 笹間 総合政策部 防災危機管理課 田沢堤の災害時における避
難情報の伝達について

　笹間地区には、田沢堤もあり震度５強程度で決壊の恐れがあると
言われているが、その際の避難情報の伝達はどのように行われる
のか伺う。

溜池に関する避難情報の発令基準は、花巻市避難勧告等発令伝達マ
ニュアルの中で震度5強以上の地震発生時に災害対策本部を設置し、
横志田、栃内、中笹間、北笹間の四つの行政区に対し避難勧告を発令
することとしている。避難勧告を発令する際は、エリアメール、ＦＭ花巻、
消防団による巡回広報、また、市のホームページ等に掲載。その他に
自主防災組織に連絡し地区内での情報伝達や安否確認といった活動を
お願いしている。
避難勧告の発令後、市で溜池の確認を行い崩壊の危険性があると判
断した場合は、避難指示(緊急)を発令し、同様に伝達を行う。もし避難所
まで逃げる時間がない場合は、例えば建物の2階以上の高い所へ避難
する垂直避難も有効。いずれこの避難勧告等が発令された際に安全に
避難するため、平常時よりハザードマップを全世帯配布しており、こちら
を確認いただき避難する際のコースが浸水するかどうか、マップに日ご
ろから書き込んでおくということも非常に有効である。なお、市で現地確
認した結果、新たな災害のおそれがなく避難勧告の解除を判断した場
合は、先ほど申した各種広報の他、自主防災組織へ連絡することとして
いる。

　溜池に関する避難情報の発令基準は、当日のコメントのとおり変更な
し。
　また、田沢溜池の耐震性について、現在岩手県において調査中であ
ることから、岩手県との連携を密にし、今後の状況について注視してま
いりたい。

150 H30.9.18 市政懇談会 笹間 建設部 道路課 道の駅の防災機能について 　（仮称）道の駅西南は、防災機能を併せ持つ道の駅として構想さ
れ、基本設計では備蓄倉庫１０坪程度想定されているが、もう少し
その機能を充実させることが望ましいと考えている。市の考えを伺
いたい。

　道の駅の基本設計については、昨年度に各地域等で説明会を行い意
見も踏まえ策定しており、おおむね御了承いただいたものと考えてい
る。
　その中で、備蓄倉庫については、道路利用者の一時避難場として想
定しており、今後どのような物を備蓄していくべきか検討を協議してまい
りたいと思っている。いずれ県へ一生懸命お願いをしているが、なかな
か厳しい状況のようだ。

　道の駅の基本設計については、昨年度に各地域等で説明会を行い意
見も踏まえ策定しており、おおむね御了承いただいたものと考えてい
る。
　備蓄倉庫については、道路利用者の一時避難場として想定しており、
今後どのような物を備蓄していくべきか検討を協議してまいりたい。

151 H30.9.18 市政懇談会 笹間 建設部
消防本部

道路課
消防本部総務課

道の駅へのヘリポート開設及
び西南分署の配置について

　消防防災はもとより、救急救助体制と機能の充実強化策として、
道の駅の防災機能充実のためにヘリポートが開設できる施設配置
及び安心安全をつかさどる西南分署（分遣所）の配置が期待される
が市の考えを伺いたい。

　道の駅の予定地には隣接するコンビニエンスストアを計画しており、そ
の範囲については既に農振除外の決定をいただいている。当該予定地
は農振地域となっており容易に範囲を広くするということができない。
よって、現在必要な面積で事業を進めているためヘリポートが開設でき
る施設は考えていない。

　現在花巻市内には消防署、分署、分遣所が6カ所あり、その内花巻地
域には3カ所。中心市街地の材木町に花巻中央消防署、湯本地区に花
巻温泉分遣所、湯口大沢地区に花巻南温泉分遣所が設置されている。
両分遣所には消防ポンプ自動車、救急車が各1台配備され、毎日3名の
職員が交代制で勤務している。
　西南地域は、平坦ではあるが広範囲のため救急車の到着まで北笹間
や轟木だと10分程度、横志田や尻平川は17分程度思われる。近年、救
急車の平均現場到着時間は延伸傾向にあり、当市消防本部の平成29
年の所要時間は、8.5分となっている。
　救急車などの消防車両の現場到着時間を短縮するため、署所を均等
に配置することが望ましいと考えてはいるが、ご提言のあった道の駅へ
の西南分署の配置については、庁舎建設費、車両購入費、人件費など
財政事情により、新庁舎建設は慎重に検討を進めなければならず、現
状では分署を設置することは難しいと考えている。

【建設部】
　道の駅の予定地には隣接するコンビニエンスストアを計画しており、
予定事業者も決定した。その範囲については既に農振除外の決定をい
ただいており、農地転用の許可も頂いた。当該予定地は農振地域となっ
ており容易に範囲を広くするということができない。よって、現在必要な
面積で事業を進めているためヘリポートが開設できる施設は考えてい
ない。

【消防本部】
　現在花巻市内には消防署、分署、分遣所が6カ所あり、その内花巻地
域には3カ所。中心市街地の材木町に花巻中央消防署、湯本地区に花
巻温泉分遣所、湯口大沢地区に花巻南温泉分遣所が設置されている。
両分遣所には消防ポンプ自動車、救急車が各1台配備され、毎日3名の
職員が交代制で勤務している。
　西南地域は、平坦ではあるが広範囲のため救急車の到着まで北笹間
や轟木だと10分程度、横志田や尻平川は17分程度思われる。近年、救
急車の平均現場到着時間は延伸傾向にあり、当市消防本部の平成29
年の所要時間は、8.5分となっている。
　救急車などの消防車両の現場到着時間を短縮するため、署所を均等
に配置することが望ましいと考えてはいるが、ご提言のあった道の駅へ
の西南分署の配置については、庁舎建設費、車両購入費、人件費など
財政事情により、新庁舎建設は慎重に検討を進めなければならず、現
状では分署を設置することは難しいと考えている。

152 H30.9.18 市政懇談会 笹間 地域振興部 地域づくり課 花巻市まちづくり計画長期ビ
ジョンにおける笹間未来図に
ついて③

　当地区のまちづくりビジョンについては、市でも理解し花巻市まち
づくり総合計画長期ビジョンと一体で推進していくという考えでよい
か。

　花巻市まちづくり総合計画長期ビジョンは、私の就任前にできたもの
だが、文言を見るとあまり明確ではない。ここでは各地区の将来像や基
本理念など、計画の基本文の記載はあるが、市がそのとおり実施すると
は、あまりはっきり記載されていない。
　そもそも各27地区のコミュニティビジョンに各々の未来図について建物
一つ一つ検討し精査することはできていなかったと思う。
　いずれ、道の駅で地域で作られた物を売るという発想もその中の一つ
であり、地域の方々に御協力いただきながら市も実現に向けて動いて
いるというのは間違いない。

　それぞれのコミュニティ会議がまちづくりを進めるにあたり地区ビジョ
ンを掲げ、地域課題の解決に向けてこれまで取り組んでいただいてい
る。花巻市まちづくり総合計画長期ビジョン」においては、それぞれの地
区で策定したビジョンを掲載したものであり、計画策定時においては、
27地区それぞれのビジョンで未来図に描かれた建物一つ一つについて
検討し精査することはできていなかったと思うが、道の駅は地域で作ら
れた物を売るという発想で地区ビジョンの中の一つであり、地域の方々
に協力いただきながら市も実現に向けて動いているという事業である。

153 H30.9.18 市政懇談会 笹間 建設部 道路課 道の駅の運営について 　道の駅は、市民や観光客がたくさん来て賑わう道の駅となってほ
しい。そのためには完成後に計画的な運営や将来的に安定経営を
続けていくための組織作りが必要だと思う。

　道の駅の運営については、地域の行政区長の方々とも色々相談させ
ていただいているが、いずれ西南地域を中心とした方々に会社を起ち
上げ運営していただきたいと考えている。道の駅は産直とは違い公共的
な部分もあることから一部の維持管理は、市が指定管理でお願いする
部分もあると思う。

　道の駅で何を売るのかについては、店舗を運営する管理会社が決
まった段階で、色々アイディアを出していただき、経営として成り立つの
であれば非常に良いと思うが、道の駅の管理運営は、あくまで地域の
方々で考えて、赤字ではなく利益を出すことを第一に運営していただき
たいと思っている。

　道の駅の運営については、地域の行政区長の方々とも色々相談させ
ていただいており、西南地域を中心とした方々に会社を起ち上げ運営し
ていただきたいと考えている。道の駅は産直とは違い公共的な部分もあ
ることから一部の維持管理は、市が指定管理でお願いする部分もある
と思う。

　道の駅で何を売るのかについては、店舗を運営する管理会社が決
まった段階で、色々アイディアを出していただき、経営として成り立つの
であれば非常に良いが、道の駅の管理運営については、地域の方々で
考えて、赤字ではなく利益を出すことを第一に運営していただきたい。
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154 H30.9.18 市政懇談会 笹間 建設部 道路課 道の駅への道路情報施設の
配置について

　道の駅は、北上市の工業団地へ通勤する方も多く利用する道路
沿いにできることから、道の駅に道路や防災情報の拠点という位置
付けとなることを岩手県に提言すれば東芝などの大手企業に通勤
する方々の安全確保という観点からも、本気となって考えてくれると
思う。

　今回の道の駅は、道路情報等の情報発信の施設は、県で造ることと
なる。他の道の駅でも道路情報については、随時出るようになってお
り、同様に北上市だけではなく、県内への道路情報等がわかるような形
となるよう県へお願いしてまいりたい。

　今回の道の駅は、道路情報等の情報発信の施設は県で整備すること
となる。他の道の駅でも道路情報については、随時出るようになってお
り、同様に北上市だけではなく、県内への道路情報等がわかるような形
となるよう県へお願いしてまいりたい。

155 H30.9.18 市政懇談会 笹間 総合政策部 防災危機管理課 田沢溜池への監視システム
の設置について

田沢溜池に行く道路は、あまり整備されておらず、災害時に現地に
行くと二次災害の危険性があると思う。堤防に監視できる機器を設
置することで、現地に行かなくても状況がわかるようなシステムを
導入することも検討してみてはどうか。

御意見をいただいたとおり、溜池に行くための道路状況はあまり良くな
いことは承知しており、溜池の管理者とも協議をしながら、どのような形
が良いのか検討していきたい。

　現段階において、監視カメラの設置が考えられるが、現地には電気が
通っていない状況であることから、田沢ため池の堤防の状況を確認でき
る方法を今後も検討してまいりたい。

156 H30.9.18 市政懇談会 笹間 健康福祉部 地域福祉課 子どもの貧困対策について 現在、子どもの7人に1人は貧困といわれておりとても多いと感じて
いる。だが、笹間に住んでいるとあまり実感はないが、花巻市の子
どもの貧困実態について市ではどの程度把握しているのか。

　全国的に子どもの貧困は大きな問題となっているが、岩手県では実態
が把握出来ていなかった。そこで、岩手県が中心となり子どもの実態調
査を大規模に行い現在集計中。この集計結果がまとまれば、子どもの
貧困の実態についても状況が見えてくるだろう。現在、市でも子育てに
関する様々な事業を行っているが、この結果を県からお聞きした上で、
市内でも、地域毎や養育環境などの様々な要因があることから、実態を
踏まえながら分析し、将来的なことも見据えながら対策を検討していき
たい。
　また、地域で経済状況が厳しい家庭等の情報があれば、教育委員会
に情報提供いただければ保育園、学校とも連携しながらサポートしてい
きたいと思うのでよろしくお願いしたい。

　全国的に子どもの貧困は大きな問題となっているが、岩手県では実態
が把握出来ていなかった。そこで、岩手県が中心となり子どもの実態調
査を大規模に行い、２月末に単純集計結果（速報値）が公表された。２０
１９年７月には最終報告書の取りまとめを予定している。この集計結果
がまとまれば、子どもの貧困の実態についても状況が見えてくるだろう。
現在、市でも子育てに関する様々な事業を行っているが、この結果をも
とに、市内でも地域毎や養育環境などの様々な要因があることから、実
態を踏まえながら分析し、将来的なことも見据えながら対策を検討して
いきたい。

157 H30.9.18 市政懇談会 笹間 農林部 農村林務課 鳥獣対策について 　今年は、熊の出没が多く、田んぼで農作業をしていると鹿が道路
を横切っていくのをよく見かける。熊が出没すると消防団でも注意
喚起をしているようだが、市内の熊や鹿などの捕獲状況について
伺いたい。

　熊は県から権限をいただいている枠があり、罠を仕掛ける等して捕獲
している。石鳥谷地域や北上山地へ多く出没してるようだが、子どもの
通学に危険がおよぶ場合は、別途県から許可をもらい捕獲している状
況。
　鹿の捕獲については、国からの補助金と市の単独予算で対応してい
るが、平成29年度は、雪が多く猟友会の協力体制が図られたこともあ
り、多くの鹿を捕獲することができた。今後も国からの補助金や必要に
応じて市単独予算を増額する等して捕獲するための予算は確保した
い。だが、猟友会の人数も限られており、確保できる数には限界があ
る。特に北上山地に多く鹿が出没していることから罠を多く仕掛けて捕
獲しようとする動きもあるようだ。いずれ、市でも多くの鳥獣を捕獲する
ためにできる限り支援していきたい。

　市では、鳥獣被害防止計画に基づいて市内に実施隊を組織し、被害
発生や目撃情報が寄せられた際には、追い払いあるいは捕獲活動を
実施している。人身被害の恐れがあるツキノワグマについては、関係機
関と連携しパトロールや広報活動、ホームページも活用し、広く情報を
お知らせしながら被害防止に努めている。
　花巻市では、花巻市有害鳥獣被害対策実施隊を設置し、国の交付金
を活用し、有害鳥獣の追い払いや有害捕獲を実施するとともに、交付金
が充分でないことから市独自に緊急捕獲としてニホンジカの捕獲に対し
1頭8,000円の補助を予算措置し、昨年度は150頭、1,200千円の実績。
　また、ツキノワグマやニホンジカによる農作物被害を防止するため、
電気柵の設置に対する助成も行っており、個人に対しては、購入費の2
分の1の補助率で上限7万円、団体では、4分の3の補助率で上限30万
円を補助している。
2月末現在の捕獲状況は熊が14頭、鹿が424頭。

　今後も関係機関と連携を図りながら、ＩＣＴ技術を活用するなど効果的
な捕獲に努めてまいりたい。

158 H30.9.25 市政懇談会 大迫 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

今後の日本ワインフェスティ
バル開催について

　大迫の中心市街地活性化のために、日本ワインフェスティバルが
必要と考えるが、来年の開催について伺いたい。

　日本ワインフェスティバルは、昨年初開催して大変好評を得たので、
今年度も、大迫を中心とする岩手県がワインの産地だということを大迫
から発信し、さらには大迫の町なかの商店街で日本ワインのイベント開
催することで町なかの活性化に結びつけたいとの目的で開催した。
　このイベントは大迫地域の中心市街地の賑わいのために有効だと認
識しており、実行委員会やワイナリーの方々などから、来年の開催につ
いて前向きなご意見をいただければ、市としてそれを大いに支援してい
きたい。

　日本ワインフェスティバル花巻大迫2019は、平成31年5月25日（土）～
26日（日）に開催決定。北海道から関東・甲信越までの41ワイナリーが
参加し、各ワイナリー自慢の日本ワインを提供する。特にも大迫の街の
賑わいを創出することを目的としており、日本ソムリエ協会会長「田崎真
也」氏によるトークショーなど趣向を凝らしたステージイベントを計画して
いる。

159 H30.9.25 市政懇談会 大迫 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

ワインフェスティバル開催範
囲について①

　イベントが限られた範囲で開催されているが、より地域の商店街
活性化になる取り組みになるように願いたい。

　今までの２回のイベントの場所は、仲町交差点から大迫交流活性化セ
ンターまでの市道を車両通行止めにして開催した。盛岡や花巻北上か
らの送迎バスの利用客と、駐車場やワインシャトーからのシャトルバス
の利用客を町の中心部まで運ぶためには、川原町や仲町の交差点か
ら下町方面までを交通規制することは極めて難しいと考えている。
　２回目の今回は、会場から約100ｍ離れた信用金庫前をシャトルバス
の乗降場所とし、そのバスを利用した来場者が、交通規制をしていない
商店街を歩いて通るような流れを工夫したが、今後も、皆さんからのご
意見をいただきながら、町なかに賑わいが広がっていくことを考えたい。

　この件について、実行委員会において協議していただいたが、イベン
ト参加者の安全を第一に考えるために、川原町など交通規制ができな
い道路上のイベントを行うことは難しいのではないかとの意見だった。
例えば、空き店舗などを活用し、歩行者に危険がないような賑わいが広
がることを今後も検討する。

160 H30.9.25 市政懇談会 大迫 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

ワインフェスティバル開催範
囲について②

　日本ワインフェスティバルは、大迫にワインまつり以外でお客さん
が来てくれる素晴らしいイベントであり、皆さんに楽しんでいただい
ていると思うが、今後は、中心市街地の活性化という面では、中心
市街地のなかで、もう少し会場を分散してお客様に町並みを歩いて
いただけるようなエリアをつくったほうがいい。
　例えば、川原町公民館のあたりまでをエリアにして、お客さんに
散策してもらい、商店の人は自分の店の前に出店して賑わいに一
役買ってもらうようなこと。
　交通の件は、大迫バイパスのＪＡスタンドから入って、柳橋のとこ
ろをバスの乗降場所にし、そこからお客さんに歩いてもらってもい
いと思う。

　今までの２回は集中して１ケ所で行うことにより、大迫の町なかにおけ
るイベントの賑わいを全国に発信してきた。
　今後は、町なか、例えば川原町のほうに分散してという考えもあると思
うが、分散開催すれば実行委員や支所職員では対応しきれなくなると思
うので、商工会議所など地域の方々と協議しながら、町なかの賑わい拡
大を目指していきたい。

　今までの2回は集中して1ケ所で行うことにより、大迫の町なかにおけ
るイベントの賑わいを全国に発信してきた。
　今後は、町なか、例えば川原町のほうに分散してという考えもあると思
うが、分散開催すれば実行委員や支所職員では対応しきれなくなると思
うので、商工会議所など地域の方々と協議しながら、町なかの賑わい拡
大を目指す。
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161 H30.9.25 市政懇談会 大迫 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

ワインフェスティバルへの地
域の取り組みについて

　商店の方々が協力してワインフェスティバルを盛り上げたいが、
地域としてどのようなことができるか。

　このイベントを今後一層盛り上げるためには、多くの方々がかかわっ
ていくことが大切だと思う。そのために、商店街をはじめ大迫地域の住
民の方々にも参画していただいて、さまざまな形の連携が図れるよう、
今後、実行委員会で協議を進めていきたい。

　このイベントを今後一層盛り上げるためには、多くの方々がかかわっ
ていくことが大切だと思う。そのために、商店街をはじめ大迫地域の住
民の方々にも参画していただいて、さまざまな形の連携が図れるよう、
今後、実行委員会で協議を進める。

162 H30.9.25 市政懇談会 大迫 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

イベント企画の際の日程調整
について

　市では、イベントの重複が多いと思う。事前に重複とならないよう
な対策を、イベントを企画する実行委員会の方々に考えていただき
たい。

　日本ワインフェスティバルは、昨年は消防演習と重複したが、今年は、
消防演習を避けて５月下旬に開催した。来年も開催する場合には既存
の行事と極力重複しないように進めたい。

　日本ワインフェスティバルは、平成29年度は消防演習と重複したが、
平成30年度は、消防演習を避けて5月下旬に開催した。平成31年度開
催の場合には既存の行事と極力重複しないように進める。

163 H30.9.25 市政懇談会 大迫 大迫総合支所 大迫総合所地域
振興課

大迫バスターミナルにつて 　岩手県交通のバスターミナルがなくなっても、石鳥谷線や花巻線
は残るので、当然休憩所が必要だと思うが、市では待合室を作る
計画はないか。

　岩手県交通では、12月末で内川目・外川目路線を廃止すると同時に、
大迫バスターミナルを閉鎖し１月以降解体すると聞いている。
　現在のバスターミナルがなくなった後、隣接する個人商店から、お店の
一角を待合スペースに提供してもよいというお話をいただいたので、１
月以降は、そこでバスを待つことが出来ると思う。また、バス利用者のた
めに仮設トイレの設置を予定している。待合所を設置することについて
は内部で協議を始めている段階。

　岩手県交通㈱では、、平成30年12月29日で内川目・外川目路線を廃
止すると同時に、大迫バスターミナルを閉鎖し、平成31年2月末までに
解体を完了し、土地所有者へ返還した。
　バスターミナル閉鎖に伴い、隣接する個人商店の一角を借り、仮設の
待合所として活用させていただいているほか、花巻信用金庫大迫支店
駐車場の一角を借用し、仮設トイレを２基設置して、待合所機能を維持
しております。
　公共交通を利用される方がバスの待ち時間を安全で安心して過ごせ
るよう、車いすでも対応できる多目的トイレを併用したバス待合所を整
備する計画で進めている。規模にあっては、現在検討中である。

164 H30.9.25 市政懇談会 大迫 教育部 教育企画課 小中学校の統合について 　数ケ月前に、各地区の小中学校の統合についての話があったと
記憶している。大迫は、中学校一つ、小学校一つとのことであった。
現実的に、内川目小学校、亀ケ森小学校とも二十数人の規模と
なっている。今後、統合も近いかと思うが、いつ頃の段階でそういう
方向性が出てくるのか。

　今の時点で何年度に統合ということではない。
　現在の児童数は、大迫小学校で91人、内川目小学校が23人、亀ケ森
小学校が22人である。やはり学校であるので、子ども達にとって望まし
い教育ということで議論の素材としてお出ししたところである。このことに
ついては、地域で様々なご意見もあると思うので、今後、中学校の学区
単位で説明会を開催していくが、地域で希望があれば、さらに小さい単
位でご説明をしながら、花巻の子供たちが健やかに育っていくためのご
意見をいただいていきたい。

　10月に各中学校学区単位での説明会を実施したほか、12月から1月
にかけて、保育園等の保護者会、小中学校ＰＴＡ，地域コミュニティにお
ける出前学習会を実施している。
　その中で、学校の統廃合を行うことを決めたものではなく、これからの
教育環境を検討する上での基本的な考え方を案として示したものであ
ることを説明し、ご理解をいただいている。

165 H30.9.25 市政懇談会 大迫 建設部 建築住宅課 空き家に住みついた小動物
について

　昨年の懇談会でも話題となったが、空き家に小動物が入り込ん
で、近隣の住宅等に被害が出てきていると聞いている。こういった
場合の相談先が分からない方が多い。どこに相談すればいいか教
えていただきたい。

　いわゆる危ない空き家等については、特定空き家として行政代執行で
きる場合があるが、それはよほど危ない場合である。空き家には、実際
住んでいなくても持ち主という方が存在している場合があり、市で簡単
に解体は出来ない。
　空き家の近隣の方が、空き家への小動物の出入りを覚知した場合、そ
の小動物が危害を及ぼすようなものとの認識であれば、一旦、建設部
の建築住宅課にご相談をいただきたいと思う。支所を通じてでもいいの
で、まずは相談していただきたい。

　市で把握している空家等や、新たな空家で所有者や近隣住民等から、
苦情があった場合は現地を確認するとともに、管理が不十分と見受けら
れた場合は、その所有者等に対して「適正な管理のお願い」の文書を送
付し、空家等の適正な管理を促している。
　空家等は、基本的には所有者等の個人財産であり、その管理は自ら
行うことが原則。
　空き家についての苦情や相談がある場合は、建築住宅課に連絡をお
願いしたい。

　後日、伺った箇所の空家については、その所有者等に対して「適正な
管理のお願い」の文書を送付し、空家等の適正な管理を促した。その
後、建物の解体を確認している。
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166 H30.9.28 市政懇談会 湯本 健康福祉部 長寿福祉課 介護予防・生活支援サービス
事業について

　当地域では、これから「介護予防・日常生活支援総合事業」を取り
組んでいく予定であるが、まだまだ地域では本事業について知られ
ていない。この機会にお集まりの方々に概要についてお話し頂きた
い。

 　平成29年4月に開始した「介護予防・日常生活支援総合事業」は、地域の支え
あいにより介護予防や日常生活の自立支援を目指すもので、「介護予防・生活支
援サービス」と、「一般介護予防事業」の2つからなっている。
　「生活支援」は、要支援認定者など生活機能が低下している方に対し、日常生
活の支援を行うもので、従来の訪問介護・通所サービスの内、掃除やゴミ出しなど
利用者の体に触れない簡易な支援について、民間事業者やNPO団体に加え、所
定の研修を受けた住民ボランティアが支援を提供できるものである。現在、花巻地
域では宮野目地区、笹間地区、太田地区、高松第三行政区、大迫地域では亀ケ
森地区、石鳥谷地域では、八日市地区、八幡地区の合計7つの地区においてボラ
ンティア組織が立ち上がり、生活支援に取り組んでいただいている。
　現在、住民ボランティアによる生活支援利用者は市内全域で24名。登録者数は
157名で内湯本地区は10名と利用者、登録者ともまだ少ない状況である。湯本地
区においては、早くから『生活支援』の取り組みを検討いただき、9月4日には「湯本
地区介護予防・日常生活支援総合事業の実行委員会」を開催し、今年度中の
取り組み開始を目指していると伺っている。
　『生活支援』は、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯が増え続ける中、住み慣れた
地域で暮らし続けるための住民同士の支えあいの仕組みであると同時に、地域に
おける生活支援の充実・強化と高齢者の社会参加が一体的に図れるものである。
　今年度より、「除雪」や「自動車による買い物、病院等への付き添い」等のサービ
スを新たに加え、その運営費に対し、市が補助を行う制度を創設したところであり、
地域ぐるみでの更なる取り組みが期待できるものと考えている。「生活支援」につい
ては、ご近所同士の支えあいの仕組みとして、今後も普及拡大に向け周知を図る
とともに地域の団体の組織化についても支援していきたい。
　また、一般介護予防については、湯本地区でも通いの場として、10カ所で行ってい
る元気でまっせ体操を中心とした地域の自主的な活動を支援している。こうした通
いの場を中心とした介護予防の活動も今後、市全域に広めてまいりたいと思ってい
る。

　昨年度開始した「介護予防・日常生活支援総合事業」は、地域の支え
あいにより介護予防や日常生活の自立支援を目指すもので、「介護予
防・生活支援サービス」と、「一般介護予防事業」の2つからなっている。
　「生活支援」は、要支援認定者など生活機能が低下している方を対象
に、民間事業者やNPO団体に加え、所定の研修を受けた住民ボラン
ティアが日常生活の支援を提供できるもので、平成31年2月末現在、7
つの地区でボランティア組織が立ち上がり、201名の住民ボランティアに
登録いただいている。
　『生活支援』は、住民同士の支えあいの仕組みであると同時に、地域
における生活支援の充実・強化と高齢者の社会参加が一体的に図れる
ものである。今年度より、「除雪」や「自動車による買い物、病院等への
付き添い」等のサービスを新たに加え、その運営費に対し、市が補助を
行う制度を創設し、地域ぐるみでの更なる取り組みが期待できることか
ら、住み慣れた地域で暮らし続けるためのご近所同士の支えあいの仕
組みとして、今後も普及拡大に努めていく。
　また、一般介護予防については、平成31年2月末現在で市内102か所
に立ち上がっている通いの場における、元気でまっせ体操を中心とする
住民の自主活動を支援している。今後も、通いの場の拡大に努めなが
ら地域の自主的な介護予防の取り組みを支援していく。

167 H30.9.28 市政懇談会 湯本 健康福祉部 長寿福祉課 今後の高齢化について 　花巻市の高齢化率は何％か。また、今後も高齢化は進むと思う
が、市ではどのような認識か。

　高齢化率は、平成30年3月末時点で33.2％。高齢化の状況について
は、65歳以上の方は、概ね頭打ちだが、75歳以上の高齢者の方は、団
塊世代の多くが2025年に75歳を迎えるため、今後更に増えていく見込
み。やはり高齢者の方々にはいつまでも元気でいただきたいが、介護保
険が必要になった方には、各々必要に応じて十分なサービスを提供し
支援していきたいと思っている。

　今、平均寿命は男性が約80歳、女性は約86歳。今後は更に平均寿命
が延びると言われている。それに伴い高齢者のための予算は今後も10
年以上は増え続けると思うが、特に介護の担い手不足が深刻で、いつ
まで維持できるものか大変な問題。特に東京では深刻な問題で、国も外
国人就労者については、介護のほか様々な分野で拡大する方向で本
格的に動いている。
　70歳を過ぎても元気な方は、地域のために必要なサービスを提供して
いただくことで年金のほかに収入も得られる。やはり地域で支えあいな
がらお互いに上手く回る仕組みを考え取り組んでいく必要があると思っ
ている。

　当市の高齢化率は、平成30年9月末時点で33.4％。団塊世代の全て
が多くが75歳以上となる2025年に向け、今後更に高齢化が進展し、介
護サービス利用者も増加する見込みである。
　市では、介護保険の必要な方には、必要なサービス提供し支援を行う
ことに併せ、介護保険料の負担増を抑えるため、昨年度より、高齢者が
住み慣れた地域で、健康で自立した生活を送るため「介護予防・日常生
活支援総合事業（以下、総合事業）」に取り組んでいる。
　「総合事業」は地域の仕組みづくりにより、介護予防や日常生活の自
立支援を目指すもので、『生活支援』として住民ボランティアが支援を提
供できるものである。『生活支援』は、住民同士の支えあいの仕組みで
あると同時に、地域における生活支援の充実・強化と高齢者の社会参
加が一体的に図れるものである。
　今後も、何歳になっても、住み慣れた地域で安心して生活していただ
けるよう、質の高い介護サービスの総合的な提供に努めるとともに、
サービス利用の適正化推進に向け、各地域の支えあいの仕組みであ
り、元気な高齢者の方が地域で活躍できる『生活支援』の体制づくりを
支援していく。

168 H30.9.28 市政懇談会 湯本 健康福祉部 長寿福祉課 生活支援の効果的な周知に
ついて

　介護予防・日常生活支援総合事業については、これまで何度か
説明を聞いてきたが、話だけではわかりづらい部分もある。例え
ば、実際に他地域で取り組んでいる事例の映像や写真を地域の説
明会の際に見せる等することで、視覚的にもわかりやすく伝わると
思うがいかがなものか。

　やはり画像や映像を使って説明したほうがわかりやすいことから担当
課で検討したいと思う。

　10/1号の広報で、はなまきファミリー・サポート・センターの取り組みに
ついて紹介する記事を掲載しているが、活動の様子を写真を多く使うこ
とで視覚的にも分かりやすくなっており、同様に、生活支援の様子につ
いても写真を掲載している。他にも何か気づいたことがあれば遠慮なく
担当課まで意見いただければと思う。

　介護予防・日常生活支援総合事業における『生活支援』について
は、、これまで説明会や市広報、HP等で普及啓発を行ってきたが、新し
い仕組みであり制度の周知が進んでいないことから、取り組み地区、利
用者ともにまだまだ少ない状況である。
　『生活支援』については、住民同士の支えあいの仕組みであると同時
に、地域における生活支援の充実・強化と高齢者の社会参加が一体的
に図れる有効な仕組みであるが、理解が難しい部分もあることから、実
際の取り組み事例を映像や写真等で紹介する等、わかりやすく伝える
工夫に努めながら、今後も普及拡大に努めていく。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

169 H30.9.28 市政懇談会 湯本 健康福祉部 長寿福祉課 介護予防の取り組みについ
て

　体が弱ってからの支援も必要なことは承知しているが、いつまで
も元気で生活するためには、特に予防に力を入れるべきだと思う。
先ほど、元気でまっせ体操の取り組みについてはお聞きしたが、他
に市で取り組んでいる介護予防についてお聞きしたい。

　市では、介護予防の取り組みとして、通いの場において大阪の元気で
まっせ体操を中心に積極的に推進している。市内では102個所、約2,000
名以上の方がそれぞれの地域で活動していただいており、今後もさらに
普及に努めていきたい。
　もう一つは、様々な介護事業所にお願いしているのが、体力をつける
ために機械を使った介護予防事業を実施している。だが、あまり周知が
図られていない部分もあるため、今後も介護予防事業については周知
を図り積極的に取り組んでいきたいと思っている。

　なお、湯本地区は、通いの場が10個所あるが、他に高齢者が集う場に
おいて、介護予防の取り組みについて様々指導させていただいている。
参加者の男女比は女性が約8割超、男性が2割弱。平均年齢は、女性
が76歳、男性が77.3歳。国では75歳以上の通いの場への参加率を1割
と目標としているが、花巻市は1割以上となっている。

　やはり通いの場には、男性の参加者が、余り多くないようだ。早稲田
大学が埼玉県の本庄市民を調査した結果によると、農家世帯は非農家
世帯に比べ健康寿命が10歳長いとのこと。やはり日ごろから体を動かす
ことで健康寿命への影響が大きいようだ。介護予防のためにも女性は
日頃から家事等をすることで体を動かす機会も多いと思うが、男性は、
家庭菜園や草刈りや地域活動になるべく参加するなどして体を動かして
もらい、長く健康でいただければと思う。

　市では、地域における介護予防の柱として、大東元気でまっせ体操を
中心に活動する通いの場の拡大を推進しており、平成31年2月末現在、
市内全域で102箇所で立ち上がり、2,000名以上の方に活動いただいて
いる。また、市内の介護事業所に委託し、軽体操や認知症予防等の介
護予防教室を開催しているほか、高齢者用トレーニングマシンを利用し
た高齢者の筋力の維持・向上の介護予防事業等を実施している。
　今後も、地域活動と介護予防の推進として、通いの場の拡大に努める
とともに、介護予防事業に取り組んでいく。

170 H30.9.28 市政懇談会 湯本 健康福祉部 地域医療対策室 総合花巻病院の医療体制に
ついて

　総合花巻病院が建設中だが、入院しても中部病院のようにすぐ
退院を促されることにはならないのか心配している。やはり、治療
が必要な患者はある程度の期間は入院して体を静養することが必
要だと思う。総合花巻病院はそのような病院にお願いしたいと思っ
ている。

　総合花巻病院は、基本的に例えば中部病院で手術を受けた方が数日
で退院させられた際に、再入院してある程度の体力がつくまで病院に居
られるような主に回復期を担う体制となる。
　また、地域包括ケアということで、家庭で過ごしている方が体調を崩し
た際や、同じ敷地内に老人ホームを併設していることから入居者が体調
を崩した際は、病院で受け入れる体制が構想として出来ている。構想を
作る際は、岩手医大の理事長や中部病院の院長など医療関係者からも
意見をもらい地域に必要な病院ということで理解いただいている。

　総合花巻病院では、平成28年12月から地域包括ケア病床を設け、入
院治療を終えた後に在宅の生活へ復帰するまでの準備を必要とする患
者等が利用している。
　総合花巻病院移転新築整備基本構想において総合花巻病院は岩手
医大附属病院や県立中部病院との病院機能の連携を行い、主に回復
期を担う病院を目指すことに加えて地域包括ケア病床を増やして整備
するとしており、現在、施設建築中である。

171 H30.9.28 市政懇談会 湯本 建設部 道路課 土木要望について 　土木要望の提出期限が9月末となっているが、前年度要望した分
の市からの回答が7月末頃と遅く、地域内で取りまとめする期限が
あまりない。予算は、議会の承認が必要であることから、ある程度
の時間を要するのは理解できる。しかしながら、3月議会後には新
年度の予算の状況は分かると思われる。方向性だけでも良いので
もっと早く地区へ説明いただけないものか。

　市の新年度予算は3月定例議会後には分かるが、道路整備には国か
ら社会資本整備総合交付金と防災安全交付金が必要。ここ数年は、国
からの交付金が潤沢にきているが、国から交付金の内示があるのは例
年6月末頃となっている。また、次年度の予算要求も10月頃から取り掛
かることから、例年市からの回答は7月頃となり、次年度の要望は9月末
までに市に提出いただく必要がある。よって、スケジュールはなかなか
変えることはできない。建設部の職員はとても頑張っており、決して怠け
ているわけではない。お気持ちはよく分かるが、ぜひ協力をお願いした
い。

　市の新年度予算は3月定例議会後には分かるが、道路整備には国か
らの交付金である社会資本整備総合交付金と防災安全交付金を活用
している。国からの交付金の内示は3月末であり、内示結果を市の予算
に反映させるため、6月補正予算にて実施路線の事業内容の詳細が確
定することとなる。このことから例年7月に各地区へ実施箇所の説明をし
ているところであり、今後も説明可能となった時点で速やかに説明でき
るよう努める。

172 H30.9.28 市政懇談会 湯本 健康福祉部 長寿福祉課 生活支援事業の取り組み状
況について

　湯本地区では、「生活支援」のためのボランティア団体を起ち上
げるべく社会福祉協議会からも支援いただき動きはじめているが、
事務所や人員配置などの予算もなく、現時点で利用者も少なく余り
需要がないと感じる部分もある。実際問題として、どうスタートして
いったら良いものか、まだ多くの課題があると感じているが、既に取
り組んでいる他地区の実態などお伺いしたい。

　現在、生活支援サービスの利用者は24名。利用者が一番多いのはシ
ルバー人材センターが14件程で全て東和地区。地域では、宮野目や八
幡等で取り組んでいただいているが、まだまだ少ない状況。理由として
は、この制度ができる前からの利用者は、従前の事業所を引き続き利
用していること。また制度の周知が進んでいないということもあるが、逆
に地域の方々に余り迷惑をかけたくないという思いの方もいるようだ。
包括支援センターや市役所に相談があった際は、周知をしているが、な
かなか利用者が増えていないのが実態。実際にサービスの様子を見て
みたい場合は、長寿福祉課に相談いただきたい。なお、実際に行われ
ているサービスの多くは掃除やゴミ出しがほとんどであることから、地域
の方々にとっては、簡単にお手伝いできる部分と思っている。
　まだ、利用実績は少ない状況だが、地域の方々とも懇談会を行ってい
ることから、地域の様々な事情や課題についてはお聞しており、市から
も情報提供できればと思っている。よろしくお願いしたい。

　現在、生活支援の取り組みとして、宮野目や八幡地区等で取り組んで
いただいているが、まだまだ利用者が少なく、従前からの事業所を引き
続き利用している方が多い状況。理由としては、制度の周知が進んでい
ないということもあるが、逆に地域の方々に余り迷惑をかけたくないとい
う思いの方もいるようである。なお、実際に行われているサービスの多く
は掃除やゴミ出しがほとんどであることから、地域の方々にとっては、簡
単にお手伝いできる部分と思っている。
　生活支援については、まだ、利用実績は少ない状況だが、地域の
方々とも懇談会を行っていることから、地域の様々な事情や課題につい
てはお聞しており、市からも情報提供に努めながら、地域の取り組みを
支援していく。
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173 H30.9.28 市政懇談会 湯本 健康福祉部 長寿福祉課 生活支援事業の他地域での
取り組みについて

　この生活支援事業は本当に献身的に取り組んでみようというボラ
ンティア精神がないと、実際は始めることが難しいと思うが、現在、
既に取り組んでいる他地区の団体はどのような方々が中心となっ
ているのか。

　現在、市内7カ所の地域で団体を立ち上げているが、宮野目地区は
「宮野目地区有償ボランティア事業推進協議会」を振興センター内に事
務局を構え、除雪等や独自の事業(サービスB)を11月頃から行う予定で
ある。太田地区は、「太田地区生活支援ボランティア協議会」を同じく振
興センター内に事務局を構え、除雪については従来から行っている独
自のボランティアを続けながら、サービスAも続けていくこととなってい
る。笹間地区はコミュニティー会議が団体として生活支援を担うというこ
とで、振興センター内に事務局を構え、体に触れないサービスに加え除
雪も追加し検討いただいている。亀ケ森や八幡地区もコミュニティ会議
で事務局を担い取り組んでいる。高松行政区は他の地区とは違い、
元々地区で助け合いということで農業等の様々な取り組みを行っていた
が、「ふるさと高松元気村」という独自組織を立ち上げ生活支援だけで
はなく、広く地域の問題に対応するサービスを独自展開いただいてい
る。既に取り組んでいる地域でもコミュニティ会議が中心となり行ってい
る所や、別組織を立ち上げて取り組んでいる地区もある。

　現在、市内7カ所の地域で団体を立ち上げているが、宮野目地区は
「宮野目地区有償ボランティア事業推進協議会」を振興センター内に事
務局を構え、除雪等や独自の事業(サービスB)を平成31年1月から開始
した。太田地区は、「太田地区生活支援ボランティア協議会」を同じく振
興センター内に事務局を構え、除雪については従来から行っている独
自のボランティアを続けながら、サービスAも続けていくこととなってい
る。笹間地区はコミュニティー会議が団体として生活支援を担うというこ
とで、振興センター内に事務局を構え、体に触れないサービスに加え除
雪も追加し検討いただいている。亀ケ森や八幡地区もコミュニティ会議
で事務局を担い取り組んでいる。高松行政区は他の地区とは違い、
元々地区で助け合いということで農業等の様々な取り組みを行っていた
が、「ふるさと高松元気村」という独自組織を立ち上げ生活支援だけで
はなく、広く地域の問題に対応するサービスを独自展開いただいてい
る。既に取り組んでいる地域でもコミュニティ会議が中心となり行ってい
る所や、別組織を立ち上げて取り組んでいる地区もある。
　生活支援については、今後も、情報提供に努めながら地域の取り組
みを支援していく。

174 H30.9.28 市政懇談会 湯本 生涯学習部 生涯学習課 花巻図書館の進捗状況につ
いて

花巻図書館いつ頃できるのか。進捗状況をお伺いしたい。 　花巻図書館は現在、場所の選定をしているところ。今年中には目途が
つけられればと思っている。場所が決まった後は、建物の規模や中身に
ついて、専門の組織を作り、市民の意見をいただきながら、基本設計、
実施設計と進めていくこととなるが、建物が完成するまでは、おそらく後
4年程度はかかると思われる。

　新花巻図書館については、立地適正化計画における都市機能誘導区
域内に建設をすることとしており、新しい図書館が中央図書館としての
機能も求められていることから、旧三町地域から交通アクセスがしやす
く、市民に分かりやすく利用しやすい場所で、高校生や子ども達の学習
の場として活用しやすい場所への建設が必要であることから、花巻駅東
側周辺への建設を検討している。
　また、現在、新花巻図書館整備基本計画の策定を進めており、その計
画策定の中で施設の規模、建設場所、実施時期等について具体的に
検討してくこととしている。
　基本計画策定後は、基本設計、実施設計と進めていくこととなるが、
完成時期については明確にお示しできない状況である。

175 H30.10.2 市政懇談会 花南 建設部 道路課 花巻ＰＡのスマートインター
チェンジ整備について

　花巻ＰＡがスマートインターチェンジ新規準備段階調査箇所にこ
の程採択されたが、その事業化に向けた今後の花巻市の対応と周
辺道路網の整備計画について伺いたい。
　また、スマートインターチェンジ及び周辺道路が整備された場合
における花南地区に与える効果について伺いたい。

　スマートICは、昨年12月から国や県等と検討会を6回開催し整備の必
要性などを検討してきたが、今年8月10日に、国土交通省による新たな
準備段階調査に採択された。今後は、国から調査支援をいただきなが
ら、国土交通省、岩手県、ネクスコ東日本、花巻市の関係機関からなる
準備会を開催し、構造や整備方法などを検討していく。また、来年度以
降の予定だが、関係機関のほか地元のコミュニティ会議や、民間企業
団体等で構成される地区協議会を開催し、実施計画書の策定を行うこと
となる。この実施計画書を国へ提出し、計画内容が国に認められれば、
新規事業化になる流れとなっている。
　スマートIC予定地は、花巻PAのところで計画しているが、すぐ北側に
県道花巻和賀線が立体交差しており、すぐ東側の市道山の神諏訪線を
事業化して、用地買収を行っているところ。今後は、関係者による準備
会の中で道路の接続等について検討していくこととなるが、少ない事業
費で整備可能な立地条件にあると考えている。これらが整備されること
で、花南地区や周辺の企業及び住民の方々の利便性が向上するものと
考えている。
　整備効果としては、当市に隣接する北上工業団地において、東芝メモ
リが半導体のフラッシュメモリの製造工場を平成32年度操業開始予定
で建設されており、関連企業や周辺企業が高速道路利用の際に非常に
使い勝手が良くなると考えている。
　さらに救急医療活動においても、岩手県立中部病院では、重篤な患者
が岩手医科大学付属病院に搬送されているケースがあることから、ス
マートＩＣが整備された場合は、救急搬送時間の短縮が図られ、市民の
命を守る新たな救急搬送ルートとしての活用が期待される。このほか、
観光面においても新たな周遊ルートが形成されたり、観光交流の推進
など、大きな効果が期待されている。

　スマートICは、平成30年8月10日に国の準備段階調査に採択いただ
き、国土交通省、岩手県、ネクスコ東日本、花巻市の関係機関からなる
準備会を9月21日に設置し、国土交通省の調査支援を受けながら計画
検討を進めている。今後は、関係機関のほか地元のコミュニティ会議
や、民間企業団体等で構成される地区協議会を開催し、実施計画書を
策定し、この実施計画書を国へ提出し、計画内容が国に認められれ
ば、新規事業化になる流れとなっている。
　スマートIC予定地は、花巻PAのところで計画しているが、すぐ北側に
県道花巻和賀線が立体交差しているほか、すぐ東側の市道山の神諏
訪線を事業化して、用地買収を行っているところ。今後も関係者との協
議の中で道路の接続等について検討していくこととなるが、少ない事業
費で整備可能な立地条件と考えている。これらが整備されることで、花
南地区や周辺の企業及び住民の方々の利便性が向上するものと考え
ている。
　整備効果としては、当市に隣接する北上工業団地において、東芝メモ
リが半導体のフラッシュメモリの製造工場を平成32年度操業開始予定
で建設されており、関連企業や周辺企業が高速道路利用を利用する際
の利便性が向上する。
　さらに救急医療活動においても、岩手県立中部病院では、重篤な患
者が岩手医科大学付属病院に搬送されているケースがあることから、
スマートＩＣが整備された場合は、救急搬送時間の短縮が図られ、市民
の命を守る新たな救急搬送ルートとしての活用が期待される。このほ
か、観光面においても新たな周遊ルートが形成されたり、観光交流の推
進など、大きな効果が期待されている。

176 H30.10.2 市政懇談会 花南 建設部 道路課 花南地区へ道の駅の整備に
ついて

　市道山の神諏訪線は整備されると国道４号に通じることとなる
が、ここに将来、道の駅を整備してみてはいかがなものか。

　道の駅を整備するに当たっては、概ね50km単位で整備されるが、既
に、国道4号に石鳥谷の道の駅があるため距離的に区間が短く交通量
や立寄台数などの面からも、既存の道の駅と競合してしまうことが考え
られる。車の利用者や地域の方々の意見にもよるが、今の段階では難
しいと考える。

　道の駅は、市内に既に石鳥谷、東和、大迫に3つあり、新たに西南地
域にも道の駅を整備することで県や国の支援などもいただき話を進めて
いるところだが、更にもう一つ造ることは、他にもたくさんやりたいことも
あるため財政面でも難しい。また、費用対効果の点からも考えにくいと
いうのが率直なところ。

　既に、国道4号に石鳥谷の道の駅があるため距離的に区間が短く交
通量や立寄台数などの面からも、既存の道の駅と競合してしまうことが
考えられる。車の利用者や地域の方々の意見にもよるが、今の段階で
は難しいと考える。
　道の駅は、市内に既に石鳥谷、東和、大迫に3つあり、新たに西南地
域にも道の駅を整備することで県や国の支援などもいただき話を進め
ているところだが、更にもう一つ造ることは、他にもたくさんやりたいこと
もあるため財政面でも難しい。また、費用対効果の点からも考えにくい。
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177 H30.10.2 市政懇談会 花南 建設部 道路課 市道山の神諏訪線の整備等
について

①市道山の神諏訪線の整備にあたっては、諏訪地区の用地買収
に取り掛かっていると伺ったが、道路幅は片側1車線なのか。

②交通安全母の会で道路に立つ機会が多く道路を見ていると、西
側から入ってくる車の台数が多く渋滞となっているようだ。今年の7
月頃に関係機関での会議があった際に、この交差点は公安委員会
でも交通量調査を行い信号機に矢印を表示を設置することとなっ
たが、予算の優先順位もあって遅れていると伺っていたが念のた
めお伝えする。

①既に、一部供用開始となっているが、交通量なども勘案し大型車も通
れる2車線道路となる。
　
②交差点の渋滞がひどいようであれば、市でも現地確認の上公安委員
会へこの旨要望することとしたい。

①既に、一部供用開始となっているが、交通量なども勘案し大型車も通
れる2車線道路となる。

②交差点の渋滞がひどいようであれば、市でも現地確認の上公安委員
会へこの旨要望することとしたい。

178 H30.10.2 市政懇談会 花南 総合政策部
商工観光部
建設部

秘書政策課
商工労政課
道路課

北上市との連携について 　隣接する北上市では大手企業の誘致によって大規模な求人が予
想されており、花巻市から通勤する人口もさらに増加する傾向にあ
ると考えられる。また、岩手中部圏域の急性期医療を担う県立中部
病院へのアクセスなど北上市との連携は重要であると考えている。
隣接する花南地区としては関心の高い事項である。
　そこで、大手企業の誘致による花巻市への効果と影響と県立中
央病院への北上市側のアクセス道路の整備状況について伺いた
い。また、今後の北上市との連携について方針を伺いたい。

　雇用面では、東芝メモリが1,000人規模のほか、デンソーは400人、奥州市の東京エレクトロンでは500人
から600人程と大規模な雇用が生まれる工場の増設が行われおり、今後、県南地域で数千人規模の雇
用が生まれると見込まれている。また、東芝メモリの関連企業の進出が見込まれており、当市も8月に立
地いただいたところ。
　このような状況の中で、花南地区は東芝メモリに近く、交通環境の整備が進んでいくと企業活動にとって
はかなり魅力的な地域になると想定している。そのため市としても、例えば産業団地の整備や住宅などの
定住人口の増加に向けた施策を検討していきたいと考えている。
　企業にとっては、活動にあたり行政の枠はあまり関係なく環境のいいところに立地したいという状況もあ
ることから北上市とも連携して取り組んでいきたい。

　道路の整備状況では、中部病院に向かう場合、市道材木町山の神線を通って行くこととなるが、北上市
側でも順次道路の整備が進められており、平成32年度までに完了予定と伺っている。この道路が完成す
ると花巻市の市道材木町山の神線と北上市の市道飯豊北線がが一本につながり、中部病院へのアクセ
スが向上するとともに、国道4号を補完する機能が高まるものと考えている。

　北上市とは岩手中部圏域として、医療圏構想のほか一部事務組合を設置して、し尿処理や火葬業務
を共同して取り組んでいる。現在、北上市と連携して取り組んでいる重点施策としては、山の神地内の花
巻東バイパス南口から北上市の村崎野地内までの約3キロの区間が、2車線区間であるためボトルネック
となっており、慢性的な渋滞が発生している状況にあることから、国道4号の4車線拡幅整備に向け、国道
4号岩手南地域拡幅整備促進期成同盟会を、平成29年2月に設立。その後、平成29年8月、平成30年1
月と4月に国、県選出の国会議員等に対しての要望活動を行っている。今年7月5日には、花巻市から岩
手県への要望項目においても重点項目として要望。その後も、7月17日に国交省のほか総務省、財務省
にも国道4号拡幅を含みそれ以外の項目も要請しており、9月26日にも国交省及び東北地方整備局へ要
望を行ったところ。国交省への要望については北上市長にも足を運んでいただいている。このように北上
市とは現在も連携して取り組んでおり、今後も、花巻北上両市にとって大きな効果が期待されるものにつ
いては連携を深めて対応していきたいと考えている。

　国道4号線の拡幅は、東北地方整備局の幹部の助言もあって、関係市町で国道4号岩手南地域拡幅
整備促進期成同盟会を作り、国へ働きかけをしており、国もなるべく早く整備となるよう動いてくれている。
　北上市側の市道飯豊北線は、本来、県立中部病院が出来る際に併せて整備するという話があったが、
事情により着手が遅くなった経緯があるようだ。今は、必要性を理解いただき平成32年度の完成に向けて
整備を進めていただいている。
　花南地区は「スマートIC」、「国道4号の拡幅」、「市道山の神諏訪線」と重要な案件が多くあるが、事業が
進まない大きな要因の一つが用地買収の遅れ。国へ要望に行った際に、幹部から用地買収が上手くいく
のか懸念の話をされている。やはり、花南地区の方々には、円滑に事業に進むためにもご協力をお願いし
たい。

【総合政策部】
北上市とは岩手中部圏域として、医療圏構想のほか一部事務組合を設
置して、し尿処理や火葬業務に共同で取り組んでいる。現在、北上市と
連携して取り組んでいる重点施策としては、国道４号の山の神地内の花
巻東バイパス南口から北上市の村崎野地内までの約3キロの区間が、2
車線区間であるためボトルネックとなっており、慢性的な渋滞が発生し
ていることから、国道4号の4車線拡幅整備に向け、国道4号岩手南地域
拡幅整備促進期成同盟会を設立し、国交省及び東北地方整備局へ要
望を行っている。今後も、花巻北上両市にとって大きな効果が期待され
るものについては連携を深めて対応していきたいと考えている。

【建設部】
　道路の整備状況では、中部病院に向かう場合、市道材木町山の神線
を通って行くこととなるが、北上市側でも順次道路の整備が進められて
おり、2020年度までに完了予定と伺っている。この道路が完成すると花
巻市の市道材木町山の神線と北上市の市道飯豊北線がが一本につな
がり、中部病院へのアクセスが向上するとともに、国道4号を補完する
機能が高まるものと考えている。
　また、国道4号花巻東バイパス南口から北上市村崎野地内までの約3
キロが2車線区間であるためボトルネックとなっていたことから、東北地
方整備局の幹部の助言もあって、北上市が中心となり、関係市町で国
道4号岩手南地域拡幅整備促進期成同盟会を作り国へ働きかけをして
いる。さらに、12月18日には岩手県、北上市、花巻市の合同による要望
活動も新たに行っており、国もなるべく早く拡幅整備となるよう動いてく
れている。
　花南地区は「スマートIC」、「国道4号の拡幅」、「市道山の神諏訪線」と
重要な案件が多くあり、花南地区の方々には、円滑に事業に進むため
にもご協力をお願いしたい。

179 H30.10.2 市政懇談会 花南 建設部 道路課 北上の孵化場までの道路舗
装について

　南城のローソンから北上市の孵化場までの道路だが、道路にヒビ
が入っており、市では毎年約200m舗装をしているが、今3年目。だ
が、全長で約2kmあるためこのままのペースでは10年かかってしま
う。北上市側の道路はきれいに舗装されており、もう少し早いペー
スで進められないものか。

　舗装については、緊急を要する際は、対応可能な部分もあるが、長い
距離の場合、市内全地区から年間300件超の土木要望をいただき優先
順位を付け対応している。国の予算も潤沢にあるわけではなく、昨年度
から繰り越しした継続事業も多くあるため、今年度の新規は4件のみ。な
るべく多くとりかかりたいが少しずつしかできていないというのが現実。
安全性に問題のあるような箇所は、緊急措置等で対応していきたい。

　北上市側は、整備されているのに、なぜ花巻市側は整備が進まない
のか。お気持ちはよく分かる。だが、先ほどもお話ししたが、北上市側の
市道飯豊北線の整備は遅れているが、逆に花巻市側の整備は進んで
いる。予算が限られている中でどこを選んで使うかということ。
　道路予算の状況だが、国の社会資本総合交付金の予算が減ってきて
おり、他の自治体は平均で要望額の約40％しかついていない。その中
で、花巻市は安全防災交付金を併せると約80％はついている。特に平
成28年度から多くの予算がついたことで豊沢橋の整備やこれまで新規
採択されても手を掛けられなかった多くの箇所を着手することができた。
平成29年度も新規で45件採択したが、使い切れず多くの予算を今年度
に繰り越したため平成30年度の新規は4件となっている。そのためご意
見いただいた箇所を含め新規では急に予算を付けて取り掛かることは
難しい状況である。

　当路線は、市道花南東線ですが、今年度は路面調査で破損の激しい
と判断した約130mを改修している。
　当路線は北上市とも結ぶ重要な路線であるが、限られた予算で補修
を行わなければならないため、現状を確認しながら補修してまいりた
い。
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180 H30.10.2 市政懇談会 花南 総合政策部 秘書政策課 北上市奥州市との定住自立
圏について

　北上市と奥州市が定住圏形成協定を平成27年9月に締結された
が、これは地方行政調査会が人口20万規模の自治体を作り、存続
とサービスのバランスを図るべきなどというような提言が背景。北
上市と奥州市の定住圏形成協定は、同規模の自治体同士いわゆ
る複眼型となっているが、北上市と奥州市が一緒となることが、花
巻側からみると少し違和感がある。花巻市がどこの自治体とも一緒
になれず将来、孤立してしまうのではないかと心配されるが、その
辺の経緯などお伺いしたい。

　定住自立圏の中心市となるには、昼間人口が1以上であることが要件
だったが、花巻市はわずか数十人足りず要件を満たしていなかったた
め、総務省に働きかけ昼間人口が1未満でも中心市は了ということに
なった。だが、総務省の審議会で、花巻、北上、奥州の3つの市が中心
市となる定住自立圏は難しいとの結論であった。そのため花巻市と遠野
市での定住自立圏の可能性を模索したが、両市の間で人の流れはほと
んどないためこれも難しいというのが審議会の結論。そうなると、花巻市
の選択肢としては、北上市と奥州市が中心市となる定住自立圏に周辺
市として入るかどうかという話。交付税は、最大、中心部で8,500万円、
周辺市は1,500万円が国から交付されるが、総務省は定住自立圏の中
心市にサービス施設などの中心的な施設を置くという考え方。そうなる
と今取り組んでいる花巻図書館の移転や災害公営住宅の整備などの
市街地活性の大型事業が出来なくなることが懸念され、花巻市はベット
タウン化となり、ますます衰退が進みかねない。
　総務省では、平成の大合併を進めた結果、合併した町は中心部が市
へ移り衰退が進んだという声が全国的に多く、合併には抵抗が強い。そ
のため、総務省は、合併ではないが実質的に合併と同じような枠組みを
作ることを目的に定住自立圏構想を考えたようだ。
　やはり、花巻市が周辺都市で北上市と奥州市と一緒となったとしても、
住民に対するサービスが十分届かなくなり、住民の声も届きにくくなるこ
とも懸念されることから無理に定住自立圏という枠組みで一緒になるこ
とはないというのが市の考えである。

　定住自立圏の中心市となるには、昼夜間人口が1以上（現在は概ね1
以上に緩和）であること要件だが、花巻市は１にわずか足りず中心市の
要件を満たさなかった。北上市と奥州市が中心市として構成している定
住自立圏へ花巻市が中心市として加わることは難しい。定住自立圏構
成市町村には最大で中心市に8,500万円、周辺市に1,500万円の交付金
が交付されるが、サービス施設などの中心施設を中心市へ置くという考
えであり、花巻市が周辺市として加わることでサービスの低下が懸念さ
れることから無理に定住自立圏へ加わることはないという考えである。

181 H30.10.2 市政懇談会 花南 地域振興部 定住推進課 有効活用できる空き家の対
策について

　高齢化、核家族化などによって花南地区でも空き家が増加傾向
にあり、防犯、衛生、景観等の地域住民の生活環境に影響を及ぼ
す問題が発生している。また、老朽化し倒壊の危険性が高い空き
家が通学路に面している箇所もあり、最近のブロック塀対策と同じ
ような対応が求められるところである。
　そこで、花巻市の有効活用できる空き家の対策について伺いた
い。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市の
専用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用希
望者とマッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所有
者に対して、花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。本制
度の9月30日までの利用実績は、172件の空き家物件の登録、250名の利用登録
をいただいた。平成27年12月1日の運用開始から、68件の成約実績を有しており、
花南地区は登録件数18件、成約件数は12件と全体の割合からすると高くなってい
る。なお、奨励金も現在まで19件を交付している。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場
合に空き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支援
するため、県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者に県
の補助を含み220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方に対
して県の補助を含み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、その
経費の1/2を補助するもの。本制度の平成30年度実績は9月30日現在、子育て世
帯3世帯10名、空き家2世帯5名の計5世帯15名の移住につながっている。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の
花巻市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区
条例で定める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生
活サービス拠点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定され
ている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居
を取得した場合に奨励金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を
加算し、50万円を交付している。本制度の平成30年9月30日現在の実績は、同居
1世帯5名と生活サービス拠点1世帯4名となっている。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅
金融支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象
にフラット35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用
することが可能。本制度については、平成30年9月30日現在で１件の利用申請が
あった。市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援につ
いては、岩手県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っ
ている。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市
の専用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用
希望者とマッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所
有者に対して、花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。3月
25日現在で185件登録。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場
合に空き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支
援するため、県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者
に県の補助を含み220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方
に対して県の補助を含み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、
その経費の1/2を補助するもの。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の
花巻市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区
条例で定める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生
活サービス拠点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定され
ている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居
を取得した場合に奨励金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を
加算し、50万円を交付している。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅
金融支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象
にフラット35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用
することが可能。
市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援については、
岩手県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っている。
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（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

182 H30.10.2 市政懇談会 花南 建設部 建築住宅課 危険性のある空き家の対策
について

高齢化、核家族化などによって花南地区でも空き家が増加傾向に
あり、防犯、衛生、景観等の地域住民の生活環境に影響を及ぼす
問題が発生している。また、老朽化し倒壊の危険性が高い空き家
が通学路に面している箇所もあり、最近のブロック塀対策と同じよ
うな対応が求められるところである。
　そこで、花巻市の危険性がある空き家の対策について伺いたい。

花巻市内全体で把握している空き家件数は965件。内花南地区の空き家件数は84
件。空家対策は、市では、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、平
成28年7月に「花巻市空家等対策計画」を策定し、その計画に沿った対策を行ってい
る。空家のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態
や、著しく衛生上有害となる恐れのある状態等の場合、「空家等対策の推進に関す
る特別措置法」に基づく特定空家等に指定することとしている。

この特定空家等について市では、平成29年度に花巻地域において1件指定したと
ころ。この特定空家等に指定した場合は、所有者等に対し、改善について助言・指導
を行い、是正されない場合は勧告し、固定資産税の住宅用地特例を除外するなどの
措置を行っていくこととなる。それでも改善されない場合は、行政代執行を行う可能
性もあるが、できれば所有者に適切に管理をしていただきたい。

このような「特定空家等」の指定については、今後も継続して進めてまいりたい。空
家等は、基本的には所有者等の個人財産であり、その管理は自ら行うことが原則で
あり、所有者の責務に関しては、今年の固定資産税通知書の中にチラシを同封し、
周知している。しかしながら、市で把握している空家等や、新たな空家で所有者や近
隣住民等から、苦情があった場合は現地を確認するとともに、管理が不十分と見受
けられた場合は、その所有者等に対して「適正な管理のお願い」の文書を送付し、空
家バンクや空家等の草刈りなどの管理業務を行っている花巻市シルバー人材セン
ターのチラシを同封してＰＲするとともに所有者等や相続関係人に直接、連絡を取る
など、空家等の適正な管理を促している。

空家対策に関する新たな取り組みとして、専門家団体による空家の相談窓口を設
置。既に広報等でお知らせしているが、10月5日と6日の2日間で岩手県司法書士
会、一般社団法人岩手県宅地建物取引業協会等と協力し無料相談会を市文化会
館で開催する。 また、所有者等自ら適正な管理をしていただけるよう新たな支援策
として、平成30年度から、国の補助制度を活用し、老朽危険空家の除却費の一部を
補助する制度を設けた。内容は、特定空家等に認定された建物又は、特定空家等
に認定されていなくても、構造の腐朽や破損等により、倒壊や建築部材の飛散の恐
れのある著しく危険と認められる住宅で、一定の要件を満たした対象者について、除
却費の一部( 対象経費の8/10または、50万円のいずれか低い額以内）を補助するも
のである。これらの制度を活用しながら適正な空き家の管理を進めていきたい。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

183 H30.10.2 市政懇談会 花南 建設部 建築住宅課 危険性のある空き家への対
応について

　近くに倒壊寸前で突風が来れば大きな交通事故の可能性もある
ような建物がある。以前から、周辺の近所の人たちで声を掛け合い
建物の所有者に申し入れをして対処しなければならないと思いつ
つも建物を壊すにも相当な費用がかかると思われ、そのまま現在
に至っている状況。確認だが、基本的な考えとしては、このような建
物は所有者が自前で費用を出して壊す必要があり、市の補助は難
しいということでよろしいか。

やはり空き家については基本的に、所有者で対処していただく必要が
ある。危険家屋の判断は難しいところだが、そのような家屋まで市で補
助するとなると相当数となることから非常に難しい。

市では、毎年、同時期に危険な空き家の現地調査を行っており、あま
りにも危険な建物は、特定空き家に指定していくことで考えている。特定
空き家に指定されることで除却費用の補助も受けられやすくなると思う。
緊急の場合は、市でも可能な範囲で対応を考えたい。

　取り壊し経費への補助については、基本的には、所有者で対応してい
ただく必要があり、すべての空き家の取り壊し費用を補助することは難
しいが、国の補助制度を活用し、老朽空き家の除却費・解体費の一部を
補助する制度を今年度設けた。補助の対象は、家屋の倒壊や建築部
材の飛散の恐れがある一定の要件を満たした危険な建物であり、単純
に空き家というだけでは対象とならない。補助金額は、対象経費の8割
または50万円のいずれか低い額となっている。
（後日、対象となっている場所を確認したが、物置として使用しており、
空き家ではなかった）

184 H30.10.2 市政懇談会 花南 建設部 公園緑地課 エセナ跡地への公園整備に
ついて

　以前、新聞でエセナ跡地に公園を約1億円かけて造り、造ったあ
との維持管理は民間に委託することを模索しているとの記事を見
た。中心地の商店街は人通りも少なくここに公園を造ってもあまり
利用者はいないと思う。このような箱ものにお金を使うくらいなら、
給食費の負担軽減や福祉、保育にお金を使ったほうがよいのでは
ないか。

公園は、中心市街地活性化のため、都市再生整備事業として国から
補助を受けて整備するもの。工事は約1億円だが、内約3千数百万円は
擁壁補修の費用で残り約6千数百万円が広場整備にかかることとなる。
市の中心部は、災害公営住宅等の住居整備のほか総合花巻病院の移
転整備が進んでいる。また、若手事業者達が街中の遊休不動産を活用
したリノベーションという手法で新たな事業を起こすなど取り組んでいる
が、この公園整備も街中の活性化の起点となる取り組みと考えている。

公園の維持管理だが、基本的に除草などは市で管理することで考え
ている。

　エセナ跡地広場は、中心市街地活性化のため、都市再生整備事業と
して国から補助を受けて整備するものである。工事費は約9千3百万円
だが、内約2千4百万円は擁壁補修の費用で残り約6千9百万円が広場
整備にかかることとなる。市の中心部は、若手事業者達が街中の遊休
不動産を活用したリノベーションという手法で新たな事業を起こすなど
の取り組みを進めているが、さらに広場が整備されることにより、街中で
の賑わいやくつろぎと交流の場あるいはイベントの開催などにより、リノ
ベーションとの相乗的な活性化が期待できる拠点となる取り組みと考え
ている。
　なお、広場の維持管理については、基本的に除草や清掃などは市で
実施する。

185 H30.10.2 市政懇談会 花南 生涯学習部 賢治まちづくり課
スポーツ振興課

市で主催するイベントへの予
算の支出について

　8月に開催されたイーハトーブフェスティバルでは、ジブリの鈴木
プロデューサーや音楽家の久石譲氏を招いたり、9月には、往年の
プロ野球選手を招いたイベントが開催されたが、予算はいくらか
かったのか。このようなことに予算を使うのであれば、やはり給食
費や福祉等にお金を使ったほうがいいと思う。

　予算の使い道については、色々な考え方があると思うが、例えば給食
費を市が負担するとなると年間約4億円と桁の違う話。イーハトーブフェ
スティバルは手元に資料がないため詳細は分かりかねるが、野球のイ
ベントも基本的には宝くじのお金を使っているため市で多くのお金を出し
ているわけではない。
やはり花巻にも、文化的な部分があって、市民が楽しむイベントは必要
だろうという考えでお金を使わせていただいている。
　公園の整備は、国からも補助金と後で国から70％の交付税措置のあ
る合併特例債を活用しており市の負担はそれほど多くはない。中には
郊外にベットタウンがあってショッピングセンターがあれば中心地は、衰
退しても良いのではないかという考えもあるが、市はそう考えていない。
花巻は歴史もある中で、中心市街地の活性化は絶対に必要であると考
えている。

　予算の使い道については、色々な考え方があると思うが、例えば給食
費を市が負担するとなると年間約4億円と桁の違う話。イーハトーブフェ
スティバルは手元に資料がないため詳細は分かりかねるが、野球のイ
ベントも基本的には宝くじのお金を使っているため市で多くのお金を出
しているわけではない。
やはり花巻にも、文化的な部分があって、市民が楽しむイベントは必要
だろうという考えでお金を使わせていただいている。
　公園の整備は、国からも補助金と後で国から70％の交付税措置のあ
る合併特例債を活用しており市の負担はそれほど多くはない。中には
郊外にベットタウンがあってショッピングセンターがあれば中心地は、衰
退しても良いのではないかという考えもあるが、市はそう考えていない。
花巻は歴史もある中で、中心市街地の活性化は絶対に必要であると考
えている。

　宝くじスポーツフェア　ドリームベースボール分の予算については、イ
ベント開催費については、宝くじ側での負担となっており、実行委員会
分として、100万円となっている。
なお、来年度の実施予定は無い。

　賢治フェスティバルの予算については、イーハトーブ応援寄付金（ふる
さと納税）、文化庁補助金（文化芸術創造拠点形成事業）が充当されて
おり、実行委員会分として692万円となっている。
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186 H30.10.2 市政懇談会 花南 健康福祉部 地域福祉課 民生委員の地区の割り当て
について

　民生委員の割り当てが世帯数の関係で成田と十二丁目が一緒と
なっているが、行政区が別々であるため苦労している。
行政区ごとに民生委員を割り当てしていただくように検討いただけ
ないものか。

　確かに民生委員の仕事は苦労が多く大変であることも認識している。
民生委員は地域のことがわかる方に務めていただくことが必要だが、重
要な仕事をしていただくためには信頼のある方から選ばなければなら
ず、仕事の範囲も広いため大変だと思う。そのため市では、社協にお金
を出して10人程非常勤の職員を雇用し地域に出向き民生委員の仕事を
カバーしていただいている。民生委員は、行政区長に苦労をおかけして
定員を満たしている状況だが、これは県内でもめずらしいこと。やはり大
変な仕事で、信用、信頼できる方でないといけないことからなかなか増
やせないのが実態。成田地区の事情について詳細なことはわかりかね
るが、もし適任の方がいるのであれば市とすれば地区を分けて増やす
ことは問題ないとは思うが、なかなか適任者を見つけるのが難しいこと
が予想されるのではないかと思う。

　確かに民生委員の仕事は苦労が多く大変であることも認識している。
民生委員は地域のことがわかる方に務めていただくことが必要だが、重
要な仕事をしていただくためには信頼のある方から選ばなければなら
ず、仕事の範囲も広いため大変だと思う。そのため市では、社協にお金
を出して10人程非常勤の職員を雇用し地域に出向き民生委員の仕事を
カバーしていただいている。民生委員は、行政区長に苦労をおかけして
定員を満たしている状況だが、これは県内でもめずらしいこと。やはり大
変な仕事で、信用、信頼できる方でないといけないことからなかなか増
やせないのが実態。成田地区の事情について詳細なことはわかりかね
るが、もし適任の方がいるのであれば市とすれば地区を分けて増やす
ことは問題ないとは思うが、なかなか適任者を見つけるのが難しいこと
が予想されるのではないかと思う。
　平成30年9月21日開催の民児協第１回理事会において、国の配置基
準に基づく委員定数の削減は住民不安や委員の負担増加を招くことか
ら、現行定数を維持したいとの意見が出され、平成30年10月に全委員
から聞き取りした定数に関する意見を踏まえ、平成30年12月12日開催
の民児協第２回理事会において、現在の委員数を維持することを県に
要望することに決定し要望を行い、委員定数は平成31年3月28日現行
の民生委員・児童委員220人、主任児童委員26人として決定された。
※民生委員の国の配置基準では、人口１０万人未満の市は120世帯か
ら280世帯に1人とされている。

187 H30.10.2 市政懇談会 花南 健康福祉部 地域医療対策室 総合花巻病院の医師確保に
ついて

　総合花巻病院は来年秋の完成に向けて工事が進んでいるが、医
師確保の状況はどうなっているか。

　総合花巻病院が新しくなることもあり、以前より良くなってはきているが
厳しい状況に変わりはない。
　理由は色々あるが、岩手医大の理事長から伺った話によると、岩手医
大は比較的県内の学生が多いが、国立大学の医学部は県外からきて
いる学生が多いためなかなか地域の病院に定着しない。また、今の若
い医者は、待遇の良い専門医の資格を取るため東京の大病院に流れ
ているとのこと。ほかにも岩手医大は当初、内丸には循環器科のみ残
し、その他の外来はすべては矢巾に移ることだったが、内丸に外来機能
を残すことになったため岩手医大でも医者の確保が難しくなっている。こ
の他にも様々な要因があるが、結果として岩手県全体として医者確保
は非常に難しくなっているのが実態。
　こうような状況下ではあったが、市では人が集まる街中に病院を残す
必要性等を考え、旧厚生病院跡地を県から譲り受け、この場所に総合
花巻病院を移転することとした。建設費に20億円のお金を出すこととし
ているが、20億円の内8億円は国からの補助金見あいのもの。市の補
助金の財源として合併特例債を使うことが返済金額の７割交付税措置
もあるため実際の市の負担額は数億円程度。高度機能病院は、手術後
数日で退院となるため、市民のためにも回復期を担う病院は絶対に必
要。総合花巻病院の必要性を岩手医大や中部病院、医師会等の関係
者にも理解いただいた上で移転が決定している。総合花巻病院が新しく
建設され、今より施設等の環境が良くなったとしても予断は許さない状
況だが、関係機関の支援をいただきながら総合花巻病院の医師確保に
努めていきたい。

　総合花巻病院の平成31年３月31日現在の常勤医師は11名で、平成
31年４月１日に常勤医師１名の採用と１名の退職があり、人数に変更が
ない状況。
　総合花巻病院では、今後、更に１～２名の常勤医師を増やす予定とし
ており、そのうち１名は平成31年10月に着任する予定と伺っている。ま
た、総合花巻病院が募集登録している民間の医師紹介会社からの医師
の紹介件数も増えているとのことで、病院の移転新築整備が医師が応
募する契機になっているものとのことである。

188 H30.10.2 市政懇談会 花南 商工観光部 商工労政課 市内の工業団地整備につい
て

　市内の企業の多くは中小企業だと思うが、やはり働く場所の確保
という観点では、今後花巻でも100名以上の規模が働くことができる
工場などの誘致が必要だと思うが、そのような工場を誘致できる土
地の確保はされているのか。また団地整備の予定はあるのかお聞
きしたい。

　市内の工業団地は一部余っている区画もあるが、ほどんど売れており
余り残ってない。残っている区画も盛り土のため精密機械には余り向い
ていないことや花巻インターチェンジから少し距離があるため企業から
反応は芳しくない。そのためまずは短期的な対応策として、市は、昨年
度4haまで農地転用の権限を取得し、第一工業団地の南側に農振から
外れている箇所を整備することで農地の取得を進めている。本当は、一
番良いのは花巻南インターチェンジ西側だが、圃場整備により農振除
外が出来ないため当面は難しい。
　そのため、花巻PAのスマートインターが現実的なものになりつつある
ことから、長期的には、これも見据え別の場所への産業団地整備の可
能性についても考えていきたいと思っている。

　現在、花巻市内にある工業団地及び工業用地14ヶ所のうち、12ヶ所
が分譲を完了し、分譲率は94.4％に達している（平成31年2月末現在）。
今後、更なる企業誘致をすすめるにあたっては、多様化する企業の立
地条件を把握するとともに、その条件に対応できる供給体制を早急に
整備する必要がある。そこで短期的には、第一工業団地拡張（二枚橋
地区）に向け、用地取得を行い、産業用地として整備していくこととして
いる。また今後、県南地域では自動車関連産業や半導体関連産業の大
規模投資が計画されていることから、数千人規模の雇用が生まれ、また
関連企業の更なる進出が期待されている。当市としても、こうした需要
に対応していくため、長期的には一定規模の面積を要する新たな産業
団地の整備について検討を進め誘致活動を展開していく。

46/70



■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

189 H30.10.18 市政懇談会 太田 農林部 農政課 耕作放棄地の問題について 　以前はりんご園で観光客も多く賑わっていたが、平成9年に閉園
後は荒れ放題の状態となっている。地域要望でもお願いしている
が、地主との話し合いは行っているのか。また、市から管理の徹底
や有効活用を促進するようにお願いしていただけないものか。

　市から土地の所有者に対し適正な管理のお願いをしているが、引き続
き地元の方々と共に申し入れしてまいりたい。また、地域でも多面的支
払制度の活動の中で一体的な取り組みをお願いいただければと思って
いる。
　土地所有者からは、現在、市道沿いの草刈りは行っているが、全面と
なると難しい。また、土地の活用策についても、色々考えがあると伺って
いる。そのため、これ以上市から強引に取り組みの推進等を申入れす
ることは難しい状況であり、ご理解いただきい。

　所有者は、この土地を太田地区の方々のために3億円程度という巨額
の購入金をかけて購入したと思うが、現時点で購入価格に見合った価
格での譲渡は困難であり現時点では第三者に売却することは考えてい
ないようだ。所有者は、市で実施している事業に対してとても協力的な
方であり、これ以上市から指導することは難しい。今後、土地所有者の
考えが変わった際は、市でもできることは協力したいと考えている。

　市から土地の所有者に対し適正な管理のお願いをしているが、引き続
き地元の方々と共に申し入れしてまいりたい。また、地域でも多面的支
払制度の活動の中で一体的な取り組みをお願いいただければと思って
いる。
　土地所有者からは、現在、市道沿いの草刈りは行っているが、全面と
なると難しい。また、土地の活用策についても、色々考えがあると伺って
いる。そのため、これ以上市から強引に取り組みの推進等を申入れす
ることは難しい状況であり、ご理解いただきい。

　所有者は、この土地を太田地区の方々のために3億円程度という巨額
の購入金をかけて購入したと思うが、現時点で購入価格に見合った価
格での譲渡は困難であり現時点では第三者に売却することは考えてい
ないようだ。所有者は、市で実施している事業に対してとても協力的な
方であり、これ以上市から指導することは難しい。今後、土地所有者の
考えが変わった際は、市でもできることは協力したいと考えている。

190 H30.10.18 市政懇談会 太田 建設部 道路課 道の駅西南(仮称)開設にか
かる進捗状況について

　西南道の駅は2年後のオープン予定で既に実施設計に取り掛
かっているようだが、現時点での進捗状況と今後のスケジュール及
び完成後の管理形態についてお聞きしたい。また、道の駅のコンセ
プトはどういったことを考えているのか。例えば、花巻地域に初め
てできることからも、宮沢賢治や西南地域にゆかりのある高村光太
郎を全面に出しＰＲを兼ねても良いのではないかと考えている。道
の駅は県道沿いに設置される施設であることからも、湯口地区を含
め西南地区の観光地等々を網羅した案内版の設置もお願いした
い。

　道の駅は、地域の連携強化を図り道路利用者に安全で快適な交通環
境を提供し、人口減少や高齢化、地域活力や生活サービスの質の低下
等の地域課題を解決するために整備を進めている。平成28年度に基本
構想を策定し、平成29年度は基本設計を進めてきた。今年度は、道の
駅の実施設計を進めており、今後は、用地取得と一部造成工事を予
定。また、農地転用に向けて岩手県と協議をしているが、これまでと同
様、地元の方々の御意見を伺いながら進めていく。
　道の駅の隣接にコンビニエンスストアを設置を予定しており、プロポー
ザル方式にて公募を進めていたが、10月4日に選考会を行い予定事業
者を決定。今後、仮契約等を進めてまいりたい。
　道の駅にはトイレ休憩施設、情報発信施設、産直、加工施設、食堂、
備蓄倉庫を予定している。道の駅の特徴の一つとしては、雑穀を活用し
たお弁当を作り一人暮らし高齢者への宅配も考えている。様々な面に
おいて地元の協力もいただきながら協議を進めていきたい。
　道の駅の整備にあたり、一番重要なのが道路管理者の岩手県との協
議。そのため、県には何度も出向き一生懸命要望を続けているが、県で
は事業化に向けた事前評価が10月下旬に予定していると伺っている。
　運営面では現在、地域の方々とも御相談させていただいているが、西
南地域の方々から募った上で会社をつくり運営いただければと思ってい
る。
　また、この道の駅は単なる産直ではなく、公共的な部分もあることか、
市では指定管理等での委託も含め現在検討中。案内板についても、県
とも詳細について協議を進めながら検討していきたい。

　道の駅は、この施設を核とした地域の連携強化を図り、道路利用者に
安全で快適な交通環境を提供、また、公共交通不便地域による買い物
難民の増加や地域活力や生活サービスの質の低下などの多くの地域
課題を解決するため太田、笹間地区への道の駅の整備を進めている。
　市では、道の駅の基本構想を平成28年度に策定し、平成29年度に基
本設計を進めてきた。
　今年度は、道の駅の実施設計、用地取得を行い、一部造成工事も進
めている。
　道の駅の隣接地には、コンビニエンスストアの設置を予定しており、プ
ロポーザル方式によって公募を進め、予定事業者も決定し、現在予約
契約書の協議を行っている。
　実施設計を行ったが、事業費等について精査し、地域の御支援もいた
だき進めていきたい。
　道の駅にはトイレ休憩施設、情報発信施設、産直、加工施設、食堂、
備蓄倉庫を予定している。道の駅の特徴の一つとしては、雑穀を活用し
たお弁当を作り一人暮らし高齢者への宅配も考えている。様々な面に
おいて地元の協力もいただきながら協議を進めていきたい。
　道の駅の整備は県と一体的に整備を進めることとしており、１２月下旬
に設置協定を締結、３月には基本協定も締結した。今後年度ごとの具体
的な負担等について協議を行う。
　運営面では現在、地域の方々とも御相談させていただいているが、西
南地域の方々から募った上で会社をつくり運営いただきたい。
　また、道の駅は単なる産直ではなく、公共的な部分もあることか、市で
は指定管理等での委託も含め現在検討中。案内板についても、県とも
詳細について協議を進めながら検討していきたい。

191 H30.10.18 市政懇談会 太田 生涯学習部
建設部

生涯学習課
賢治まちづくり課
道路課

高村光太郎と宮沢賢治の関
係性のPRついて

　高村光太郎と宮沢賢治の関係性をよりアピールして西部地域の
観光資源に加えるためにも、次の4点を提案するが、市の考えを伺
いたい。
①道の駅に宮沢賢治、高村光太郎の作品等を展示するコーナー
の設置を考えていただきい。
②高村光太郎は花巻南温泉峡に頻繁に足を運んだとも言われて
おり、光太郎、賢治にかかる足跡の案内板またモニュメントなどを
花巻南温泉峡に設置することで、南温泉峡に近い高村光太郎記念
館の入館者の増加にもつながると思うがいかがなものか。
③宮沢賢治記念館、高村光太郎記念館にそれぞれのコーナーを
設置することについて検討いただきたい。
④賢治まちづくり課を例えば賢治、光太郎まちづくり課と光太郎の
名前を入れることで花巻市と高村光太郎の関係性も更に深まると
考えるがいかがなものか。

①道の駅の詳細については、まだ具体的に決まっておらずこれから協議し
ていくこととなると思うが、施設内に高村光太郎や宮沢賢治の展示コー
ナーを作ることで高村光太郎記念館の入館者が減ってしまう可能性もある
ことから高村光太郎記念館を紹介するような記念館へ誘導を促すような形
をとることが適切ではないかと考える。今後、スペースの関係も考慮しなが
ら考えていきたい。
②高村光太郎は、大沢温泉山水閣を気に入り泊まっていたため山水閣に
光太郎を紹介する看板が設置されている。また、宮沢賢治は鉛温泉の他
市内30箇所にマントが付いた看板を設置しており、二人の足跡についても
パンフレット等でも紹介している。あまり入館者の増加につながっていない
状況だが、各方面でＰＲをしている。高村財団でも温泉にパンフレットを置
いてもらうなどお客さまを呼ぶような努力は色々している。
③高村光太郎記念館には、宮沢賢治とつながりのある方を映像で紹介す
る等光太郎と賢治の関わりについてコーナーを設置し詳しく紹介している。
宮沢賢治記念館は、高村光太郎を紹介するコーナーは設置していないが、
昨年、高村光太郎と宮沢賢治のつながりを書いたポスターを数枚作成し、
宮沢賢治記念館とイーハトーブ館に掲示している。市全体の施設の入館者
が減少傾向にあるが、地域の方々にも御協力いただき光太郎が食べた地
元料理を作る講座や関連イベント等を開催し、新聞やテレビ等のメディアに
も取り上げてもらうことでPRにもつながる。こういった取り組みを続けていき
たい。
④賢治まちづくり課は平成24年4月に設置したが、賢治に関しては県内各
地に足跡があり、合併前の3町にも、各々賢治の会が組織されゆかりが深
く様々事業を行っていた。そのため情報の一元化や効率的な事業実施の
観点から賢治まちづくり課を設置したものである。賢治に関する団体等は
全国に多数存在し、問い合わせも多くやはり賢治は別格であると考える。

道の駅の情報発信に関する施設は県が設置することになっているが、実施
設計を進めていく中で、道の駅整備検討委員会や地元の方々等と共に協
議を行いながら展示に関することについても検討して進めてまいりたい。

【生涯学習部】
①道の駅の詳細については、まだ具体的に決まっておらずこれから協
議していくこととなると思うが、施設内に高村光太郎や宮沢賢治の展示
コーナーを作ることで高村光太郎記念館の入館者が減ってしまう可能
性もあることから高村光太郎記念館を紹介するような記念館へ誘導を
促すような形をとることが適切ではないかと考える。今後、スペースの
関係も考慮しながら考えていきたい。
②高村光太郎は、大沢温泉山水閣を気に入り泊まっていたため山水閣
に光太郎を紹介する看板が設置されている。また、宮沢賢治は鉛温泉
の他市内30箇所にマントが付いた看板を設置しており、二人の足跡に
ついてもパンフレット等でも紹介している。あまり入館者の増加につな
がっていない状況だが、各方面でＰＲをしている。高村財団でも温泉に
パンフレットを置いてもらうなどお客さまを呼ぶような努力は色々してい
る。
③高村光太郎記念館には、宮沢賢治とつながりのある方を映像で紹介
する等光太郎と賢治の関わりについてコーナーを設置し詳しく紹介して
いる。宮沢賢治記念館は、高村光太郎を紹介するコーナーは設置して
いないが、昨年、高村光太郎と宮沢賢治のつながりを書いたポスターを
数枚作成し、宮沢賢治記念館とイーハトーブ館に掲示している。市全体
の施設の入館者が減少傾向にあるが、地域の方々にも御協力いただき
光太郎が食べた地元料理を作る講座や関連イベント等を開催し、新聞
やテレビ等のメディアにも取り上げてもらうことでPRにもつながる。こう
いった取り組みを続けていきたい。
④賢治まちづくり課は平成24年4月に設置したが、賢治に関しては県内
各地に足跡があり、合併前の3町にも、各々賢治の会が組織されゆかり
が深く様々事業を行っていた。そのため情報の一元化や効率的な事業
実施の観点から賢治まちづくり課を設置したものである。賢治に関する
団体等は全国に多数存在し、問い合わせも多くやはり賢治は別格であ
ると考える。
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参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

192 H30.10.18 市政懇談会 太田 生涯学習部 生涯学習課 高村光太郎記念館の入館者
を増やすための取り組みに
ついて

　高村光太郎は、全国的に知名度も高く、光太郎記念館には、北海
道から沖縄まで全国各地から訪れる観光客は多いが、地理的に駅
から遠く交通の便が悪いため訪れる方が少ないと思う。やはり交通
網の整備を図ることで入館者の増加にもつながると思う。例えば、
花巻南温泉峡へ行くバスの便を記念館経由にする等検討いただき
たい。

　バスの利用者は少なくなっており、市内他の地域でも減便、廃線となっ
ている状況下で、これ以上のバス路線の拡大は難しい。交通の便が悪
い中ではあるが、市でも、光太郎記念館の入館者の増加に向けた取り
組みを財団の方とも一緒に考え取り組んでいきたいと考えている。

　バス路線は、市が補助金を出して養護学校までの路線を記念館まで
延長したが利用者がとても少なく大赤字で続かなかった。交通の便が悪
いこともあって入館者があまり多くはないが、たくさん来てもらうことが全
てではない。やはり高村光太郎記念館は光太郎にゆかりのある太田山
口地区にあることが大きな意味を持つのだと思う。このような素晴らしい
記念館を後世までしっかり守っていくことが市の考えであるということは
ご理解いただきたい。

　バスの利用者は少なくなっており、市内他の地域でも減便、廃線と
なっている状況下で、これ以上のバス路線の拡大は難しい。交通の便
が悪い中ではあるが、市でも、光太郎記念館の入館者の増加に向けた
取り組みを財団の方とも一緒に考え取り組んでいきたいと考えている。

　バス路線は、市が補助金を出して養護学校までの路線を記念館まで
延長したが利用者がとても少なく大赤字で続かなかった。交通の便が悪
いこともあって入館者があまり多くはないが、たくさん来てもらうことが全
てではない。やはり高村光太郎記念館は光太郎にゆかりのある太田山
口地区にあることが大きな意味を持つのだと思う。このような素晴らしい
記念館を後世までしっかり守っていくことが市の考えであるということは
ご理解いただきたい。

193 H30.10.18 市政懇談会 太田 建設部 道路課 東芝メモリ北上工場の立地に
伴う花巻市の対応策につい
て(建設部関係)

　市でも東芝メモリ北上工場の建設は産業経済に与える好機と捉
え様々な取り組みをしていると思うが、次のことについて伺いたい。
①東芝メモリの立地に伴い関連企業も含めると多くの雇用が生み
出されると思われるが、雇用された人たちの安全安心な暮らしのた
めの良好な住環境の整備や円滑な通勤確保のための道路整備が
必要である。例えば、スマートインター付近からつながる山の神諏
訪線などの整備も今後進めていただきたい。

②花巻PAのおけるスマートインターチェンジが「準備段階調査」に
採択されたとの事だが、その後どのような手順を経て設置すること
になるのか。

①スマートインター予定地東側の市道山の神諏訪線は、現在、事業中
で用地買収を進めている。この路線が整備されると西南地域と国道4号
花巻東バイパス南口までを結ぶことから、交通のアクセス向上や交通分
散混雑緩和が期待される。また、市道材木町山の神線とつながること
で、花巻中央消防署から県立中部病院の救急搬送や国道4号を補完す
る機能が高まるものと考えている。また、北上市側の市道飯豊北線は平
成32年度に完成する予定と伺っている。このことから、平成32年度には
花巻中央消防署から県立中部病院まで真っすぐ行くことが可能となる。
②昨年12月から国や県などと検討会を6回開催し、整備の必要性などを
検討してきたが本年8月10日に国土交通省による新たな「準備段階調
査」に採択された。今後は国による調査支援をいただきながら、国土交
通省、岩手県、ネクスコ東日本、花巻市の関係機関からなる準備会によ
り、スマートＩＣの構造や整備方法等を検討していく。第１回の準備会は9
月21日に開催したが、今後も数回開催し、計画検討を進めたのち、来年
度以降の予定だが、関係機関のほかに地元自治会や民間企業団体等
により構成される「地区協議会」を開催し、実施計画書の策定を行うこと
となる。この実施計画書を国に提出し、計画内容について国に認められ
れば、新規事業化になるという流れになっている。

　国道4号の花巻東バイパス南口から北上市の村崎野地内までの約3キ
ロの区間が、2車線区間であるためボトルネックとなっていたことから、
東北地方整備局の幹部の助言もあって、北上市が中心となり、関係市
町で国道4号岩手南地域拡幅整備促進期成同盟会を作り、国へ働きか
けをしており、国もなるべく早く拡幅整備となるよう動いてくれている。

①スマートインター予定地東側の市道山の神諏訪線は、現在、事業中
で用地買収を進めている。この路線が整備されると西南地域と国道4号
花巻東バイパス南口までを結ぶことから、交通のアクセス向上や交通
分散混雑緩和が期待される。また、市道材木町山の神線とつながること
で、花巻中央消防署から県立中部病院の救急搬送や国道4号を補完す
る機能が高まるものと考えている。また、北上市側の市道飯豊北線は
平成32年度に完成する予定と伺っている。このことから、平成32年度に
は花巻中央消防署から県立中部病院まで真っすぐ行くことが可能とな
る。
②平成29年12月から国や県などと整備の必要性などを検討してきた
が、平成30年8月10日に国の「準備段階調査」に採択され、国土交通
省、岩手県、ネクスコ東日本、花巻市の関係機関からなる準備会を9月
21日に設置し、引き続き計画検討を進めてきた。平成31年度以降は関
係機関のほかに地元自治会や民間企業団体等により構成される「地区
協議会」を開催し、実施計画書の策定を行うこととなる。この実施計画
書を国に提出し、計画内容について国に認められれば、新規事業化に
なるという流れになっている。

　国道4号の花巻東バイパス南口から北上市の村崎野地内までの約3
キロの区間が、2車線区間でボトルネックとなっていることから、北上市
が中心となり、関係市町で国道4号岩手南地域拡幅整備促進期成同盟
会を設立し国へ働きかけをし、また、平成30年12月と平成31年2月には
岩手県、北上市、花巻市の合同による要望活動も新たに行ってきた。こ
うしたことから、本年3月29日に国道4号北上花巻道路が国による計画
段階評価を進めるための調査箇所に決定いただき、また、山の神地区
交差点改良が新規事業化に決定いただいた。

194 H30.10.18 市政懇談会 太田 商工観光部 商工労政課 東芝メモリ北上工場の立地に
伴う花巻市の対応策につい
て(商工観光部関係)

③北上工場に関連する企業は十数社あるとのことだが、その誘致
や立地先に関する場所の確保の整備の推進、併せて、大きな工場
立地に伴う環境の変化や将来あるべき土地利用を検討した上で、
新たな工業団地の整備について考えはないかお伺いしたい。

④将来の人材育成のための第4次産業革命技術に対応する企業
間産学官連携による新産業の創出に地元大学を活用するなどの
方法について市の考えをお伺いしたい。

③市内の工業団地は14箇所あるが、既に12箇所分譲済のため残りは、
第二工業団地と第一工業団地テクノパークの10haしか空きがなく切迫し
た状況。岩手県内では、北上市の東芝メモリ、金ヶ崎のトヨタ東日本等
の県南地域で今後数千人規模の従業員が増える見込みであり、取引
企業は県南地域に土地を求めている。そのため市では、企業の受け皿
となるための比較的規模の大きい工業団地を市内南側へ整備するべく
庁内でも検討を進めている。既に、市内に東芝メモリ関連の企業の立地
が数社決定。今後、工場の建設が進むにつれて、企業の動きが活発に
なってくることが予想される。そういった企業の動きをつかみながら、企
業誘致に努めていきたい。
④岩手大学では、今年の秋から岩手県と共同して半導体アカデミーとい
う取り組みが始まる。これは大学生や社会人を対象としたカリキュラムを
概ね3年間で組んで進められるものだが、市内起業化支援センターには
岩手大学の出先機関があることからも、ここを拠点に事業展開していた
だくようにお願いしている。このような取り組みを進めていくことで、少し
時間はかかると思うが、人材育成の部分は図れていくと思っている。

　東芝メモリの立地により、関連企業も土地を探す動きが出てきている
が、市内の工業団地の多くは売れており、あまり空きはない状況。空い
ている第二工業団地は、企業に勧めても盛り土のため精密機械に向い
ていないこと。また、企業側とすれば花巻インターからも遠い等の理由
のため、中々選んでもらえない。花巻南ICの近くに工業団地に適してい
る広い農地があったが、農振地域で圃場整備されているため難しい。そ
のためまずは、下二枚橋公園東側の4haの整備を進めているところ。そ
れでも将来的には、広い工業団地は必要。しかしながら、都市計画等の
法律上の規制があって中々簡単にはいかない。このような活発な企業
の動きがあるが、当市に限らず県南地域で同様の課題となっている状
況。このような状況下ではあるが、スマートインターチェンジの設置の進
捗状況も念頭に置きながら場所の検討を進めていきたい。

③現在、花巻市内にある工業団地及び工業用地14ヶ所のうち、12ヶ所
が分譲を完了し、分譲率は94.4％に達している（平成31年2月末現在）。
今後、更なる企業誘致をすすめるにあたっては、多様化する企業の立
地条件を把握するとともに、その条件に対応できる供給体制を早急に
整備する必要がある。そこで短期的には、第一工業団地拡張（二枚橋
地区）に向け、用地取得を行い、産業用地として整備していくこととして
いる。また今後、県南地域では自動車関連産業や半導体関連産業の大
規模投資が計画されていることから、数千人規模の雇用が生まれ、また
関連企業の更なる進出が期待されている。当市としても、こうした需要
に対応していくため、長期的には一定規模の面積を要する新たな産業
団地の整備について検討を進め誘致活動を展開していく。

④岩手大学では、昨年の秋から岩手県と共同して半導体アカデミーとい
う取り組みが始まっている。これは大学生や社会人を対象としたカリ
キュラムを概ね3年間で組んで進められるものだが、市内起業化支援セ
ンターには岩手大学の出先機関があることからも、ここを拠点に事業展
開していただくようにお願いしている。このような取り組みを進めていくこ
とで、少し時間はかかると思うが、人材育成の部分は図れていくと思っ
ている。
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195 H30.10.18 市政懇談会 太田 建設部 道路課 通学路の歩道整備について 　太田振興センターの隣に太田保育園と太田学童クラブがあるが
通学路には歩道がない。向い側には工場があり、大型車両の出入
りも頻繁にあるため交通量が非常に多くなっている。子ども達の安
全を守るためにも歩道の整備を検討いただきたい。

　ご意見いただいた箇所は、太田地区からも土木要望をいただいてお
り、担当課も現地確認し必要性は認識している。国の交付金の重点配
分には通学路や橋梁の老朽化が対象となるが、市内には他にも要望が
約300箇所あるため、危険度等の優先順位を決めて整備を進めてい
る。いずれ対応したいとは思っているが、このような事情であることはご
理解いただきい。

　平成27年度(H28)3月以降は、国から交付金が多く配分されるようにな
り、過去に箇所付けしても予算がなくて取り掛かれなかった道路を相当
数整備することができた。平成29年度は、45箇所を新規で箇所付けした
が、多くは用地買収や測量設計等に留まり実際に工事が始まったのは
少なく、多くは繰り越しとなってしまった。その結果、今年度も例年並みに
交付金がきたが、繰越事業が多いため、新規事業化が4箇所しかできて
いない。平成31年度も平成29年度の箇所付けした道路が相当数残る見
込みであり、なかなか新しい箇所付けは難しい状況。おそらく来年以降
もこの状況は続くことから、もう少し時間がかかると思うがご理解いただ
きたい。

　平成30年度要望として太田地区と太田小学校から通学路の交通安全
対策として歩道整備要望をいただいている。要望箇所の歩道整備は防
災安全交付金の重点配分対象となる通学路の交通安全対策である
が、毎年３００件程提出されている道路整備要望の中から、緊急度・必
要性等を考慮し、継続工事箇所の進捗状況を勘案して実施箇所を選定
している。現在のところ、すぐの事業化予定には至っていないところであ
る。

196 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農政課
大迫総合支所地
域振興課

①亀ケ森地区のぶどう作りに
ついて

 後継者や労働力不足から、耕作放棄地が増えてきている。そのた
め、一層圃場が小さくなったり分散化していると思うが、その対策に
ついて伺いたい。

　大迫地域のぶどう農家を対象として、本年度から「ぶどう園地管理耕
作事業」を始めた。これは、高齢者や担い手不足などによってぶどう栽
培が継続出来ない農家に、ぶどう栽培を継続してもらうため、栽培の作
業料などを補助するもので、補助の期間を最長２年間とし、その２年のう
ちに就農支援コーディネーターが、新規就農者などにその園地を斡旋す
るものである。
今年度は、３農家で３７ａを対象としている。

　大迫地域のぶどう農家を対象として、平成30年度から「ぶどう園地管
理耕作事業」を始めた。これは、高齢者や担い手不足などによってぶど
う栽培が継続出来ない農家に、ぶどう栽培を継続してもらうため、栽培
の作業料などを補助するもので、補助の期間を最長２年間とし、その２
年のうちに就農支援コーディネーターが、新規就農者などにその園地を
斡旋するものである。
今年度は、３農家で３７ａを対象としているが、平成31年度以降も続けて
いきたい。

197 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農村林務課
大迫総合支所地
域振興課

②亀ケ森地区のぶどう作りに
ついて

　近年、ハクビシンや鹿等の被害が増加し、その防除策として電気
柵の使用が増えてきているが、電気柵だとこまめな草刈りが必要
になるなど手間がかかる。
　電気柵に代わる対応として、羊を放して周りの草を食べさせ、世
話や移動は高齢者の方にお願いし、秋にはイベント等でその羊を
食材として使用するなどしてもいいのではないか。

　羊についての提案をいただいた。実証がある際は、見せていただきた
いと思う。

　中山間の交付金を使い、集落協定で実際に山側の草を刈るのが大変
だということから、放牧をしている例もある。個人ではなく、地域で行うこ
とも検討してはどうかと思う。

　中山間の交付金を使い、集落協定で実際に山側の草を刈るのが大変
だということから、羊の放牧をしていた事例もある。個人ではなく、地域
で行うことも検討してはどうかと思う。

198 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農政課
大迫総合支所地
域振興課

ぶどう栽培者への支援制度
について

　奨励品種の補助金の制度はあるが、さらに耕作者の意欲を高め
るため、新品種に対する補助制度等の新たな制度を作る考えはな
いか。

　市の助成事業で「果樹産地育成支援事業」があり、りんご、洋なし、ぶ
どうの苗木補助を行っている。そのうち、ぶどうについては醸造用８品
種、生食用５品種、それぞれを２ａ以上栽培する場合に補助対象となる
ものである。これは、生産を振興する品種を栽培促進することが目的で
あるため、対象品種を限定しているものである。今後、生産振興品種と
して追加する時には、ＪＡやぶどう部会などの皆さんとその都度協議して
いく。
　新品種栽培については、JAやぶどう部会などからも今のところ要望が
なく、助成制度は考えていない。
　また、新品種栽培の試みは、大迫葡萄が丘農業研究所において、醸
造用と生食用併せて３０種類以上の栽培試験を行っているので、ぶどう
農家の皆さんには、ぜひ葡萄が丘農業研究所をご利用いただきたい。

　市の助成事業で「果樹産地育成支援事業」があり、りんご、洋なし、ぶ
どうの苗木補助を行っている。そのうち、ぶどうについては醸造用8品
種、生食用5品種、それぞれを2ａ以上栽培する場合に補助対象となるも
のである。これは、生産を振興する品種を栽培促進することが目的であ
るため、対象品種を限定しているものである。今後、生産振興品種とし
て追加する時には、ＪＡやぶどう部会などの皆さんとその都度協議して
いく。
　新品種栽培については、JAやぶどう部会などからも今のところ要望が
なく、助成制度は考えていない。
　また、新品種栽培の試みは、大迫葡萄が丘農業研究所において、醸
造用と生食用併せて30種類以上の栽培試験を行っているので、ぶどう
農家の皆さんには、ぜひ葡萄が丘農業研究所をご利用いただきたい。

199 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農政課
大迫総合支所地
域振興課

大迫地域のぶどう作りについ
て

　自分もぶどうを作っているので、花巻市がぶどう栽培に関わる振
興策や補助事業をいろいろな形で行っているのは知っている。
　ただ残念ながら、ぶどう栽培農家の方々の中には、市で行ってい
るその振興策等を知らない方が多い。ある程度の年代の人や、後
継者がいない人等は、その情報を取りに行く意欲もなくなってる方
が多いので、もう少し農家の方々へ様々な情報を伝えていく努力を
していただきたい。

　大迫では、ぶどう産業振興協議会があり、ぶどう農家の方々の集まり
の際には、耕作ができない人たちへの市の補助金制度等の説明も行っ
ている。耕作者の中には、８０歳代でも普通にぶどう栽培を行っている
方も多いが、なかには集まりに参加できなかったり、広報等の紙面から
の情報発信では伝えきれない場合もあると思う。
　そこで、動く相談窓口ということで、研究所の職員等がそういう農家を
訪ねて行き、ぶどうについての相談を行いながら、先ほど説明したよう
な内容をお話しする機会を作っている。皆さんの近くにそういう方がい
らっしゃるときは、ご連絡をいただきたい。私たちのほうで出向いて、いろ
いろな意見をお聞きしながら、相談させていただく。

　大迫のぶどう産業振興協議会では、ぶどう農家の方々に対し、動く相
談窓口として高齢のぶどう農家を訪ねて行き、ぶどうについての相談を
行う機会を作っている。皆さんの近くにそういう方がいらっしゃるときは、
ご連絡をいただきたい。私たちのほうで出向いて、いろいろな意見をお
聞きしながら、相談させていただく。

200 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農政課
大迫総合支所地
域振興課

亀ヶ森地区の米作りについて 　稲作より、勤めを主として生活する日曜百姓の世帯を含めた集落
が多いが、そういった集落での稲作のあり方の好例があれば紹介
して欲しい。

　現在、花巻市内では、集落営農組織や法人での農地集積が大分進ん
できており、集落として組織等を作っている場合は、平日は会社勤めを
しながらも、早朝や休日に参画している集落営農組織なり法人の中で作
業を行っている例はある。
　組織ができていないところでも、やはり何人かで組みながら、早朝や休
日に作業を一緒に行うという例はある。個人一人で出来ない場合は、地
域での集落営農組織等を作り、そこで一緒の作業を行うという例が、大
分広まってきている。

　現在、花巻市内では、集落営農組織や法人での農地集積が大分進ん
できており、集落として組織等を作っている場合は、平日は会社勤めを
しながらも、早朝や休日に参画している集落営農組織なり法人の中で
作業を行っている例はある。
　組織ができていないところでも、やはり何人かで組みながら、早朝や
休日に作業を一緒に行うという例はある。個人一人で出来ない場合は、
地域での集落営農組織等を作り、そこで一緒の作業を行うという例が、
大分広まってきている。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

201 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農村林務課
大迫総合支所地
域振興課

組合組織の活動事例につい
て

　様々な補助金に対する同じような組織が多く、担当者も重複して
いる。それぞれの活動を整理して効果を上げている例があれば紹
介して欲しい。

　おそらく、中山間の活動組織や多面的の組織ということで、経理が非
常に煩雑だということからの例だと思われるが、なかには、それぞれの
組織の代表者は同じでも、経理担当の方を複数の方で分担しているよ
うな組織もある。
　補助金や交付金の事業を適正に行うためには、どうしても書類作成を
しっかりしなければならないため、ご理解とご協力をお願いする。

　中山間地域等直接支払交付金の集落協定や多面的機能支払交付金
の活動組織においては、同一地区での活動も多く、代表・役員・会計の
担当が一緒になっていて、経理が非常に煩雑との声はみうけられる。
　地域によっては、それぞれの組織の代表者は同じでも、経理担当の方
を複数の方で分担しているような組織もある。
　補助金や交付金の事業を適正に行うためには、どうしても書類作成を
しっかりしなければならないため、ご理解とご協力をお願いする。

202 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農政課
大迫総合支所地
域振興課

農業経営の事例について 　米価や雑穀の価格の補填が、価格により変動するため長期展望
が持てない。何か克服事例があれば紹介して欲しい。

　米については、平成３０年産からは生産目安に基づいて、生産者が米
作りを行っている。米、雑穀ともに需要に応じて価格は変動しており、今
年は農協の概算金なども上がってきている状況になっている。需要に見
合った生産をしながら取り組んでいくのが大事かと思われる。
　なお、市内に２８ある集落営農組織や法人では、米や雑穀に加えて、
麦、大豆、ミニトマトやピーマンなどの園芸品目にも取り組んでおり、価
格変動に影響されないような経営を行っているので、複合経営による経
営の安定化についてもご検討いただきたい。

　米については、平成３０年産からは生産目安に基づいて、生産者が米
作りを行っている。米、雑穀ともに需要に応じて価格は変動しており、今
年は農協の概算金なども上がってきている状況になっている。需要に
見合った生産をしながら取り組んでいくのが大事かと思われる。
　なお、市内に２８ある集落営農組織や法人では、米や雑穀に加えて、
麦、大豆、ミニトマトやピーマンなどの園芸品目にも取り組んでおり、価
格変動に影響されないような経営を行っているので、複合経営による経
営の安定化についてもご検討いただきたい。

203 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農政課
大迫総合支所地
域振興課

耕作放棄地の活用策につい
て

　ぶどう栽培と重複するが、水田も耕作放棄地が出てきている。そ
の活用策があれば紹介して欲しい。

　耕作放棄地の再生の取り組みとして、「耕作放棄地再生利用緊急対
策交付金」という国の事業がある。この制度を活用し、市内では今まで
約１８haを耕作放棄地から農地として再生、活用している。農地への再
生後には、小麦、大豆、蕎麦や飼料用作物が作付されており、今後も農
業委員会と連携を図りながら、耕作放棄地の解消、若しくは耕作放棄地
にさせないような形で、農地の有効利用に努めていく。

　耕作放棄地の再生の取り組みとして、「耕作放棄地再生利用緊急対
策交付金」という国の事業がある。この制度を活用し、市内では今まで
約１８haを耕作放棄地から農地として再生、活用している。農地への再
生後には、小麦、大豆、蕎麦や飼料用作物が作付されており、今後も農
業委員会と連携を図りながら、耕作放棄地の解消、若しくは耕作放棄地
にさせないような形で、農地の有効利用に努めていく。

204 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部
大迫総合支所

農政課
大迫総合支所地
域振興課

交流人口の導入策について 　ぶどう栽培と共通するが、それぞれの交流人口を増やすための
様々な導入策について、実例を紹介して欲しい。

＜ぶどう栽培を通じた取り組み事例＞
①ワインをきっかけとした交流人口の増加を図るため、花巻市内や紫波町のワイナ
リーなどをバスで巡る「ワインツーリズムいわて２０１８」を１０月１４日（日）に開催し
た。
②大迫のぶどう農家の栽培作業をボランティアが手伝う、「ぶどうつくり隊」という制
度がある。大迫の集落支援員（前地域おこし協力隊）が運営しており、このボラン
ティア登録者の中には、ぶどう栽培に興味を持って就農した方も３人いる。昨年の
活動実績では、大迫の受入れぶどう農家１１戸に、個人・団体含め延べ２２２人が
参加した。
③大迫地域の集落支援員は、農業体験施設「かんたはうす」も運営しており、都市
に住む学生等を受入れて、大迫でぶどう栽培体験を行っている。

＜米作りを通じた取り組み事例＞
　市や花巻農協等で構成されている、はなまきグリーン・ツーリズム推進協議会が
主体となり、小中学生を対象とした教育旅行であるとか、一般の大人を対象とした
農業体験ツアーの受入れに取り組んでいる。また、平成２９年度からは、国の農山
魚村振興交付金を活用した東和地域交流のまちづくり協議会と花巻農協が農家
民泊の推進に取り組んでいる。
　農業における移住については、平成２７年度に千葉県から１名（石鳥谷地域）、
平成２８年度に静岡県から１名（大迫地域）が移住し、それぞれりんご栽培、ぶどう
栽培に取り組んでいる。
　移住の支援策として、県外から市内に転入された子育て世帯の方を対象とし、市
内に新築または住居購入の場合は最大で２００万円、花巻市空き家バンクを利用
した方を対象として、購入に最大２２０万円、賃借に最大１２０万円、また、市外から
市内へ転入し、新たに農業に従事する方を対象として、市内に新築又は住居購入
の場合に、最大で２００万円の支援等を行っている。

＜大迫総合支所:ぶどう栽培を通じた取り組み事例＞
①ワインをきっかけとした交流人口の増加を図るため、花巻市内や紫波
町のワイナリーなどをバスで巡る「ワインツーリズムいわて2018」を平成
30年10月14日（日）に開催した。
②大迫のぶどう農家の栽培作業をボランティアが手伝う、「ぶどうつくり
隊」という制度がある。大迫の集落支援員（前地域おこし協力隊）が運
営しており、このボランティア登録者の中には、ぶどう栽培に興味を持っ
て就農した方も3人いる。昨年の活動実績では、大迫の受入れぶどう農
家11戸に、個人・団体含め延べ222人が参加した。
③大迫地域の集落支援員は、農業体験施設「かんたはうす」も運営して
おり、都市に住む学生等を受入れて、大迫でぶどう栽培体験を行ってい
る。
これらの取り組みは、今後とも続けていく。

＜農林部:米作りを通じた取り組み事例＞
　市や花巻農協等で構成されている、はなまきグリーン・ツーリズム推
進協議会が主体となり、小中学生を対象とした教育旅行であるとか、一
般の大人を対象とした農業体験ツアーの受入れに取り組んでいる。ま
た、平成29年度からは、国の農山魚村振興交付金を活用した東和地域
交流のまちづくり協議会と花巻農協が農家民泊の推進に取り組んでい
る。
　農業における移住については、平成27年度に千葉県から1名（石鳥谷
地域）、平成28年度に静岡県から１名（大迫地域）が移住し、それぞれり
んご栽培、ぶどう栽培に取り組んでいる。
　移住の支援策として、県外から市内に転入された子育て世帯の方を
対象とし、市内に新築または住居購入の場合は最大で200万円、花巻
市空き家バンクを利用した方を対象として、購入に最大220万円、賃借
に最大120万円、また、市外から市内へ転入し、新たに農業に従事する
方を対象として、市内に新築又は住居購入の場合に、最大で200万円
の支援等を行っている。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

205 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 農林部 農村林務課 鹿への対策について 　農業法人に加入し活動しているが、鹿の被害が大きいと感じてい
る。電気柵の設置も、一軒でやっても効果がない。山に面した範囲
を集落全体で行うとか、そのくらいの規模じゃないと効果が出ない
と思う。
　さらに、駆除した後に鹿肉を加工して販売するとか、食堂で使用
するとか、何かアイディアは無いか。

　平成２９年度は、花巻市内での鹿の捕獲頭数が、国の事業を使ったも
のについては３９０頭、市単独で獲った分をあわせると合計７６２頭で
あったが、まだまだ被害が多いと思っている。電気柵の補助金も、複数
戸３個以上で組んだ場合には団体の上限が３０万円となる。
　ただ、有害鳥獣の駆除については、猟友会やNPO法人の方々にも一
緒になってもらい捕獲をしてもらっているが、なかなか獲れないというこ
ともある。銃だけでなく、罠も使用しながら取り組んでいる。
　鹿肉の加工等については、岩手県内では、放射能の関係でまだ鹿肉
を流通させられない状況になっているのでご理解願いたい。

　鹿の捕獲については、実質的には国からの予算で行っているが、その
ほか市でも負担している。ただ、財政が厳しい県では、なかなか負担し
てくれない。もし必要であれば、市の単独予算は増やせるが、猟師の数
が減ってきているため、捕獲頭数が急に増えることはない。

　市では、鳥獣被害防止計画に基づいて市内に実施隊を組織し、被害
発生や目撃情報が寄せられた際には、追い払いあるいは捕獲活動を
実施している。
平成29年度は、花巻市内での鹿の捕獲頭数が、国の事業を使ったもの
については390頭、市単独で獲った分をあわせると合計762頭であり、交
付金が充分でないことから市独自に緊急捕獲としてニホンジカの捕獲
に対し1頭8,000円の補助を予算措置し、昨年度は150頭、1,200千円の
実績。
　市では毎年、実施隊を対象に捕獲技術の向上を図るため、研修会を
実施し、ニホンジカ捕獲用備品としては、無線機36機やくくり罠30セット
を購入し捕獲体制の強化を図っている。
　また、ニホンジカ等による農作物被害を防止するため、電気柵の設置
に対する助成も行っており、個人に対しては、購入費の2分の1の補助
率で上限7万円、団体では、4分の3の補助率で上限30万円を補助して
いる。
　鹿肉の加工等については、岩手県内では、放射能の関係でまだ鹿肉
を流通させられない状況になっておりご理解願いたい。

今後も関係機関と連携を図りながら引き続き対応に努めてまいりたい。

206 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 教育部 学校教育課 大迫地域の小中学校につい
て

　子供たちは、家庭・地域・学校あるいはその三者の協力関係の中
で、成長するものだと思っており、亀ケ森の子供たちは順調に成長
していると感じるが、教育委員会側から見て感じることなどをお話し
いただきたい。

　亀ケ森の子供たちは、皆さんのお力をいただいて大変よく育っている
と感じる。
　全校生徒数が２２名であること、人数が少ない中で子供たちのばらつ
きもあることから、一概にこういう傾向があるとはなかなかお話しできな
いが、個別指導を相当行っており、その成果が出てきていると感じる。
　体力的には、全般的に花巻の平均よりは高い。これは、子供達が歩い
て通学するので、非常に足腰が強いのだろうと思っている。
　社会性人間性ということについては、この地区が三世代同居という世
帯が多いことからも、たくさんの大人が子育てに関わっており、これが良
い影響を与えているという結果を見ることができる。挨拶でも、掃除でも
非常によく頑張っていると思う。
　学校運営については、地域やPTAの方々のご協力をいただきながら
学校行事が実施されている状況である。ここの学校の特色として、高い
地域の教育力に支えられていること、子供たちも地域に対するふるさと
学習がしっかり行われているととらえている。

　亀ケ森の子供たちは、地域の方々のお力をいただいて大変よく育って
いると教育委員会では捉えている。
　全校児童数が22名であること、人数が少ない中で子供たちのばらつき
もあることから、一概にこういう傾向があるとは言えないが、個別指導を
相当行っており、その成果が出てきていると捉えている。
　体力的には全般的に市の平均より高く、子供達が歩いて通学するの
で、非常に足腰が強いと考えられる。
　社会性人間性ということについては、この地区が三世代同居という世
帯が多いことからも、たくさんの大人が子育てに関わっており、これが良
い影響を与えているという結果を見ることができる。挨拶でも、掃除でも
非常によく頑張っている。
　学校運営については、地域やPTAの方々のご協力をいただきながら
学校行事が実施されている状況である。学校の特色として、高い地域
の教育力に支えられていること、子供たちも地域に対するふるさと学習
がしっかり行われていると捉えている。

207 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 教育部 教育企画課 小学校の合併について 　２カ月位前、大迫地域に小学校は一つ、石鳥谷地域にも一つで
いいとの報道が新聞に出た。自分は交通指導員をやっているの
で、40年近く小学校の前に立っているが、本当に児童が少ない。早
く大迫を一つに合併して欲しいと思うが、その点についてどのような
考えを持っているか。

　少子化は予想以上に速く進んでいる。そして、新しい学習指導要領
で、勉強の仕方や量が非常に多く増えてきていることなど、どうしても小
さな学校の規模ではなかなかやっていけないということが出てくる。この
ままではだめだということから、新しい案を作ってあくまでもたたき台とし
て地域の方や保護者の方とたくさんお話をし、意見をいただいて方針を
作るため、今説明会を行っているところである。まずは、じっくりお話をお
聞きしながら進めていきたいと考えている。

　10月に各中学校学区単位での説明会を実施したほか、12月から1月
にかけて、保育園等の保護者会、小中学校ＰＴＡ，地域コミュニティにお
ける出前学習会を実施している。
　その中で、学校の統廃合を行うことを決めたものではなく、これからの
教育環境を検討する上での基本的な考え方を案として示したものであ
ることを説明し、ご理解をいただいている。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。
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参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

208 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 教育部 学務管理課 中学校のスクールバスにつ
いて

　長期休業中は、スクールバスはないのか。予約乗り合いバスを利
用しても月・水・金のみであり、それ以外は親が送迎するなどしなけ
ればならないのか。
自転車でも通えない冬期間などは、どのようになるのか気になって
いる。
　また、クラブへ行くために、月・水・金と片道400円かけて予約乗り
合いバスを利用しなければならないのか。 長期休業中でも、スクー
ルバスが出る地域があると聞いたが、大迫に無いのはどういうこと
なのか。

　長期休暇中におけるクラブ活動に対応したスクールバスの運行につい
ては、保護者説明会等においてもご要望はいただいたが、市内の他の
地域においても運行は行っておらず、大迫地域においても同様に運行
は行わない考えである。なお、平成29年度に大迫小、内川目小、大迫
中の児童生徒を対象に実施したスクールバス以外の路線バス利用に関
する実態調査においても、長期休暇中の利用は数名で、ほとんどが家
の人の送迎という実態であった。もちろん、月・水・金の予約乗り合いバ
スは利用できる。
　それと、休み中のクラブの日数を、ある程度抑えてるということで、先
生方も子供達も休み中には、落ち着いて過ごして欲しい、クラブが多す
ぎるということもあり、計画的にやっていくということで検討し、話し合い
ながら進めているのでよろしくお願いしたい。

　長期休暇中におけるクラブ活動に対応したスクールバスの運行につ
いては、市内の他の地域においても運行は行っておらず、大迫地域に
おいても同様に運行は行わない考えである。なお、平成29年度に大迫
小、内川目小、大迫中の児童生徒を対象に実施したスクールバス以外
の路線バス利用に関する実態調査においても、長期休暇中の利用は
数名で、ほとんどが家の人の送迎という実態であった。もちろん、月・
水・金曜日に地域内を運行している予約乗り合いバスは利用可能であ
る。

209 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

早池峰山の案内板について 　シルバー人材センターに入っている。６月から８月の早池峰山の
マイカー規制に伴う駐車場係として出ているが、岳の駐車場にある
登山の案内板が見えない状態になっている。次のシーズンまでに
は何とかして欲しい。

　ご不便をおかけした。来年に合わせて、直すところは直していきたい。 登山シーズンまでに修繕する。

210 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課

早池峰のトイレについて 　江繋の駐車場にも行くが、トイレが粗末である。登山者のために
も、遠野市へ話をして欲しい。

　宮古市でも、実を言うと誰が設置したのか分からないという状況なの
で、早池峰国定公園地域協議会のほうでも、県と相談しながら小田越の
ように仮設トイレを置けないかということで協議中である。

　平成30年度早池峰地域保全対策事業推進協議会早池峰山山頂避難
小屋あり方検討部会において、県と宮古市へ情報を提供し依頼してい
る。

211 H30.10.24 市政懇談会 亀ケ森 大迫総合支所 大迫総合支所地
域振興課
大迫総合支所市
民サービス課

イベントへの交通指導員の動
員について

　あんどんまつりやワインまつり、花火大会などのイベント開催の
際、会場の通行規制箇所への配置のために、交通指導員に動員
がかかる。交通指導員の仕事は、車対歩行者の安全を見るもので
あって、歩行者天国の出入口を警備するものではない。会場では、
別途警備会社も頼んでいるのだから、交通指導員をイベントへ動
員しなくていいと考える。

　交通指導員の方々には、合併前からずっとイベント時にご協力をいた
だき、通行止め箇所等に出動いただいたが、そういう役目は民間会社
から雇っているガードマンの仕事ではないかとの意見が、実行委員会反
省会の中でも出ている。
　そのような警備業務は、今後、民間会社のガードマンに依頼していく考
えのようである。

　ワインまつりは、1万人を越える来場者とそれに伴う車両誘導があり、
外部委託のみでは対応困難であることから引き続きご協力いただきた
いと実行委員会から要請があり、既に交通指導員にその対応につい
て、了解いただいた。
あんどんまつりは、今後は交通指導員へは要請せず、外部委託のみで
対応する。

212 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 建設部 建築住宅課 周りに危険が及ぶような空き
家対策について

　少子高齢化に伴い、空き家が多くなり防犯上また景観上等の問
題が多くなっており、今後ますます空き家が増えることが考えられ
る。これは、全国的な問題でもあるが、矢沢地区でも高木団地を始
め高齢化が急速に進み、空き家が目立つようになってきたが、所
有者に連絡の取れない空き家も増えてきていると感じている。そこ
で、市では周りに危険が及ぶような建物に対しての空き家対策とし
てどのような取り組みを考えているかお聞きしたい。

花巻市内全体で把握している空き家件数は965件。内矢沢地区の空き家件数は61
件。空家対策は、市では、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、平
成28年7月に「花巻市空家等対策計画」を策定し、その計画に沿った対策を行ってい
る。空家のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態
や、著しく衛生上有害となる恐れのある状態等の場合、「空家等対策の推進に関す
る特別措置法」に基づく特定空家等に指定することとしている。

この特定空家等について市では、平成29年度に花巻地域において1件指定したと
ころ。この特定空家等に指定した場合は、所有者等に対し、改善について助言・指導
を行い、是正されない場合は勧告し、固定資産税の住宅用地特例を除外するなどの
措置を行っていくこととなる。それでも改善されない場合は、行政代執行を行う可能
性もあるが、できれば所有者に適切に管理をしていただきたい。

このような「特定空家等」の指定については、今後も継続して進めてまいりたい。空
家等は、基本的には所有者等の個人財産であり、その管理は自ら行うことが原則で
あり、所有者の責務に関しては、今年の固定資産税通知書の中にチラシを同封し、
周知している。市で把握している空家等や、新たな空家で所有者や近隣住民等か
ら、苦情があった場合は市が現地を確認するとともに、管理が不十分と見受けられた
場合は、その所有者等に対して「適正な管理のお願い」の文書を送付し、空家バンク
や空家等の草刈りなどの管理業務を行っている花巻市シルバー人材センターのチラ
シを同封してＰＲするとともに所有者等や相続関係人に直接、連絡を取るなど、空家
等の適正な管理を促している。

空家対策に関する新たな取り組みとして、専門家団体による空家の相談窓口を設
置。10月5日と6日の2日間、岩手県司法書士会、一般社団法人岩手県宅地建物取
引業協会等と協力し無料相談会を市文化会館で開催したところである。 また、所有
者等自ら適正な管理をしていただけるよう新たな支援策として、平成30年度から、国
の補助制度を活用し、老朽危険空家の除却費の一部を補助する制度を設けた。内
容は、特定空家等に認定された建物又は、特定空家等に認定されていなくても、構
造の腐朽や破損等により、倒壊や建築部材の飛散の恐れのある著しく危険と認めら
れる住宅で、一定の要件を満たした空き家について、除却費の一部( 対象経費の
8/10または、50万円のいずれか低い額以内）を補助するものである。これらの制度を
活用しながら適正な空き家の管理を進めていきたい。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。
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参加者発言趣旨
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内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

213 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 地域振興部 定住推進課 空き家を有効活用するため
の対策について

市では空き家を有効活用するための対策としてどのような取り組み
を考えているかお聞きしたい。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市の
専用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用希
望者とマッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所有
者に対して、花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。本制
度の10月20日までの利用実績は、175件の空き家物件の登録、260名の利用登録
をいただいた。平成27年12月1日の運用開始から、70件の成約実績を有しており、
矢沢地区は登録件数10件、成約件数は5件と全体の割合からすると高くなってい
る。なお、奨励金も現在まで19件を交付している。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場
合に空き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支援
するため、県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者に県
の補助を含み220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方に対
して県の補助を含み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、その
経費の1/2を補助するもの。本制度の平成30年度実績は9月30日現在、子育て世
帯3世帯10名、空き家2世帯5名の計5世帯15名の移住につながっている。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の
花巻市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区
条例で定める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生
活サービス拠点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定され
ている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居
を取得した場合に奨励金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を
加算し、50万円を交付している。本制度の平成30年9月30日現在の実績は、同居
1世帯5名と生活サービス拠点1世帯4名となっている。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅
金融支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象
にフラット35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用
することが可能。本制度については、平成30年9月30日現在で１件の利用申請が
あった。市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援につ
いては、岩手県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っ
ている。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市
の専用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用
希望者とマッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所
有者に対して、花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。3月
25日現在で185件登録。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場
合に空き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支
援するため、県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者
に県の補助を含み220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方
に対して県の補助を含み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、
その経費の1/2を補助するもの。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の
花巻市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区
条例で定める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生
活サービス拠点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定され
ている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居
を取得した場合に奨励金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を
加算し、50万円を交付している。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅
金融支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象
にフラット35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用
することが可能。
市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援については、
岩手県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っている。

214 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 建設部 建築住宅課 長期間不在の空き家対策に
ついて

　高木団地は40数件の空き家があるが、実際に住めるような建物
は半分以下。残りは解体が必要な建物がほとんどだと思われる
が、建物を壊してしまうと土地の特例がなくなり固定資産税が高く
なってしまう。また、建物を壊すにも相当の費用が発生する。例え
ば、空き家となって長い間使われていないような建物に対して高く
税金を掛けるとか何か対策は考えられないものか。

　特定空き家に指定した場合、指導等を行いそれでも改善されない場合
は、注意勧告し、固定資産税の住宅用地特例を除外することが可能だ
が、それ以外の単に長期間空き家となっているような物件まで適用する
には至っていない。
　明らかに倒壊の恐れがあるとか、周辺にも危険が及ぶ等の場合に
は、特定空き家に指定するが、単に空き家だからということで特定空き
家に指定するのではない。市では、住民から空き家の苦情をいただい
た際は、現地確認し所有者に連絡を取る等しているが、強制的な対応
は難しい。これは全国的にも同様である。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。
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参加者発言趣旨
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内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

215 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 農林部 農政課 農業担い手対策について 現在、就職の流動化や農業担い手の高齢化により、農業後継者難
が多くの農家や農業法人で大きな問題となり、農業の将来に明る
い未来を見いだせないでいる。農事組合法人に携わっているが、
構成員の多くは70代と高齢化が進んでおり、構成員の他に従業員
を社会保険完備で2名雇用しているが、どうしても冬期間は仕事が
余りなく、法律の制約もあって農業以外の仕事ができない等の問
題も多い。これら若い担い手への支援、更には農業後継者難に対
し市としてどのような見解と対策を持っているかお聞きしたい。

　新規就農者への支援としては、国の事業である1人あたり年間150万円で交付期間
を最長5年とする就農直後の経営確立を支援する「農業次世代人材投資事業（経営
開始型）」、市単独事業の花巻市新規就農者支援事業等で市外から市内に移住し
た農業者を対象として上限を80万円、交付を1回限りとする就農に必要な「農業用機
械・資材費等の初期費用補助」、年額上限を5万円、交付期間を5年とする「土地賃
借料補助」、助成期間を2年以内とする月額2万円、交付期間を2年以内とする「農業
研修期間中の家賃補助」の支援をしている。
　また、平成29年9月1日から果樹等の栽培を希望する農業者が新規就農しやすい
状況を整えるため、農地取得を許可する際の下限面積を50アールから10アールに引
き下げたところ。農業後継者確保の取り組みについては、人材の雇用に向けた国の
事業である研修生1人あたり年間最大120万円で交付期間を最長2年とする「農の雇
用事業」、就農に向けて栽培技術を習得するための1人あたり年間150万円で交付
期間を最長2年とする「農業次世代人材投資事業（準備型）」のほか、市外から市内
に移住した新規就農希望者等が栽培技術を習得する市単独事業の「花巻市農業
研修支援事業」などを実施している。今年の9月には労働力の確保等を目的に東京
で開催された「新・農業人フェア」に市内の法人とともに出展をした結果、11月には大
阪府から市内の法人へ農業体験に訪れる方が1人予定している。また、農作業の省
力化、効率化を目的としたスマート農業を推進するため、市内にＧＰＳ基地局を4基設
置し、自動操舵システムや今後利活用が見込まれるドローンの免許取得に対して支
援を行い、担い手の育成や新規就農者の確保に努めている。
　担い手への支援としては、県や花巻農協、市で構成する花巻市農業推進協議会
が主催となり、個別農業者を対象とした「愛農土塾」、集落営農組織を対象とした「集
落型経営体研究会研修会」において、経営の安定を図るための新技術の導入や新
制度に関する研修会を開催している。また、今年の6月に県が農業者の経営確立・
発展、農業経営の法人化や経営資源の確実な次世代へ継承等を促進することを目
的に設置した市・JA・営農改良普及センター・県南広域振興局をメンバーとする「いわ
て農業経営相談センター花巻地域支援チーム」と中小企業診断士等が連携して農
業者の経営等に関する課題解決に努めてまいりたい。農業後継者の確保・育成に
ついて、市では重要な課題であると認識しており引き続き、関係団体と連携しなが
ら、新規就農者の確保や担い手育成のための支援策を講じてまいりたい。

　新規就農者への支援としては、国の事業である1人あたり年間150万円で交付期間
を最長5年とする就農直後の経営確立を支援する「農業次世代人材投資事業（経営
開始型）」、市単独事業の花巻市新規就農者支援事業等で市外から市内に移住し
た農業者を対象として上限を80万円、交付を1回限りとする就農に必要な「農業用機
械・資材費等の初期費用補助」、年額上限を5万円、交付期間を5年とする「土地賃
借料補助」、助成期間を2年以内とする月額2万円、交付期間を2年以内とする「農業
研修期間中の家賃補助」の支援をしている。
　また、平成29年9月1日から果樹等の栽培を希望する農業者が新規就農しやすい
状況を整えるため、農地取得を許可する際の下限面積を50アールから10アールに引
き下げたところ。農業後継者確保の取り組みについては、人材の雇用に向けた国の
事業である研修生1人あたり年間最大120万円で交付期間を最長2年とする「農の雇
用事業」、就農に向けて栽培技術を習得するための1人あたり年間150万円で交付
期間を最長2年とする「農業次世代人材投資事業（準備型）」のほか、市外から市内
に移住した新規就農希望者等が栽培技術を習得する市単独事業の「花巻市農業
研修支援事業」などを実施している。今年の9月には労働力の確保等を目的に東京
で開催された「新・農業人フェア」に市内の法人とともに出展をした結果、11月には大
阪府から市内の法人へ農業体験に訪れる方が1人予定している。また、農作業の省
力化、効率化を目的としたスマート農業を推進するため、市内にＧＰＳ基地局を4基
設置し、自動操舵システムや今後利活用が見込まれるドローンの免許取得に対して
支援を行い、担い手の育成や新規就農者の確保に努めている。
　担い手への支援としては、県や花巻農協、市で構成する花巻市農業推進協議会
が主催となり、個別農業者を対象とした「愛農土塾」、集落営農組織を対象とした「集
落型経営体研究会研修会」において、経営の安定を図るための新技術の導入や新
制度に関する研修会を開催している。また、今年の6月に県が農業者の経営確立・
発展、農業経営の法人化や経営資源の確実な次世代へ継承等を促進することを目
的に設置した市・JA・営農改良普及センター・県南広域振興局をメンバーとする「い
わて農業経営相談センター花巻地域支援チーム」と中小企業診断士等が連携して
農業者の経営等に関する課題解決に努めてまいりたい。農業後継者の確保・育成
について、市では重要な課題であると認識しており引き続き、関係団体と連携しなが
ら、新規就農者の確保や担い手育成のための支援策を講じてまいりたい。

216 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 農林部 農政課 学生等への就農PRについて 　農業は、若い人にあまり人気がなく、なかなか人材が集まらない
のが実情。やはり地元の高校生や県内の学生等に対して、農業を
就職先としてPRすることも必要ではないかと考えるが市ではどのよ
うな取り組みをしているのか。

　県とも連携を図り、県立農業大学校や花巻農業高等学校に訪問して
市内の青年農業者の方々と意見交換や取り組んでいる事業の紹介をし
ている。
　また、市内の農事法人等の概要や新規の求人についても情報提供さ
せていただいている。

　県とも連携を図り、県立農業大学校や花巻農業高等学校に訪問して
市内の青年農業者の方々と意見交換や取り組んでいる事業の紹介をし
ている。
　また、市内の農事法人等の概要や新規の求人についても情報提供さ
せていただいている。

217 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 農林部 農政課
農村林務課

農地中間管理事業等の取り
組みについて

　農地中間管理事業は、今年で5年目となり一区切り。中山間直接
支払制度や多面的機能支払交付金制度も5年ごとに見直しがされ
ているが、これら農業制度に関してこれまでの経過や取り組み状況
等お聞きしたい。

　農地中間管理事業関連では、平成10年に花巻エリアで花巻農協が合
併した際に多くの集落営巣組織を作り集落営農を推進した。生産調整
の転作の際は、各集落毎に組織を作り小麦や大豆作りに取り組んだ
り、市内では先行して法人化した集落もある。法人化した集落では、集
落全体で合意形成を図りながら農地中間管理機構の協力金を活用して
取り組んだ事例もある。
　農地中間管理事業は、農協の支店単位では、地域に入ってくる協力
金も違い、地域毎の考え方も異なることから、基本的に農家組合単位で
取り組んでいる。人農地プランは、各農家組合毎に集落営農ビジョンを
作り、農協の支店単位にまとめている。これは集落単位だと農地の移動
の面で出入り作が大きくなってしまうため、担い手の明記等の部分が大
分割愛できることから農協の支店単位としているもの。
　中山間直接支払制度は、平成12年から始まり、多面的機能支払交付
金制度は、農地・水保全管理支払交付金事業として平成17年度から始
まっているが、共に法制化されこれまでも5年毎に見直しがされている。
どちらも、属地主義という形で、実際に地域に土地を持っている方々で
集落協定を結び取り組んでいただいている。多面的機能支払交付金制
度では、集落単位ではなく、農協の支店単位として一つのエリアとて活
動いただいているが、実際の活動は、その中で農家組合単位で活動し
ている事例もある。各々新協定の中で、活動しやすい体制で取り組んで
いただいている。

　農地中間管理事業関連では、平成10年に花巻エリアで花巻農協が合
併した際に多くの集落営巣組織を作り集落営農を推進した。生産調整
の転作の際は、各集落毎に組織を作り小麦や大豆作りに取り組んだ
り、市内では先行して法人化した集落もある。法人化した集落では、集
落全体で合意形成を図りながら農地中間管理機構の協力金を活用して
取り組んだ事例もある。
　農地中間管理事業は、農協の支店単位では、地域に入ってくる協力
金も違い、地域毎の考え方も異なることから、基本的に農家組合単位で
取り組んでいる。人農地プランは、各農家組合毎に集落営農ビジョンを
作り、農協の支店単位にまとめている。これは集落単位だと農地の移動
の面で出入り作が大きくなってしまうため、担い手の明記等の部分が大
分割愛できることから農協の支店単位としているもの。
　中山間直接支払制度は、平成12年から始まり、多面的機能支払交付
金制度は、農地・水保全管理支払交付金事業として平成17年度から始
まっているが、共に法制化されこれまでも5年毎に見直しがされている。
　どちらも、属地主義という形で、実際に地域に土地を持っている方々
で集落協定を結び取り組んでいただいている。多面的機能支払交付金
制度では、集落単位ではなく、農協の支店単位として一つのエリアとて
活動いただいているが、実際の活動は、その中で農家組合単位で活動
している事例もある。各々新協定の中で、活動しやすい体制で取り組ん
でいただいている。

218 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 農林部 農政課 小規模農家の担い手対策に
ついて

　東十二丁目は、兼業農家も多いが、課題となっているのが後継者
の育成。このままでは、後継者不在で荒地が多くなっているのが心
配である。そのため生産性を上げるべく圃場整備を考えているが、
そのためには集積率が50％以上必要。そのため集積率を上げる
べく色々取り組んでいるが、後継者不足が大きな問題となってい
る。今後、小規模農家が生き抜くためにはどうしたらよいものか悩
んでいるが、市の考えをお伺いしたい。

　どうしても農業の担い手というと専業というイメージが先行してしまう
が、例えば野菜等の作物では、兼業でもできる部分はある。専業、兼業
など多様な農業者が一緒の地域に住んで地域を守っていくというのも一
つの考え方。なお、野菜等を作る場合、販売用となれば市と農協と一緒
に連携して様々な支援を行っている。
　東十二丁目地区は、圃場整備について色々検討しながら動いている
ことは承知しており、農家の負担を極力減らす方向に向かうためにも農
地中間管理事業を使いながら事業展開したいとも伺っている。市の担当
も地域に伺い説明会を開催しているが、やはり地元の方々とも意見交
換をしながら事業を進めていきたい。
　いずれ農家の方々には、必要な面積の農地をしっかり管理いただき、
できない部分は、何人かでグループを組んで農地を貸し出すことも選択
肢の一つとして検討いただきたい。また、後継者についても、自分だけ
で悩むのではなく、近所の方とも相談しながら、市と農協も連携して一緒
に考えていける部分はあると思うので遠慮なく相談いただきい。

　どうしても農業の担い手というと専業というイメージが先行してしまう
が、例えば野菜等の作物では、兼業でもできる部分はある。専業、兼業
など多様な農業者が一緒の地域に住んで地域を守っていくというのも一
つの考え方。なお、野菜等を作る場合、販売用となれば市と農協と一緒
に連携して様々な支援を行っている。
　東十二丁目地区は、圃場整備について色々検討しながら動いている
ことは承知しており、農家の負担を極力減らす方向に向かうためにも農
地中間管理事業を使いながら事業展開したいとも伺っている。市の担
当も地域に伺い説明会を開催しているが、やはり地元の方々とも意見
交換をしながら事業を進めていきたい。
　いずれ農家の方々には、必要な面積の農地をしっかり管理いただき、
できない部分は、何人かでグループを組んで農地を貸し出すことも選択
肢の一つとして検討いただきたい。また、後継者についても、自分だけ
で悩むのではなく、近所の方とも相談しながら、市と農協も連携して一緒
に考えていける部分はあると思うので遠慮なく相談いただきい。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

219 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 農林部 農村林務課 熊及び鹿対策について 　高松第一行政区は東和町境で国道283号沿いの山の谷間という
こともあり、鹿や熊の目撃が頻繁にされている。だが、この道路は
中学生が自転車通学で利用する道路であり、被害が起きてからで
は遅いと思う。市では、熊や鹿対策についてどのような取り組みを
行っているのかお伺いしたい。

　ツキノワグマが市内で人家や学校周辺で目撃された場合、市で有害
鳥獣対策実施隊に連絡し、まずはパトロールをお願いしているが、その
間は市でも同様にパトロールを実施している。また、教育委員会を通じ
て、学校、保育園、幼稚園に連絡を入れ注意喚起している。また、農作
物に被害がある場合は、罠を設置しているが平成29年度は19頭捕獲
し、今年度は10月時点で13頭捕獲している。
　鹿は非常に多く出ており、花巻市内では、昨年度の農作物の被害額
は約3000万円。鹿は、猟友会、ＮＰＯ猟友会と連携しながら、現在、国、
県の補助金のほか市単独でも150頭分の予算措置をして捕獲している。
平成29年度は、雪が多かったこともあり、762頭と非常に多くの鹿を捕獲
したが、鹿が多い現状であることに変わりはない。他の地域では、中山
間や多面的取り組みの中で里と山の間をしっかりと草刈りを行うことで
熊や鹿の出現を抑えたり、罠捕獲の資格取得費を負担する等様々取り
組んでいる事例もある。
　市では、熊や鹿などの被害が出ないように今後も関係機関と連携を図
りながら引き続き対応に努めていきたい。

　市では、鳥獣被害防止計画に基づいて市内に実施隊を組織し、被害
発生や目撃情報が寄せられた際には、追い払いあるいは捕獲活動を
実施している。人身被害の恐れがあるツキノワグマについては、関係機
関と連携しパトロールや広報活動、ホームページも活用し、広く情報を
お知らせしながら被害防止に努めている。
　また、ツキノワグマやニホンジカによる農作物被害を防止するため、
電気柵の設置に対する助成も行っており、個人に対しては、購入費の2
分の1の補助率で上限7万円、団体では、4分の3の補助率で上限30万
円を補助している。
　今後も関係機関と連携を図りながら引き続き対応に努めてまいりた
い。

220 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 農林部 農村林務課 松くい虫及び貝殻虫対策に
ついて

　国道283号から矢沢の踏切付近の国道右側に松くい虫被害木が
あり道路に倒れ掛かりいつ倒れてもおかしくない状況。早急な安全
対策が必要であると思う。
　また、市内では貝殻虫被害がかなり広がっていると思う。松くい虫
は広報等で周知されているが、貝殻虫対策について市では何か取
り組んでいるのか。

　松くい虫被害木が道路近くに倒れそうとの情報提供があった際は、市
で現地確認し道路敷き沿いの場合は道路管理者、私有地の場合はそ
の土地の所有者で処理いただくのが基本。ただし、道路に今にも倒れ、
市民の生活に支障が出るような緊急時には、安全確保のため市で現地
確認しながら対応している場合もある。昨年度は、国道283号中心に、
観光地周辺の景観保全を目的に県の支援を受けながら、一部松くい虫
の被害木について処理をしている。
　貝殻虫の花巻市全体の被害状況については、市では現状把握できて
おらず、県でも具体的な調査を現在のところ行っていないと伺っている。
貝殻虫は、松くい虫のように法律に基づいた被害虫の対象とはなってい
ない。しかしながら、現状では胡四王(イーハーブ館、童話村等)の被害
が拡大しており、県でも駆除方法などの情報提供は行っていることか
ら、市でも広報やホームページ等で情報提供をしていきたい。

　松くい虫被害木については、基本的に私有地は所有者で処理いただ
き、道路に今にも倒れそうな場合など市民の生活に支障が出るような緊
急時には市で対応している。
　国道283号付近は、平成29年度より遠野市と連携し観光地の景観保
全を目的に県の支援を受けながら被害木の処理を行っている。
　貝殻虫被害については、胡四王山付近の被害が多いため、来年度処
理を予定している。今後は広報やホームページ等で情報提供してまいり
たい。

221 H30.10.30 市政懇談会 矢沢 健康福祉部 地域医療対策室 総合花巻病院の医師確保に
ついて

　今後、ますます高齢化社会となり、病院の役割は今以上に必要と
されると思うが、地方では医師不足が問題となっている。総合花巻
病院は来年の開院に向けて建設が進んでいるが、医師の確保の
目途はついているのか。

　総合花巻病院は来年10月の完成見込みで工事が進んでいる。矢巾に
は岩手医科大学附属病院来年7月に完成するが、総合花巻病院は、岩
手医大や中部病院のような高度医療を行う大病院を前方連携、後方連
携として支える病院となる。つまり、高度医療は岩手医大のような大病
院が行い、総合花巻病院は、それ以外の比較的軽度な手術や大病院
を10日程度で退院した後に、すぐに家に帰れない方々のリハビリ等も行
う病院を目指している。
　総合花巻病院の診療科目については、なるべく減らさないように岩手
医大にお願いに行っているが、岩手医大も医師不足のためなかなか首
を縦に振っていただけないのが実情。理由は、今は若い医者の研修が
マッチングで自分の好きな病院に行けるようになったことで、医局制度
が弱体化し、大学からの医師配置が難しくなっている。また、県内では
特に県北や沿岸地域は医師不足の状況なので医師が十分足りるには
あと10年はかかるというのが、大学の先生方の見解。
　このように医師確保は大変厳しい状況だが、今は、民間会社で医師紹
介を行うサービスがあり、総合花巻病院もこのサービスを利用し、少し
ずつだが医師確保されつつある状況。それでも、厳しい状況に変わりは
ないが、市でも関係機関と連携しながら医師確保に努めていきたい。

　総合花巻病院からは、年末年始の挨拶など機会を捉えて岩手医大な
ど関係機関を訪問し、医師派遣などを依頼しているものの、新病院開設
を考慮すると医大でも医師は充足していないとのことでなかなか派遣医
師の増員にはつながっていないのが実情で、引き続き、粘り強くお願い
していくと聞いている。
　市は、総合花巻病院に対し、医大等への訪問にあっては、必要に応じ
て市も同行するなどの支援をしていきたい旨を伝えている。
　また、民間の医師紹介会社の医師紹介サービスにより、医師紹介会
社からの紹介問い合わせ件数は増えてきており、平成31年4月に1名、
同年秋に1名が採用予定だと聞いている。
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222 H30.11.7 市政懇談会 田瀬 総合政策部 秘書政策課 ILC構想について ILC構想について花巻市はどのように考えているか。ある情報によ
ると田瀬は工事関係者の居住地候補地に上がっているという話が
聞こえてきている。

　国際リニアコライダー（ＩＬＣ）は、2004年に世界の高エネルギー物理学研究者や加速器研究者
で構成される国際将来加速器委員会（ICFA）において、国際協力のもと世界に一箇所建設する
ことが合意された、世界最高・最先端の電子・陽電子衝突型加速器である。ＩＬＣは海抜約110m
位の山腹に全長30～50kmにわたって掘られた巨大トンネル内に建設されるもので、2004年に
ICFAが計画を承認。当初の計画では、本体建設費と測定器関係経費で１兆912億円、年間運転
経費は491億円が見込まれていたが、多額なコストが課題であったことから2017年、ICFAにおい
て初期整備延長を当初計画の30㎞から20㎞に短縮する計画が承認された。この見直しにより１
兆円を超える建設コストが8千億円程度に圧縮されることになったが、ICFAからは「日本の主導
で早期に実現してほしい」という声明が発表された。
　この間、国内においては2013年に日本の研究者によるILC立地評価会議が、国内のILC立地
候補地に岩手県南部から宮城県北部の北上山地を最適とする評価結果を公表した。ILCの建設
には活断層のない固い安定した地盤が必要で、しかも20kmから50kmもの距離を確保する必要
があるとのことであり、本県の奥州市・一関市から宮城県気仙沼市にまたがるエリアは強固で安
定した花崗岩の岩盤が分布しており最適な場所となっている。
　国際的な協力を得てILCを推進するためには、12月までに政府方針を決定していることが必要
と言われている。ILCを所管する文部科学省では、見直し後のILC計画における学術的意義や建
設及び運営に必要な予算などについて日本学術会議に審議を依頼しており、日本学術会議の
中に検討委員会を設置し現在詳細な審議が行われているとのことである。
　岩手県においてはILCの実現に向けて政府や与党に対する要望活動や展示施設開設等によ
るPR活動のほか、関係市町村と連携して様々な活動を展開している。
　本市の取組状況については、県内の商工団体を中心に組織される岩手県国際リニアコライ
ダー推進協議会に加盟している。同協議会ではILC誘致に関するシンポジウム開催、リーフレッ
ト作成などにより誘致活動に取り組んでいる。平成28年12月に同協議会が支援してリニアコライ
ダー・コラボレーションが主催したリニアコライダー・ワークショップ2016には、世界中のリニアコラ
イダー研究者が集い最新の研究や技術の発表・意見交換が行われたが、上田市長が出席し
た。
　また、中学生を対象としたILCセミナーや小学生を対象としたILCサイエンス教室に市内の子ど
もたちが参加したり、絵画コンクールの入賞作品の展示をイトーヨーカ堂で開催したり、県南広域
振興局と本市が共催するなどの取組を行っているほか、ILC誘致の勉強会を県南広域振興局・
花巻商工会議所と本市が連携して開催している。
　田瀬地区がILCの工事関係者の居住候補地にあがっているという話については、本市ではそ
のような情報について認識しておらないところであり、岩手県においてもそのような情報は把握し
ていないということであった。政府の国内誘致の可否をはじめとした今後の動向を引き続き注視
してまいりたい。

　国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の誘致については、世界の研究者等で組
織する国際将来加速器委員会（ＩＣＦＡ）より東北の北上山地が最適地と
評価されている。
　2018年12月19日には日本学術会議において「誘致支持に至らず」と
の報告がなされ、2019年3月7日には、文部科学省より、「現時点で日本
誘致の表明には至らないが、ＩＬＣ計画に関心を持って国際的な意見交
換を継続する」旨の見解が示され、今後も、国内外で議論が継続されて
いく。
　花巻市においても、県内の商工団体等を中心に組織されている岩手
県国際リニアコライダー推進協議会に加盟し県などと連携しながら誘致
推進に努めており、今後の動向について引き続き注視していく。

223 H30.11.7 市政懇談会 田瀬 建設部 道路課 県道下宮守田瀬線の整備要
望活動への支援継続につい
て

　県道下宮守田瀬線の整備要望については、市からの支援もいた
だき進めているが、要望実現には沿線の遠野市の協力も必要と考
え、昨年から一緒になって取り組みをしており今年の2月に岩手県
へ要望活動を行っている。田瀬地域の長年の悲願であり、要望実
現までには相当時間がかかると思うので、今後とも市の協力をお
願いしたい。

　県の道路整備の予算は、現在、復興事業が中心となっており内陸部
の道路整備事業は抑制されている状況であることから、復興事業に目
途がついた際には、内陸部の道路整備予算について復興前の状況に
戻していただくことをお願いしている。市としても今後も地域の要望活動
等について支援を継続していく。

　県の道路整備の予算は、現在、復興事業が中心となっており内陸部
の道路整備事業は抑制されている状況であることから、復興事業に目
途がついた際には、内陸部の道路整備予算について復興前の状況に
戻していただくことをお願いしている。市としても今後も地域の要望活動
等について支援を継続していく。

224 H30.11.7 市政懇談会 田瀬 地域振興部
東和総合支所

地域づくり課
東和総合支所地
域振興課

地域の人口減少にともなう、
既存団体・組織の見直しにつ
いて

　地域には様々な団体や組織があるが一つ例をあげると、東和地
域の婦人消防協力隊について、組織の重要性は理解するが、地域
の人口が減少してきている状況で、この他にもさまざまな団体の役
割が回ってきて、それにも従事しなければならない。しかも、若い
方々がそれに従事していただければいいが、実態として追いつい
ていかない状況である。様々な団体があるが、地域住民が減って
いく中で維持していかなければならないことについて、新たな手だ
てを講じていく必要があると考える。

　婦人消防協力隊に限らず地域に関係した団体・組織を見直すのは長
い期間が必要であると認識している。消防団の組織見直しについても相
当な期間を要している。田瀬地域でも様々な組織があって、一人の人が
複数の役職を兼務して大変苦労をされている。これについては、コミュ
ニティ会議と話し合いするだけでは解決に至らないと考えていることか
ら、市としても地域振興部を中心に地域の団体・組織をどのようにしてい
くか、地域アドバイザーや団体・組織の長の皆さん等からご意見を聴き
ながら少しずつ話し合いを進めている状況である。時間はかかるが今
後皆さんからもご意見をお聴きする機会もあると思うのでその際には、
地域の実情等をお話しいただければと思う。

　地域にはさまざまな団体・組織があり、それぞれ重要な役割を担って
頂いているが、人口減少・高齢化が進む現在、担い手不足、地域活動
への参加者の固定化により、一部の方への負担が増加していることは
認識している。そこで市において今年度は、地域で公民館活動、子育て
支援、ＮＰＯまた有識者の方々で構成する「地域自治に関する懇談
会」、庁内各部横断的に市職員で構成する「地域づくりの仕組みの見直
し庁内ワーキンググループ」を開催し、地域の現状・課題の把握をする
とともに、今後の地域づくりにおける方向性について検討を行った。地
域に関係した団体・組織を見直すことは時間を要することではあるが、
今後においては、コミュニティ会議とも情報共有を図りながら、地域に関
わる各種団体の負担軽減のため、地域の方々から更に意見を聴き、庁
内においても横断的な連携をとり地域の負担軽減に向け引き続き検討
していく。

225 H30.11.7 市政懇談会 田瀬 建設部
健康福祉部

都市政策課
長寿福祉課

土日に町の中心部で行われ
るイベント等への高齢者の移
動方法確保について

　市営バスが廃止になり予約乗合バスになったが、土・日曜日の運
行がないため車を持たない高齢者の方は、町の中心部で色々な行
事があっても出かけられない。出かける際は、誰かに頼んで乗せ
てもらうしかない。例えば、今度チャリティー芸能大会があるが東和
では入場者も少なくて非常に収益が少ないということで、皆さんぜ
ひ来てくださいと言われるが行くことが困難である。土・日曜日の移
動方法の確保について、何か考えていただけないものか。

　田瀬地区は予約乗合バスを多くの方に利用をいただいている状況で
ある。今後も予約乗合バスの対象地域が増えていくため予算も最終的
には、1億円を超えると見込んでおり、土日まで運行するのは難しいと考
えている。他の地域では、市の介護予防事業を利用し、高齢者の方の
移動方法を確保している例もある。

　田瀬地区に限らず、東和の他の地区でも同じような問題を抱えている
ことから、どのような方法があるかコミュニティー会議の皆さんとも知恵
を出し合って一緒になって考えていく必要がある。

【建設部】
　予約乗合バスは、今後、路線バスの状況によっては導入する地域が
拡大していくと考えており、市全体に導入する場合、公共交通に要する
市の負担額は１億円を超えると試算している。
　運行日の拡大については、さらに市の負担額が増す事になるため難
しいと考えている。

【健康福祉部】
　市では、高齢者の社会参加の支援として、自動車などを所有していな
い、80歳以上のひとり暮らし高齢者や高齢者世帯に対して、市内のタク
シー、予約応答型乗合交通の運賃に利用できるタクシー助成券を交付
している。
　また、平成29年度に開始した介護予防・日常生活支援総合事業（総合
事業）における『生活支援』は、要支援認定者など生活機能の低下が認
められる方に対し、住民ボランティアが支援を提供するもので、今年度
より制度を拡充し、「自動車による買物・病院等の付き添い」等の自主
事業の運営費に対し市が補助を行っており、地域ぐるみでの更なる取り
組みが拡充されることを期待している。
　今後も、タクシー助成券の交付事業を継続するとともに、高齢者の移
動方法の確保等、地域の様々な事情や課題に対応した地域の自主的
な活動を支援していく。
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226 H30.11.16 市政懇談会 花西 地域振興部
生涯学習部

地域づくり課
生涯学習課

花西振興センター複合施設
の建設について

　花西地区への複合施設の建設は、初め平成22年10月に提出し、
平成28年2月再度要望している。当協議会は、振興センターの事務
室と会議室として利用できる部屋が１室あるが、地域住民の活動の
ための集会所として利用することができないため文化会館などを利
用している状況である。スポーツ活動等の様々な行事や生涯学習
等の地域活動など交流を図れる施設が当地区にも必要であると考
えている。
　なお、総工事費等を考慮し、現在地に複合施設の建設を検討し
ていただきたい。

　平成28年に要望書をいただいた段階では、「花巻図書館が中央地区
に移転した場合、現在の図書館施設の活用や文化会館を含めて花西
地区の公共施設をどうしていくのか考えていく必要があると思うが、具
体的には花巻図書館移転の構想や方向性がある程度固まってからに
なると思う」と、回答している。現段階では図書館の移転時期が明確に
なるのは、まだ時間を要すると考えられる。その間の安全を考え、まず
は振興センターの耐震調査等を行い、その結果を踏まえながら、現在の
振興センターに対する対応を考えてまいりたい。その上で図書館の移転
も考慮しながら、花西振興センターの在り方も検討してまいりたい。

　花巻図書館の計画については、現段階で図書館の整備の基本構想を
平成29年8月に策定し皆さまにもお示ししている。立地適正化計画にお
いて施設を街中への集約を進めているが、今の予定では、花巻駅から
東側の花巻中央地区に花巻図書館の建設を考えている。
　花巻図書館は中央図書館という意味合いもあり、旧3町(大迫・石鳥
谷・東和)地域からも行きやすい場所となるが、利便性を考えると、でき
れば花巻駅に近い場所が良いと考えている。まだ、建設時期までは明
確にお話しできないが、これらも踏まえた上で検討していきたい。

【地域振興部】
　平成28年に要望書をいただいた段階では、「花巻図書館が中央地区
に移転した場合、現在の図書館施設の活用や文化会館を含めて花西
地区の公共施設をどうしていくのか考えていく必要があると思うが、具
体的には花巻図書館移転の構想や方向性がある程度固まってからに
なると思う」と、回答している。現段階では図書館の移転時期が明確に
なるには、まだ時間を要すると考えられることから、その間の安全を考
え、まずは振興センターの耐震調査等を行った。その結果を踏まえなが
ら、現在の振興センターに対する対応を考えていきたい。その上で図書
館の移転も考慮しながら、花西振興センターの在り方も検討していきた
い。

【生涯学習部】
　新花巻図書館については、立地適正化計画における都市機能誘導区
域内に建設をすることとしており、新しい図書館が中央図書館としての
機能も求められていることから、旧三町地域から交通アクセスがしやす
く、市民に分かりやすく利用しやすい場所で、高校生や子ども達の学習
の場として活用しやすい場所への建設が必要であることから、花巻駅東
側周辺への建設を検討している。
　また、現在、新花巻図書館整備基本計画の策定を進めており、その計
画策定の中で施設の規模、建設場所、実施時期等について具体的に
検討してくこととしている。
　基本計画策定後は、基本設計、実施設計と進めていくこととなるが、
完成時期については明確にお示しできない状況である。

227 H30.11.16 市政懇談会 花西 地域振興部 地域づくり課 自治会における役員の担い
手不足等の課題解決に向け
た取り組みについて

　自治会の大きな課題は、役員の担い手不足である。昨今、自治
会を取り巻く環境も変化し、必要性が薄れてきており、当地区の実
際の加入率は90％前後で推移している状況。例えば、盛岡市で
は、自治会の加入率や会費等を市のホームページで公表したり、
現役やOBの市職員が自治会に入り、活性化のための事業を立ち
上げて活動したり、市民が市の窓口に転入届を出した際に、自治
会の活動等を記載したパンフレットを渡しているようだ。花巻市では
このような取り組みはされておらず、あまり市と自治会との連携がと
れていないと感じている。花巻市でも行政と自治会が互いに連携
することで活動が盛り上がっていくと思うが、これらの解決に向けた
取り組みについて市の考えを伺いたい。

　盛岡市では自治会へ広報等の配布を委託しているが、花巻市の場
合、区長を通じて市の広報等の配布や地区の取りまとめをお願いして
おり、盛岡市とはやり方が違うため、市では自治会と関わっていないの
で加入している割合や実態等は把握していない。
　人材、担い手不足は自治会に限らず、コミュニティ会議でも役員が不
足しているという話は多く伺っている。市では、地域づくりには、特に若
い世代の参加が大事であると考えており、他の取り組み事例等も調査し
て、市民の皆さまに情報発信していきたいと考えている。また、役員の
負担も大きいということで、各種団体も含め地域づくりの仕組みの見直し
を検討している。これは、直ぐに結論が出る話ではないが、市民の皆さ
まの意見もお聞きしながら、地域としての役割がどうあるべきか考え検
討を進めていきたい。

　花巻市の場合、地域で自治会の役割が違っている。例えば、花西地
区は行政区長と自治会は別の組織だが、他の地域では、同じ人が行政
区長と自治会長を務めているところや自治公民館が様々取りまとめして
いるところもある。
　これまで花巻市では、行政区長を窓口としており、自治会はあくまでボ
ランティア組織のため直接関わっていないというスタンス。地域によっ
て、行政区長と自治会の関係も違い、コミュニティ会議と自治会の関係
も整理されてない。一方で、コミュニティ会議も含めて各種団体の役員
のなり手がおらず大変な状況になってきている。そのため市では、岩手
大学の教授等の専門家に入ってもらい、地域の方々やコミュニティ会議
の関係者等とワークショップを行い、少しずつ話し合いを進めようとして
いる。だが、地域には、様々な組織があり、地域毎でやり方も違うためコ
ミュニティ会議の在り方だけ考えても解決するものではない。相当難し
い話になると思うが、これは市でも非常に問題意識を持っており、時間
はかかるかもしれないが、皆さまからご意見をいただきながら話し合い
を進めていきたいと思っている。

　人材、担い手不足は自治会に限らず、コミュニティ会議でも役員が不
足しているという話は多く伺っている。市では、地域づくりには、特に若
い世代の参加が大事であると考えており、他の取り組み事例等も調査
して、市民の皆さまに情報発信していきたいと考えている。

　花巻市の場合、地域で自治会の役割が違っている。例えば、花西地
区は行政区長と自治会は別の組織だが、他の地域では、同じ人が行政
区長と自治会長を務めているところや自治公民館が様々取りまとめして
いるところもある。
　これまで花巻市では、行政区長を窓口としており、自治会はあくまでボ
ランティア組織のため直接関わっていないというスタンス。地域によっ
て、行政区長と自治会の関係も違い、コミュニティ会議と自治会の関係
も整理されてない。一方で、コミュニティ会議も含めて各種団体の役員
のなり手がおらず大変な状況になってきている。そのため市では、地域
で公民館活動、子育て支援、ＮＰＯまた有識者の方々で構成する「地域
自治に関する懇談会」、庁内各部横断的に市職員で構成する「地域づく
りの仕組みの見直し庁内ワーキンググループ」を開催し、地域の現状・
課題の把握をするとともに、今後の地域づくりにおける方向性について
検討を行った。地域に関係した団体・組織を見直すことは時間を要する
ことではあるが、今後においては、コミュニティ会議とも情報共有を図り
ながら、地域に関わる各種団体の負担軽減のため、地域の方々から更
に意見を聴き、庁内においても横断的な連携をとり地域の負担軽減に
向け引き続き検討していく。

228 H30.11.16 市政懇談会 花西 地域振興部 地域づくり課 自治会の実態調査について 　市でも、まずは自治会の実態調査をしなければ次の段階には進
めないと思う。例えば、加入率や活動内容等について調査いただ
き、自治会の実態を把握していただくようお願いしたい。

　東和町に地域づくりを研究されている方がおり、研究対象として以前、
旧3町は相当時間をかけて調査しているが、花巻地域は、あまり調査さ
れていない。自治会だけではなく、各組織の在り方については、実態を
把握しないと進められないと思う。御意見いただいたとおり、ぜひ考えた
いと思う。

　自治会だけではなく、各組織の在り方については、実態を把握しない
と進められないと思う。御意見いただいたとおり、実態把握を進めてい
きたい。
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229 H30.11.16 市政懇談会 花西 建設部
生涯学習部

公園緑地課
生涯学習課

市民の家及び馬面電車の活
用について

「市民の家」「馬面電車」の観光客が増えてきており、「市民の家」内
でのパネル展示や「馬面電車」の開放など何かしらの取り組みが必
要ではないかと思うが、市の考えをお伺いしたい。

　市民の家は、地域の方々を中心に非常に利用されており、花西地区
まちづくり協議会の皆さまには、市民の家と花巻電鉄の紹介パネルを
作っていただいたところ非常に好評で感謝申し上げる。駐車場を整備す
ることからも、他に市民の家の中で何か紹介すべきものがある場合には
皆さまの御意見を聞きながら検討していきたい。

　材木公園の馬面電車は、希望があった場合に職員が立ち会いのも
と、囲いの鍵を開けて見学できるような形で開放しているが、車体の木
製扉が開きづらく、車内の床も老朽化により強度が不安となっていること
から、年内に補修することで業者に発注済みである。また、車体が東側
に少し傾いているが、補修するためには、囲いがあるので車体を持ち上
げて枕木及びレールの補修が必要のため修理の方法については、今
検討しているところである。平成29年度は、3件の申込みがあり69人が
見学。平成30年度はこれまで2件の申込みがあり41人が見学している。
当面は、現在行っている職員立会方式を継続していきたい。開放につい
ては、今後、地域の方々の意見も聞きながら検討していきたいと考えて
いる。

　本来、花巻電鉄は馬面電車とそれより広い電車との異なる編成で運
営されていたが、廃線になった際、馬面電車のみを残し、他の編成の車
両を残さなかったことは残念なことであった。いずれ、今はこの一両しか
ないことからも、財源の問題もあるが、まずは応急処置をしながら、今後
永く、例えば100年以上残していくためには抜本的な修繕が必要であり、
そのための調査をするよう担当課へ指示している。少し時間はかかると
思うが、いずれ地域の方々には、今後の対応が決まった際にはお知ら
せしたいと思っている。

【建設部】
  平成30年12月に車体の扉の戸車調整、ガラス交換及び床補強等の修
繕を実施した。車体の傾きの補修については、電車を囲んでいる柵の
補修と合わせて実施することとしている。車両の開放については、基本
的には職員立会いの下で見学していただく方法を継続したいと考えて
いるが、自由な見学ができる一般開放については、時期や方法等、地
域の方々の意見をお伺いしながら検討してまいりたいと考えている。今
後100年以上先を見据えた抜本的な修繕をはじめとした恒久的な保全
策についても検討を進め、決まった際にはお知らせする。

【生涯学習部】
　市民の家は、地域の方々を中心に非常に利用されており、花西地区
まちづくり協議会の皆さまには、市民の家と花巻電鉄の紹介パネルを
作っていただいたところ非常に好評で感謝申し上げる。駐車場を整備す
ることからも、他に市民の家の中で何か紹介すべきものがある場合に
は皆さまの御意見を聞きながら検討していきたい。

230 H30.11.16 市政懇談会 花西 建設部 公園緑地課 ぎんどろ公園の整備について 　ぎんどろ公園の入り口に桜の木があったが、桜を切る段階で地域
住民が大騒ぎとなったことがあった。また、道路にはみ出した巨木
があり、伐採されたこともあった。ぎんどろ公園は、旧花巻農業学校
があった場所で、賢治の史跡のような形で整備された公園である。
交通に支障がある等やむを得ない事情もあると思うが、地域の観
光資源として重要な公園であることも考えた上で整備いただくよう
お願いしたい。

　盛岡市でも、県庁前のヒマラヤ杉も伐採することとなり、大騒ぎとなっ
ていたが、大きくなりすぎると倒木の危険があるためやむを得なかった
事情はあると思う。ぎんどろ公園も以前、木を伐採してしまった経緯はあ
るが、ゆかりの木を大事にする意識は、担当課でも持ってもらう必要が
あると思う。今後は、このことも注意して整備することとしたい。

　公園内の樹木には大きくなり過ぎたり枯れてしまったりして倒木の恐
れがあるものもあり、利用者や周辺住民の安全を守るため、やむを得
ず伐採することがあるが、伐採に当たっては樹木の由緒等について十
分注意したうえで実施するよう努めてまいりたい。

231 H30.11.16 市政懇談会 花西 生涯学習部 賢治まちづくり課 宮沢賢治ゆかりの地への案
内板の設置について

　以前、観光客にカラタチ坂の場所を聞かれたが、案内看板もな
く、自分も詳しい場所は分からなかったため教えてあげることがで
きなかった。カラタチ坂は宮沢賢治が花巻農学校に行く際に、よく
通ったと言われており、賢治ゆかりの場所だと思うことからも案内
看板を設置してほしい。

　本市では、平成25年～平成27年度、観光客や市民に、賢治ゆかりの
地を巡ってもらうため「賢治ゆかりの地案内板」を設置した。ゆかりの地
は、賢治関係団体や各地区コミュニティ会議等からの意見を取りまとめ
選定された。今後、関係団体等からゆかりの地として案内板設置の要望
があった場合、検証し必要と判断されれば、現在の看板に追加表記す
るなどの対応を検討する。

→賢治まちづくり課確認。「からたち坂」は賢治の短歌に見られ、藤沢町
から農学校へ上るいずれかの坂と推定されているが、具体的に確定で
きない状況。

　からたち坂は具体的な場所が確定していないことから案内看板の設
置は考えていない。

232 H30.11.16 市政懇談会 花西 生涯学習部 賢治まちづくり課 宮沢賢治のアニメキャラク
ターの活用について

　最近、芥川龍之介や太宰治等の文豪が出てくる漫画「文豪ストレ
イドッグス」という作品が若者達の間で人気となり、これがきっかけ
で文豪達の生まれ故郷を巡る若者が増えてきているようだ。この作
品には宮沢賢治も出ており、著作権の問題もあると思うが、このア
ニメのキャラクターを使って花巻市をPRすることで花巻市を訪れる
若者も増えると思うのでぜひ検討願いたい。

　お話しのあった作品が、若者に人気があることは承知しているが、こ
の作品に出てくるキャラクターは実物とは全く違い、宮沢賢治も若い少
年として描かれている。この作品をきっかけとして興味を示してくれる若
者もいると思うが、宮沢賢治については、難しい面もある。
　実は昨年、宮沢賢治童話村がアニメの聖地に認定されその取り組み
の一つとして、寺院巡りの御朱印帳と同じようなスタンプを用意しており
好評を得ている。賢治フェスティバルや様々な機会を通じて周知を図っ
ているが、若者に対しても、さらにPRをしていきたいと思っている。

　岩手県文化スポーツ部文化振興課とともに「文豪ストレイドックス」と宮
沢賢治童話村とのコラボ企画を検討している。

233 H30.11.16 市政懇談会 花西 建設部 都市政策課 宅地開発の届け出等の際の
対応について

　北万丁目地区では、農地を宅地化する動きが活発化しており、今
年に入り3個所で造成工事が進みほぼ完成している。いずれこの
宅地に家が完成し、仮に10戸の世帯が移ってくるとすれば、現在使
われているごみの集積所は、満杯となってしまうことが想定される。
そのため市の担当者に事前に宅地開発等の申請や相談があった
際は、新たにごみ集積所を設置を検討するよう開発業者に前もっ
て指導していただけないものかと相談したが、この場合には、指導
となる開発行為の要件には該当しないため難しいと言われた。法
律上の要件等の基準はあるとは思うが、宅地ができ住民が移り地
域の世帯が増加するとごみ集積所の問題は必ず起こることからも、
業者から宅地開発等の相談があった際には、市から業者に対して
指導をお願いしたい。

　市では市街化区域と市街化調整区域を分けていないためこのような
問題が起きてしまう。市では、立地適正化計画の中で居住誘導区域外
に3戸以上宅地開発を行う際は、届け出が必要。お話しいただいた箇所
が区域外かはわからないが、区域外であれば市に届け出はしているは
ず。この届け出や宅地開発等の相談が担当課にあった際、ごみ集積所
の設置について業者に対して市の担当者から確認するような仕組みは
あったほうが良いと思う。法律上の問題もあり指導までは難しいと思う
が、この旨は担当部署に伝えることとしたい。

→都市政策課確認。ごみ集積所設置等の担当者が確認する仕組みに
ついては、立地適正化計画に係る届け出（都市再生特別措置法に基づ
く3戸以上の開発行為（宅地分譲等）、または、3戸以上の住宅新築（集
合住宅も含む）の届け出）があった場合、今後、生活環境課あて協議す
るよう届け出者に対し案内することとした。

　ごみ集積所設置等の担当者が確認する仕組みについて、都市政策課
において、立地適正化計画に係る届け出（都市再生特別措置法に基づ
く3戸以上の開発行為（宅地分譲等）、または、3戸以上の住宅新築（集
合住宅も含む）の届け出）があった場合、届け出者に対し、生活環境課
に協議するよう案内することとした。
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234 H30.11.16 市政懇談会 花西 建設部 道路課 材木町の街路樹の落ち葉対
策について

　材木町の街路樹だが、例年この時期は枝を切っているはずだ
が、今年はまだ切られていない。既に紅葉が終わり落ち葉が散ら
かって大変である。
　花西地区分(花巻税務署から五内川オートの間)で良いので花巻
まつりが終わったら切ってもらえばよいと思うが。

　何か理由があって遅れているのかもしれないが確認する。毎年やるべ
き時期に、やってもらったほうがよいと思うのでこのことは担当課に伝え
る。
　街路樹があると落ち葉の問題は必ずおきる。これは、年に1回は市の
予算でやることも考えるべきだと思うが、市民からいただいた税金も限ら
れていることから、落ちた都度はできない。
　そうなると街路樹をやめるのか、または、街路樹の近くに住まわれて
いる方々には申し訳ないが、落ち葉は少し我慢してもらうかのどちらか
だと思う。
　街路樹は市内で1万数千本と、とても数があるため長い期間放っておく
ことは良くないと思う。だが、私は、落ち葉が散らかっている期間は数週
間程度であれば、我慢してもらい、やはり街の景観のためにも街路樹は
あった方が良いと思う。

→道路課確認。材木町公園西側の街路樹の剪定は、隔年で実施してお
り、平成29年度に剪定したことから、平成30年度は剪定を行わない予
定。この旨発言者に連絡し、了(11/19)。

　材木町公園西側の街路樹の剪定は、隔年で実施しており、平成29年
度に剪定したことから、平成30年度は剪定を行わない。この旨発言者に
連絡し、了(11/19)。

235 H30.11.21 市政懇談会 新堀 教育部 教育企画課 小学校の統合について① 　市総合教育会議で石鳥谷地域の小学校を１校にすることを基本
とする方針案が了承されたと８月初旬に新聞報道があった。地域に
小学校がなくなる影響はとても大きい。なぜ、このタイミングでその
ような方針になったのか経緯と今後の方向を伺いたい。
　前田小学校や笹間地区の例など単純に数字合わせではなく、各
地域住民とも協議しながら、また、子供達にとって最も良い教育を
提供することをじっくりと考えて頂きたい。石鳥谷町では、昭和42年
に中学校を統合する際、新しい校舎の場所をどこにするかなど大
きな議論があった。当地域は中央部に北上川があり、設置場所ひ
とつでも住民感情があると思うので、慎重に取り組んで頂きたい。

　8月の報道内容には報道機関の紙面の都合で私達の想い全てが紹介
されずに直ちにその方向に向かうような印象を受けられ大変驚かれたと
思う。
　学校教育においては、情報化やグローバル化に対応するために外国
語の学習や道徳の強化が実施されている。さらに、少子化も相まって、
今後も教育環境が大きく変化していく。
　今回の方針案は、そのような背景や小中一貫教育という新たなシステ
ムも出来た中でこれからの適正配置についての案として検討したもの。
10年ほど前にも方針案を策定し進めてきたが、少子化がさらに加速化し
ていることなどからそれでは対応出来ないと考え、平成27年度から有識
者会議のほか、保育園や幼稚園、小中学校ＰＴＡ等の方々とのワーク
ショップ、教育委員会議、さらに総合教育会議の中で協議してきた。この
様子を皆さんにお知らせする努力が足りなかったと反省している。
　少子化の現状として、児童生徒が2～3％ずつ減少しており、1-2年生、
3-4年生、5-6年生の3学級とする小規模複式学級が3校あるが、その形
式を維持出来ない学校も予想されている。石鳥谷地区については、単
純に出生数から推計すると大きく減少することが見込まれ、ワークショッ
プ等の沢山の意見を基にこのような案を策定した。直ちに実施するので
はなく、中学校区単位で説明会を開催したほか、今後も保育園・幼稚園
や小学校ＰＴＡ単位での学習会を予定している。そこで頂いた意見を基
に練り上げ、さらに市民の方々へお知らせし意見を取りまとめながら時
間を掛け丁寧に実施案へと進めて参りたい。
　学校は、先生の教えを頂きながら子供達同士が切磋琢磨し生きる力
を培う場であるが、一方では保護者や地域文化との関わり抜きには
やっていけない。双方から捉えながら慎重に進めて参りたい。

　児童生徒が毎年2～3％ずつ減少しており、1-2年生、3-4年生、5-6年
生の3学級とする小規模複式学級が3校あるが、その形式を維持出来な
い学校も出現する。
　石鳥谷地区については、単純に出生数から推計すると大きく減少する
ことが見込まれ、ワークショップや有識者会議でいただいた沢山の意見
を基にこのような案を策定した。これに基づき直ちに統合を行うもので
はなく、教育委員会として考えを示したものである。10月に中学校区単
位で説明会を開催したほか、12月から1月には保育園・幼稚園や小学校
ＰＴＡ単位での学習会を実施した。その際には、この方針案に対する明
確な反対意見はなかったので、一定の賛同は得られたものと考えてい
る。今後、方針として策定した後も引き続き市民の方々へ周知していき
たい。
　学校は、先生の教えを頂きながら子供達同士が切磋琢磨し生きる力
を培う場であるが、一方では保護者や地域文化との関わり抜きには
やっていけない。双方から捉えながら慎重に進めて参りたいと考えてい
るが、一方では、規模の縮小が加速度的に進む学校もあることから、そ
うした地区については、協議の速度を進めてまいりたい。

236 H30.11.21 市政懇談会 新堀 教育部 教育企画課 小学校の統合について② 　自分の子供が小学校在籍時にはＰＴＡ会長を、中学校ではＰＴＡ
副会長をした。その当時からではあるが、ＰＴＡ会員数が減少し役
員決めが大変になっている。そのような現状を考えると、統合によ
りＰＴＡが活動しやすくなれば良いと思う。個人的にも統合するのが
自然の流れと思っているので、統合は進めて頂きたい。
　なお、地区行事等で小学校を使用している例もあるので、統合後
の現校舎等のあり方も考えて頂きたい。

　私はかつて小学校の教師をしていた。初任は、小学3年生43人の
担任だった。人数が多く苦労はしたが凄く楽しかった。現在の新堀
小学校を見ると、昨年度まで行政区長だったので来賓として入学式
に行った際、1年生14人と少なく寂しいと感じた。人が多いと活気が
あり部活等も色々なクラブが作れるので、ある程度の人数で子供
たちの個性が発揮できる方向性が良いと思う。ただし、突然新聞掲
載されたことで不安に思ったので、進め方は慎重にお願いしたい。

　小中学校の適正配置の方針案に対して突然の印象を持たれた事に対
しては、大変申し訳なかった。新聞紙上の「早期に学校統合について検
討を始める」との表現に不安を感じたかもしれないが、あの表現は正確
ではなかった。小中学校について具体的な統合方針が決定している訳
ではなく、今後も小学校児童数の減少が見込まれ、複式学級や10人足
らずのクラスになることも予想されることから、早い段階から皆さんにも
考えて頂き意見も頂きながら話し合うための試案の段階で出したもの。
本日、統合に前向きなご意見が多いことに少し驚いているが、じっくり話
し合いをしていくことになる。

　児童生徒が毎年2～3％ずつ減少しており、1-2年生、3-4年生、5-6年
生の3学級とする小規模複式学級が3校あるが、その形式を維持出来な
い学校も出現する。
　石鳥谷地区については、単純に出生数から推計すると大きく減少する
ことが見込まれ、ワークショップや有識者会議でいただいた沢山の意見
を基にこのような案を策定した。これに基づき直ちに統合を行うもので
はなく、教育委員会として考えを示したものである。10月に中学校区単
位で説明会を開催したほか、12月から1月には保育園・幼稚園や小学校
ＰＴＡ単位での学習会を実施した。その際には、この方針案に対する明
確な反対意見はなかったので、一定の賛同は得られたものと考えてい
る。今後、方針として策定した後も引き続き市民の方々へ周知していき
たい。
　学校は、先生の教えを頂きながら子供達同士が切磋琢磨し生きる力
を培う場であるが、一方では保護者や地域文化との関わり抜きには
やっていけない。双方から捉えながら慎重に進めて参りたいと考えてい
るが、一方では、規模の縮小が加速度的に進む学校もあることから、そ
うした地区については、協議の速度を進めてまいりたい。
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237 H30.11.21 市政懇談会 新堀 教育部 こども課 子育て支援について 　少子化は全国的な問題ではあるが、若い人に子供を産めと連呼
しても効果が無いと思う。子育て支援で手っ取り早いのはお金をあ
げることだと思うが、市の財政も限られている。今年行政区長となっ
て感じるが、日本赤十字への寄付など100％近い集金となっている
ので、何か団体を組織して各世帯から寄付を募りながら出産祝い
金を出すのも良いのではないか。

　子育て支援については、医療費助成では未就学児の病院窓口での支
払いがない現物支給（無料化）や、これまでは小学生までが対象だった
医療費助成（所得制限・自己負担あり）を本年10月から中高生へ対象を
拡大して取り組んでいるほか、県の考え方次第ではあるが現物支給の
拡大も検討している。他にも、若い方の定住を図るために親世代と同じ
地区での住宅取得に対し30万円を補助する制度を4月から始めるなど
様々取り組んでいる。
　祝い金については、年間約600人の出生に対して仮に10万円ずつとし
ても6,000万円となり財政的に厳しい。皆さんから少しずつ集めるのは素
晴らしいアイディアだが、自治会費ですら高いとの若い方々の意見もあ
る中で抵抗もあるのではないかと考える。

　子育てにはお金が掛かるので苦労されている方も少なくないと思う。
現在、国では幼児教育の無償化が取り沙汰されているが、市では保育
園の待機児童解消や医療費助成に力を入れ取り組んでいる。また、就
学後も給食費や学用品などの支援を行っている。子育て支援として工
夫の余地がまだあるとは思うが、祝い金制度についてはご意見として参
考させていただく。

　ご提案のとおり、民間団体が寄付を募り出産祝い金を出すことはよい
ことだと思うが、本市が子育て支援として出産祝い金を実施することに
ついては、財政状況を勘案した場合、難しいと考える。今後とも現在市
が実施している待機児童解消や医療費助成などほかの子育て支援に
取り組んでまいりたい。

238 H30.11.21 市政懇談会 新堀 建設部
石鳥谷総合支所

道路課
石鳥谷総合支所
地域振興課

北上川の築堤について 　北上川の築堤については毎年お伺いしているが、新堀地区は北
上川の氾濫で浸水被害が多く発生し、以前から要望しているが、早
期に北上川左岸の築堤を完成してほしいと願っている。築堤工事
は上流から進められているようだが、新堀地区の着工がいつ頃に
なる見通しなのか現在の状況を伺いたい。

　数年来、国交省の本省や東北地方整備局の局長に会い要望している
が、傾向として整備が少し遅れている。3～4年前までは平成30年代前
半という言い方だったが、現在はその様な言い方はしていない。先日の
鬼怒川の大洪水や西日本の台風被害等の災害への緊急対応のほか、
一関の遊水池整備などにお金が掛けられている。また、中南海地震に
備えるという国の考え方もあり、西日本にお金を掛けなければならない
状況がある。さらに、人家（床上浸水被害）の無い場所は整備が遅れる
と言われており、新堀と八重畑に関しては人家被害が少ない状況であ
る。
　今年、区長さんが要望に行ったことを国も重要に受け止めている。国
も住民に説明しなくてはいけないと考えている。私も今年度中に国から
住民へ説明してもらいたいと思っている。

　岩手河川国道事務所によると、頻発する激甚災害の影響等により河川整備事
業の進捗が思わしくない状況であり、現在、一関市遊水地建設事業や紫波町な
どの築堤整備事業が進められているが、一関遊水地建設事業については、平成
30年代の完成を目指し事業を進められている。紫波町などの築堤整備事業につ
いては、当初、平成30年度前半の完成を目標にしていたところ、平成28年8月の台
風第10号、平成29年7月九州北部豪雨、平成30年7月西日本豪雨など、毎年各
地で豪雨災害が発生。その災害地域による整備が優先されることにより、国全体
としての河川整備予算が厳しい状況となっていることから、大幅に事業が遅れるこ
とが見込まれており、新堀地域については、その後の整備になるものと伺っている。
　また、平成31年2月に岩手河川国道事務所による新堀・八重畑地区を対象とし
た地元説明会では、新堀・八重畑地区の事業着手は平成38年以降を予定してお
り、第一段階として平成14、19年洪水での浸水家屋箇所を最優先で整備するが、
連続堤は事業費が大幅にかかり完成も遅れることから、輪中堤または宅地嵩上
げで検討しているとのこと。その後、第二段階として堤防整備を行い、連続性が出
るよう整備していきたい。なお、当面の川の流れを良くするための対応として、河川
内の樹木伐採と体積土砂の撤去を実施すると伺っている。
　新堀地域においては、平成25年に続いて、平成29年8月の大雨による洪水の際
も農地の冠水被害が発生している状況であることから、一刻も早く築堤整備される
よう、国に対し要望活動を行っているところであり、今年度も北上川流域市町で構
成している北上川上流改修期成同盟会で要望を行ったほか、新たに花巻市単独
でも要望活動を実施している。さらに、地域の声も届けたく、平成30年7月3日には
新堀地区行政区長と八重畑地区行政区長それぞれの地域代表者からも岩手河
川国道事務所への要望活動を行っていただいた。
　今後も、さらに、地域の方々とも連携を取りながら、早期整備に向けて、国に対し
強く要望してまいりたい。

239 H30.11.21 市政懇談会 新堀 農林部 農政課 減反政策廃止による市の農
政政策について

　今年から減反政策が廃止になり、本年は米の価格が若干上がる
ものの増産による価格の変動等で農家の経営が厳しい状況になる
のではないかと危惧している。減反政策廃止による農家に対する
国や市の新たな仕組みや支援策について伺いたい。
　高齢化などでリンゴの木を伐採し栽培を止めたり、野菜の作付面
積を減らす傾向となっており、生産を拡大する方向にはなっていな
い。当事者は勿論、地域の農業収入が減り、市全体の農業収入も
減る訳で、今後の農業をどのように転換していけばよいのか、現段
階で分かる範囲で伺いたい。

　平成30年産から主食用米の生産数量目標の配分が廃止されているが、
国の需給見通し等の情報が各県の農業再生協議会に、さらに地域ごとの
農業再生協議会に入るので、これまでの強制的なものではなく米価が安定
する目安を農協を通じ各農家にお知らせしている状況である。なお、市内
では、集落営農組織や農業法人が水田を経営している所も多くなってきて
おり、食用米のほかに麦・大豆・飼料用米、ミニトマトやピーマンなどの園芸
作物で所得確保を図っている。水田活用の直接支払交付金や産地交付金
としての転作作物への助成が平成30年以降も続いていくので、今後も園芸
作物など転作作物への支援をしていく。
　加えて、農業従事者の高齢化や後継者不足への対応として、農作業の省
力化や低コスト化を推進するために、自動操縦システムや農業用ドローン
などＩＣＴ技術の活用、スマート農業の取り組みを継続して支援していく。
　また、飼料用米への恒久的な支援やコメの需給安定に資する新たな支援
策等も国県へ要望して参りたい。

　高齢化が進みリンゴの生産が増えないのはその通り。「リンゴスター」など
若手が頑張っているほか、リンゴサイダーや林檎酒の特区が認められたの
でそれらの支援をしたいと考えているが、生産量を増やす方策はもう少し
検討しなければいけない。大迫の場合は、葡萄生産量は最盛期の半分位
だが、今年になってほんの少し増えている。これは、外から農業従事者を
呼び込んだことがあったため。
　リンゴも機械化等を進め、高齢者でも出来るとか若い人が農業で生活で
きる広さで生産できるよう支援することが考えられる。
　米については、生産調整が廃止され7,500円の交付金がないと辛いが、
食用米の生産は全国的には西日本、県内では県北が減っているのに対
し、花巻市は圃場整備が進み条件も良くお米の評判も良いので食用米の
生産が増えても十分販売できると思うが全国的な生産量が増えると価格に
影響するため、花巻も安易に増産することには慎重でなければならない。
あとは、超高級でなくとも十分売れるのであれば、集約化、法人化、機械化
をしながら生産コストを下げて農業で生活できるようにすることが大事だと
考える。

　平成30年産から主食用米の生産数量目標の配分が廃止されているが、国の需
給見通し等の情報が各県の農業再生協議会に、さらに地域ごとの農業再生協議
会に入るので、これまでの強制的なものではなく米価が安定する目安を農協を通じ
各農家にお知らせしている状況である。なお、市内では、集落営農組織や農業法
人が水田を経営している所も多くなってきており、食用米のほかに麦・大豆・飼料
用米、ミニトマトやピーマンなどの園芸作物で所得確保を図っている。水田活用の
直接支払交付金や産地交付金としての転作作物への助成が平成30年以降も続
いていくので、今後も園芸作物など転作作物への支援をしていく。
　加えて、農業従事者の高齢化や後継者不足への対応として、農作業の省力化
や低コスト化を推進するために、自動操縦システムや農業用ドローンなどＩＣＴ技術
の活用、スマート農業の取り組みを継続して支援していく。
　また、飼料用米への恒久的な支援やコメの需給安定に資する新たな支援策等も
国県へ要望して参りたい。

　高齢化が進みリンゴの生産が増えないのはその通り。「リンゴスター」など若手が
頑張っているほか、リンゴサイダーや林檎酒の特区が認められたのでそれらの支援
をしたいと考えているが、生産量を増やす方策はもう少し検討しなければいけない。
大迫の場合は、葡萄生産量は最盛期の半分位だが、今年になってほんの少し増
えている。これは、外から農業従事者を呼び込んだことと機械化モデルの取り組み
があったため。
　リンゴも機械化等を進め、高齢者でも出来るとか若い人が農業で生活できる広さ
で生産できるよう支援することが考えられる。
　米については、生産調整が廃止され7,500円の交付金がないと辛いが、食用米の
生産は全国的には西日本、県内では県北が減っているのに対し、花巻市は圃場
整備が進み条件も良くお米の評判も良いので食用米の生産が増えても困らないと
思う。あとは、超高級でなくとも十分売れるのであれば、集約化、法人化、機械化を
しながら生産コストを下げて農業で生活できるようにすることが大事だと考える。
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240 H30.11.21 市政懇談会 新堀 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
地域振興課

道の駅「石鳥谷」の再編につ
いて

　この件についても毎年お伺いしているが、道の駅「石鳥谷」の施
設全体の再編構想の検討状況はどうなっているか、構想に基づく
全体的な着手、完成の見通しはいつ頃になるのか伺いたい。

　南部杜氏伝承館の展示をリニューアルすることでスタートしたが、一般
財団法人日本みち研究所の支援を頂き、現在伝承館だけでなく、道の
駅全体を見直す案を検討している。
　駐車場の広さやトイレの場所などが課題で、それらを国にやって欲し
いため、岩手河川国道事務所や東北地方整備局に協議している段階で
ある。トイレを移すことはやってくれると思うが、駐車場の拡張はまだ分
からない。国がどこまでやってくれるかの前提であるが、駐車場を拡張
できれば、伝承館の位置を移すことも出来るし、りんどう亭や酒匠館が
使い易くなる。国の方針が出てくるのは来年度以降と思うが、我々もア
イディアを固め予算も考えていく。

　道の駅「石鳥谷」の再編については、検討委員会による話し合いを経
てまとめた『道の駅「石鳥谷」施設再編基本構想・基本計画（案）』に対す
る市民からの意見聴取のため、3/26から4/24の期間でパブリックコメン
トを実施している。
施設の整備内容については、引き続き国との協議を行っているほか、
必要となる事業用地の一部を3月下旬に取得した。

241 H30.11.21 市政懇談会 新堀 生涯学習部 生涯学習課 花巻図書館の建て替えにつ
いて

　自分は新興製作所に勤め読書おもいで帳に関わっており、仕事
柄全国の図書館を回る事が多い。花巻市立図書館を新しくする話
が出てから相当時間が経過していると思うが、どのように進んでい
るのか伺いたい。

　外から見ると何も進んでいない様に見えるかもしれないが、しっかり
やっている。例えば、豊沢橋の架け替えも工事が止まっていると散々言
われたが、１年半掛けて工場で橋げたを製作していたし、また、花巻病
院の移転についても１年ほど掛けて岩手医大理事長や中部病院長、保
健事務所、医師会等とずっと話をして、皆の賛成を頂いた。図書館につ
いてもそのような状況で、今は関係者と話をしている段階である。出来
るだけ早く公表したいが、相手がある事なので市だけで進める訳にもい
かない。

　新花巻図書館については、立地適正化計画における都市機能誘導区
域内に建設をすることとしており、新しい図書館が中央図書館としての
機能も求められていることから、旧三町地域から交通アクセスがしやす
く、市民に分かりやすく利用しやすい場所で、高校生や子ども達の学習
の場として活用しやすい場所への建設が必要であることから、花巻駅東
側周辺への建設を検討している。
　また、現在、新花巻図書館整備基本計画の策定を進めており、その計
画策定の中で施設の規模、建設場所、実施時期等について具体的に
検討してくこととしている。
　基本計画策定後は、基本設計、実施設計と進めていくこととなるが、
完成時期については明確にお示しできない状況である。

242 H30.11.21 市政懇談会 新堀 石鳥谷総合支所 石鳥谷総合支所
地域振興課

道路側溝の補修について 　個人的な事で申し訳ないが、県道石鳥谷大迫線で自宅前のＵ字
溝が壊れており、業者に相談したところ勝手に直せないと言われ
た。どのようにすれば良いか教えて欲しい。

　県道なので県に作業してもらわないといけないので、場所を確認し県
に伝えることにする。
→翌日(11/22)、現地確認のうえ、県花巻土木センターへ連絡済み。

　県土木センターより現地確認して対応するとの回答をいただいてい
る。

243 H30.11.26 市政懇談会 花北 市民生活部 生活環境課 脱炭素社会の実現に向けて
①

　国は、今年7月、脱炭素社会を実現するため、再生可能エネル
ギーを「主力電源」に位置づけ、更なる普及・促進を図ることを決定
した。これを踏まえ、再生可能エネルギーを利活用、地産地消シス
テムの構築を目指すことについて、花巻市してどのように考えてい
るのか伺いたい。
　関連して「北日本新エネルギー社会構想」が急浮上しているが、
これについて花巻市の所見を伺いたい。

　市では、平成28年3月に策定した第2次花巻市環境基本計画における地球温暖
化防止に向けた施策として、二酸化炭素の排出抑制及び再生可能エネルギーの
導入推進を位置付けており、二酸化炭素の排出抑制においては、公共施設の照
明設備や街路灯のLED化、公用車として低公害車の積極的な導入、公共施設の
改築や新築に合わせた太陽光発電設備の導入推進、地域公共交通の充実推
進のほか、花巻市役所地球温暖化対策実行計画に基づき市の施設や事業にお
ける二酸化炭素の排出抑制に努めている。市民に対しては、市ホームページや広
報等を活用した省エネ対策や再生可能エネルギーなどの情報発信を行い啓発・
普及に努めている。
　再生可能エネルギーの導入推進においては、本市の豊かな森林資源の有効活
用と林業振興及び地域経済の活性化を図るため、平成28年度には木質バイオマ
ス発電事業を行う株式会社花巻バイオマスエナジーの立地に際し補助金交付等
の支援を行ったほか、同事業による売電開始後は、小売電気事業者を通じて市
内小中学校にも供給されており、一つの地産地消の例となっている。また、市内に
おいて進められている小水力発電は安定した発電方式であり、地産地消エネル
ギーとしての活用が期待されている。
　市では、引き続き第2次花巻市環境基本計画に基づき、地球温暖化防止対策と
しての再生可能エネルギー導入推進の姿勢に変わりはないが、別な視点から見る
と、再生可能エネルギーの発電施設は、設置に際しての開発などに伴い生活環境
や自然環境、景観への影響が懸念されるところであり、市としては地域の豊かな自
然環境を次世代に繋いでいくという観点から、環境との調和が図られることを前提
とした再生可能エネルギーの導入推進となるよう努めていきたい。「北日本新エネ
ルギー社会構想」の内容は承知しているが、東北は、風力や地熱など再生可能エ
ネルギー開発のポテンシャルが高いといわれており、岩手県企業局の大規模風力
発電所を一戸町に完成する等、県内においても設置が目立ってきている状況。一
方で施設整備には、景観や自然環境への影響、あるいは希少生物へ影響も心配
され、環境との調和は大事であると思っている。再生可能エネルギーの技術の進
展に伴い導入や発電に係るコストは下がるとされているものの、導入に伴う経済的
負担が大きいほか、安定供給や維持管理などに関する課題も少なくないことから、
福島県での先進的な「新エネ社会構想」の取り組みの推移に注目しながら、汎用
的な社会システムとして発展していくことを期待したい。

　第2次花巻市環境基本計画に基づいた地球温暖化防止対策としての
再生可能エネルギーの導入推進という市の姿勢に変わりはないが、別
の視点から見ると、再生可能エネルギー発電施設の設置には森林伐採
などの開発行為が伴う場合もあり、自然環境や景観への影響が懸念さ
れるところである。よって、市としては、地域の豊かな自然環境を次世代
に繋いでいくという視点から、自然環境との調和が図られることを前提と
した再生可能エネルギーの導入推進となるよう努めていく。

244 H30.11.26 市政懇談会 花北 市民生活部 生活環境課 脱炭素社会の実現に向けて
②

　大企業の経済界では、新しいエネルギーの導入を積極的に進め
ている。これまで、電力は、東京電力や東北電力等の大手電力会
社が一極集中で独占していたため大震災などの災害が発生すると
弊害があったことからも、今後は分散型の発電所をたくさん作って
いく必要がある。
　今は、100年に1度のエネルギーの大変換期と言われており、福
島県では積極的に取り組みが進んでいる。花巻市でも決して後ろ
向きではなくもっと積極的な姿勢で真剣に取り組んでほしい。

　市でもエネルギー構造の変換期であることは、認識している。再生可
能エネルギーの導入には、自然との調和が大事であると先ほどお話しし
たが、これらを踏まえた上で推進していくべきと考えている。
　福島県の取り組みも、定着して拡大していくことは非常に良いことだと
思っている。市でも再生可能エネルギーに関する取り組みには注目し、
時代の動きに取り残されないよう情報収集しながら勉強していきたい。
そして、市民への適切な情報提供等に努めたい。

　エネルギー構造の変換期であることは認識しており、市としては、自然
環境との調和を図りつつ再生可能エネルギーの導入を推進するよう努
めるとともに、再生可能エネルギー導入の取り組みや技術の進展につ
いて情報収集しながら、市民への適切な情報提供等に努めていく。
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245 H30.11.26 市政懇談会 花北 教育部 学務管理課 市内小中学校における教員
の勤務実態について

　教員の多忙化問題が新聞で色々報道されている。これは本来、
国策として考えるべき問題であると思うが、花巻市内の小、中学校
における教員の勤務実態はどうなっているのかお聞きしたい。

本日は担当部署の職員が不在のため後で確認する。
→翌日(11/27)に発言者から直接、教育委員会に問合せがあり、勤務実
態について説明済、発言者了。

　各学校において毎月の勤務状況を取りまとめ定期的に教育委員会に
報告することにより市内教職員の勤務実態を把握しているが、学校や
教員の果たすべき役割が多様化していることから、児童生徒の指導や、
学校運営にかかる業務、中学校では部活動指導などにより長時間勤務
が生じ教職員への負担が増加している状況である。
　全国的に同様な状況であり国はこれを踏まえ、教職員の負担を軽減
することは喫緊の課題であるとし、「学校における働き方改革に関する
緊急対策」を示し環境整備の関係予算を今年度計上している。また、県
においては「岩手県教職員働き方改革プラン」を策定し今後3か年の取
り組みを示し、長時間労働の改善や健康リスクの軽減を図ることとして
いる。市としては、平成27年度より教育委員会、学校長、副校長、教職
員の代表を構成員とした教職員多忙化解消対策会議を組織し、「教職
員の多忙化解消に向けた検討を行い、今年度は「多忙化解消に向けた
対策」として具体的な取り組み項目を掲げ、市内全学校で一斉に取り組
んでいるところである。

246 H30.11.26 市政懇談会 花北 財務部 財政課 今後の市の財政見込みにつ
いて

　広報9月号を記事を見たところ、一般会計の市税は3,100万円程
増えたようだが、地方交付税が6億5千万円減となっていた。合併特
例債も使えるのはあと5～6年。そうなると、国からの交付税は減ら
されますます市の財政が厳しくなると思われるがどう考えているの
か。

　平成18年1月1日に1市3町が合併して今の花巻市となったわけだが、
地方交付税は、合併算定替といって、いきなり行政コストが減らないた
め合併しなかったとして10年間交付税を計算する特例があり、合併後11
年目以降、5年間かけて段階的に縮減となる仕組みとなっている。
　そのため市でも、地方交付税が今後も数年間かけて徐々に減少して
いることは織り込み済みであり、これらも考慮しつつ、今後も適切な財政
運営に努めていきたいと考えている。

　平成18年1月1日に1市3町が合併して今の花巻市となったわけだが、
地方交付税は、合併算定替といって、いきなり行政コストが減らないた
め合併しなかったとして10年間交付税を計算する特例があり、合併後11
年目以降、5年間かけて段階的に縮減となる仕組みとなっている。
　そのため市でも、地方交付税が今後も数年間かけて徐々に減少して
いることは織り込み済みであり、これらも考慮しつつ、今後も適切な財政
運営に努めていきたいと考えている。

247 H30.11.26 市政懇談会 花北 建設部 都市政策課 花北地区の活性化について 　これまで中心市街地活性化のため、上町周辺に多くのお金が投
入されたと思うが、平日、祭日共に通行人は少なくあまり効果は感
じられない。中心市街地は上町周辺という固定観念に捉われず、
花北地区の活性化のためにも市の予算を使っていただくようお願
いしたい。

　上町周辺は、活用されない建物がそのまま残っていたことから、リノ
ベーション等の手法により、できる範囲で整備をして活用する取り組み
がされている。総合花巻病院の移転も、旧厚生病院跡地が長期間に亘
り、活用されずそのまま残っていたが、県から土壌汚染除去費用を含め
ない価格で譲渡いただき、来年の完成に向けて建設が進んでいるとこ
ろである。
　元々、花北地区(一日市、四日町付近)が市の中心地だったという話も
お聞きしたことがあるが、まずはまちの活性化に向けて着実に進めてい
きたいと思っており、御理解いただきたい。

　花北地区においては、既に複数の商業施設が営業され、市内でも生
活の利便性が高い地区であること、また、新たな商業、医療、福祉、子
育てなどの様々な生活サービス施設を開発する十分な用地がないこと
もあり、生活サービス施設の整備に立地適正化計画に基づく国の支援
を受けることが想定されなかったことから、都市機能誘導区域には含ま
れなかったもの。
　なお、花北地区をはじめとする居住誘導区域においては、居住の誘導
を促進するため、市内にお住まいの子育て世帯を対象とし、親世帯と同
居または親世帯と近居のために住居を新築または購入した場合に奨励
金を交付する支援事業を実施しているほか、良好な居住環境の維持や
向上を図るため、土木施設要望に基づく道路拡幅や歩道の設置、ま
た、側溝の整備など、身近なインフラ整備を計画的に実施する。

248 H30.11.26 市政懇談会 花北 健康福祉部 地域医療対策室 総合花巻病院の手術室につ
いて

　来年9月に完成する総合花巻病院だが、手術室は設けるのか。 総合花巻病院の手術室は、2室は設ける予定と伺っている。 　総合花巻病院の手術室は、2室以上の設計となっていることを総合花
巻病院から確認した。

249 H30.11.26 市政懇談会 花北 教育部 教育企画課 市内小・中学校へのエアコン
設置について

　今年は、猛烈な暑さのため熱中症患者が多く出たようだが、市内
各小、中学校へエアコンを導入する計画はあるのか。

　教育委員会では、国からの予算が想定どおりくることが前提となるが、
なるべく来年夏に間に合うように6月までに市内の小、中学校の全普通
教室にエアコンを設置したいと聞いている。

　小・中学校（幼稚園）のエアコン整備については、国（文部科学省）の
「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」を活用し、すべての普通
教室にエアコンを設置することとし、平成30年12月議会において、事業
費を計上した補正予算が成立した。
　その後、平成31年3月5日に業務委託による設計がに完了し、現在、
工事発注に向け手続き中である。
　工事発注後は、平成31年6月末までにエアコンが使用できる状態にな
ることを目指し、工事を実施していきたい。

250 H30.11.26 市政懇談会 花北 財務部 契約管財課 まん福の活用について 　市では、まん福だった建物を購入したが、耐震診断や様々調査を
した結果、使用できないことが判明。その後もそのままの状態と
なっているが、何か活用を考えているのか。

　現時点でまん福の活用についは何も決まっていない。 　旧まん福について、民間事業者から問い合わせがあったが、その後
進展がない。現時点で、市として何も決まっていない。

251 H30.11.26 市政懇談会 花北 建設部 都市政策課 旧中央公民館跡地及び総合
花巻病院跡地の活用につい
て

　幸橋のところにある旧中央公民館跡地だが、現在は駐車場として
利用されているが、もっと他に何か有効活用するべきではないか。
また、総合花巻病院移転後の跡地の活用は決まっているのか。

　旧中央公民館跡地は、現時点で活用する予定はない、
　総合花巻病院跡地の活用については、現時点で花巻図書館の移転
先が決まっておらず、まずは移転先が決まってからの話となる。

　旧中央公民館跡地は、現時点で活用する予定はない。
　市道城内大通り一丁目線を整備する計画（都市計画）はあるが、時期
は未定である。
　総合花巻病院跡地の活用については、建設中の病院は平成31年10
月末竣工の見込みであるが、移転後、現病院の解体、土壌調査などを
行うこととなっている。また、整備予定の新花巻図書館について、移転
先が決まっていないため、現時点での活用策はない。
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内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

252 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 建築住宅課 危険性のある空き家対策に
ついて

 松園地区では、空き家が増加傾向にあり、防犯、衛生、景観等の
地域住民の生活環境に影響を及ぼすようなことも考えられる。実際
に住宅密集地において火災にあった家屋がそのままの状況になっ
ているところがある。
 そこで、危険性がある空き家ついての対策を伺いたい。

花巻市内全体で把握している空き家件数は965件。内松園地区の空き家件数は30
件。空家対策は、市では、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、平成
28年7月に「花巻市空家等対策計画」を策定し、その計画に沿った対策を行っている。
空家のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態や、
著しく衛生上有害となる恐れのある状態等の場合、「空家等対策の推進に関する特別
措置法」に基づく特定空家等に指定することとしている。

この特定空家等について市では、平成29年度に花巻地域において1件指定したが、
この他今年度も管理が不適切な空き家については、現地調査しながら、道路やその近
隣住民に影響がありそうな空き家については必要に応じて随時特定空き家に追加指
定していく予定。この特定空家等に指定した場合は、所有者等に対し、改善について
助言・指導を行い、是正されない場合は勧告し、固定資産税の住宅用地特例を除外す
るなどの措置を行っていくこととなる。それでも改善されない場合は、行政代執行を行う
可能性もあるが、できれば所有者に適切に管理をしていただきたい。

このような「特定空家等」の指定については、今後も継続して進めてまいりたい。空家
等は、基本的には所有者等の個人財産であり、その管理は自ら行うことが原則であ
り、所有者の責務に関しては、今年の固定資産税通知書の中にチラシを同封し、周知
している。しかしながら、市で把握している空家等や、新たな空家で所有者や近隣住民
等から、苦情があった場合は現地を確認するとともに、管理が不十分と見受けられた
場合は、その所有者等に対して「適正な管理のお願い」の文書を送付し、空家バンクや
空家等の草刈りなどの管理業務を行っている花巻市シルバー人材センターのチラシを
同封してＰＲするとともに所有者等や相続関係人に直接、連絡を取るなど、空家等の適
正な管理を促している。

空家対策に関する新たな取り組みとして、専門家団体による空家の相談窓口を設
置。既に広報等でお知らせしているが、10月5日と6日の2日間で岩手県司法書士会、
一般社団法人岩手県宅地建物取引業協会等と協力し無料相談会を市文化会館で開
催した。 また、所有者等自ら適正な管理をしていただけるよう新たな支援策として、平
成30年度から、国の補助制度を活用し、老朽危険空家の除却費の一部を補助する制
度を設けた。内容は、特定空家等に認定された建物又は、特定空家等に認定されてい
なくても、構造の腐朽や破損等により、倒壊や建築部材の飛散の恐れのある著しく危
険と認められる住宅で、一定の要件を満たした対象者について、除却費の一部( 対象
経費の8/10または、50万円のいずれか低い額以内）を補助するものである。これらの
制度を活用しながら適正な空き家の管理を進めていきたい。

　空き家対策については、今後も「花巻市空家等対策計画」に沿った取
り組みを継続していく。住民の方から苦情を寄せられた場合には職員が
確認し、管理不十分と見受けられる場合、所有者等に対し「適切な管理
のお願い」の文書に加えてシルバー人材センターで行っている管理
サービスのチラシや空き家バンクの利用案内を一緒に送付し、適正な
管理をお願いしている。また、専門の知識を有する連携協定団体の協
力をいただき、空家無料相談会の開催や注意喚起のパンフレットの作
成など、空家所有者等への情報提供を継続していく。
　国の制度を活用し、家屋の倒壊により道路や近隣住民に危険を及ぼ
す恐れがあるなどの老朽危険空家の除却費の一部を補助する事業等
を行っていく。

253 H30.12.14 市政懇談会 松園 地域振興部 定住推進課 空き家の有効活用について  松園地区では、空き家が増加傾向にあり、防犯、衛生、景観等の
地域住民の生活環境に影響を及ぼすようなことも考えられる。実際
に住宅密集地において火災にあった家屋がそのままの状況になっ
ているところがあるが、有効活用できる空き家についての市の取り
組みも伺いたい。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市の
専用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用希
望者とマッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所有
者に対して、花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。本制
度の12月5日までの利用実績は、179件の空き家物件の登録で、これまで68件の
成約があり松園地区は3件成約している。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場
合に空き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支援
するため、県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者に県
の補助を含み220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方に対
して県の補助を含み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、その
経費の1/2を補助している。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の
花巻市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区
条例で定める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生
活サービス拠点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定され
ている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居
を取得した場合に奨励金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を
加算し、50万円を交付している。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅
金融支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象
にフラット35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用
することが可能。本制度については、平成30年9月30日現在で１件の利用申請が
あった。市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援につ
いては、岩手県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っ
ている。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市
の専用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用
希望者とマッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所
有者に対して、花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。3月
25日現在で185件登録。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場
合に空き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支
援するため、県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者
に県の補助を含み220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方
に対して県の補助を含み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、
その経費の1/2を補助するもの。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の
花巻市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区
条例で定める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生
活サービス拠点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定され
ている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居
を取得した場合に奨励金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を
加算し、50万円を交付している。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅
金融支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象
にフラット35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用
することが可能。
市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援については、
岩手県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っている。

254 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 建築住宅課 特定空き家と指定された住宅
の対応について

　特定空き家等に指定されても、持ち主の経済的や能力的等の事
情により、建物がそのまま放置されることも想定されるが、このよう
な場合にはどうなるのか。

　現在、特定空き家に指定された建物は、相続人が複数いることから話
し合いをしていると伺っている。まだ、今のところお話しいただいたような
ケースはないが、今後、特定空き家に指定する際には、所有者や相続
人、場合によっては弁護士等の専門家にも相談しながら対応を考えて
いきたいと思っている。

　現在、特定空家等に指定された建物は、助言・指導を行ったものの、
所有者が病気で倒れた等の事情により、未だ改善されていない状況で
あるが、関係者による話し合いをしていただいている。このような状況で
あることから、今後は、また所有者等へ行政指導を行いながら、空家等
対策計画に沿った対応を継続していく。
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255 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 公園緑地課 公園の維持管理について 　松園町2区には公園5カ所があるが、公園を囲むフェンスが経年
劣化で変形し非常に危険な状態。そのため3、4年ほど前に当時の
担当課に要望したがその後特に回答がなかった。
　わかたけ公園は、地域の運動会や盆踊りなど様々なイベントなど
地域住民に非常に利用されている公園だが、昨年6月に遊具設置
を日城野コミュニティ会議との連名で要望したが、これらの今後の
対応についてお聞きしたい。

　市では、公園の維持管理などを専門に担当する公園緑地課を平成29
年4月に設置しており、今年度公園施設の長寿命化に向けた計画を策
定する予定。公園のフェンスだが、市内の公園すべてを合わせると約
6,000mある。そのため市内各所の公園のフェンスが、経年劣化や雪の
影響などにより、錆や変形の痛みが目立つようになってきているが、予
算も限られているため優先度の高い公園から順次対応している状況。
今後も計画的に対応していきたいと思っている。お話しがあった松園町2
区の天下田開発4号公園のフェンスは、道路側に少し傾いている箇所が
あり、12月13日に一部撤去した。緊急を要する場合には、公園緑地課に
連絡いただければ侵入防止などの対応をしたい。
　公園の遊具は年1回定期点検を行っており、点検結果に基づき優先度
の高いものから順次補修している。また、その他の細かい補修等も日常
的に行っている。わかたけ公園の遊具は、一部ブランコに補修が必要な
箇所があり、今年度内に補修する予定だが、新しい遊具の設置は今の
ところ予定していない。既存遊具は、補修対応としているが、補修が難し
い状態の場合には、地域の皆さまとも相談しながら対応したいと考えて
いる。

　以前は、生活環境課で係2人体制で公園を担当していたが、維持管理
が主で合併以降、新規の遊具設置はほとんどなかった。そもそも、予算
要求がほとんどされておらず、公園に関する計画が何も作られていな
かった。そのため新たに公園緑地課を設置し、公園の長寿命化計画を
作り、維持補修、点検だけではなく、既存遊具の更新や新たな遊具の設
置についても、一度にあまり多くはできないが計画的に整備していく必
要があると考えている。
　やはり、子どもが遊んだり、市民が楽しめるための公園は必要。その
ためにも今年度内に計画を策定し、担当職員にはスピード感をもって仕
事をしてもらいたいと思っている。

　公園のフェンスは、市内の公園すべてを合わせると約6,000mあり、そ
のため市内各所の公園のフェンスが、経年劣化や雪の影響などによ
り、錆や変形の痛みが目立つようになってきているが、予算も限られて
いるため優先度の高い公園から順次対応している状況。今後は、公園
施設長寿命化計画に基づき、計画的な修繕により対応していきたいと
考えている。お話しがあった松園町2区の天下田開発4号公園をはじ
め、1号、2号開発公園のフェンスは、補修を行った。公園緑地課でも日
常点検は実施しているが、緊急を要するような損傷を発見した場合に
は、公園緑地課に連絡いただければ侵入防止などの対応をしたいと考
えている。
　公園の遊具は年1回定期点検を行っており、点検結果に基づき優先度
の高いものから順次補修しており、その他の細かい補修等も日常的に
行っている。わかたけ公園の遊具は、一部ブランコに補修が必要な箇
所があり補修を実施した。わかたけ公園の遊具の新設については、市
も財源は限られており、予算は厳しい状況だが、地域づくりを進めていく
うえで遊具が必要であるということで、市に要望するということになった
際は市でも遊具を整備していくことは必要と考えている。新規に遊具を
設置する場合の客観的基準として①設置を要望する公園に同様の遊
具がなく、新たに遊具を設置することが妥当であり、一定の利用者が見
込まれること②地域性を考慮すること③高額なものは年1回までとし
5,000千円を上限とすること④安全領域を確保することなどを定めた公
園の遊具の設置に関する方針に基づき、子育て世代を交えて地域の
方々と協議しながら設置の検討を進めていく。

256 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 公園緑地課 公園遊具の設置を申請する
際の手続き等について

　松園3区の公園でも遊具を新設をしたいとの要望が出ている。市
の予算も厳しくようだが、コミュニティ会議や自治会でお金を負担し
て設置したい場合の申請方法、設置する際の基準、その後の管理
はどうなるのかお聞きしたい。

　遊具の設置に当たり公園内のスペースの中で、既存の遊具との兼ね
合いや周囲に危険とならないように配置となることが前提となるが、申
請いただければ設置することは可能。

　コミュニティ会議に相談いただき、コミュニティ会議の事業でお金を出し
て設置しても良いという話となった後で、まずは公園緑地課に相談して
ほしい。これまで前例がないことからも、その上で設置後の管理等につ
いては、対応を検討したいと思う。

　遊具の設置に当たっては、公園内のスペースの中で、既存の遊具と
の兼ね合いや周囲に危険とならないように配置するなどの配慮が前提
となるが、申請いただければ設置することは可能。
　コミュニティ会議に相談いただき、コミュニティ会議の事業でお金を出
して設置しても良いという話となった後で、設置する遊具の種類や位
置、設置時期等公園緑地課に相談していただき、設置後遊具の帰属や
管理等の対応については地域の皆様との協議の中で方向性を見出し
ていきたいと思っている。

257 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 公園緑地課 公園整備にあたっての市民
への周知について

　市では優先度の高い公園から順次整備を進めているとのことだっ
たが、一般の市民はわからない。公園整備に当たっては事前に市
の広報等で市民へお知らせしていただけないものか。

　公園に関して、そもそも補修や整備を進めていくための計画がなかっ
たことから、現在策定中。計画の中で優先順位を決めていくことになる
思うが、計画策定後に、市民への周知は考えたい。

　現在、公園の新たな整備予定はないが、長期的な視点で公園内の施
設を低コストで維持管理していくための公園施設長寿命化計画を策定
中であり、公園内の大規模な施設の補修にあたっては公園付近の地域
の住民の方を中心に周知しながら進めていきたい。

258 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 道路課 枇杷沢川の浚渫について 　花巻東高校の校庭の南側を流れている枇杷沢川は、葦が繁茂し
水の流れも悪く景観も良くない状況。日居城野コミュニティ会議でも
ボランティアで清掃も行ってきたが、年々増え続けており対応が難
しくなっており市で対応をお願いしたい。

　枇杷沢川の状況は承知しており、今年度は双子星橋東側(下流)を浚
渫し、来年度は上流側を浚渫する予定。もう少しお待ちいただきたくよう
お願いしたい。

→双子星橋下流の浚渫は完了済み。H31年度は上流側を浚渫する予
定。

　双子星橋下流の浚渫は完了済み。平成31年度は上流側を浚渫する
予定。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。
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259 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 都市政策課 市街地循環バスについて 　市街地巡回バスが10月から増便となったが、その運行状況と利
用状況を伺いたい。現在、星が丘地区までは運行されているが、
松園地区までもう少しということもあり、今後バスの運行ルートや料
金の見直しの予定があるのかも含めて併せてお伺いしたい。

　市街地循環バスは、本年9月までは、右回り・左回りともに2時間に1本
の運行だったが、市街地の活性化と回遊性の向上のため、10月から便
数を1時間1本の倍に増便してふくろう号を右回り専用、星めぐり号を左
回り専用として運行している。料金は、1乗車100円となっており、小学
生・障がい者は50円、未就学児は無料としている。利用状況は、平成29
年度の乗車人数実績は、55,182人で過去最高値。増便後の利用状況
は、増便前の月平均が約4500人だったが、増便後の10月の実績が
6,327人の4割増となっており、今後も増加を見込んでいる
　増便する際に運行ルートや料金の検討を行ったが、運行ルートは、既
存の民間バス路線との競合を避ける必要があるため、現行の運行ルー
トを維持。料金は、現在の100円料金が、ワンコインで乗車できる利便性
を考慮し据え置きとした。今後、既存の民間バス路線の廃止や再編が
あった場合は、市街地循環バスの見直し等、市民生活の交通確保のた
め対策を検討したい。

　既存の路線バスがある限り、同じエリアに市の循環バスを導入しようと
しても競合となるためそもそも国の許可が出ない。今のところ県交通で
は花巻温泉線や湯口線、南城を運行する成田線の廃止は考えていな
いと伺っているため市では競合するエリアには循環バスを導入すること
はできないのが実態。
　今回、循環バスを増便したのは、花北、花西地区に比べ花巻駅東側エ
リアが衰退しているが、運行ルートとして東側エリアも巡回となることか
ら、人の流れを東側へも向けることで活性化を期待したことも理由の一
つ。その際、運賃を150円に値上げすることも検討したが、ワンコインの
方が利便性が良いとのことで据え置きとした。将来的に変更する可能性
もあるが、当面は現状のままで様子を見たいと思っている。

　市街地循環バスは、昨年10月から便数を1時間1本の倍に増便してふ
くろう号を右回り専用、星めぐり号を左回り専用として運行している。料
金は、従来どおりの1乗車100円となっており、小学生・障がい者は50
円、未就学児は無料としている。利用状況は、平成29年度の乗車人数
実績は、55,182人で過去最高値。増便後の利用状況は、増便前の月平
均が約4500人だったが、増便後の月平均の実績が約6,500人の約2,000
人増となっており、今後も増加を見込んでいる。
　増便する際に運行ルートや料金の検討を行ったが、運行ルートは、国
の許可の関係から、既存の民間バス路線との競合を避けなければなら
ないため、現行の運行ルートを維持している。今のところ県交通では花
巻温泉線や天下田団地線の廃止は考えていないと伺っているため市で
は競合するエリアには循環バスを導入することはできないのが実態で
ある。
　今後、既存の民間バス路線の廃止や再編があった場合は、市街地循
環バスの見直し等、市民生活の交通確保のため対策を検討したい。

260 H30.12.14 市政懇談会 松園 総合政策部 防災危機管理課 液状化地域がわかるハザー
ドマップについて

　昨年度、災害時の河川洪水や土砂災害等が示されたハザード
マップが、市から全戸配布された。近年は大地震が発生した際、都
市部での液状化が問題となっているが、市では液状化の可能性が
ある地域は把握しているのか。また液状化の可能性がある地域を
示すハザードマップを作成する計画はあるのか。

　液状化は、盛り土の地域が危険の可能性があることから、盛り土され
ている地域の調査を進めている。
　ハザードマップも、県が毎年警戒区域や特別警戒区域を追加指定す
るため、市でも数千万円かけて毎年作成している。今後、調査を進めた
上で、液状化の可能性のある地域が分かった際は、当然入れることとな
るが、調査にはしばらく時間をいただくことになると思う。
　
→防災危機管理課確認。平成30年12月26日付国土交通省都市局安全
課からの事務連絡通知「宅地の滑動崩落及び液状化のソフト対策に関
する緊急対策について」のなかで、2020年度までに国は全国のハザー
ドマップの作成・公表し、地方公共団体は、液状化ハザードマップの高
度化を行うこととなっている。高度化の具体的な内容が現時点では不明
であるため、今後も国の動向に注視して参りたい。

　年度末における状況に変化はない。今後も液状化ハザードマップに関
する国に動向を注視してまいりたい。

261 H30.12.14 市政懇談会 松園 建設部 公園緑地課 わかたけ公園への幼児用遊
具の設置について

　松園地区は、近年若い世帯が多く転入していることもあり、わか
たけ公園は祖父母が小さい孫を連れて遊びにきているようだが、
設置されている遊具は小学生以上が対象のようで、幼児用の遊具
がない。そのため3年くらい前から幼児用遊具の設置を要望してい
るが難しいようだ。コミュニティ会議の事業で実施するとか考えたい
がいかがなものか。

　公園緑地課の担当からは、遊具設置の要望はあまりないと聞いてい
たので驚いている。現在、コミュニティ会議への交付金でハード事業も
可能だが、地域づくり交付金の仕組みの見直しを行っている。将来的に
ハード事業は市で行う可能性もあるが、まだ検討段階。現時点では、コ
ミュニティ会議で設置しても良いという話になった際は、まずは公園緑地
課に相談いただければ対応を検討したい。
　市も財源は限られており、予算は厳しい状況だが、遊具の要望がある
のであれば、市で遊具を整備していくことは必要。公園緑地課には、あ
まり大きい金額ではないが来年度予算に要求するよう指示している。遊
具の設置にあたっては、必要性を考慮し不平等とならないように公園緑
地課で客観的な基準を作ってもらい整備していきたいと思っている。

　市も財源は限られており、予算は厳しい状況だが、遊具の要望がある
のであれば、市で遊具を整備していくことは必要と考えている。新規に
遊具を設置する場合の客観的基準を定めた公園の遊具の設置に関す
る方針に基づき、子育て世代を交えて地域の方々と協議しながら設置
の検討を進めてまいりたい。コミュニティ会議で設置しても良いという話
になった際は、公園緑地課に相談いただきますようお願いしたい。

262 H30.12.14 市政懇談会 松園 教育部 教育企画課 公立小中学校へのエアコン
配置について

　今回、国で全国の自治体の公立小中学校にエアコンを設置する
ことが決まり、国からも相当の予算がくるようだが、今後、どのよう
な計画で設置を進めていく予定なのか概要をお聞きしたい。

　エアコンの設置は市内の小中学校のすべての普通教室と市立幼稚園
のエアコンがなかったすべての教室に設置する。整備費は約9億円で12
月議会で予算計上した。国から1億8千万円超の補助金がくることが決
まっており、残りは、補正債と合併特例債を充てる。後で補正債は6割、
合併特例債は7割交付税措置されるが、残りは市民の負担。現在、教育
委員会で、準備を進めており、来年2月頃には設計が終わる見込みで、
その後工事を発注する流れとなる。基本的には市内の専門業者にお願
いすることとなるが、市内の企業に割り当てて発注するようなことはせ
ず、あくまで一番低い価格で落札した業者に頼むこととなる。市民の大
事なお金を使わせてもらっていることからも、なるべく市民負担を少なく
なるように整備したいと考えている。

　小・中学校（幼稚園）のエアコン整備については、国（文部科学省）の
「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」を活用し、すべての普通
教室にエアコンを設置することとし、平成30年12月議会において、事業
費を計上した補正予算が成立した。
　その後、平成31年3月5日に業務委託による設計が完了し、現在、工
事発注に向け手続き中である。
　工事発注後は、平成31年6月末までにエアコンが使用できる状態にな
ることを目指し、工事を実施していきたい。
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263 H30.12.18 市政懇談会 内川目 健康福祉部 長寿福祉課 一人暮らし高齢者等の支援
策について

　一人暮らしの高齢者等は、外出や買い物など思うような行動が難
しくなっており、家にこもったままで十分な食事がなされているか心
配される。配食サービス事業や地域の商店等による弁当の配達は
行われているようだが、学校の給食センターあるいは小学校の調
理場を活用するなど、行政と連携した支援が出来ないか。
　また、サロンや老人クラブに加入していない高齢者等は外出の機
会が少ない。もっと地域の方々と触れ合えるような方策についても
伺いたい。

　市では、一人暮らし高齢者等が、住み慣れた地域で安心して暮らしてい
けるよう、地域の見守り体制づくりや介護サービスをはじめとした高齢者を
支える様々な支援に取り組んでいる。
　一人暮らし高齢者に対する支援として、各種の介護サービスに加え、低
栄養を予防する「配食サービス事業」や、高齢者の外出を支援する「高齢
者福祉タクシー助成券給付事業」なども行っており、その他にも平成29年
度から始めた総合事業の中で、地域のボランティア組織による、ゴミ出しや
掃除などのサービスが利用できる仕組みづくりを進めている。
　　「配食サービス事業」については、大迫地域では「大迫桐寿会桐の里」
に委託し、食事の調理が難しい高齢者を中心に、お昼のお弁当のサービス
提供を行っており、現在、大迫地区内で12名の方が利用している。希望さ
れる方は、包括支援センターやケアマネジャーにご相談いただきたい。
　また、交通手段のない方で80歳以上の一人暮らし高齢者の方や、80歳と
65歳以上の方がいる高齢者世帯等については、１人1万2,000円分のタク
シー券を助成している。これはタクシーや予約乗合バスなどを利用する際
に、100円から使用できるもので、大迫地区では111名の方にご利用いただ
いている。
　さらに今年度からは、総合事業の中で、「自動車による買物・病院等の付
き添いサービス」や「除雪」等のサービスも新たに加え、地域のボランティア
組織が地域の実情に応じたサービスを実施していただけるよう、その運営
費を市が助成する仕組みを作っている。市内の他の地域の事例では、期
間限定ではあるが、週に１度、希望者へ「配食サービス」を行っているとこ
ろもあり、一人暮らし高齢者をはじめとする高齢者世帯への支援、そして介
護予防という点で、「通いの場」を地域の皆さんが自主的に運営していく活
動も行っていただいている。
　内川目地区で、何かそのような組織を立ち上げて支援を行いたいという
お話があれば、市の長寿福祉課にご相談いただきたい。

　市では、一人暮らし高齢者等が、住み慣れた地域で安心して暮らして
いけるよう、地域の見守り体制づくりや介護サービスをはじめとした高齢
者を支える様々な支援に取り組んでいる。
　一人暮らし高齢者に対する支援として、各種の介護サービスに加え、
低栄養を予防する「配食サービス事業」や、高齢者の外出を支援する
「高齢者福祉タクシー助成券給付事業」なども行っており、その他にも平
成29年度から始めた総合事業の中で、地域のボランティア組織による、
ゴミ出しや掃除などのサービスが利用できる仕組みづくりを進めてい
る。
　また、交通手段のない方で80歳以上の一人暮らし高齢者の方や、80
歳と65歳以上の方がいる高齢者世帯等については、タクシーや予約乗
合バスなどを利用する際に、100円から使用できるタクシー券を、１人1
万2,000円分助成している。
　さらに今年度からは、総合事業の中で、「自動車による買物・病院等
の付き添いサービス」や「除雪」等のサービスも新たに加え、地域のボラ
ンティア組織が地域の実情に応じたサービスを実施していただけるよ
う、その運営費を市が助成する仕組みを作っている。市内の地域の事
例として、期間限定ではあるが、週に１度、希望者へ「配食サービス」を
行っているところもあり、一人暮らし高齢者をはじめとする高齢者世帯へ
の支援、そして介護予防という点で、「通いの場」を地域の皆さんが自主
的に運営していく活動も行っていただいている。
　地域で、そのような組織を立ち上げて支援を行いたいというお話があ
れば、市の長寿福祉課にご相談いただきたい。

264 H30.12.18 市政懇談会 内川目 健康福祉部 長寿福祉課 高齢者の見守りについて 　行政と宅配事業者が提携し見守りしているとのことだが、提携は
宅配事業者だけなのか。高齢者世帯へは宅配よりも郵便配達の方
が頻繁に訪問していると思う。

　花巻郵便局や石鳥谷郵便局、大迫郵便局等と提携をしているほか、
新聞業者とも提携をしており、普段の配達の中で何か気づいたことなど
があれば、市に連絡をいただくこととしている。
　実際、その場で救急車を呼んでいただいたという事例や、市に連絡を
頂いた後、市職員と民生委員とで訪問し、安否確認をしたという事例も
ある。

　花巻郵便局や石鳥谷郵便局、大迫郵便局等と提携をしているほか、
新聞業者とも提携をしており、普段の配達の中で何か気づいたことなど
があれば、市に連絡をいただくこととしている。
　実際、その場で救急車を呼んでいただいたという事例や、市に連絡を
頂いた後、市職員と民生委員とで訪問し、安否確認をしたという事例も
ある。

265 H30.12.18 市政懇談会 内川目 健康福祉部 長寿福祉課 タクシー券について 　タクシー券は市民一律12,000円か。山間部だと1回か2回で使い
切ってしまう。地域の実情に応じた配慮はないのか。

　花巻地区においてもお住まいによっていろんな条件があるかと思う。
ただ、このタクシー券については、全体的な金額をアップするということ
は今のところ考えていない。
　現在、予約乗合バスのほかいろいろな交通体系に変わってきており、
また総合事業の中でも付き添い支援という形態もつくらさせていただい
たので、そちらにいろいろなサービスを織りまぜながらご利用いただけ
ればと思う。内川目地区においてもそうした動きが可能となっていただけ
ればと期待をしている。

　タクシー券については、全体的な金額をアップするということは今のと
ころ考えていないところである。市内のどちらにお住まいかにより、いろ
んな条件があるかと思うが、現在、予約乗合交通もいろいろな交通体系
に変わってきている。また、総合事業の中でも付き添い支援という形態
もつくらさせていただいたので、そちらにいろいろなサービスを織りまぜ
ながらご利用いただければと考えており、市内各地域において、そうし
た動きが可能となっていただくことを期待している。

266 H30.12.18 市政懇談会 内川目 健康福祉部 長寿福祉課 総合事業について 　亀ケ森地区で総合事業の組織を立ち上げているとのことだが、当
時、組織の立ち上げについては行政からの勧めがあったと記憶し
ている。その際に、大迫地域では一組織とのことだったが、今後、
順に内川目や外川目地区で組織を立ち上げていくといった計画は
あるのか。

　総合事業は平成29年度からの実施だが、その準備として平成27年度
に市内の全コミュニティ会議を訪問し、事業内容とモデル事業実施につ
いて説明させていただいた。大迫地域では、亀ケ森地区でモデル事業
実施に手を挙げていただいたので、その組織化に向け市も一緒になっ
て支援させていただいた。市では、強制的な組織の立ち上げを依頼す
ることはないが、地域の中で総合事業実施についての気運が高まった
場合は、今までの事例を参考にしながら事業実施のための組織づくりな
ど支援させていただくのでご相談願いたい。

　平成29年4月に開始した総合事業の準備として平成27年度に市内の
全コミュニティ会議を訪問し、事業内容とモデル事業実施について説明
させていただいた。大迫地域では、亀ケ森地区でモデル事業実施に手
を挙げていただいたので、その組織化に向け市も一緒になって支援さ
せていただいた。市では、強制的な組織の立ち上げを依頼することはな
いが、地域の中で総合事業実施についての気運が高まった場合は、今
までの事例を参考にしながら事業実施のための組織づくりなど支援させ
ていただくのでご相談願いたい。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

267 H30.12.18 市政懇談会 内川目 農林部 農村林務課
農政課

中山間地域での活動につい
て

　農家が減少し農業が段々厳しい状態となる中、中山間地域での
今後の活動について、他の先進的事例があれば紹介いただき、花
巻市からの助言もいただきたい。

　中山間地域の活動の一つに、平成12年度から継続されている交付金事業でも
ある中山間地域等直接支払交付金における活動がある。
　平成30年度時点で、中山間地域等直接支払交付金は、市内の中山間地域に
おいて115集落協定で約2,700haの農用地が活動の対象となっており、県内の中山
間地域において、地域の個性を活かした活性化の取組を行っている集落等に対
し、岩手県で表彰する「いわて中山間賞（旧、中山間モデル賞）」という表彰がある
ので、この受賞事例について紹介する。
　平成28年度に表彰された東和地域の「町井地区」においては、農家レストランや
直売所、都市住民との交流施設の設置など、集落の夢を掲げた将来ビジョン「ア
グリ・フレンドin町井」を作成し、ビジョンの実現に向けて取り組んでおり、女性グルー
プによる地場産農産物による加工教室の開催や6次産業化への取り組みなどの
活動を行っている。
　
　その他、農地環境を改善するため、畦畔除去や暗渠排水の整備などを地域の
農地を守るための合意に基づいて共同活動として行われている地域もある。
　さらには、国では平成30年度より農地中間管理機構に預け、担い手に農地を集
約することで農家負担が伴わない農地中間機構関連圃場整備事業が創設され、
東和地域の中山間地域等で事業化に向けて営農計画や農地を誰に集約するか
協議を行うなど動きだしている地域もある。
　また、集落の活動計画を策定し、農産加工施設の整備検討や食文化の伝承活
動、リーダー育成の研修を行うなど、地域のアイディアを活かして集落ぐるみで取り
組みを行っている事例もある。

　市では高齢化・担い手不足に対応するため、農地の集積・集約化を進めている。
その中で、中山間地域については、集積・集約化がなかなか進まない状況にあるこ
とから、農地中間管理機構を通じ、農地を借り受けた農業者へ１０aあたり２万円を
交付する「特定地域農地流動化交付金」を行うなど、担い手への農地の集約化が
図られるよう進めている。

　中山間地域の活動の一つに、平成12年度から継続されている交付金事業でも
ある中山間地域等直接支払交付金における活動がある。
　平成30年度時点で、中山間地域等直接支払交付金は、市内の中山間地域に
おいて115集落協定で約2,700haの農用地が活動の対象となっており、県内の中山
間地域において、地域の個性を活かした活性化の取組を行っている集落等に対
し、岩手県で表彰する「いわて中山間賞（旧、中山間モデル賞）」という表彰がある
ので、この受賞事例について紹介する。
　平成28年度に表彰された東和地域の「町井地区」においては、農家レストランや
直売所、都市住民との交流施設の設置など、集落の夢を掲げた将来ビジョン「ア
グリ・フレンドin町井」を作成し、ビジョンの実現に向けて取り組んでおり、女性グルー
プによる地場産農産物による加工教室の開催や6次産業化への取り組みなどの
活動を行っている。
　
　その他、農地環境を改善するため、畦畔除去や暗渠排水の整備などを地域の
農地を守るための合意に基づいて共同活動として行われている地域もある。
　さらには、国では平成30年度より農地中間管理機構に預け、担い手に農地を集
約することで農家負担が伴わない農地中間機構関連圃場整備事業が創設され、
東和地域の中山間地域等で事業化に向けて営農計画や農地を誰に集約するか
協議を行うなど動きだしている地域もある。
　また、集落の活動計画を策定し、農産加工施設の整備検討や食文化の伝承活
動、リーダー育成の研修を行うなど、地域のアイディアを活かして集落ぐるみで取り
組みを行っている事例もある。

　市では高齢化・担い手不足に対応するため、農地の集積・集約化を進めている。
その中で、中山間地域については、集積・集約化がなかなか進まない状況にあるこ
とから、農地中間管理機構等を通じ、農地を借り受けた農業者へ10aあたり2万円
を交付する「特定地域農地流動化交付金」を行うなど、中山間地域の農地の集
積・集約化が図られるような取り組みを進めている。

268 H30.12.18 市政懇談会 内川目 農林部 農村林務課
農政課

中山間地域の新規指定につ
いて

　内川目１区は中山間地域になっていないが、農地を守り、担い手
を育てるという観点では、どこの地区でも共通の課題だと思う。新
たに中山間地域の指定が受けられるものか伺いたい。

　中山間地域は法律の指定に基づいて、大迫、東和地域は全体となっ
ており、花巻と石鳥谷はごく一部が指定もしくは知事特認となっている。
　急傾斜農地が中心となっているが、緩傾斜というやや緩い傾斜の部分
も対象になる場合がある。急傾斜であれば、交付金が10aあたり２万
1,000円となっており、緩い傾斜については10aあたり水田で8,000円とな
るため単価が下がる。傾斜のある農地については、ご相談していただけ
ればいろいろな取り組みが可能になると思われる。
　なお、急傾斜の要件は水田の場合20分の1以上となっている。これ
は、20ｍに対して1ｍ下がる傾きになっており、緩傾斜であれば100分の
1で、100ｍに対し1ｍ下がる形となる。ただし、この要件は水田の場合で
あるので、対象となる農地については一度ご相談願いたい。

　中山間地域は法律の指定に基づいて、大迫、東和地域は全体となっ
ており、花巻と石鳥谷はごく一部が指定もしくは知事特認となっている。
　急傾斜農地が中心となっているが、緩傾斜というやや緩い傾斜の部
分も対象になる場合がある。急傾斜であれば、交付金が10aあたり２万
1,000円となっており、緩い傾斜については10aあたり水田で8,000円とな
るため単価が下がる。傾斜のある農地については、ご相談していただ
ければいろいろな取り組みが可能になると思われる。
　なお、急傾斜の要件は水田の場合20分の1以上となっている。これ
は、20ｍに対して1ｍ下がる傾きになっており、緩傾斜であれば100分の
1で、100ｍに対し1ｍ下がる形となる。ただし、この要件は水田の場合で
あるので、対象となる農地については一度ご相談願いたい。

269 H30.12.18 市政懇談会 内川目 農林部 農村林務課
農政課

中山間の対象地域の判断に
ついて

中山間地域の対象となる急傾斜、緩傾斜の判断は誰が行うのか。 　基本的には、図面の等高線をもとに客観的に判断する。図面の等高
線がない場合は、測量により傾斜度を測ることになる。道路水路を基準
にして、その間の農地の平均的な傾斜度を測るという形になるので、一
部分だけきつくて、あとは緩いというような場合は対象にならない場合が
ある。詳細については現地を見ながらご相談させていただきたい。

　基本的には、図面の等高線をもとに客観的に判断する。図面の等高
線がない場合は、測量により傾斜度を測ることになる。道路水路を基準
にして、その間の農地の平均的な傾斜度を測るという形になるので、一
部分だけきつくて、あとは緩いというような場合は対象にならない場合
がある。詳細については現地を見ながらご相談させていただきたい。

270 H30.12.18 市政懇談会 内川目 大迫総合支所 地域振興課 30年後の内川目について 　近年、市町村消滅、限界集落ということをよく聞くが、内川目も例
外ではないと思う。

　内川目地区の人口と世帯数は、平成30年の11月末現在で人口が
1,241人、世帯数が429世帯である。昭和35年3月末の内川目地区の人
口が3,529人、世帯数が512世帯であり、世帯数に大幅な変動はない
が、人口は約3分の1に減少している。合併直前の平成17年9月末の内
川目地区は人口1,713人、世帯数440世帯であり、内川目地区の合併前
と比べ現在と合併前でも472人、世帯数は11世帯減少している。
　内川目地区には早池峰山やユネスコの世界遺産の早池峰大償神楽、
早池峰岳神楽があり、世界に誇れる自然と文化を有している。特に、内
川目地区の皆さんには、地域を挙げて早池峰神楽の伝承活動を活発に
行っていただいており、大変すばらしいことであると思っている。早池峰
山には年間1万3,000人を超える登山客があり、早池峰神楽の鑑賞には
県内はもちろん県外からも多くの方々が訪れるなど交流人口を増やして
いる。内川目地区の魅力を、早池峰山や神楽を通じて全国に発信して
いくということは大変重要なことであり、自然保護、そして神楽の伝承に
ついて、今後とも引き続きよろしくお願いしたい。市としては、内川目の
特性、文化地域資源を生かしながら、関係団体とも連携し、住民の皆さ
んとともに地域づくりを進めるお手伝いを大迫総合支所地域振興課の
地域支援室においても十分支援してまいりたい。

　内川目地区には早池峰山やユネスコの世界遺産の早池峰大償神楽、
早池峰岳神楽があり、世界に誇れる自然と文化を有している。特に、内
川目地区の皆さんには、地域を挙げて早池峰神楽の伝承活動を活発
に行っていただいており、大変すばらしいことであると思っている。早池
峰山には年間1万3,000人を超える登山客があり、早池峰神楽の鑑賞に
は県内はもちろん県外からも多くの方々が訪れるなど交流人口を増や
している。内川目地区の魅力を、早池峰山や神楽を通じて全国に発信
していくということは大変重要なことであり、自然保護、そして神楽の伝
承について、今後とも引き続きよろしくお願いしたい。市としては、内川
目の特性、文化地域資源を生かしながら、関係団体とも連携し、住民の
皆さんとともに地域づくりを進めるお手伝いを大迫総合支所地域振興課
の地域支援室においても十分支援してまいりたい。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨
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271 H30.12.18 市政懇談会 内川目 地域振興部 定住推進課 限界集落等を防ぐための市
の方策について

　花巻市として、市町村消滅や限界集落などの状況にならない為
にはどのような方策があるか伺いたい。

　花巻市の空き家バンクという登録制度があり、この登録を希望される方は、市内に空
き家を持っている方と空き家の購入を希望する移住希望者の方をマッチングするシス
テムである。
12月現在で登録されている物件は179件、うち成約されたのが74件であり、大迫地域に
おいては、同期で登録の実績が17件、うち7件が成約となっている。さらに、内川目地
区については同期で登録実績が3件で、うち2件が成約となっている。
　また、空き家バンクを使って移住されてきている方についての補助金、奨励金の制度
が二つある。
　一つは、「花巻市定住促進住宅取得等補助金」というものである。
この制度は、市内、内川目も含めて、住宅を新築あるいは空き家バンクの物件も含み
購入した場合、リフォームや転校によって生じる子供さんの学用品代、引っ越しに係る
経費の補助ということで、県外からの子育て世帯の方に対しては上限が200万円、空き
家バンク利用者の方には県の補助を含んで220万円、市内で農業に従事を予定してい
る方のうち、県外からの方に対しては県の補助を含んで220万円、県内から市内への
移住の方に対して200万円を上限に、その経費の2分の1を補助する制度がある。本年
度は6件という実績があり、大迫地域においては空き家バンクを利用して補助金の交
付を受けている世帯が１件ある。
　それからもう一つは、平成30年4月から始まった、「花巻市子育て世帯住宅取得奨励
金」という制度がある。この制度は、子育て世帯の花巻市への定住を促進するため、親
世帯との同居または花巻市コミニュティ地区条例で定める区域内における親世帯との
近居のために住居を取得した場合、生活サービス拠点として、市の立地適正化計画に
おいて居住誘導区域に指定されている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準
ずる区域内において、住居を取得した場合に奨励金として３０万円を交付している。当
初10件を予定をしていたが、秋口から申請が増え、今現在（12/18）で申請が10件と
なった。予算を確保しながら、今後も広報等で周知していく。
　さらに、住宅を取得する場合の支援策として、市の移住定住、空き家等に係る住宅支
援制度のいずれかを利用した方を対象に、独立行政法人住宅金融支援機構の住宅
ローン「フラット35ローン」について、当初5年間の借入金利を通常の方よりも0.25％引
き下げて利用するということを可能にしたところである。
　空き家については、内川目地区だけでなく、花巻市全体中心部においても発生してい
る事象であり、こういった物件を活用しながら、市外あるいは県外からの移住の方々を
定住に結びつけるように進めてまいりたいと考えている。

①花巻市空き家バンクは、登録を希望する市内に所在する空き家所有者が、市
の専用ポータルサイトを活用し、空き家の購入等を希望する移住希望者等の利用
希望者とマッチングをする仕組み。市外の利用希望者と成約した場合、空き家所
有者に対して、花巻市空き家バンク活用奨励金として10万円を交付している。3月
25日現在で185件登録。
②花巻市定住促進住宅取得等補助金は、市内に住宅を新築または購入した場
合に空き家バンク利用を含み、空き家のリフォームや引っ越しに係る経費等を支
援するため、県外からの子育て世帯に対して上限200万円、空き家バンク利用者
に県の補助を含み220万円、市内で農業に従事を予定している方の内、県外の方
に対して県の補助を含み220万円、県内の方に対して200万円をいずれも上限に、
その経費の1/2を補助するもの。
③花巻市子育て世帯住宅取得奨励金は、平成30年4月1日から、子育て世帯の
花巻市への定住を促進するため、親世帯との同居または花巻市コミニュティ地区
条例で定める区域内における親世帯との近居のために住居を取得した場合、生
活サービス拠点として、市の立地適正化計画において居住誘導区域に指定され
ている範囲及び大迫・東和地域においては、それに準ずる区域内において、住居
を取得した場合に奨励金として30万円を交付し、都市機能誘導区域は20万円を
加算し、50万円を交付している。
　フラット35優遇金利については、市では平成30年7月27日に独立行政法人住宅
金融支援機構と協定を締結し、上記②③の制度のいずれかを利用した方を対象
にフラット35ローンについては、当初5年間の借入金利を年0.25％引き下げて利用
することが可能。
市の移住定住を推進するための市内への住宅取得する方への支援については、
岩手県宅建協会花巻支部、花巻市建築士会等を通じて制度周知を行っている。

272 H30.12.18 市政懇談会 内川目 大迫総合支所 地域振興課 観光シーズンの交通手段に
ついて

　内川目地区は観光資源として早池峰山や早池峰神楽がある。今
後、民間のバスが廃止になるが、来年度の観光シーズンの観光客
の交通手段について、今まであったシャトルバスの運行継続など、
市で考えていることがあれば教えていただきたい。

　来年度も、登山シーズンに花巻駅から運行される新花巻駅経由の環
境保全バス、土日祝日に運行される盛岡駅から早池峰山への登山バス
は継続して運行する予定である。

　来年度も、登山シーズンに花巻駅から運行される新花巻駅経由の環
境保全バスは、継続して運行する。また、土日祝日に運行される盛岡駅
から早池峰山への登山バスは継続して運行していただくようにお願いし
ている。

273 H30.12.18 市政懇談会 内川目 農林部 農村林務課 森林資源の活用策について 　戦後植林した木が伐採時期に入っているが、伐採して売ったとし
ても、山主にはお金が入ってこない状況である。このような中で、資
源である山を活用し、収入が増える事業などについて、市の考えを
伺いたい。

　市では、森林整備を進めるために、昨年度、市有林の経営ビジョンを策定し、市
内15区域の中の市有林３０haを核とした森林経営計画を策定、民有林と市有林
が共同で森林経営計画を策定できる環境を整備している。現在、市内では約
1,300haの森林経営計画を策定しており、今後さらに民有林との共同計画を進め、
計画的に森林整備を進めることとしている。市有林の経営ビジョンについては、大
迫地域は６計画あり、内川目地区については３計画がある。
　また、平成31年度税制改正において創設予定となっている「（仮称）森林環境譲
与税」の活用について現在検討を進めており、主な使途として、間伐や人材育成・
担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関す
る費用に充てることが見込まれている。具体的には、今年度、森林の土地の所有
者等に関する情報を記載した林地台帳と併せて地図情報を整備しており、さらに
森林資源の量や質を把握し土地情報と併せた森林情報の一元管理、森林経営
の集約化や効率的な木材生産の拡大を図っていくために必要な林道や基幹作業
道の整備、森林所有者に代わって森林経営計画を作成する森林施業プランナー
等の人材の育成確保、森林所有者、地域住民自らによる地域の里山整備の取り
組み等について検討を進めている。
　花巻市は他の市町村に比べ、市内に木質バイオマス発電があり、隣接の北上
市には合板工場があることから、素材の受け入れ先が比較的近くにあり、受け入
れの立地条件がいいことから、計画的な素材生産により、一定の収入は確保でき
るものと考えている。
　また、昨年から小ロットの未利用木材をバイオマス発電燃料として供給するため、
森林組合やバイオマスエナジーが行う小口買取り制度について、市独自に運賃や
松くい虫被害木の受け入れに対して支援を行っているところであり、今後も継続し
て取り組んでいく。
　市としては、市有林の整備を通じて間伐や路網整備などを計画的に進めること
で、市有林と民有林との一体的な森林経営計画の推進につながり、林業事業体
の事業量確保と雇用の安定、新たな人材の育成が図られるものと認識している。

　市では、森林整備を進めるために、昨年度、市有林の経営ビジョンを策定し、市
内15区域の中の市有林３０haを核とした森林経営計画を策定、民有林と市有林
が共同で森林経営計画を策定できる環境を整備している。現在、市内では約
1,300haの森林経営計画を策定しており、今後さらに民有林との共同計画を進め、
計画的に森林整備を進めることとしている。市有林の経営ビジョンについては、大
迫地域は６計画あり、内川目地区については３計画がある。
　また、平成31年度税制改正において創設予定となっている「（仮称）森林環境譲
与税」の活用について現在検討を進めており、主な使途として、間伐や人材育成・
担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関す
る費用に充てることが見込まれている。具体的には、今年度、森林の土地の所有
者等に関する情報を記載した林地台帳と併せて地図情報を整備しており、さらに
森林資源の量や質を把握し土地情報と併せた森林情報の一元管理、森林経営
の集約化や効率的な木材生産の拡大を図っていくために必要な林道や基幹作業
道の整備、森林所有者に代わって森林経営計画を作成する森林施業プランナー
等の人材の育成確保、森林所有者、地域住民自らによる地域の里山整備の取
り組み等を進めることとしている。
　花巻市は他の市町村に比べ、市内に木質バイオマス発電があり、隣接の北上
市には合板工場があることから、素材の受け入れ先が比較的近くにあり、受け入
れの立地条件がいいことから、計画的な素材生産により、一定の収入は確保でき
るものと考えている。
　また、昨年から小ロットの未利用木材をバイオマス発電燃料として供給するため、
森林組合やバイオマスエナジーが行う小口買取り制度について、市独自に運賃や
松くい虫被害木の受け入れに対して支援を行っているところであり、今後も継続し
て取り組んでいく。
　市としては、市有林の整備を通じて間伐や路網整備などを計画的に進めること
で、市有林と民有林との一体的な森林経営計画の推進につながり、林業事業体
の事業量確保と雇用の安定、新たな人材の育成が図られるものと認識している。

274 H30.12.18 市政懇談会 内川目 農林部 農村林務課 小口買い取り制度について 　自分の軽トラックで木材を搬入場所の「大迫生コン」まで運んだ場
合に、１トンあたりの単価が4,000円とのことだが、もう少し買い取り
単価を上げる考えはないのか。

　未利用材の資源の循環を前提として、発電を行う事業所における採算
性を考慮し設定した単価であることをご理解いただきたい。
　なお、大迫地域においては、二枚橋まで直接運搬するのではなく、大
迫総合支所付近の「大迫生コン」まで運搬していただければ、市で発電
を行う事業所へ運搬する仕組みになっており、こうした取り組みにより大
迫地域の山林を持っている方々の負担を幾らかでも軽くすることで支援
をさせていただいている。

　未利用材の資源の循環を前提として、発電を行う事業所における採
算性を考慮し設定した単価であることをご理解いただきたい。
　なお、大迫地域においては、二枚橋まで直接運搬するのではなく、大
迫総合支所付近の「大迫生コン」まで運搬していただければ、市で発電
を行う事業所へ運搬する仕組みになっており、こうした取り組みにより大
迫地域の山林を持っている方々の負担を幾らかでも軽くすることで支援
をさせていただいている。
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275 H30.12.18 市政懇談会 内川目 農林部 農村林務課 シカ被害について 　今、農作物への被害が多大であり、農家の意欲低下に繋がる問
題でもある。花巻市で何か対策を考えているのであれば伺いた
い。

　市では、花巻市鳥獣被害防止計画に基づいて市内に鳥獣被害対策
実施隊を組織し、被害発生や目撃情報が寄せられた際には、追い払い
あるいは捕獲活動を実施している。現在、市内の鳥獣被害対策実施隊
は110名で、そのうち大迫地域は15名の方々に活動していただいてい
る。
　ニホンジカによる農作物被害を防止するため、電気柵の設置に対する
助成も行っており、個人に対しては、購入費の２分の１の補助率で上限
７万円、団体では４分の３の補助率で30万円が上限となっている。11月
末現在の実績では、市内では個人が41件、団体が６件の計47件であ
り、そのうち大迫地域は36件とその３/４を占めている。内川目地区で
は、個人が10件、団体が３件となっている。
　また、市内の中山間地域における取り組みとして、地域で狩猟免許の
取得に支援し、有害鳥獣の捕獲という取り組みをしている組織もあるこ
とから、優良事例等について、いろいろな場面を通じてお知らせしてい
る。
　なお、平成29年度のニホンジカ捕獲実績は762頭である。内訳は、有
害駆除390頭、県の個体数調整191頭、市単独150頭、狩猟31頭となって
いる。市では国の交付金が要望より下回っていることから、市単独の緊
急捕獲支援事業として150頭分1,200千円を予算措置し、積極的に捕獲
を行っている。

　市では、花巻市鳥獣被害防止計画に基づいて市内に鳥獣被害対策
実施隊を組織し、被害発生や目撃情報が寄せられた際には、追い払い
あるいは捕獲活動を実施している。現在、市内の鳥獣被害対策実施隊
は110名で、そのうち大迫地域は15名の方々に活動していただいてい
る。
　ニホンジカによる農作物被害を防止するため、電気柵の設置に対す
る助成も行っており、個人に対しては、購入費の2分の1の補助率で上
限7万円、団体では4分の3の補助率で30万円が上限となっている。11月
末現在の実績では、市内では個人が41件、団体が6件の計47件であ
り、そのうち大迫地域は36件とその3/4を占めている。内川目地区で
は、個人が10件、団体が3件となっている。
　また、市内の中山間地域における取り組みとして、地域で狩猟免許の
取得に支援し、有害鳥獣の捕獲という取り組みをしている組織もあるこ
とから、優良事例等について、いろいろな場面を通じてお知らせしてい
る。
　なお、平成29年度のニホンジカ捕獲実績は762頭である。内訳は、有
害駆除390頭、県の個体数調整191頭、市単独150頭、狩猟31頭となって
いる。市では国の交付金が要望より下回っていることから、市単独の緊
急捕獲支援事業として150頭分1,200千円を予算措置し、積極的に捕獲
を行っている。

276 H30.12.18 市政懇談会 内川目 農林部 農村林務課 電気柵の補助について 　5年ぐらい前に電気柵の補助を受けたが、再度補助を受けること
は出来るのか。

　例えば、団体で広い面積に対して電気柵を設置するような場合で、団
体の構成員として補助を受けることは可能かとは思うが、個人として再
度補助を受けることは難しいと思う。

　例えば、団体で広い面積に対して電気柵を設置するような場合で、団
体の構成員として補助を受けることは可能かとは思うが、個人として再
度補助を受けることは難しいと思う。

277 H30.12.18 市政懇談会 内川目 教育部 教育企画課 中学校の改築について 　大迫中学校改築促進協議会の中では、中学校のプールは作ると
いう話で進んでいたような記憶があるが実際のところプールが作ら
れていない。
　また、テニスコートを２面作るという話があったが、それも消えてし
まったように見受けられる。学校の事情もあるのかもしれないがど
ういうことなのか教えて欲しい。

　大迫中学校のプールについては、大迫中学校改築促進協議会におい
て何回も議論しており、その中で、大迫小学校の屋根つきプールを授業
で使うということで、最終的に大迫中学校改築促進協議会で合意をいた
だいた。
　なお、テニスコートについては、多目的広場をテニスコートとしても活
用できる仕様で整備することを検討している。

　大迫中学校のプールについては、大迫小学校の屋根つきプールを授
業で使用するということを、大迫中学校改築促進協議会から合意をいた
だき、中学校にはプールを造らないこととした。
　テニスコートについては、多目的広場をテニスコートとしても活用でき
る仕様で整備するということで、大迫中学校改築促進協議会から合意を
いただいておりますが、大迫中学校の部活動において、平成31年度か
らテニス部の部員募集を停止するとの方針が示されておりますことか
ら、現在、整備方法について検討中である。

278 H30.12.18 市政懇談会 内川目 教育部 学務管理課 クラブ活動に伴う交通手段に
ついて

　中学生は日常の通学のほかにクラブ活動がある。12月で路線バ
スが廃止されることに伴い、クラブ活動に対する交通手段について
どのような対応を考えているのか伺いたい。

　クラブ活動に対するバスの運行については、教育委員会としてはクラ
ブ活動に通うためにスクールバスを運行するということはなく、地域の親
御さんに送迎していただけるようご協力をいただくことについて、それぞ
れの学区の中学校PTAの皆さんと話し合いが進んでいるとお聞きしてい
る。

　クラブ活動に対応したスクールバスの運行については、市内の他の地
域においても運行は行っておらず、大迫地域においても同様に運行は
行わない考えである。なお、平成29年度に大迫小、内川目小、大迫中
の児童生徒を対象に実施したスクールバス以外の路線バス利用に関
する実態調査においても、週末又は長期休暇中にクラブ活動への参加
を目的に利用した生徒は数名で、ほとんどが家の人の送迎という実態
であった。

279 H30.12.18 市政懇談会 内川目 教育部 教育企画課 大迫地域の小学校の配置に
ついて

　2カ月ぐらい前、花巻市立小中学校における適正規模・適正配置
に関する基本方針(案)の説明会があり、この説明会に出席した方
より、大迫地域の三つの小学校については、将来は統合したほう
がいいというような内容だったと聞いた。統合による教育上のメリッ
トの説明はあったが、現状維持の形については話がなかったと聞
いたが、その事について知りたい。

　統合の前に、20年後の小学校等の状況について推計をした内容をも
とに、適正配置の案として説明したということであり、決して統合ありきの
内容ではなく、逆に現状で今学校を残したら、これぐらいの生徒数が
減っていくとの推計を地域の皆さんにお示ししたと教育委員会からは報
告を受けている。
　説明会は各中学校区単位で花巻全体にて行われ、石鳥谷あるいは大
迫での意見についても集約をしていると聞いているが、内川目学区とし
て、これから、必要な都度懇談会・勉強会のような形で教育委員会も一
緒に入り、地域の皆さんに説明をして今後どうしていけたらいいかという
協議を進めていきたいということである。

　教育委員会では、児童生徒数の減少等による新たな教育課題への対
応が必要と考え、「花巻市立小中学校における適正規模・適正配置に
関する基本方針案」をお示しし、平成30年10月に中学校区単位での説
明会を実施した。その後、同年12月から平成31年1月にかけて、保育
園、幼稚園の保護者会、小中学校のPTA、地区コミュニティ会議を対象
とした出前学習会を開催し、内容の周知に努めてきた。
　学校の統合は、地域の住民の皆様との話し合いを重ね理解が得られ
た後に行うものであるため、地域が存続を望めば統合を行うことはでき
ないが、学校規模の縮小は進んでいくので、副校長が配置されない学
校も出てくる。そうした学校に対する地域の支援はますます必要となると
思われるので、その点も踏まえて地域への情報提供を行い、協議を進
めてまいりたい。

280 H30.12.18 市政懇談会 内川目 建設部 都市政策課 公共交通について 　12月で路線バスが廃止され、デマンドタクシーという形になってい
るが、盛岡市では70歳以上の老人が、1回５千幾らの券を買うと、
半年間はバスが乗り放題という制度があるのを新聞で読んだ。花
巻も、中心市街地ではふくろう号や星めぐりのバスがある。大迫地
域では、デマンド交通のみで1回最低でも400円かかるし、大迫の町
から花巻へも何所にも行くことが出来ない。行くとすれば、そこから
普通のタクシー運賃を払うことになる。盛岡市とか花巻市のほうは
大変優遇されてると感じる。大迫も花巻も平等にするような方向に
なっていかないものか。これでは若い人たちはどんどんここから離
れて行ってしまう。デマンドタクシー以外に何か方法はないものか。

　大迫地域は、大迫の中心に対しては予約乗合バスを使用することに
なるが、盛岡に行く場合の沿岸から来る盛岡行きのバス、それから大迫
石鳥谷線、大迫花巻線、こういうものは継続して運行していくので、ぜひ
ご利用いただきたい。現在運行している大迫石鳥谷線や、花巻市で赤
字分を全額負担している大迫花巻線も、今後利用がなければ縮小に向
かっていく恐れがある。ぜひ、バスの利用に目を向けていただき、大迫
からの交通手段に活用いただくようお願いする。

　平成29年6月に策定した花巻市地域公共交通網形成計画において、
旧市町間を繋ぐ路線、他市町とを繋ぐ路線については今後も維持して
いくとし、大迫、石鳥谷、東和、花巻の各地域内は、予約乗合バス等で
生活交通を維持することとしている。路線バスの利用者が減っているな
かで、すべての路線を維持することは困難であり、利用が少ないところ
に新たに路線を拡大することも難しい。その中で、地域間を繋ぐ幹線路
線はなんとか維持していこうということであり、地域内については予約に
応じて運行する予約乗合バスを導入している。幹線路線、予約乗合バ
ス、タクシーそれぞれが共存していくことが必要である。
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■平成30年度市政懇談会記録 「内容」「懇談会での回答」は、読みやすくするため、正確さを損なわない範囲で、部分的に文章上の整理を行っています。

番号 年月日 種別 地区名 担当部 担当課
参加者発言趣旨

（タイトル）
内容（要旨） 懇談会での回答（現状・取り組み状況等） 年度末の状況

281 H30.12.18 市政懇談会 内川目 建設部 都市政策課 スクールバスへの一般混乗
について

　内川目1区はスクールバスの止まらない場所になっているが、一
人暮らしの高齢者が数名おり、その方々からスクールバスへの一
般混乗を希望する声が上がっている。
外川目地区の場合、旭の又線、竪沢線、長崎線があるわけだが、
学校のすぐ側の岩脇、下中居からも乗車できる。これは、小学校統
合の際の条件だったと思われるが、内川目地区だけ区別され、不
便であると感じる。制度の弾力的な運用が出来ないものか。

　スクールバスの一般混乗制度については、教育委員会と建設部とで
協議をしていただいた。今のお話しは、スクールバスが通る途中にある
集落の一般の方を乗せて欲しいという趣旨だと思うが、スクールバス
は、通学する児童生徒のために運行するのが原則であることをご理解
いただきたい。
　一般混乗については、その例外として、東和地域の例と同じように、ス
クールバスの乗降場所となる指定停留所で、市民の方を無料で乗せる
ことができるようにするということである。県交通が廃止されれば、中野
向、八木沢向、沢、金沢、古舘のそれぞれのバス停が廃止される。従っ
て教育委員会が設置するスクールバスの停留所は、内川目では今のと
ころ、才の神から上流で教育委員会の指定したバス乗り場となり、才の
神の上流の方々は、スクールバスあるいはスクールタクシーへ一般混
乗ができるという説明である。この件については、教育委員会と建設部
とで既に協議が整ったところであり、東和もスクールバスが利用できる
乗降場所の停留所からは、一般混乗の方を乗せているので、大迫の内
川目についても同じようにお願いをしたいということである。

　教育委員会と協議し、スクールバスの運行時刻等への影響もないと判
断したことから、要望のあった、中野向から内川目古舘までの5か所を
一般混乗専用のバス停留所として設置し、2月1日から利用できることと
した。
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